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序 章 

1 本研究の問題意識 

 障害のある人びとが自立して生活することは、1975 年に国連の『障害者の権利宣言』

において、「障害者は、できる限りその自立が可能となるように計画された施策を受ける

権利を有する」とされ、障害のある人びとの権利として国際社会に認められるようになっ

た。そして、1981 年の「国際障害者年」を経て、中国では 2008 年に「障害者権利条約」

が批准されたことを契機として、障害のある人びとの自立生活を守ることは、現在、国際

的にも最も当事者の権利を保障することができるものであり、障害のない人と同様な生

活を営む課題として位置付けられる。 

このような自立生活の実現に至るまで、福祉先進国は非常に長く、闘争に満ちた道を経

てきた。特に、当事者運動が重要な役割を果たしてきた。1980 年代から世界各地で多く

の障害のある人びとが自らの権利を主張するために、デモや抵抗活動を行った。障害のあ

る人びとが一連の戦略や理念を通じて、運動や行政との交渉を行い、それによって社会的

に差別される状況を改善し、世界の障害観も変えるようになった。例えば、イギリスの障

害者運動から「障害の社会モデル」が提出され、過去の医療モデルに基づく観点を打ち破

り、障害のある人の権利主張が正当化されるようになった。また、アメリカにおける障害

のある人びとは、自立生活運動を通じて、自立生活思想を提出し、自立生活センターを創

設した。そして、北欧諸国で行われた反施設運動から、「ノーマライゼーション」の思想

が広がっている。そのほか、東アジアに位置している日本でもほぼ同時期に脳性マヒ患者

たちから組織された「青い芝の会」をはじめ、様々な運動が展開され、大型施設に対する

抵抗運動や、自立生活センターの成立等を挙げることができる。 

このような当事者運動により、障害のある人びとに対する保障制度や福祉政策も大き

く改善されるようになった。現在の福祉先進諸国における障害のある人びとは、一切の差

別や偏見を受けないというわけではないが、より自らの権利が守られ、自立した生活を営

んでいると言えるだろう。そのために、こうした自立生活を可能にする諸条件と課題につ

いては、福祉先進国が通ってきた道から明確にすることができると考えられる。 

これに対し、現在の中国における障害のある人びとはどのように扱われているだろう

か。中国の障害者調査領導小組による第二次全国障害者調査の結果によると、障害のある

人びとは約 8,296 万人であり、総人口の 6.34％を占めている。このような数多くの障害の

ある人びとがいるが、生活の各場面や公共施設ではあまり出会うことはない。一方、障害

のある人が様々な差別や不公平な扱いを受けることは、現在でもよくニュースやメディ

アで目にする。筆者が修士課程の時に実施した調査の結果から、現在の中国における障害
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のある人びとは、いまだに差別され、社会から排除される状態に置かれており、長い間「社

会的弱者、無能」という意識の社会環境におかれて、「自らの力で心強く生きる」という

政府からのスローガンのもとで生きているということがわかった（杜 2017）。こうした

社会背景のもとで、障害のある人の人権を保障し、差別と排除を解消するため、そして真

の意味で障害のある人びとの自立生活を実現するためにどのようなことが必要であるの

か、を明らかにすることが課題として挙げられる。 

中国は従来から儒教文化の影響を受け、家族の相互援助を重視し、政府による社会福祉

への介入は限られているが、改革開放の影響で経済構造が変化し、所得格差の拡大や失業

問題等の新しい社会的リスクが生じた。さらに、人口の高齢化問題が始まるなど、様々な

社会問題が現在の中国社会で目立つようになっている。こうした社会問題の解決のため、

中国政府は近年社会福祉の改革に努めている。それとともに、深刻な社会問題と大きな財

政的負担の影響で、「福祉社会化」という方向性が提示され、政府は社会福祉の提供を一

部の「半官半民」の社会団体や民間組織に移し、中国の市民社会も急速に発展するように

なっている。そして、2008 年の障害者権利条約の批准を契機に、障害当事者により組織

された団体が出現し、当事者の声が社会に広がりつつある。多くの障害者団体が権利擁護

のために様々な取り組みを行っており、それによって「障害の社会モデル」の普及や自己

決定権の主張等が中国でも出現してきている。 

さらに、近年、中国政府はインクルーシブな社会の実現を目標とすることを示している

が、障害のある人びとがどのように障害のない人びとと同様に生活できるのかがそれに

おいてもっとも重要な課題となる。そこから浮かび上がってくる問題は、中国における障

害のある人びとは、どのようにすれば自らの状況を改善でき、福祉先進諸国の障害のある

人びとと同様に自立して生活を営むことが実現できるのかである。日本の自立生活セン

ターの創設者である中西正司が、「社会の常識は訴え続ける当事者がいる限り、10 年単

位で変わっていくものである。現状に甘んじることなく変革を求める者が存在しなけれ

ば、社会は 10 年經っても何も変わりはしない」（中西 2014: 1-2）と指摘する通りで、障

害のある人びとが社会に対して声をあげず、自らの権利を求めなければ、障害のある人び

とが置かれている状況は変わらないかもしれない。そのために、障害のある人びとの現在

の状況を改善するための権利擁護運動の展開が迫られている。 

2 問題の提起 

前節で述べたように、こうした自立生活を可能にする諸条件と課題について、いわゆる

福祉先進国のそれぞれにおいて、すでに研究が展開されてきた。ヨーロッパや日本では、
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障害のある人の自立を中心にした障害当事者の運動の展開、障害に対する文化的差別、障

害に関する国家の福祉システムに関連する研究がすでに数多くある。 

一方、中国ではごく近年から市民社会の発展に伴い、障害のある人びとの権利を擁護す

るための運動も展開されてきたが、まだ初期の段階にあり、福祉先進諸国に何十年間にわ

たって発達してきた障害者運動と比べると、いまだ十分な広がりをもっていないと言え

る。また、それに関する研究もまだ十分に展開されておらず、福祉先進国の運動事例を取

り上げながら分析する研究はなされていない。 

さらに、近年の中国における障害のある人びとの権利を擁護するための運動は、当事者

によって行われるだけでなく、障害のある人の家族や公益組織、研究者等の非当事者から

行われた活動も大きな影響を生み出している。この当事者と非当事者から展開されてき

た運動の現状や課題についての研究はほとんど行われていない。したがって、この間隙を

埋めることは、中国における障害のある人びとについて研究し、その福祉向上を目指すう

えで、意義を有するものになると考える。 

それゆえ、本研究では、まず中国の障害関連諸政策と筆者が実施した現地調査で得られ

たデータを踏まえながら、中国の障害福祉体制、障害のある人びとが置かれている全体的

な現状を明らかにする。また、中国の障害観、政府主導の障害者連合会の役割と主張、民

間の障害者運動が発足する前の状況について述べる。そして、近年中国社会で活躍してい

るいくつかの障害者当事者団体および非当事者団体に対して調査を行い、どのような社

会活動を行っているのか、どのような障害思想を宣伝しているのか、どのような福祉サー

ビスを提供しているのかといった課題をめぐり、関係資料と照らし合わせながら、中国の

障害者運動の展開の成果と課題、自立生活に対する意識等を検討する。 

このような二つの側面から、現在の中国社会における障害者運動の現状、および障害に

対する意識を明らかにし、さらに中国における障害のある人の「自立観」が国際社会の理

念、障害者権利条約の要請と一致しているかどうかを確認する。そして、既に自立生活の

実現に様々な取組みがなされてきた福祉先進諸国の代表例としてアメリカ、イギリスお

よび日本をとりあげ、各国の障害のある人びとの自立生活に関連する障害者運動や法律

政策等を踏まえながら、中国の実情に対していかにそれらの経験から学べるかを提示し、

今後の中国における障害のある人びとの自立生活の望ましいあり方を明確にする。 

以上をふまえて、本研究の研究課題は以下のように設定される。 

第一に、中国における障害のある人びとの権利、福祉の現状を明確にする。そして、障

害思想の歴史的形成と変遷、障害者運動の展開、国家の障害福祉システム形成と変容、お

よび障害のある人の自立生活の現状を正確に把握し、記述する。 
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第二に、障害のある人びとの自立生活に関する当事者の運動、運動の価値形成、文化的

差別や抑圧、そして障害のある人びとの自立生活を支援するための福祉システムの創造

という三つの側面から、福祉先進国における先行研究を検討して、障害のある人の自立を

支える条件や課題について明確にする。  

第三に、中国における障害当事者の活動が現段階では社会にどのような変革をもたら

しているかについて明らかにすること。具体的には、障害者運動の展開と課題、自立生活

の実態と意識に関して、発展している障害者団体にインタビュー調査を実施し、障害者運

動展開の問題点と課題、および自立生活の展開と問題点について明らかにする。 

そして第四に、先進国の障害者運動から提示された課題に照らし合わせて、中国におけ

る障害のある人びとの生活の現状について評価し、それらを支援するために、中国の障害

者運動の展開の方向性について検討する。 

3 研究の方法 

障害のある人びとの自立を研究するために、社会学、障害学、社会福祉学、社会政策学、

人間開発学、社会心理学等の専門知識が必要となる。本研究は、以下のような方法で進め

る。 

まず、文献研究によって欧米諸国や日本の既存の研究成果を学び、その意義と問題点を

理解することにつとめ、既存の研究成果と問題点を整理する。その上で、中国における障

害のある人の実態と障害政策について知るために、公表されている統計データを収集し、

主に「第二次全国障害者調査」のデータ、「十三五」障害者事業計画、2016 年から 2018

年までの「中国障害者事業発展統計報告書」の資料に基づいて記述する。そして、先進国

の経験を踏まえながら、中国の現状について把握する。とりわけ日本を重要な比較対象と

する。 

つぎに、本稿では、中国における障害者運動の発展を質的研究のアプローチで探ってい

る。質的研究を選ぶ理由は 2 つある。 第一に、中国大陸における障害者権利擁護の発展

に関する情報が少なく、また民間の障害者団体の展開に関連する研究成果も乏しいため、

大規模なサンプル調査を前提とする量的研究を行うことが非常に困難であることが挙げ

られる。第二に、障害者権利擁護運動の発展の分析は、関係者の個人的な経験と社会的文

脈の分析に依存していると考えられるからである。量的研究は変数間の関係の分析に焦

点を当てているのに対し、質的研究は、「社会生活に密着した社会現象の研究である」（Yin 

2003）と指摘されるように、この行動の背後にあるメカニズムを理解することに価値があ

る。障害者運動の発展に影響を与える社会的要因を探るためには、質的研究を用いてその

現状を理解することが重要だと考える。 
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次に、調査対象者となる団体の選定について述べる。中国における民間の障害者団体の

現状についてのデータや統計資料は、現在のところ公開されている情報が不足している。

こうした状況のもとで、筆者は主にインターネット検索、中国の障害研究分野に関連する

学会への参加などを通じて、影響力のある障害者団体を選定した。障害のある人の権利擁

護に努めているかどうか、障害の社会モデルや自立生活の考え方などを積極的に推進し

ているかどうか、で判断した。これらの情報を通じて、筆者は 2016 年から、中国で最も

活躍している障害当事者団体である「一加一」と、初めて自立生活項目を設けた障害者団

体である「瓷娃娃」といった当事者運動、および障害者家族により組織された「心智障碍

家长联盟」を対象に調査を行うこととした。 

これらの障害者団体により行われた権利擁護運動を考察するために、障害者団体によ

って行われた活動をフォローし、障害者団体のブログ、ソーシャルメディアからの文章お

よび事例を収集することと、団体の担当者や参加者に対するインタビュー調査を実施し、

大量の事例を収集してきた。そして、2017 年 8 月、2018 年 7 月に団体の理念を理解し、

意思決定に関与している管理者やメンバーにインタビュー調査を行った。その他、筆者は

メール、ソーシャルソフトウェアなどの方式で個別の問題に関して 2 回のフォローアッ

プをした。それらの調査は、金沢大学の倫理審査委員会に申請して認可されたものであり、

個人情報に関連する調査内容は、調査協力者のプライバシーを保護するものである。 

このように、現在の中国における障害者運動の展開状況、権利擁護の現状および障害の

ある人の生活の現状の諸問題を、障害者団体の組織者と障害当事者の意識から明らかに

することができる。そして、それを手がかりとして、国家の福祉システムの問題点を析出

し、障害のある人もない人もいかにして「共に生きる」ことができる社会を建設できるの

か、その条件に関して調査結果から明確にすることができると考えている。これらの分析

を踏まえて、障害のある人びとの自立生活を実現するためのシステム設計に関して、より

合理的な提言を試みる。 

4 論文の構成 

本論文は、中国における障害のある人びとの自立生活や各権利の実現の方法を探るが、

研究の中心は民間の障害者権利擁護運動の役割、進行状況、そして福祉先進諸国において

障害者運動が獲得した成果においた。したがって、まず中国における障害のある人びとの

現状を明確にするために、政策や法制度等の状況について概観し、調査事例を取り上げな

がら検討する。そして、社会運動論の研究方法も用いて、中国の権利擁護運動を分析する

ものである。本稿の構成は以下の通りである。 
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  序章では、本研究の問題の背景、研究目的と問題設定を提示し、研究方法について述べ

た。 

第 1 章では、本論文で使用する基本的用語を説明し、本研究の理論的枠組みを提示す

る。 

第 2 章は、中国での障害の定義を説明し、中国の社会福祉体制の特徴と障害福祉の位置

付けについて述べ、現状を明確化した上でその課題を提示する。そして、政策や法制度と

障害当事者に対する聞き取り調査から得られた事例を合わせながら、障害のある人びと

が自立できない社会的要因を検討する。さらに、民間の障害者権利擁護運動が発足する前

の中国社会を考察する。具体的に言うと、以前の中国社会における障害観と政府主導の障

害者連合会の役割について説明する。 

第 3 章は、福祉先進諸国における障害のある人びとの自らの権利確保や自立生活の実

現に向けての努力を検討する。特に、中国が大きな影響を受けているイギリス、アメリカ、

そして日本を取り上げ、その障害者運動の展開と成功要因、および特徴を分析する。 

第 4 章は、中国において活躍している当事者団体に注目して実施した調査から、調査デ

ータと関連資料を分析し、現在の障害者運動の展開成果と今後の課題を考察する。 

第 5 章は、障害のある人びとの権利確立に大きな役割を果たしている非当事者により

組織された団体に注目し、その活動の展開内容と成果、障害に関する意識等について検討

し、さらに今後の課題を考察する。 

第 6 章は、中国の障害者運動の展開内容をめぐり、運動形成の社会環境要因、障害意識

の転換、運動展開の社会文化要因、および国際社会の影響という側面から考察する。そし

て、福祉先進国での運動事例を取り上げ、中国の障害者運動への示唆を示し、今後の運動

方向を提示する。 

終章において、本論文によって得られた主な知見を整理して提示し、障害のある人びと

の権利確立や自立生活を将来的に実現していくための研究上および実践上の課題、そし

て今後の課題を記述する。 
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第 1章 本研究の理論枠組み 

1 用語の説明 

本論文は中国における障害のある人びとに関する研究であり、はじめに中国における

「障害」の用語ならびに表記の変遷について述べる。障害のある人びとを指す言葉は差別

と結びつきやすく、それは多くの国で見られることである。ここでは、中国のほかに、用

語の使い方と関係している日本における「障害」の呼び方に関する議論も行う。そのほか、

本論文では英語表現や、英語の略語をそのまま使っている用語については、用語表を作成

し、以下に提示する。 

  

1.1 「障害」の表記の変遷―「残廃」から「残障」へ 

中国でも近年、障害の社会モデルの概念の広がりにより、「障害」の呼び方が変わって

きた。古代では、人は何か悪いことをしたら、その人自身、もしくは家族は罰を受けなけ

ればならないという考え方が強く、「障害」はこの罰の一種と見なされていた。この時代

に、障害のある人は「無能」、「廃人」、「残廃」と呼ばれ、差別的な意味を有していた。

これらの呼び方は、一般的に「失能」の意味があり、すなわち肢体の一部の欠損や身体の

ある機能がなくなり、それによって労働能力を失い、社会に対して経済的な価値を創造で

きないということが暗示されていた。 

国連では 1981 年を「国際障害者年」（International Year of Disabled Persons）と定めた

が、当時の中国ではまだ「国際残廃人年」と訳されていた。1983 年に鄧朴芳が「中国障害

者福祉基金会」の宣伝要綱で最初に「残疾」を提示し、「『障害』が人の生活や仕事に与

える影響の大きさは、社会がその人に提供する条件に依存する。一定の条件の下では、社

会に負担をかけるのではなく、障害者は社会の富の創造者となり、「廃人」ではなくなる

ことができる」と宣言している。それと同時に、1982 年の憲法では、障害軍人とその家

族に対する優遇措置や、すべての障害のある人の生活・就労・教育の保障が規定された。

それ以来、「残廃」の代わりに「残疾」が推奨されてきた（張・丁 2018: 94）。 

19 世紀以来、医学の進歩とともに、障害に対して医学的にアプローチするため、障害

は一種の疾病であり、医学的な技術によって「正常な人」に回復できると認識された。そ

の後、2008 年以降、一部の障害当事者団体が発展し、彼らは積極的に「障害の社会モデ

ル」を推進している。多くの当事者団体は、「残疾」という表記は「障害の医学モデル」

や「個人モデル」に基づいた名称であると批判し、障害が社会環境の因子と相互に関わっ

ていることを主張するため、「残疾」を「残障」に置き換える意見を提示した（解ほか 
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2016）。「残障」は個人の障害より社会の障壁を強調し、障害を環境因子と個人因子の相

互作用の結果だと理解するようになってきている。さらに、近年、台湾の「身心障碍者」

という呼び方が中国内陸に徐々に広がり、「身心障碍者」の用語は障害のある人をより尊

重し、ICF（国際生活機能分類）の「参与」や「支持」の理念を有しているという研究者

の声も聞かれるようになっている（何・李 2013: 53）。 

現在、中国国内においては、民間の当事者団体や、一部のマスコミの報道、学術論文等

で、「残廃」の表記はほぼ廃止され、障害を「残疾」、「残障」、「身心障碍者」の言葉

で表しており、まだ統一されていない。「残疾」の表記は、現在の法律や政策の中でも使

われている。中国政府は障害者保障法や、障害者権利条約の翻訳文の表記は、相変わらず

「残疾」と記し、障害のある人を「残疾人」と呼んでいる。政府は、ICF の理念を受け入

れて、障害に関連する政策や調査の中で基本的な思想として適用しようという意欲を現

しているが、実際の条例の中では、まだ「疾病」を強調する医療モデルにとどまる意味を

持つ言葉を使用している。障害を個人的問題ととらえることは、中国における障害のある

人びとにとっても、国際的に悪い影響を及ぼすのではないかと考えられる。一方、現在ほ

とんどの当事者団体が「残障」を使っており、学術論文では「残障」用語の使用頻度も他

の言葉より徐々に高くなっている。 

 

1.2 日本における「障害」の呼び方に関する議論 

「障害」の表記について、近年日本の障害福祉の分野で様々な議論がなされている。日

本の法律における「障害」の表記については、戦前には「障碍」、「不具」、「廃疾」、

そして「障害」等の用語が混在していたが、戦後になってから、1946 年の漢字表の中に

「碍」が入らなかったので、「障碍」は「障害」に置き換えられた。また、「不具」、「廃

疾」の用語は国際障害者年を契機に廃止され、「障害」に統一された（木全 2006）。一

方で、「障害」を「障がい」の表記に変えるという要望が出て、2001 年に東京都多摩市が

「障がい」の表記に改め、多くの地方自治体もこれを採用するようになった。しかし、表

記を変更することは表面的なものであり、逆に「差別が残る実情から目をそらすことにな

りかねない1」という声もしばしばある。障害問題を研究する時にその呼び方にこだわり

過ぎるのは、逆に一種の差別だと考え、そのため、本論文においても統一的な表記として

「障害」、「障害のある人」という表記を採用する。 

このように、本稿では、用語統一のために、できるだけ「障害のある人」、「障害のあ

る人びと」という名称を使うこととする。また、「障害児」を「障害のある子ども」と代

替する。ただし、法律や制定の引用や、文章等の筋がよく流通しているため、例えば、「障
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害者保障法」、「障害者差別禁止法」、「障害者事業」、「障害者福祉」、「障害当事者」、

「障害者数」、「障害者団体」、「高齢障害者」、「障害者教育」等の用語を使用する可

能性がある。これに対し、「健常者」、「健常者たち」という言葉は「障害のない人」や

「障害のない人びと」に変えることとする。 

2 略語の説明 

本稿では、障害関係で一般的に使用される英語の略語をそのまま使っているが、用語の

説明については以下に記述している通りである。 

 

略語 英語の意味 日本語の意味 

ADA            Americans with Disabilities Act of 1990 障害をもつアメリカ人法 

ADAPT American Disabled for Accessible Public 

Transit 

全米の障害者組織 

 

BCODP               British Council of Organization of Disabled 

People 

イギリス障害者団体協議会 

BCODP               the British Council of Disabled People イギリスの全国障害者団体協

議会 

CDPF China Disabled Persons' Federation 中国障害者連合会 

CIL                  Center for Independent Living 自立生活センター 

CORAD Committee on Restrictions Against Disabled 

People 

障害者に対する不当な制約に

関する委員会 

DCDP               Derbyshire Coalition Disabled People ダービー州障害者連合 

DCIL                 Derbyshire Center for Independent Living ダービー自立生活センター 

DDA            Disability Discrimination Act 障害者差別禁止法（イギリ

ス） 

DED                  Disability Equality Duty 障害者平等義務 

DIAL                 Disability Information and Advice Line 障害者情報相談サービス 

DPI Disabled Peoples' International 国際的な障害者組織 

DPO                   Disabled Peoples' Organization 障害者団体 

DRC                 Disability Rights Commission 障害者権利委員会 

EEOC                  Equal Employment Opportunity Commission 雇用機会均等委員会 

HCIL                 Hampshire Coalition Disabled People ハンプシャー障害者連合 
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IL 運動              Independent Living Movement 自立生活運動 

NCIL             National Centre for Independent Living 全国自立生活センター 

NPO                   Not-for-Profit Organization 非営利団体 

OPG                 The Office of the Public Guardia 公共警察局 

SIA                   Spinal Injuries Association: 脊髄損傷者協会 

SSDI                  Social Security Disability Insurance 社会保障障害保険 

UPIAS               Union of the Physically Impaired Against 

Segregation 

隔離に反対する身体障害者連

盟 

VOADL               Voluntary Organization for Anti-

Discrimination Legislation Committee 

差別禁止法のための市民団体

連合 

 

3  本論文の理論的背景 

本節では、本研究の基本的な理論枠組みとなる障害の社会モデルと、障害のある人びと

の自立生活を考えるうえでの基本的な立場、および社会運動論の核心的な理念について

考察する。これらのアプローチの基本的な理念や価値を踏まえながら、本研究の理論的枠

組みを明確化する。 

 

3.1 障害の社会モデル 

障害の問題に取り組む際は、まず障害の捉え方に関するモデルについて検討すること

が必要である。障害の社会モデルは最初にイギリスで提起されて発展し、現在は障害学の

中で重要な位置を占めている。しかしながら、従来の社会モデルに対してすでに多くの批

判が寄せられている。では、障害に対する理解は、主にどのようなものがあるのか。また、

障害福祉制度はどのように障害の観点によって構築されてきたのか。本節では、上記の問

題点の検討と合わせて、障害学の中心的な理論となる社会モデルの誕生とその意味、およ

びイギリスとアメリカの社会モデルに対しての批判や議論に焦点を当てて、その再検討

を踏まえた上で、中国における障害者問題の研究方向を明確にする。 

 

3.1.1 障害の社会モデルの提示 

従来、障害のある人びとは四肢の欠損等、活動や行動等で不自由な人間であり、身体的・

知的・精神的な「障害」を持っている人のことで、個人がその困難に直面して解決すべき

ものとされてきた。そして、近代化の進展につれて労働能力が重視され、障害を持ってい
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ることで労働に適さない人びとは医療の対象とされてきた（Oliver l990）。このように、

障害を「特別なもの」や、障害の原因を個人に帰する「個別的なもの」とし、医学の治療

を必要とする見方を、障害の「個人モデル」や「医療モデル」という。この個人モデルか

ら、障害を持っていてもよく頑張るという人間像が社会に宣伝された。こうした個人モデ

ルのもとに、障害のある人は自分の弱い立場を認め、他人の援助に依存した受動的な生存

の対象とならなければならない。それは近代的な社会福祉制度の確立の基本的な前提の

一つであると指摘された（Oliver 1983; Finkelstein 1993）。 

1960 年代からアメリカ、イギリス、日本等、世界各地で障害者運動が発展し、それによ

って障害者権利の獲得を促した（Driedger 1989＝2000）。特にこの時期に、イギリスにお

ける UPIAS（隔離に反対する身体障害者連盟）という組織が地域で暮らす権利を求め、障

害のある人びとの問題は個人に帰するのではなく、「障害のある人を排除する社会構造」

が問題であるという、非常に革新的な立場を提出した。 

 UPIAS は impairment と disability を二つの次元に区別し、impairment は「手足の一部ま

たは全部の欠損、身体に欠陥のある肢体、器官または機構を持っていること」とし、一方、

disability は「身体的なインペアメントをもつ人のことを全くまたはほとんど考慮せず、し

たがって社会活動の主流から彼らを排除している今日の社会組織によって生み出された

不利益または活動の制約」と述べた（UPIAS 1976＝1992: 26—27）。つまり、障害は「個人

の属性」ではなく、社会や環境の側の問題とする考え方として障害の社会モデルが誕生し

たのである。その後、多くの障害者運動に関わる人や研究者たちによってこの社会モデル

が確立された。その中で、イギリスの障害学をリードする Michael Oliver は、社会的抑圧

としての disability が 社会的に構築され、資本主義社会が障害を個人化し、障害のある人

びとを排除してきたことを明らかにした。障害のある人は自身の身体によってではなく、

社会によって無力化させられている（disabled）存在であるという認識への転換を図った

のである（Oliver 1990）。 

このような個人の損傷に焦点を当てず、障害のある人びとの自立を不可能にする社会

環境に注目する、という斬新な概念は、長い間差別や排除を受けてきた障害のある人びと

の心を解放した（Campbell and Oliver 1996）。また、障害の社会モデルの主張は、障害者

運動の最初の重要な考案として、障害のある人びとが共通して持っている経験を結びつ

ける一つの手段となる。この理念によって 1980 年代の障害者運動の集団意識が形成され、

急速展開を可能にしたのである（Oliver 2004＝2010: 22-23）。さらに、障害の社会モデル

の思想は、最終的に社会変革を促進するものであり（Oliver 2009）、世界保健機関による

「国際生活機能分類」に組み込まれ、従来の医療モデルに基づく「国際障害分類」にとっ

て代わった（世界保健機関 2002）。このように、障害の社会モデルの提出は、障害当事
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者を自己に対する恥や否定的な感覚から解放するとともに、社会の認識を変更すること

を促すようになった。 

 

3.1.2 障害の社会モデル理論の分類 

 こうした社会モデルに関して、理論内部では様々な立場を主張するものがあり、例えば、

「マイノリティー・モデル」が否定されるかどうかや、「普遍主義モデル」に関する論争

などが挙げられる。このような社会モデルの内部分類に関して、9 種類の「disability 

paradigm」があり、大きく分けてアメリカとイギリスの社会モデルの分類を挙げることが

できる（Pfeiffer 2001）。 

アメリカにおける障害のある人びとは、公民権運動の展開に伴って、権利擁護と自立生

活をめぐり、障害者運動を起こした。アメリカは奴隷解放宣言が公布された後にも、黒人

に対する差別が相変わらず根強く、白人と同様の「アメリカ人」としての権利を獲得する

ために、1950 年代から公民権運動が発展してきた。1964 年に公民権法が制定され、黒人

に対する差別が禁じられた。その後、黒人の他に、人種的マイノリティや女性等の市民の

権利を向上させるための社会運動が進展した。一方、障害のある人びとは相変わらず差

別・排除を受けており、公民権の一部という認識に基づき、障害のある人びとも同様に権

利運動を展開した。 

アメリカ障害学理論の形成に重要な役割を果たした「アメリカ障害学の父」と呼ばれる

Irving Kenneth Zola（1978）は、障害のある人びとが社会の障壁によって排除されることを

指摘した。また、Zola（1989）は、「障害の普遍化論」を提出し、全ての人が「何らかの

疾患や障害と無縁ではいられないこと」と、「潜在的に障害者と同じニーズを抱えている

こと」を強調し、このような「『ニーズの普遍性』を訴えていくことが必要だ2」と主張す

る。このような障害の普遍性を強調する考え方に対し、日本の障害研究では「徹底的に障

害者個人の問題にこだわりながら、同時に、障害の原因を社会に求める社会モデルの視点

を貫いている」という評価を与えた（杉野 2007）。 

これに対し、同じくアメリカ障害学の理論形成に貢献した Harlan Hahn（1985）は、障

害を個人と社会の「相互作用」によって生まれるものであると主張した。彼の理論によっ

て、障害は個人が社会の要求に適応できないために生じたことではなく、構造化された社

会環境が市民のニーズに満たされないことに起因しているということが示された。Hahn

は、「障害を人間とその周囲の環境との間の動的な相互作用の産物と捉えることで、個人

より広範な社会的、文化的、経済的、政治的環境へと重点が移される」と指摘した（Hahn 

1985）。これらの主張から、アメリカの社会モデルの特徴は、市民権の喪失によって社会

からの差別や偏見に対する抵抗であるということがわかる。 
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このように、イギリスとアメリカの障害のモデルでは、従来の医療モデルを批判し、障

害の問題を社会に結びつけているという部分は共通している。イギリスの社会モデルで

は、収容施設に抵抗する運動から生じたが、アメリカの社会モデルでは人種差別や女性差

別と同様に市民権の喪失という視点から、社会の差別・排除を批判することが強調された。

また、イギリスの「身体障害者を無力化しているのは社会である」という立場からの社会

モデルのもとで用いられている「disabled people」に対し、アメリカの障害学は「障害は当

事者にとっては様々な属性の一つに過ぎない、付随的なものととらえるべきだ」と主張し、

「People with disabilities」という呼称を使用していると述べられた（杉野 2007）。こうし

た障害の社会モデルに関して、双方のモデルは、若干の違いはあるものの、障害に対する

捉え方を個人モデルから脱却して、社会の様々な不備によって生じた「障壁」を変えるこ

とに転換する姿勢が見られる。 

 

3.1.3 社会モデルをめぐる論争 

このイギリス障害学の基礎である社会モデルは、impairment 概念を徹底的に批判し、社

会的障壁を生み出す社会こそが問題であることを主張する。こうした理論に対して、個人

の impairment や個人的経験があまりにも軽視されているという異議がしばしばなされた。 

いくつかの主要な異議を挙げる。Shakespear（2006）が社会モデルのリスクについて、

以下のような観点を提示した。障害のある人びとを、抑圧という共通の経験を持っている

集団として扱うことは、「黒人」が特定の国家に関係なく人種差別を受けていると認識さ

れているのと同様である。それによって障害のある人は、種類や個人的経験に関係なく抑

圧されていると認識されるならば、個人の impairment に基づく支援組織も問題となる。

また、もし障害が社会的な障壁から生じたものであるならば、障害を医学的な問題として

扱い、リハビリテーションや治療を求めようとする努力には疑問が抱かれることになる

（Shakespear 2006）。つまり、impairment と disability を生理―社会という完全に二元対立

に分けることに異議が唱えられている。 

フェミニズムの立場にある女性障害者も疑問を提示した。フェミニズムの立場から、

Oliver の思想は「impairment は不幸だ」という偏見に支配され、障害の個人的経験を抑圧

するものであると主張される。この impairment に対する否定的な感情は、障害のない人

びとが持っているだけではなく、障害当事者も共感するものである、とその代表者である

Jenny Morris は指摘する。彼女は impairment を軽視し、disability だけで障害を捉えること

を批判しており、impairment も障害の社会モデルの理論に取り込むべきだと主張した

（Morris 1991）。また、「多くの障害者にとっては、disability を生み出す障壁がもはや存
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在しなくなっても、impairment との個人的な苦闘は残るのだ」と同じく女性障害者はそう

強調した（Crow 1996: 209）。 

このような否定的感情からの解放のために、日本の研究者の杉野昭博も自分の差異を

認めるべきだと提起している（杉野 2007: 256-261）。その他、Zola も障害のある人びと

は、社会に溶け込むために「偽装」しなければならないということを提示し、それは

Morris（1991）が上述したように、「障害の文化」と「障害はアイデンティティの重要

な部分である」という観点と似ている。 

  さらに、社会モデルは精神障害に対する理解に適用できるかどうかが疑われる。身体障

害を理論構築の基礎とする社会モデルにおいては、心身機能や身体構造の欠損が何かが

比較的明確であったが、社会が impairment を補うことができる場合、disability にはなら

ない。しかしながら、精神障害の impairment、または disability を補うものは何であるのか

については、社会モデルの理論では必ずしも明確ではない。また、精神障害の英語の語彙

から考えれば、身体障害の disability ではなく、disorder が用いられている。つまり、身体

障害は社会から排除され、disability の状態になるのに対し、精神障害は社会から逸脱する

ものと判断されていると指摘された（白田 2014: 124）。これらから、障害の社会モデル

は障害種別に関わりなく障害というもの一般に適用しうるという主張は、検討する必要

があるのではないかと考えられる。 

 

3.2 自立生活の理念 

  障害のある人びとの自立は、既にヨーロッパ等の福祉の先進国や、あるいは日本等も通

ってきた道である。自立生活の理念は、障害のある人の人権を保障することが注目されて

いるが、それに最も大きな影響を与えたのはアメリカから発展した重度障害のある人び

との自立生活運動が提起した自立生活（Independent Living、以下、「IL」と略す）思想で

ある。 

伝統的な自立観は、経済的自立や身辺自立を指しており、この「自立」の考え方によっ

て身辺自立や職業自立ができない障害のある人びとは、自立困難のために社会から排除

され、福祉施設や居宅に押し込められ、被保護者として扱われている。また、Oliver らは、

産業資本主義が、障害のない人による、障害のある人への差別・排除の根源にあると指摘

し（Oliver 1990; Glesson 1999; Thomas 1999）、それによって労働市場に参与しにくい障害

のある人が、自立して生活する機会を失ってしまい、排除される状態になった。さらに、

自立は、近代社会において社会的地位やアイデンティティの基盤であることが示され

（Oliver 1990; Glesson 1999）、自立の重要性が主張された。 
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このような不利な状況に対し、アメリカの IL 運動における自立生活思想は従来の自立

観の問題を指摘し、重度の障害を持っていても、身辺自立や経済的自立が実現できなくて

も、障害のある人びとが自立生活を実現できるという新しい考え方を提示した。それによ

って、障害のある人びとは、ケアの受動的な受け手から、自己決定が可能な担い手へと変

化する（DeJong 1983: 22）。 

 こうした新しい自立観についての内容は、世界初の障害者情報誌『リハビリテーション

ギャゼット』が述べたものから理解できる。具体的には「①自立生活とは、どこに住むか、

いかに住むか、どうやって自分の生活をまかなうか、を選択する自由、 ②それは自分が

選んだ地域で生活することであり、ルームメイトをもつか 1 人暮らしをするか自分で決

めることである、③自分の生活（日々の暮らし、食べ物、娯楽、趣味、悪事、善行、友人

等）すべてを自分の決断と責任でやっていくことである、④危険をおかしたり、過ちを犯

す自由である、⑤自立した生活をすることによって、自立生活を学ぶ自由でもある」とい

うように示した。この内容から、「自立生活は、障害をもった人びとが活発に社会に参加

して、自分の望むところで仕事をし、生き、そして家族をもち、また地域社会における生

活の喜びや責任を分ち合うこと」（Winter 1983）と提示されたように、自立生活は自らの

意思で生活上のあらゆることを選択できるということがこの理念の核心であることを理

解することできる。 

また、アメリカの自立生活運動では、大型施設に入居することを批判し、その代わりに

地域で生活することを強調する意志も強い。アメリカ自立生活センターの創設者である

エド・ロバーツをはじめ、「施設収容」ではなく、地域で生活すべきであることや、障害

のある人は援助を管理すべき立場にあること、さらに障害のある人は、障害より社会の偏

見により犠牲者になる」という自立生活の思想を掲げた（中西 1991: 320）。こうした思

想によって、専門家の指導のもとにできたリハビリテーションから、自立生活のパラダイ

ムに転換させることを確認し、自立生活理念の理論的位置を形成した（DeJong 1979）。 

さらに、アメリカの自立生活運動に関して多くの研究成果をあげた日本の研究者であ

る定藤丈弘（1993）は、1980 年代から普及し始めた自立生活の理念を整理し、次のように

示している。第一に、自立生活の理念は、人の価値をこれまでの身辺自立や職業的自立論

の背景にあった利益を追求する生産活動にどれだけの貢献ができるのかを基準として評

価すること、すなわち「社会効用の処遇」の問題性を強く批判し、新しい自立観を提示し

た。この新たな自立観は、身辺自立や経済的自立が困難とされた障害のある人に対して人

間としての権利や自己決定権を保障することに大きな影響を与えた。第二に、自立生活の

理念は重度の障害のある人だけでなく、すべての自立生活を求める障害のある人びとに

とって共通のニーズであり、自立生活運動の発展とともに、自立生活ニーズの普遍化を実
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証した。第三に、この理念の自己決定権は障害のある人びとの様々な日常生活の場面で実

践できる。具体的には、「介助者管理能力」の獲得を自立とする考え方、主体的な社会参

加の行為を自立の要件とすること、障害のある人の自立に関連する事業は障害当事者で

担当し、自立を求める生活の形成に関わる悩みや生活技術の習得等の相談、援助を行う

「ピア・カウンセリング」という理念、自己選択権の一つとしての「リスクを侵す行為」

を自立要件に含めていることが挙げられる。 

 上記の内容を踏まえると、自立生活の思想は、「自己決定権」と「利用者主導」を強調

するものであることがわかる。多くの介助を必要とする自立困難な障害のある人は、家族

や施設の人や介助者等の管理のもとで生活を送り、自らの生活が他人にコントロールさ

れ、自主的に物事を決定する権利が奪われていた、という問題がある。こうした社会的背

景のもとで、障害のある人びとは介助サービスの要求を行い、自立生活センターを創設し

た。それによって障害のある人が従来の福祉サービスの受給者から、直接サービスの提供

者の存在に位置付けられるようになり、当事者主導が展開されている。このように、自立

生活の理念は単なる理論的なものだけを示すのではなく、障害のある人びとの生活にお

いて現実的な枠組みをつくった。 

 1978 年にアメリカのリハビリテーション法の「自立生活の総合的サービス計画」が制

定され、初めて障害のある人の地域での自立生活の権利が保障された。具体的には、介護

保障の充実や地域居住サービスの整備、または自立生活支援サービスを提供する自立生

活センターの創設と運営、外出のアクセス保障等が挙げられる。また、自立の思想によっ

て、従来のリハビリテーションに対する認識が専門家主導から、何を決めて選択するのか

を当事者が決める本人主導に変わることを実現した。 

 一方、こうした自己決定権を強く主張する自立の概念に対し、多くの日本の研究者が批

判している。自己決定ができない障害のある人びとは、逆に排除されてしまう可能性があ

るという批判である。例えば、横須賀（1992: 94）は「新しい自立概念は『自己決定』と

いう考え方を持ち込むことで、その対象を拡大することに成功したが、同時に『自己決定』

出来ない『障害者』を排除してしまった」と指摘している。こうした背景のもと、日本の

自立生活運動はアメリカからの影響を受けているが、障害のある人の「独自的な人間存在

の意義をラジカルに主張する」ということから始まり、「独自の自立生活思想」を展開し

ていると定藤（1993: 7）は指摘している。 

上記のように自立生活の思想の影響で、福祉先進諸国において様々な障害者運動が展

開され、障害のある人びとの権利擁護や自立生活の実現に大きな役割を果たしている。一

方、自立生活の理念の一つとしての自己決定権は知的・精神障害や、重度障害を持ってい

る人に適用されるかどうかという疑問が多く提示されている。この問いに対して、杉野昭
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博（2011）は「自己決定とは何か」をダブル・スタンダードの観点から説明している。こ

の世の中において、必ずしも全ての人が自分のことを何でも決められるわけではない。こ

の疑問の根拠は「自己決定できる人」と「できない」という二元論から生じられた。しか

しながら、自己決定というものは、「障害のある人が話す通りにしろ」という観点ではな

く、「障害を理由として決定が妨げられるべきではない」ということが強調される。自己

決定論の意義は、社会が障害のある人に「辛い選択」を押し付けるのではなく、障害のあ

る人の「楽しい選択」を増やすことにある（杉野 2011: 248-9）。 

このように、自立生活理念は、多くの障害のある人の生活を保障し、生活主体者となる

生き方に大きな役割を果たしたことは、中国における障害のある人びとが自らの境遇を

変え、社会に正当な権利を求めて闘う過程で、重要な理論的アプローチを提示する。 

 

3.3  社会運動論 

3.3.1  社会運動の定義 

1960 年代に西欧やアメリカで様々な社会運動が起こり、それに伴って社会運動に関す

る理論研究も多くなされている。社会運動の理論は、主に社会運動がどのように起こるの

か、どのように進んでいるのか、そしてどのように終わるのかをめぐって、複数の解釈的

なフレームワークを用いて、そのプロセスを解明するものである。 

アイデンティティーの組織の形成という点から見ると、社会運動を「政治的文化的闘争

に関わる人びとが、組織間のアイデンティティーによって規定されるネットワークを通

じて形成されるもの」と定義した研究者がいる（Diani 1992: 13-17）。また、通常の社会

または政治的行動の領域以外に、信念に基づいて行われる行動という認識も存在してい

る（Smelser 1962: 8）。そして、権力があるものやエリートなどへの対抗という点から、

「普通の人々が力を合わせてエリート、権力、敵対者と対決するとき、彼らは社会的ネッ

トワークなどを動員して、敵対者と持続的に交渉を持つ(sustained interaction)ときに社会運

動が生まれる」と定義されている（Tarrow 1998）。 

一方、一般的に考えられる社会運動とは、実際には社会に大きな影響を与えて多くの人

が参加する行為だと思われるが、実際には少数の人のグループが、その主張をマス・メデ

ィアによって社会に流布して影響力が生じる場合や、多くの権力を持っている人びとに

対する運動より、社会の人びとの意識変革を目指す運動もありうる（重冨 2007）。また、

社会運動は、規範的な行動と抗議のような政治行動の両方を含め、様々な手段を使う可能

性も高い。社会運動であるか、そうでないのかを正確に判断するのは難しい（Marwell and 

Oliver 1984）が、社会運動はその目的として社会の変化を求める政治的な行為というもの
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が確認できるものと考えられる。さらに、新社会運動の出現が、従来の労働者や階級対抗

の範囲から、マイノリティや女性など、社会の周辺に位置する人びとに広がり、その求め

るものが人権、差別解消、環境改善などの人間が生きる上での問題に拡張された。 

 以上の先行研究から、社会運動の定義に関しては、「権力のない人びとによるもの」、

「社会の変化を求める」、「明確なアイデンティティーがある」という指標を持っている

ことがわかる。これらの検討を踏まえて、本論文では社会運動を、アイデンティティーに

よって形成された権力のない人々が、社会の変化をもたらすために行う行動として定義

する。 

 

3.3.2  本論文の基盤となる社会運動理論 

社会運動の理論的研究は、社会的抗議や、動員、集団行動のメカニズムを分析し、運動

の発生と展開につながる要因や社会的変化に焦点を当てて展開されている。最初は 1950

年代に心理学の視点から、社会環境の変化による個人の不満に注目し、社会運動を非合理

的な行為として捉えた。そして、1970 年代以降、多くのアメリカの研究者が従来の集合

行動論を批判し、「組織化された合理的個人による政治的コンテキストを勘案した戦略的

行為」という主張を提出し、資源動員論と政治プロセス論が挙げられた（野宮 2006: 224）。

この主張は多くの研究者によって受け継がれ、現在の社会運動研究においても大きな影

響力がある。 

資源動員論は、組織化への視点を重視し（塩原 1976）、活動を行うための資源に焦点

を当てる。つまり、従来の個人の経験、社会環境条件、不満などの心理的な要素は、社会

運動の発生への動機付けには不十分であって、重要であるのは利用可能な資源を獲得し

て動員できることである、ということを強調する。そして、このような外部資源へのアク

セスという主張から、「政治的機会構造」という議論が出現した。「政治的機会構造」と

いう概念は、1973 年に Peter Eisinger によって提示された。これは、政治的条件が大規模

な社会運動の発生と展開に影響を与えるという認識である。また、「成功や失敗に関する

人々の期待に影響を及ぼすことによって、人々が集合行為に着手するための誘因を提供

する政治環境の一貫した次元」という議論にも同様な認識を見てとることができる

（Tarrow 1994）。この定義を示した上で、Sidney Tarrow は社会運動にとっての政治機会

の基本的な要素を提案している。それは、「（1）opening up of political access、（2）unstable 

alignment、（3）influential allies、（4）dividing elites」というものである（Tarrow 1996）。

すなわち、以前は政治から排除されていた社会集団が、何らかの理由で政治への影響力が

高まることによって、社会運動を起こすための政治的機会が生まれることや、旧来の政治
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体制が崩れること、社会のエリート集団の分断、組織の人が社会の権力者と連携できるこ

と、というアイデアを示したものである。 

上述した資源動員論や政治機会論は、政治的弱者が外部の資源を得ることによって、運

動の成功が促されるということがわかる。また、Charles Tilly（1978）は、成功した社会運

動の要因について、「 interest 、 organization 、 mobilization 、 repression/facilitation 、

opportunity/threat、power」ということを挙げている（Tilly 1978）。つまり、運動参加者の

関心や組織力、社会運動の動員能力、運動発展の推進力、政治的機会、そして団体が持っ

ている力、というものである。これに対し、Doug McAdam（1999）は、社会変革が運動の

発生と発展に対する影響を重視し、「除外された人々の集団を powerless とみるべきでは

ない」として、政治過程論(political process theory)を提示する。McAdam によれば、社会運

動の発生と展開について、「（1）外部的なインパクトにより政治環境が変化すること、

（2）民衆が運動の「成功可能性」(efficacy)を認識すること、（3）活動家・団体がこうし

た認識や既存の社会組織を社会運動に結びつけること、（4）政府や反運動団体との衝突

がおきること」、という要因が存在する。つまり、社会運動は、政治的機会の拡張、社会

運動の組織力、認知的解放という 3 つの要素の組み合わせによって生み出されると主張

される（趙 2012）。さらに、Snow らは、サンプル調査や実証データを用いて、組織やネ

ットワークは社会運動の動員の鍵となることを検証した（Snow et al. 1980）。このように、

組織のネットワークや政治的機会の獲得、そして従来の認識から解放される観点は、社会

運動の発生と展開において非常に重要な役割を果たしている。 

他方で、ミクロ的な観点からの「フレーミング」理論も、社会運動の発展において重要

な要素となる。フレーミング理論は、人々が自分の周りで起こっている問題の存在を認識

し、集合行動の可能性と必要性を理解することを主張する。フレーミング理論の解釈につ

いては、「（1）Frame bridging、（2）Frame amplification、（3）Frame extension、（4）Frame 

transformation」という４つのものが指摘される（Snow et al. 1986）。例えば、1970 年代に

おけるアメリカの公民権運動のフレームをめぐって、黒人解放運動、フェミニスト運動、

環境運動などの社会運動などが発生した。アメリカの障害者運動も公民権運動の一環と

して展開してきた。また、フレーミング理論は、社会運動のリーダーにとって戦略的な意

味を持っており、strategic framing と呼ばれることもある（Snow et al. 1986）。つまり、人

びとに物事を理解する適切なフレームワークを提示し、それによって集合行動が起きる

という戦略である。また、フレーミング理論は、運動の戦略、集団行動の意味、政府とメ

ディアが運動への反応など、多くの研究分野で適用されてきた（Gamson and Wolfsfeld 

1993; Tarrow 1998; Zald 1996）。 
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 さらに、空間的集中が、社会運動の発生を促進する要因として挙げられた。Roger V. 

Gould の研究によれば、フランス内戦時には階級意識がパリの人びとの動員の基礎となっ

ていたが、その後近所の人びとのアイデンティティーが、動員の基礎となった。1848 年

以降、フランス政府がパリの下町の大規模な改修を行ったことで、それまで自然発生的に

存在していたシビッククラスターが解体された。そして、パリコミューンが創設され、近

隣地域に根ざしたアイデンティティーは、その後の社会運動の動員基礎となった。 彼の

研究では、人々が空間的にどのように分布しているかが、特定の組織や社会的ネットワー

クの形成の基礎となることを示している（Gould 1991, 1993, 1995）。また、中国の研究者

も、このような空間的集中によるアイデンティティーの形成の議論に関して同様な見地

を示した。「権威主義国家は、国家から独立した社会組織の形成を制限する能力を持って

いるが、同じ空間の下での人びとの相互接触を崩すことはできない。また、多くの権利主

義国家の政策は、同じ空間の下に同じようなグループの人々を集中させる傾向がある。こ

のような生態的集中は、組織やネットワークの形成を促し、さらに、同じような人々が頻

繁に接触することで、組織やネットワークの弱点を超えることができ、それに同情した傍

観者の参加も促進する」（Zhao 1998, 2001）。 

 以上に加えて、資源動員論による社会運動へのアプローチ方法と同時期に、ヨーロッパ

の社会学者が新しい社会運動論を提示した。新しい社会運動論は、運動主体の集合的アイ

デンティティーの形成を重視し、外部の動員できる社会資源や政治資源が、行動者の意識

によって認識されるので、必ずしも客観的な条件ではないと主張する。その代わりに、集

合的アイデンティティーの形成を運動発生の要因とする。 

 このように、資源動員論によって、外部の資源があること、または資源へアクセスでき

れば、運動が起きる。政治機会論によって、権力者の容認を得るか、または権力が弱い際

に、集団行動が発生する。そして、新しい社会運動論やフレーミング論は、人びとの認識

の変化によって、集団的アイデンティティーを形成し、社会運動が成功する。そのほか、

生態的集中ができれば、人びとのネットワークが築かれ、運動の発生が促進される。 

以上の検討を踏まえて、社会運動の発生と展開の分析において、組織とネットワークの

形成、政治的機会の獲得、生態的集中、集団的アイデンティティーやフレーミングの形成、

という要因に焦点を当てることを、本研究の社会運動論的な理論枠組みとする。 
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3.3.3  障害者運動の研究と社会運動論との関連 

まず、障害研究は、最初から社会学的理論と方法論を用いている（Barnes and Mercer  

1996; Oliver 1996）。また、障害研究に関わっている主なテーマは、社会学の主要な理論

や研究と関連しており、例えば、社会的排除や、アイデンティティーの形成などを挙げる

ことができる。そして、障害研究において重要な位置を占めている障害者運動に関する研

究は多くの蓄積があるが、その歴史的経験や、社会・制度への影響などに関する研究が多

く、長い期間の中で差別され、社会に排除されている障害のある人びとが、どのように社

会運動を起こして、自らの権利の主張に至ったのかという社会運動論のアプローチでそ

の要因を分析する研究は必ずしも多くはない。 

重冨真一（2007）は、社会運動について、「政治的弱者による要求行動であり、 制度

的なチャネルではそれが実現できない状況で顕在化するものであるならば、開発途上国

でこそその動機や必要性は大きいはずである」という見地を述べ、開発途上国において社

会運動の研究の重要性を示している（重冨 2007: 2-3）。中国は近年経済は急速に成長し

ているが、社会全体はまだ特に発展しているとはいえず、社会的には開発途上国であるこ

とが事実であろうかと考える。 

そのために、本研究では、社会運動論的アプローチを用いて、障害者運動がどのように

して起こったのか、どのように発展したのか、どのようにして終結したのかを解釈し、障

害学の理論からその運動の過程で具現化された価値観や社会への変化の検討を試みる。 

 

注 

 

1 朝日新聞による報道「千葉市長が「障害者」にこだわる理由 「障がい」「障碍」論争

に一石」2015 年 5 月 25 日

https://withnews.jp/article/f0150525001qq000000000000000G0010401qq000012016A  アクセ

ス日 2020 年 3 月 1 日 

2 杉野（2007：104）の訳文を参考にした。 
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第 2章 中国における障害のある人びとの実態 

  本章では、まず中国における「障害」の法制度上での定義や分類について検討する。ま

た、中国の福祉体制と障害福祉の位置付けについて考察し、障害福祉政策の現状を明らか

にする。そして、教育、就業、バリアフリー環境、介助、生活保障という側面から、現行

で試みられた様々な施策の紹介に止まらず、それらを障害のある人びとの実態と照らし

合わせ、中国において障害のある人びとが自立して生活することができない社会の内在

的な要因を分析する。 

1 障害に関する概要 

  障害のある人びとの自立生活の実現を検討するにあたって、まず中国において障害が

どのように定義づけられているのかを明確にする必要がある。そのため、本節では、法制

度や条例、国家の統計データから、障害や障害のある人に関する概要を検討する。 

 

1.1 障害の定義 

障害（disability）の意味について長年にわたって国際的に議論されてきたが、現在、ICF

の理念が世界各国で広く受け入れられ、共通認識になったと言える。こうした背景のもと

で、発展途上国としての中国における障害の定義はどのような状況であるのかについて、

本節で詳しく述べる。そして、この障害の定義のもとで、中国の障害分類について検討す

る。国際的な標準と比べることによって、中国における障害の定義や分類に関する課題を

把握する。 

 

1.1.1 国際社会の障害に対する理解と活用 

1.1.1.1  国際障害分類（ICIDH）から国際生活機能分類（ICF）へ 

世界保健機関（WHO）が 1980 年に ICIDH（国際障害分類）を発表する前、「障害」

は、病気やけがが治った後の後遺症として扱われ、医学的に定義づけられていた。厚生

労働省「国際生活機能―国際障害分類改訂版―」日本語版1の内容から、以下のように説

明をまとめることができる。ICIDH によって障害は、インペアメント（機能的障害）、

ディスアビリティ（能力低下）、ハンディキャップ（社会的不利）という三つのレベル

に捉え直された。そして、国際障害者年（1981 年）の世界行動計画で ICIDH が採用さ

れたことによって障害関連の事業に大きな影響が生じた。ICIDH は、これまで医学的側

面から捉えてられてきた障害の考え方から、日常生活の各場面での機能障害に起因する
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能力（人間として正常と見なされる方法や範囲で活動する能力）の何らかの制限や欠如

のため、食事・排泄・衣服の着脱等の身辺動作やコミュニケーションがうまくできない

状態と、社会的因子で個人の生活に不利益が生じているという視点にも注目した。この

考え方から、多くの障害のある人が、生活水準や、社会活動への参加および社会的評価

等が保障されていないことがわかり、この社会的不利によって生じた障害を克服するた

めの方向性が示された。こうした考え方は、1980 年代から 90 年代半ばまで、国連の障

害に関する世界行動計画の基盤ともなった。 

しかしながら、この ICIDH に対しては、様々な批判が浴びせられた。まずは、障害の

主観的側面の必要性である。この障害構造モデルは「客観的な障害」しか扱っていないが、

障害のある人の心の中に存在する悩み、苦しみ、絶望感等を付け加える必要がある。また、

ICIDH は、障害の分類として、障害というマイナス面を中心にみるものであった。加えて、

環境の重要さをおろそかにしており、社会的不利の分類が不十分である等の批判もあっ

た。そうした批判を通じて、その後 WHO は、1993 年に ICIDH の改訂を開始した。そこ

では、①障害はすべての人に人生のどこかで影響を与える普遍的な現象である、②環境は

保健と障害に重要な影響を与える、③障害のある人びとがこの見直しプロセスに参加す

る、という三つの考え方に立ち、医療・福祉・行政・障害当事者等各分野の関係者が参加

して改訂作業が進められ、国際生活機能分類（ICF）が 2001 年の WHO 総会で新たに採択

された。 

 

1.1.1.2  ICF の特徴と議論 

ICF は、障害の定義として「生物―心理―社会モデル」という枠組みを採用し、医学モ

デルと社会モデルを統合するものとなっている（WHO 2001）。以前の ICIDH モデルと比

較すると、さらに詳しい分類をしている（図 2.1、2.2）。例えば、人間の生活に関連する

すべての生活機能や生活能力に着目するため、人の生活機能や生活能力の障害を、①心身

機能・身体構造、②活動、③参加の 3 つの次元から、全体的に捉えられるようになった。

また、環境因子が新しく位置づけられ、健康状態（変調または病気）と背景因子（個人因

子と環境因子の二つ）とも関連する相互作用として捉えられている（上田 2006）。ICF の

モデルでは環境の影響が大きいことも注目され、「個人因子」との関連だけではなく、「環

境因子」という観点も加わり、各次元の要素が相互に関係し合うという考え方が明らかに

された。これも障害学の社会モデルを反映したものだ、と杉野（2007）は指摘する。 
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図 2.1  国際障害分類（ICIDH）1980 年の障害構造モデル 

 

 

図 2.2  国際生活機能分類（ICF）の構成要素間の相互作用 

（出典：「国際生活機能分類－国際障害分類改訂版－」（日本語版）厚生労働省ホー

ムページより） 

 

一方、ICF は、障害の社会モデルに対する理解を示したが、主にリハビリテーション

の視点から、障害と健康の連続性モデルを採用し、「治療・軽減・予防すべきもの」と

して捉えており、障害の個人的経験に関する観点を含めていないという批判がある（杉

野 2011: 243）。このような健康志向の観点によって、重度障害のある人は「生きてい

ないのと同様」として扱われており（Pfeiffer 1998, 2000）、社会全体は障害を避けるた

めに様々な保健政策を施行するようになる。さらに、「健康の身体」、「理想の体」を

求める意識は、障害や病気を否定する優生思想と結びつきやすいと指摘される（杉野 

2007）。 

 

1.1.1.3  イギリスとアメリカでの障害の定義 

 イギリスの障害者運動団体 UPIAS が、障害の定義を「impairment」と「disability」と

いう二元モデルによって分けた。「impairment は、身体的・精神的・感覚的 impairment

によって引き起こされた個人の機能的制限」であり、それに対し、「disability は、物理

的・社会的障壁によって社会の通常の暮らしに一般の人と同じように参加する機会を制

限されたり失うこと」であるという（UPIAS 1976: 3-4; Bickenbach et al. 1999: 1176; 杉野 

2007: 61-62）。つまり、身体による障害と、社会による障害を区別し、「社会参加の機

会の制限や剥奪を主張することによって、社会の関心を呼びかけ、また、改革へ向けた
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政治的主張という点で、権利主張や啓発に使いやすい定義である」と評価される

（Bickenbach et al. 1999: 1176; 杉野 2007: 62）。 

 これに対し、アメリカでは社会関係における障害の社会的構築に注目しているため、

イギリスの社会モデルにおける「社会が障害を構築する仕組みの分析」と少し異なって

いる。また、アメリカは、障害問題を差別問題として法的解決を求めることや、市場を

通じて得られた障害サービスに対する「自己決定権」を重視することがその特徴である

（杉野 2007: 69）。こうした背景のもとで、アメリカでは、「障害のマイノリティーモ

デル」と「普遍化モデル」を採用し、障害のある人として、狭い意味での「障害者」を

超えて、幅広い人びとが含まれる。このことは、アメリカの差別禁止法 ADA からも理

解することができ、障害のある人と障害のない人との障壁を打ち破っていこうという意

識が見られる。 

 

1.1.2  中国での障害の定義 

1.1.2.1  法律・政策上の定義 

障害の概念や障害のある人に対する法的定義を理解することは、障害のある人びとの

自立や支援に欠かせないものであり、障害に関連する福祉や政策の課題を検討する際に

も重要な意味を持っていると言える。 

中国における障害の定義は基本的に『中華人民共和国障害者保障法』（以下、保障法と

称する）で規定されている。「保障法」は、障害政策等を推進する基本的理念であり、障

害関連の施策全般の中で基本方針を規定する法律である。1990 年に制定された「保障法」

の第 2 条において障害のある人の定義が明確に示されており、「障害者とは、心理的、生

理的、身体的構造に何らかの組織や機能の喪失・不正常が見られ、一般的な方法で活動に

携わる能力がすべて、あるいは部分的に失われている人を指す」となっている。 

この保障法における障害の概念は、障害のある人の個人の身体機能の欠損や病気によ

り、心理的、生理的に「不正常」が生じたことに着目する。つまり、法律では医学的な治

療を強調し、社会的な因子は定義に入っていない。 

一方、2008 年に中国政府は「障害者権利条約」を批准し、権利条約の規定に従って中国

の障害者事業を発展させるという意向が示されている。障害者権利条約の第 1 条では障

害の定義については、「障害者には、身体的、精神的、知的又は感覚器官に長期にわたり

損傷がある人を含む。これらの損傷と各種の障害は、相互に作用することにより、障害者

に他の者と平等を基礎にした社会参加を妨げることがある」としている。条約が強調して

いるのは、「損傷と各種の障害が相互に作用する（中略）．．．障害者が他の者との平等
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を基礎として社会に参加することを阻害する」ことであり、日常の社会活動を行う能力を

「障害」の評価標準とする。 

その後、「保障法」は 2008 年に権利条約の批准によって、法律の改正が行われた。そ

の過程で、障害の定義について様々な議論がなされ、改正草案第 2 稿では「心理・生理・

人体構造上、ある種の組織・機能を喪失しているかまたは障害が存在し、そのことによっ

て日常生活または社会活動が持続的制約を受けている者を指す」という内容が提出され

た。この改正案は国際基準に近いが、結局採択されなかった。 

 

1.1.2.2 障害種類の基準 

1986 年に国務院から出された「障害基準」(以下、「1986 年障害基準」と記す)では、障

害は 5 種類の障害に分類され、それぞれ視覚障害、聴覚言語障害、肢体障害、知的障害、

精神障害、重複障害が挙げられている。第二次全国障害者サンプル調査によって、2005 年

末に「障害者基準」の改訂が行われ、そこで ICF を枠組みとしたことが強調されている

（第二次全国残疾人抽様調査弁公室 2007: 118-126）。主な改訂点は以下の通りである。 

① 障害種別の 5 分類（視力障害、聴力言語障害、肢体障害、知的障害、精神障害）から、

さらに聴力言語障害を 2 つに分け、6 分類（視力障害、聴力障害、言語障害、肢体障害、

知的障害、精神障害）とした。 

② 名称上の変更として、「精神病障害」を「精神障害」に改め、「総合障害」を「多重

障害」（重複障害）と変えた。 

 

表 2.1 「障害基準」の比較 

 第一次調査で用いた基準 第二次調査で用いた基準 

障害の種類 

 

 

① 視力障害 

② 聴力言語障害 

③ 肢体障害 

④ 知的障害 

⑤ 精神病障害 

統合障害 

① 視力障害 

② 聴力言語障害 

③ 言語障害 

④ 肢体障害 

⑤ 知的障害 

⑥ 精神障害 

多重障害 

障害を定義す

る際の観点 

身体構造や機能の喪失 身体構造や機能の喪失および活動

や参加に影響や制限を受ける 

出典：第一次、第二次全国障害者サンプル抽出調査と障害者基準に基づき筆者作成 
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③ 各種障害の定義を日常生活および社会参加等に影響する機能障害の要素を考慮する

等国際的基準に接近させた。 

また、障害程度は四つのレベルに分けられ、最も重度のレベルは 1 級である。以下、第

二次全国障害者調査報告と小林（2008，2010）の資料に基づき、障害種別の定義と障害程

度の分類を紹介する。 

①  視力障害は、各種原因により両眼の視力が低下し、かつ矯正できない、または視野

狭窄をきたしていることを指し、そのために日常生活や社会参加に影響が出ているこ

とをいう。 

 

表 2.2  視覚障害程度の認定基準 

級別 1 級 2 級 3 級 4 級 

類別 盲 弱視 

最良矯正視

力 

無光感–＜0.02 

または視野半径

＜5 度 

≫0.02-0.05  ま

たは視野半径

<10 度  

≫0.05-<0.1  

 

≫0.1-<0.3  

出典：調査弁公室（2007: 118） 

 

② 聴力障害は、各種原因により両耳に様々な程度の恒久的な聴覚の障害をきたし、周

囲の環境音や言語音が聞こえない、または、はっきりとは聞こえないことを指し、その

ために日常生活および社会参加に影響をきたしていることをいう。 

表 2.3  聴覚障害程度の認定基準 

級別 聴覚レベル（dBHL） 具体的な表現 

1 級 ≧91dBHL  補聴機器の補助がない場合、聴覚に依拠した言語コミ

ュニケーションができず、理解・交流活動が極度に制

限され、社会生活参加に極めて深刻な障害がある。  

2 級 81-90dBHL  

 

補聴機器の補助がない場合、理解・交流活動が重度に

制限され、社会生活参加に深刻な障害がある。  

3 級 61-80dBHL  

 

補聴機器の補助がない場合理解・交流活動が中程度制

限され、社会生活参加に中程度の障害がある。  

4 級 41-60dBHL  補聴機器の補助がない場合、理解・交流活動に軽度の

制限があり、社会生活参加に軽度の障害がある。  

出典：調査弁公室（2007: 119-120）、小林（2008: 29）  
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③ 言語障害は、各種の原因により様々な程度の言語障害をきたし、正常な言語コミュニ

ケーション活動を行うことができない、または難しいことをいう。 

 

表 2.4  言語障害程度の認定基準 

級別 内容 言語明瞭度（％） 解釈 

1 級 言語機能が全くなし ≦10% 言語表現能力等級検査が 1

級未満の水準で、言語交流

を全く行えない 

2 級 一定の発声・言語能力

あり 

11—25% 言語表現能力等級検査が 2

級未満の水準 

3 級 部分言語交流可能 

 

26—45% 言語表現能力等級検査が 3

級未満の水準 

4 級 簡単な会話は可能だ

が、長文の表出は困難 

46—65% 言語表現能力等級検査が 4

級未満の水準 

出典：調査弁公室（2007: 120-121）、小林（2008: 90） 

 

④ 肢体障害とは、人体運動系統の構造、機能損傷により四肢欠損をきたした者、または

四肢、全身麻痺等により人体運動機能に様々な程度の喪失または活動制限ないし、参加の

制約をきたしていることを指す。 

 

表 2.5  肢体障害程度の認定基準 

級別 内容 特徴 

1 級  日常生活活動を自立して実現できない 四肢麻痺、下肢麻痺、半身

麻痺等 

2 級 ほとんどの日常生活活動を自立して実現でき

ない 

下肢・半身麻痺で一部機能

保持等 

3 級  部分的に日常生活活動を実現できる 両膝下欠損、片上肢欠損等 

4 級  基本的に日常生活活動を実現できる 片膝下欠損、こびと症等 

出典：調査弁公室（2007: 121-123）、小林（2008: 91） 
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⑤  知的障害とは、知力が一般の人の水準より顕著に低く、かつ適応行為の障害を伴う

場合を指す。この障害は神経系統構造・機能障害により、個人活動および参加に制限をき

たし、周囲の全面的で広範な支持を必要とする。 

 

表 2.6  知的障害程度の認定基準 

級別 等級基準 

発達指数 (DQ) 

0〜6 歳 

知能指数(IQ) 7

歳以上  

適応性行(AB)  WHO-DASII 値

（点）  

1 級 ≦25  <20  極重度 ≧116 点  

2 級 26〜39  20〜34  重度  106〜115 点  

3 級 40〜54  35〜49  中度  96〜105 点  

4 級 55〜75  50〜69  軽度  52〜195 点  

出典：調査弁公室（2007: 124）、小林（2008: 91-92） 

 

⑥  精神障害とは、各種精神障害が一年以上治らないで継続し、病人の認知、感情およ

び行為の障害によって、日常生活および社会参加に影響をきたしていることを指す。精神

障害は 4 つの等級に分けられる。 
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表 2.7  精神障害程度の認定基準 

級別 WHO/DASII 値

（点） 

適応行為表現 

1 級 ≧116 点  

 

生活は全く自立して行えず、自分の生理・心理的基本要求を

表さない。人とは交流せず、仕事に就くことができず、新し

いことを学習することができない。 

2 級 106〜115 点  

 

生活の大部分を自立して行えず、ほとんど人とは交流せず、

世話人とだけ簡単な交流・簡単な指示を理解することができ

一定の学習能力がある。監護の下、簡単な仕事に従事でき

る。自分の基本要求を表現でき、たまに受動的に社会活動に

参加する。 

3 級 96〜105 点  生活は完全には自立して行えず、人とは簡単な交流ができ、

自分の感情を表現できる。簡単な仕事に従事でき、新しいこ

とを学習できるが、学習能力は明らかに一般とは差がある。

受動的に社会活動に参加し、たまには主体的に社会活動に参

加できる。 

4 級 52〜95 点  

 

生活は基本的に自立して行えるが、自立能力は一般の人と差

があり、時々自分の衛生が疎かになる。人と交流ができ、自

分の感情を表現できるが、他人の感情理解の能力に劣る。一

般の仕事に従事できるが、新しいことの学習能力は一般と比

べると少し劣る。 

出典：調査弁公室（2007: 124-126）、小林（2008: 92）  

 

⑦ 重複障害とは、二種類あるいは二種類以上の障害があることをいう。重複障害の等級

は所属する障害の中で最も重い種別の障害等級基準に基づいて決める。 

 

1.1.2.3 中国での ICF の活用と矛盾 

上記の内容を踏まえると、中国の法律・政策における障害の定義は国際社会で普及し認

められている標準と異なり、障害を個人の能力によって生じた問題にしていると言える。

現在、国際社会で一般的に認められている障害の定義は、前節で述べた WHO の国際生活機

能分類 ICF であるが、中国の法律における障害の定義は ICF に従っているわけではない

ことが確認できる。 
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一方、国連が「個人モデルと社会モデルの融合」を提唱した ICF 理念に対し、中国は第

二次全国障害者調査の実施にあたって、ICIDH に基づいた従来の「障害基準」を ICF に替

えたことを強調していた。2005 年末に改訂された「障害基準」は、障害の定義も含まれ、

日常生活と社会参加に影響する機能障害の要素を考慮することで、国際基準に近づいて

いこうとする意識が認められる。また、第二次障害者調査の内容から見ると、機能障害の

条件を加え、他人との付き合い、生活活動や社会参加の環境因子も考慮され、ICDIH から

ICF へ転換して、国際社会の基準と整合性を持たせようとする試みが確認できる（小林 

2009）。 

しかし、障害者保障法における障害のある人の定義や全国調査では、社会のバリアフリ

ーに関する項目が存在しないことから、障害に対する基礎的な認識はいまだ個人モデル

に留まるのではないかと考えられる。また、第 1 章でも述べたとおり、中国の条例文や障

害者連合会の公言の中で、まだ病気や弱さを強調する語彙である「残疾」を使っており、

民間の障害者団体が主張した「残障」に対する応答は出てきていない。さらに、中国では

障害を予防するために、「優生優育2」を提唱し、この用語は 2008 年の障害者保障法

では「母子保健」に変えられるが、婚姻法の第７条では遺伝性の病気を防ぐために、

結婚前の医学検査を義務づけている（小林 2008）。このような優生思想の価値観か

ら、中国における障害のある人びとは、相変わらず医療の対象として扱われているこ

とが分かる。そのため、現在の中国では、障害に対する理解は、少なくとも政府側では個

人モデルに留まっていると考えられる。 

 

1.2 統計データから見る障害者人口の基本状況 

中国政府は全国的な障害のある人びとの実態把握のために、今まで二回の全国障害者

サンプル調査が行われた。第三回の調査はまだ検討中である。そのため、少し古いデータ

であったが、本研究では 2008 年の第二回全国調査から得られたデータに基づき、障害の

種類別の人数や障害の原因、地域分布等の基本的な事項を記述する。 

中国の国家統計局、民政部、衛生部、中国障害者連合会等の 16 の団体から構成される

障害者調査領導小組による第二次全国障害者調査では、障害者数は 8,296 万人であり、総

人口の 6.34％を占めている。そのうち、身体障害は 2,412 万人で、29.07％を占めており、

聴力障害は 2,004 万人で、24.16％となっている。多重障害は 1,352 万人で、16.30％であ

り、視力障害は 1233 万人で、14.86％を占めている。精神障害は 614 万人で、7.4％、知力

障害は 554 万人で、6.68％。そして言語障害は 127 万人で、1.53％を占めている。重複障
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害は、二種類以上の障害を持っているものであるが、その中で、二種類のみの障害を持っ

ている人の比率が最も高く、81.2％になっている。 

国際社会の状況と比べると、中国の障害標準3は比較的厳しいので、障害のある人の人

口における比率が低くなっている。障害のある人の世帯数に関しては、全国で 7050 万戸

であり、家庭総戸数の 17.80％を占めている。そのうち、2 人以上の障害のある人がいる

世帯は 876 万戸あり、障害のある人の世帯数の 12.43％を占めており、障害のある人がい

る世帯の人口は総人口の 19.98％である。データから見ると、障害のある人の世帯数は全

国家庭数の 5 分の 1 近くを占め、障害のある人がいる世帯の規模は 3.51 人であり、中国

全土で 2.6 億人に及んでいるということが分かる。 

また、性別で比較すると、障害のある人のうち、男性は 4,277 万人で、51.55％であり、

女性は 4,019 万人で、48.45％となっている。年齢階層で見ると、0〜14 歳は 387 万人で、

4.66％を占めており、15～59 歳は 3,493 万人で、42.10％、60 歳以上は 4416 万人で、53.24％

となっている。60 歳以上で見ると、65 歳以上は 3,755 万人で 45.26％になっていた。2006

年第二次全国調査による障害のある人の人口は 1987 年第一次調査より 3,132 万人多くな

り、60歳以上の高齢障害の人は2,365万人増加し、新しく増加した障害のある人数の 75.5％

を占めている。近年の中国での高齢化によって、その数はさらに増加する可能性が高いと

考えられる。 

  地域の分布に関しては、都市部の障害人口は 2,071 万人で、総数に占める割合は 24.96％

であり、それに対して農村部は 6,225 万人、75.04％となっている。農村部での障害のある

人びとの割合が大きく、都市部の三倍となったが、そのうち知的障害と言語障害のある人

びとは四分の三以上を占めている。1986 年当時は障害のない人を含めた全人口の 75％が

農村部に居住していたが、その後徐々に中国全体で都市化が進み、1986 年に 24.52％だっ

た都市部人口の比率は 2005 年末には 42.99％となった。それに対して障害のある人の移

動は少なく、むしろ農村人口に占める障害のある人の割合が増加し、障害のある人びとは

農村部に取り残されていると考えられる。農村人口に占める障害のある人びとの割合が 

 

表 2.8 都市部と農村部の居住状況 

 

 

第二次調査 

障害のある人の居住

割合（％） 

総人口の居住割合（％） 

 

障害のある人が総人口に占

める割合（％） 

都市部 

農村部 

24.96 

75.04 

42.99 

57.01 

5.24 

7.00 

出典：中国国家統計局（2006）に基づき筆者作成 
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高い原因として、農村部の経済条件、医療衛生条件の相対的遅れ、障害のある人自身の制

約条件や環境制約によって移動の可能性が低いこと、農村人口の高齢化等が挙げられる4。 

さらに、就業中の障害のある人びとを除き、未就業者の主要な収入源は、①家族構成員

による扶養（72.34％）、②離退職金（17.41％）、③基本生活費需給（7.63％）であり、多

くの障害のある人びとが家族の扶養で生活していることが示されている。収入から見る

と、2005 年における障害のある人を有する世帯の一人あたり平均収入に関して、都市部

は 4,864 元、農村部は 2,260 元であり、障害のある人びとの世帯は全国水準の半分以下で

あった。また、農村における障害のある人びとの世帯の貧困比率は全国水準より高く、中

国全土の農村貧困人口の比率は 3.17%、約 2,365 万人であるが、その 3 分の 1 以上を障害

のある人びとが占めている（小林 2008: 105-107）。 

 

表 2.9  未就業者の主要生活収入源の割合 

収入源 比率（％） 

離退職金 

基本生活費受給 

家族構成員による扶養 

財産性収入 

保険収入 

その他 

17.41 

7.63 

72.34 

0.62 

0.06 

1.94 

出典：中国国家統計局（2007）、第二次全国障害者調査弁公室（2007：87-89）に基づき

筆者作成 

2 中国の社会福祉と障害福祉の現状 

国家は、国民の福祉に対する責任を有しており、障害のある人びとの福祉サービスの保

障が充実しているかどうかは、この国家の福祉体制次第であると考えられる。そのため、

本節では、まず中国の社会福祉体制について考察し、その理念の特徴と課題を提示する。

そして、この福祉体制を踏まえながら、障害福祉政策の変遷と特徴を検討し、その現状を

把握した上で課題を示す。 

 

2.1  中国の社会福祉について 

中国は古代からの儒教文化の影響を受けながら社会福祉が発展してきたが、従来は「残

余的なアプローチ5」を強調し、国家の介入は非常に限られていた。家族の相互援助を重
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視する家族主義と政府の不干渉主義という思想は昔から強固で、20 世紀前半までに中国

の社会福祉体制はあまり変化しなかったと中国人学者は指摘した（熊 2006: 189）。改革

開放以降、経済体制が計画経済から市場経済に変化し、中国の社会福祉の改革も求められ

た。そのため、中国における社会福祉の発展を踏まえながら、現在の社会福祉体制の特徴

と問題を検討する。 

 

2.1.1  計画経済時代の社会福祉 

1949 年に新政府が成立した後、中国は計画経済体制を実行した。計画経済（1949-1984）

の期間に、政府は主として行政機関を通じて社会福祉サービスを実施した。この時期、民

政部は社会の最も弱い人びと6に残余的な社会福祉を提供する主な担当部門であった。ほ

とんどの公的部門で働く都市部の住民の社会福祉は、自らの職場（単位）により供給され

た。特に国有企業や行政部門は被雇用者に対して、年金や、医療サービス、住宅などの福

祉サービスを含む包括的な社会福祉を提供し、「鉄飯碗」としばしば例えられた終身雇用

政策を実施した。この計画経済の下では、能率や利益を追求する必要はなく、労働者とそ

の扶養家族は職場から提供される社会サービスを利用できた。 

また、政府が資金を提供して組織したいくつかの社会団体は、社会主義建設のもとで人

びとに奉仕する役割を果たした。例として、全国総工会、婦女連合会などが挙げられる。

さらに、当時の中国はソビエト連邦を規範とし、社会主義イデオロギーによって社会の中

で現実としての社会問題の存在を認めなかったので、専門職としてのソーシャルワーカ

ーは職業に位置付けられてこなかった。一方、家族関係や人間関係を非常に重視する文化

の影響を受け、その上に同じ職場で働く人びとはほぼ近隣なので、中国の人びとは生活に

おいて困難に直面し、支援を必要とする時に、常に職場の人や家族に援助を求めることに

なった（熊 2006: 188-196）。 

 

2.1.2 経済改革後の社会問題の爆発と社会福祉の普及 

武川正吾（2016）は、東アジアの福祉国家を考察する際に、福祉国家の成立条件を二つ

提示した。一つ目は経済構造の変化である。工業化によって新しい社会リスクが誕生し、

これまでの農業社会では失業問題や、雇用保障等はなかったが、産業社会に入るとこれら

の問題が生じる。この新しい社会リスクを解決するために、国家が各種の福祉政策を検討

することが求められる。もう一つの条件は「人間の再生産システムの変化」である。医療

技術の進歩や公共衛生の改善によって死亡率が低下する一方で、出生率が低くなり、それ

によって人口の高齢化が始まる。高齢化により、人の介助や介護が必要となり、国家の福
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祉政策の実施が一層推進されるようになった（武川 2016: 4-5）。こうした福祉国家の成

立条件から中国の福祉政策の形成をみることができる。 

市場経済導入による変化によって、経済は発展が劇的に発展したが、多くの社会問題も

出現し始めた。1990 年代から、国有企業の改革によって、失業者が大幅に増え、主な社

会福祉の提供者であった職場の喪失により貧困状態に陥ったり、基本的な社会保障を受

ける権利があると主張する人がデモを行ったりした。農村部からの出稼ぎ労働者は経済

的調整のために失業し、さらに貧しくなることもしばしばあった。もともと都市部と農村

部の社会福祉体制が異なっていたが、貧困問題によって都市部と農村部の格差は一層大

きくなった。また、「一人っ子政策」の実施に伴って 1990 年代からの出産抑制の影響に

より、中国は他のアジアの国々より速く高齢化社会に入っている。さらに、家族構成の変

化や、核家族化の進展によって、従来の家族や友人とのネットワークを重視し支援を求め

るという考え方が徐々に弱くなり、親孝行や家族を養育する負担が重すぎるという訴え

が大きくなっている。 

さらに、改革開放の時に提出された「先富論」7の影響で、中国国内の経済発展に伴っ

て所得の格差や、地域の格差が大きくなり、貧困状態にある農村部の問題も目立つように

なった。2000 年代に農村部からの出稼ぎ労働者が増え、低所得者の増加で社会の不平等

の問題がますます顕著になった。所得分配の格差を示すジニ係数を見ると、1994 年のジ

ニ係数は警戒線の 0.40 を超え、その後の 2007 年には 0.50、2010 年に 0.53 となり、この

数十年の間に所得格差が拡大したことがわかる。さらに、この時期に多くの東アジアの諸

国が社会福祉の理念を選別主義から普遍主義へと転換し、社会学者の国際的な交流が多

くなり、海外に留学して福祉レジーム論の理念を研究して中国に活かそうとする留学生

も増えたため、「適度普恵型」福祉の提起が推進された（沈 2016: 9）。      

そして、人間の再生産システムの面から考えると、中国の社会は「未富先老」という新

しい論点が提示された。字面からわかるように、これは高度な経済発展を達成する前に人

口の構造が高齢化するということである。工業化の進展によって農村部の人は都市部に

入り、農業人口が減少しており、高齢化社会の扶養介護問題はさらに深刻になっている。

その結果、普恵型福祉政策が展開され、例えば、長い間、社会福祉から排除されていた農

村部の人びとの年金・医療・最低生活保障制度などが段階的に普及するようになっている。

この社会福祉政策の拡充は急速に実施しにくいので、「適度普恵型」という社会福祉論が

唱えられ、この点については 1970 年代以降の日本における「日本型福祉社会論」と似て

いるということが指摘されている（武川 2016: 6）。 
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2.1.3 現行の社会福祉制度の特徴 

上述のような経済体制の変革によって深刻な社会問題が生じた結果、その解決策とし

て中国政府は 1990 年に市場経済に適応する社会福祉体制の構築に取り組むようになり、

「社会福祉の社会化」を提示した。 

それ以降、国家の社会福祉の分野を担当する民政部は、より専門的な福祉サービスの提

供と、財政的な問題の解決を求められ、福祉サービスを提供できる市民社会が急速に発展

することとなった。社会福祉サービスの提供者は次第に従来の「単位」から市場へ転換し

ていった。例えば、都市部の貧困問題を解決するための最低生活保障制度の成立、老齢保

険、失業保険、医療保険の推進、社会サービスを提供する社会団体の役割の強化が挙げら

れる。多くの学者が、社会福祉の提供者が政府を主体とするのではなく、企業や社会団体、

地域社会など、全社会に広がることで、政府の役割は従来の提供者から社会福祉を実行す

るための支援者に変化することを提唱している。 

一方、これらの方向性から、中国の社会福祉は「小政府、大社会」というイデオロギー

に発展するように見えるが、地方の財源や福祉を提供する部門は明確ではなく、社会団体

の財源の提供が不安定であることなどが多くの社会学者によって指摘された（葛 2015: 

204）。また、「半官半民」の社会団体8や市民組織の成長を規制することは、中国政府が

非政府領域、すなわちコントロールできない部分に対して非常に敏感であることを示し

ている。現状では、中国の社会政策に関するほとんどの分野は、依然として政府が資源を

管理する支配的な役割を担っており、多くの社会団体は権力機構と資源配分から取り残

されるものであり、財政的自立と合法性という観点から政府に制約される状態にある（熊 

2001）。 

  このように、中国の社会福祉は、改革開放の前までは、主に行政機関、国有企業の従業

員と家族を対象とし、一連の社会福祉サービスを提供していた。経済体制が変化した後に、

社会福祉は正式なシステムで形成され、福祉の提供者は政府と民間の共同で行われてい

る。そして、2007 年に社会福祉の作成と実施を担当する民政部が「適度普恵型社会福祉

の建設に関して」という提案を発表し、「適度普恵型」福祉をこれからの福祉制度の理念

とすることを唱えている。この提案の中で、高度経済成長の進展とともに、従来の「残余

型福祉」にとどまっていることで様々な社会問題が目立つようになったこと、また、全国

の市民が平等に経済発展の恩恵を受けるために、福祉体制を「残余型福祉」から「普恵型」

への転換を求めることを公表した。この転換は、選別主義から普遍主義へ転換しようとす

る考え方として理解される。 
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しかしながら、現在の社会福祉政策は、選別主義から普遍主義へと転換しつつあるが、

やはりまだ国家の管理や主導が強いので、福祉サービスを全社会に広げることに重要な

市民社会の参加はまだ十分ではないと考えられる。 

 

2.2 障害福祉体制の概要 

本節では、障害のある人びとに対する福祉政策をめぐり、その歴史的変遷と関連の施

策から、障害福祉体制の特徴を検討する。 

 

2.2.1  障害福祉の歴史的変遷 

2.2.1.1  障害のある人が「残废人」と呼ばれる時期 

障害のある人びとは、原始社会、奴隷社会、封建社会を経て新中国が成立する前の長い

間、社会の最下層であった。「先天的運命論」の影響で障害は因果応報の結果であり、災

難の化身とされ、個人の、ひいては家族の屈辱であると見なされた。そのため、障害のあ

る人はひどく迫害され、わずかな救済しか受けらず、「無能」、「廃人」だと差別され、

社会生活から排除された（周ほか 2013: 102）。 

一方、中国は儒教に深く影響を受け、人びとが他人を思いやること、すなわち慈悲の心

を持つことを信じているので、人びとが互いに助け合うことが提唱された。例えば、「鳏

寡孤独废疾者」9に対する補償制度が設けられていた。この理念は、古代における障害の

ある人のための社会福祉政策の確立の基礎となっており、新中国政府の創設後の障害政

策にも影響を及ぼした。 

始皇帝（前 259—前 210）の時代から、政府は「鳏寡孤独废疾者」のために総合的な収容

所を設立し、生活の救済や住居を提供した。また、宗族は相互の助けのために、農業労働

が必要な時に救助し、貧困と災害を被る家族に食べ物や住宅を提供した。そのほかに、民

間の慈善団体や教会などの宗教団体が組織され、障害のある人は徐々に市民社会機関に

頼り、特に清朝の時代に、救済活動を行うためにいくつかの機関が設立された（楊 2009: 

67-69）。 

 

2.2.1.2  新中国成立後の救済の段階 

新中国成立後、障害のある人びとの全体的な生活状况は改善され、排除されていた人は

徐々に家族や社会に受け入れられた。街で物乞いをして、追放されていた状態から、政府

からの救済を受給する状態となる。農村部において障害のある人は、土地と生産の道具を

配付され、共済組合、協同組合に参加することができるようになった。都市部における障
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害のある人びとは、政府の支援の下で生産活動に努め、小型の手工業協同組合や福祉工場

が創設された。身寄りのない障害のある人や障害を持っている孤児は、それぞれ設けられ

た社会福祉施設、児童福祉施設に入所することとなった（冬雪 2005）。この時期に障害

のある人の社会的境遇と生活条件はかなり改善されたが、社会の障害に対する認識はま

だ同情と哀れみの態度によって形成され、障害福祉についてはほぼ慈善事業に集中し、障

害のある人びとに対する一種の「恵み」であった。 

1949 年以降、中央政府は生活支援に注目し、主に次のような政策を実施した。まず、従

来の総合的な福祉施設を改造し、それぞれの機能を果たす施設に変更した。1953 年末ま

でに、約 1600 ヵ所以上の古い福祉施設をもとにして、高齢者と障害者を「残老院」に配

置し、子どもを「児童教養院」に配置した。また、1955 年に正式に社会福祉を管理する部

門を設立した。精神障害や収入を持たない人を引き取る機構の発展を推進した。そして、

生活保障制度を実施し、「労働能力の不足や喪失した人、障害を持っていて頼りになる友

人がいない人に一定程度の生活保障を維持するために、生活の需給を満たし、若者に対す

る教育と高齢者の死後処理を確保すること」と定められた。さらに、患者と精神障害のあ

る人に対する居養制度が創設された。建国当初は約 50 万人のハンセン病患者がいたが、

その予防と治療を実施するために隔離して養護することを推進した。1958 年に民政部に

よって創設された精神病院は 86 ヶ所あり、7985 人の精神障害のある人を収容した。その

他、雇用問題を解決するために、利益を追求しない福祉企業を開設し、集中就業という形

式が行われている。この形式は障害のある人の社会参加を促すことを目標とせず、働くこ

とを通じて保護する意味を持っている。 

この時期の社会の障害観は、障害を持つ人びとは社会の失敗者であるが、人道主義の提

唱で彼らに施すことが必要であるとの考えであった。そのために、福祉政策も「救済」と

「慈善」の機能を持っていた。つまり、従来の障害観とあまり変わらず、障害のある人に

対する福祉政策は、まだ欠如した状態であった。さらに、この「居養」福祉は障害のある

人を隔離して保護するので、社会参加を抑制していたと言える。この時期の障害福祉は、

障害のある人のニーズを満たすという出発点から推進されたものではなく、政府側の統

治を促すものであった（楊 2009: 70—71）。 

 

2.2.1.3  平等と参加を目標とする段階 

第 2 次世界大戦後、世界中で人権運動が急速に発展し、障害者差別への抵抗、平等な権

利の獲得を求める障害者権利運動が活発になり、国際社会の障害者運動が現代の障害観

の形成に大きな影響を及ぼした。その後、国連が 1975 年の「障害者権利宣言」と 1982 年

の「障害者の世界行動綱領」、そして 1993 年に「障害者機会均等基準規則」を公布した。
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さらに、2006 年に採択された「障害者権利条約」が現代の障害観の確立に決定的な役割

を果たした。こうした背景のもと、中国の障害福祉政策も急速に発展する。障害のある人

びとが積極的に社会に参加し、平等な権利を享受する意識が強まりつつある。 

1988 年に中国障害者連合会が成立し、同年国務院は、国家計画委員会や民政部、財政

部、障害者連合会等が共同で作成した事業要綱に同意し、初めての「障害者事業五年活動

要綱」を提出した。この要綱によって、障害者事業を社会経済の発展に見合うように推し

進めることが明確になった。それは、障害の予防への取り組みやリハビリテーション、就

業、教育への支援等幅広い分野において、障害のある人びとの平等な参加や権利を保障で

きるような活動を行うものである。その後、1991 年『中国障害者事業「八五」計画概要』

を提出して、障害のある人びとの生活保障、教育、リハビリテーション、就業、バリアフ

リー等の目標を定めた。この障害者事業は 5 年ごとに新たに提案されるもので、2011 年

には 12 件の 5 年計画が出されることになった。 

1980 年代以降、障害のある人びとの権利が主張され、政府は 1990 年に障害のある人の

平等な権利と社会参加を保障するために、初めて「障害者保障法」を作り、新しい障害観

への転換が進みつつある。政策から見ると、教育の分野では、統合教育が提唱され、障害

が理由で学校から拒否されることは認められない。また、一般の教育を受けることができ

ない人に対する特別教育支援が行われる。雇用の分野では、福祉企業や関連の福祉機構が

障害を持つ人びとのために適切な雇用を提供するほか、社会の各企業は一定の比率に応

じて障害のある人に就職の機会を与えると規定されている。福祉サービスの分野では、重

度障害などのある人に生活保護を実施し、最低限の生活水準を守る。具体例としては、財

政援助と補助金および施設への収容が挙げられる。また、リハビリテーションの発展は急

速に進み、すべての障害のある人がリハビリテーションを受けられることを目標にして

いる。そして、法律援助に注目し、障害のある人の法的援助制度を作り、2008 年の障害

者保障法の改正では、国連障害者権利条約の「障害に基づくあらゆる差別を禁止する」（第

5 条）に準じて、「障害に基づく差別を禁止する」と条項を設けた。 

 

2.2.2  現行の障害関連施策について 

2.2.2.1  障害に関連する法制度 

中国憲法第 2 章においては、「すべての国民が同様の公民権を持ち、国家は障害のある

人びとの労働、生活、教育などの権利を保障する義務がある」と規定し、障害のある人び

との生存権保障や社会権保障として基本的な人権が言及され、障害のある・なしに関わら

ず国民への福祉政策は国家の公的責任であるという原則が示された。個別具体的な障害
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者施策を規定する法律は複数あるが、憲法と同じように基本的な理念として位置づけら

れるのは、中国の障害者保障法である。 

社会主義の中国では、政治や行政による主導が重要な役割を果たし、法律の発展はそれ

より立ち遅れることがある。1949 年に新中国政府が成立した後、障害者事業も発展して

きたが、障害のある人びとに関わる法律が整備されたのは、改革開放政策が採択された後

であった（小林 2000）。1982 年に中国政府は、高齢者、疾病者または労働能力喪失者に

対する社会保険や、救済、医療衛生などの社会保障の政策に、障害のある人びとを受給対

象に加え、「国家と社会は視覚・聴覚・言語障害その他の身体障害をもつ公民の労働・生

活と教育を援助し処置する」（第 45 条）と明文化した。それをきっかけに、障害のある

人びとの権益を保護する法律が必要となる意見が出され、さらに、障害者事業10の発展に

伴い、障害のある人びとの権益を保障する法体系の確立は、中国の法制を展開する過程の

重要な目標11となり、1990 年に中国政府は障害者保障法を制定した。それ以降、各省や自

治区、直轄市などの地方政府もこの保障法を実行するための詳細な規則を制定した（小林 

2009）。 

2008 年に国連の障害者権利条約の批准に従い、障害者保障法を改訂し、一部の条例を

補足した。具体的には、リハビリテーションの面では、「国家は障害のある人がリハビリ

テーションサービスを享有する権利を保障する」ということが掲げられた（第 15 条）。

教育の面では「平等」に重点を置き、義務教育を修了できるよう支援する方針を加えた。

就業の面では障害のある人の強制労働を禁止する条例が新たに制定され、障害のある人

の権利保護が強化された。そして、文化的生活の権利が認められて明文化され、「バリア

フリー環境」の名称が明確に用いられ、より具体的な内容が盛り込まれた。さらに、従来

の「福祉」の表記が「社会保障」に入れ替えられ、特に貧困層における障害のある人につ

いて詳細な規定が加わった。それらの改正を経て、現在の障害者保障法は、障害のある人

びとのリハビリテーション、教育、就業、文化生活、社会保障、バリアフリー、法律責任、

という分野に区分されている。そして、障害のある人びとの権利を保護するために、障害

者保障法のほかにもいくつかの法律条文が制定された。表 2.10 は、障害に関連する主な

法律の体系と内容を示している。 
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表 2.10  障害に関連する法律の一覧 

法律名 施行年 概要 

中国障害者保障法 1991 年（2008

年改訂） 

障害のある人びとのリハビリテーション、教

育、就業、文化生活、社会保障、バリアフリ

ー環境の整備、法律責任について規定してい

る。 

障害者教育条例 1994 年（2011

年改訂、2017

年施行） 

障害のある人の教育を受ける権利を保障する

とともに、障害者教育事業を発展させること

を目的に定められた。就学前教育、義務教

育、職業教育、成人教育、教師、条件保障、

法律責任等について規定している。 

障害者就業条例 2007 年 障害のある人びとの就労を促進し、労働権利

を保障するために、『中華人民共和国障害者保

障法』と他の関連法律に基づき、本条例を制

定した。障害のある人を雇用する企業の責

任、保障措置、就労サービス、法律責任等に

ついて規定している。 

バリアフリー環境

建設条例 

2012 年 バリアフリー環境を創造するとともに、障害

のある人びとが平等に社会生活に参与できる

ことを目的に定められた。バリアフリー施設

建設、バリアフリー情報交流、バリアフリー

コミュニティサービス、法律責任について規

定している。 

障害予防および障

害者リハビリテー

ション条例 

2017 年 障害の発生を予防するとともに、障害の程度

を減らし、障害のある人びとの身体機能を回

復すること、障害のある人びとが平等に社会

生活に参加できること、および障害者事業を

発展させることを目的に定められた。障害予

防、リハビリテーション・サービス、保障措

置、法律責任について規定している。 

出典：国別障害関連情報・中華人民共和国（2002）、障害者連合会公式サイトによる障

害関連政策に基づき筆者作成 
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2.2.2.2  障害に関連する行政の体系 

前節で述べた通り、社会主義体制の中国では、行政の施策が主導的に位置づけられてい

るが、移り変わる世の中の動きに対して、法律に不備が生じることがある。この場合に、

法律を補完する行政が重要な役割を果たしている。本節では、中国における障害関連の行

政機構の体系や、その主な担当内容について説明する。障害関連の施策を検討するために、

その施行機関の体系について理解する必要がある。 

中国における障害福祉行政に関連する機構は衛生部と民政部があるが、実質的には中

国障害者連合会が障害者福祉事業を管理し、展開している12。主な障害関連担当機関の内

容は以下の表 2.11 のように示す。 

 

表 2.11  障害関連担当機関 

機関名 担当内容 

衛生部  障害関連の社会福祉政策、規定を制定し、実施する。 

民政部  高齢者福祉・孤児福祉・障害者福祉の事業を管理する。主

な職務は社会保障、社会団体の登記、補そう具の製造等で

ある 。 

中国障害者連合会  

 

1988 年に設立された。リハビリテーション行政を担うほ

か、障害者福祉事業を管轄する。各省・自治区・直轄市、

市、県、街道・鎮に下部組織がある。主な活動内容は、障

害者事業の総合研究と情報分析、政策提言、政策・法規の

起草、障害者の現状調査、障害者用品の開発・販売、学術

交流、リハビリテーション人材の育成、障害者の教育計画

と就業活動計画の策定、文化・スポーツ・芸術活動等であ

る。 

人力資源社会保障部 2008 年に設立された。障害のある人の就業や、社会保障の

部分を担当する。 

教育部 障害のある人への特殊教育、義務教育等 

国家障害調整委員会  

 

1993 年に設立された。各省の代表者と中国障害者連合会の

役員からなり、政策作り、理論の設定、法律の草案作りと

実施に関する事業の調整を行う。 

出典：中国障害者連合会公式サイトによる行政機関資料に基づき筆者作成 
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2.2.2.3  最近の政府部門の目標 

中国の障害者事業は、5 年ごとに障害者保障法に基づき政府が策定する障害福祉に関す

る政策や、障害のある人びとの全体の状況を改善する総合的かつ計画的な推進を図るた

めの基本的な計画である。障害者事業に関する５ヶ年計画が最初に策定されたのは、1988

年のことである。1987 年に実施された第一次全国障害者サンプル調査と、1988 年に創設

された障害者連合会を踏まえ、「中国障害者事業 5 年計画概要」が作られた。それ以降、

5 年間という期間で、障害のある人の自立や社会参加を促進するための施策についての計

画を策定し、これに基づき計画的な取り組みが進められている。 

最新の 5 カ年計画における重点目標は、2020 年までに障害のある人びとに対して、基

本的な生活水準の保障、就労促進および世帯収入の増加、公共サービスレベルの向上、平

等な権利の保障、貧困から脱することを加速させることである。表 2.12 はそれらの具体

的な目標を示している。 

 

表 2.12 「十三五」障害者事業計画の目標 

指標 目標値（％） 

1.障害者家庭の一人当たりの可処分所得の年間平均成長率 ＞6.5% 

2.貧困層における障害のある人の生活補助金のカバー率 ＞95% 

3.重度障害の人の介護手当のカバー率 ＞95% 

4.障害のある人の基本年金の加入率 90% 

5.障害のある人の基本医療保険の加入率 95% 

6.農村部における登録された貧困層の障害のある人の貧困から脱す

る率 

100% 

7.農村部における貧困層の障害者世帯の危険住宅改修率 100% 

8.障害のある人のリハビリテーション・サービスのカバー率 80％ 

9.障害のある人のための補助機器の適応率 80％ 

10.障害のある子どもの義務教育の比例 95％ 

出典：『国務院による「十三五」障害者事業促進の概要（2016）47 号』13に基づき筆者

作成 

 

2.2.3  障害福祉体制の特徴 

上記の内容を踏まえると、中国における障害のある人びとは長い間、社会から差別され、

自らの権利を保障できない状態にあったが、社会的権利の確保に向けた取り組みは、この
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20 年間で最も活発に行われていることがわかる。中国社会の障害者政策は、国内の社会

構造の変化がもたらした一連の社会問題を解決しなければならないという圧力と国外の

先進的な福祉思想の影響を受けた上で、国際機構から人権保護の必要性を示された圧力

のもとで獲得されたものだということも明らかとなった。また、障害に関する福祉政策は

従来の一時的な救済、「残余型」モデルから、労働市場・教育・その他社会活動の参加の

制限と排除を解消して社会統合と社会参加を拡大することを現在の目標としている。 

中国の社会福祉体制の発展は、「残余型」から「普恵型」へ転换し、現在の「適度普恵

型」の社会福祉体制の中で、障害福祉はその中に含まれ、障害のある人びとは他の人と同

様の社会権利を享受することを保障されている。 

改革開放以降、経済の急速な発展は障害福祉の形成を支える物質的な保障を確立した

が、障害のある人びとの生活水準の格差、不平等である社会問題も目立つようになり、そ

れに対応する制度と保障が必要となった。また、能率主義の進展と家族構成の変化に伴っ

て社会から排除されてきた一部の重度障害者、高齢障害者の生活がさらに難しくなった。

それに加えて、地域間の格差や都市部と農村部の制度の不平等が進んでいる。これらの問

題を解決するために、中央政府は障害福祉政策を「普恵」と「特恵」という方針で行って

いる。 

障害福祉においての「特恵型」の理念は、主に次の 2 つの側面で検討される。一つ目は、

障害のある人びとは国家公民としての身分を持つが、障害を理由として障害がない人と

同様に生活することが難しいので、障害福祉は、すべての市民として享受すべき権利を保

障する上で、特殊な性質に合わせる「特恵」型社会福祉を制定する。もう一つは、「特恵」

となりうる基礎は「残余」ではなく、「普恵」である。「特恵型」の社会福祉理念は、依

然として普遍主義の理念を基にしている。つまり、一部の弱い立場にある人を福祉の対象

として選び、他のメンバーを排除するのではなく、すべての人の社会権利を保障する上で、

特别なニーズを求める人の権利も守られるのである。 

このような「適度普恵」と「特恵」のモデルを促進するために、すべての障害のある

人の基本的なニーズを満たす福祉サービスを提供し、福祉の均等化を促す一方で、排除

される障害のある人や重度障害を持っている人に特別な保障を実施する。前者は障害の

ある人の生存権を保障する政策であり、後者は社会に参加する機会の提供や、教育・就

労支援などの政策が積極的に取り上げられ、社会の統合に向けて促進されている。生存

権保障の理念は、「無差別平等の理念とともに、人間らしい生活を営む権利の保障」

（定藤 1993: 4）であるが、最低限の生活保障、もしくは日常の経済生活の最低限度保

障の水準にも達していない中国社会では、障害のある人びとが家族や福祉施設の管理的

保護から出て、自らの生活を主体となってコントロールすることはできないと考えられ
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る。中国憲法第 2 章においては、すべての国民が同様な公民権を持ち、国家は障害のあ

る人びとの労働、生活、教育等の権利を保障する義務があると規定しているが、具体的

にどのように保護するかは明確ではない。中国の「障害者保障法」ではその実行措置が

不明であり、障害年金や補助金の給付が制定されているものの、詳細は関連する規則次

第であると定められている。また、各地方政府の財政の格差によって、障害のある人へ

の経済的補助の程度も異なり、多くの農村部では最低限の生活水準を保障することもで

きない。 

近年、「特恵」の理念は、中国の障害福祉政策の発展の中で重視され、多くの政策决定

者はそれぞれの地域における障害のある人のニーズに基づき、重傷手当、特別な医療補助、

障害児手当、教育や就労支援などの政策を制定した。 

しかしながら、普遍主義を主張するヨーロッパの高福祉国家と異なり、「適度」と提示

されているように、中国は中程度の限られた福祉を提供するものである。2007 年に「適

度普恵型」福祉政策が提示されてから障害福祉の方向はそれとともに転換し、急激に変化

する社会構造の中でどのようにこの「適度普恵」と「特恵」のモデルを具体的に実施して

いくかが課題の一つとして挙げられる。 

3 障害のある人びとが置かれている現状 

中国は 2008 年の障害者権利条約を批准して以降、障害のある人びとの自立生活の実現

を目標として提示した。それとともに、一連の就労促進政策、生活保障手当制度、介助補

助手当制度などが制定された。2008 年の障害者権利条約から現在に至るまで、障害のあ

る人びとが置かれている状況はだいぶ改善されているが、まだ国際社会の標準にはなっ

ていない。本節では、筆者が過去に実施した、障害当事者 24 人と非障害当事者 14 人を対

象とした差別や社会的排除をめぐっての聞き取り調査から得られた事例（杜 2017）を参

照しながら、中国における障害のある人びとが、教育、就業、バリアフリー環境、介助、

生活保障などの場面に置かれている現状を検討し、政策の内容と実情を照らし合わせて、

さらにその問題点と課題を提示する。また、事例の対象者の基本属性は付録１に示してい

る。 

 

3.1  教育について 

 第二次全国調査のデータから見ると、大学及び専門学校等で教育を受けた障害のある

人は 94 万人であり、高校卒業は 406 万人、中学校程度は 1,248 万人、小学校程度は 2,642

万人である14。15 歳以上の障害のある人のうち、識字に支障があるのは 3,591 万人である。
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6～24 歳の 246 万人の障害のある人びとの中で、普通教育あるいは特別教育の義務教育15

を受けている者は 63.19％で、同じ年齢層の障害のない人の 95.89％よりかなり低くなっ

ている。 

 このように、中国における障害のある人びとの全体的な教育状況は低く、特に 40 代後

半の人は、学齢時期に障害児の教育制度が整っていなかった上に、当時の社会の教育意識

も低かったので、非識字程度の人もたくさんいる。義務教育の機会が奪われてしまってい

たり、教員や同級生からの理解を得られなかったこと等から、強いストレスを感じながら

普通学校の中で過ごしていた。以下のような事例が挙げられる。 

 

事例 1 対象者は１歳の時に小児麻痺にかかったために障害になった。教育といえば、

「小学校に行く時、足が不便なのでいつも今日は学校に行ったが明日は行くかどうかわ

からないという状況だった。さらに、同級生も常にわれわれのような障害者をいじめてい

た。だから早く退学した」としみじみ語った。「われわれのような障害のある人びとは、

今の社会では何もできない。教育程度も低いし、何の技術も持っていないからだ。なんら

かの職業訓練に参加したことがあるが、私たちにとってはやっぱり難しすぎて、何の基礎

もなくてどのように学ぶのかさえ全然わからない」 

 

中国の政治運動である「文化大革命」が終了した後、経済や社会思想が急速に発展し、

その期間に障害のある人の権利や福祉制度も新たに注目されて前より一層よくなったが、

社会全体の意識は発展の速度に追いついておらず、まだ「障害は無能だ」等の偏見を人び

とは強く持っていた。当時の障害のある人びとは事例 1 のように、当事者やその家族も含

めて教育をあまり重視しておらず、さらに学校で教師や同級生にいじめられ、こうした理

由で学校に行ったことがない障害者が多く存在していた。 

また、現在になってもすべての障害のある子どもが義務教育を受けることができてい

るわけではなく、まだ 28.6％の障害のある子どもが入学さえしていない。そのうち、60%

以上の障害のある子どもが普通学校と学校の特設教育学級で教育を受けている。しかし

ながら、普通教育学校は障害のある子どもの入学を拒否することを禁じられているにも

かかわらず、障害のある子どもが「能力不足」という理由で入学拒否されることがしばし

ば発生し、また入学しても成績が悪いという理由で障害のある子どもの親に転校させろ

と通告することもある。 

 

事例 2 調査対象者は、出産の時に医師の間違いによって右手が使えなくなるという障

害になった。母親によると、入学する時、学校の担当者に「どうしてうちの学校を選ぶの
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か」と言われた。その後、数多くの学校と相談して、ようやく家から遠くて学生数も少な

い学校に入学することができた。対象者は最初は先生によく無視されたが、だんだん成績

がよくなるにつれて、状況は良い方向になった気がする。 

   

 「第二次特別教育支援強化計画（2017-2020）16」の公表とともに、教育部は「普通大学

入試統一試験における障害者管理規則」を発表し、統合教育の展開を行い、「全国共通手

話共通語彙」「全国総合点字プログラム」を国家語委言語文字標準システムに入れた。そ

して、最近の障害者観測報告から、以下のデータが示される。 

2017 年までで、全国高等学校には 112 の特殊教育クラス（学科）があり、在校生全員

で 8,466 人となっており、そのうち、聴覚障害は 7,010 人、視覚障害は 1,456 人在籍して

いる。また、132 の中等専門学校（クラス）が設立され、在校生は 12,968 人で、卒業生が

3,501 人になっている。その内、1,802 人の学生が学校を通して職業資格を取得した。中国

全土では 10,818 人の障害のある人が普通の大学に入学し、特殊教育専門学校に進学した

人数は 1,845 人である。「青壮年の障害のある人に対する識字教育に関する第 13 次 5 カ

年行動計画」の実施を継続し、約 43,000 人が教育を受けた。 

こうした政府部門からのデータと政策から、教育分野において、障害のある人びとの権

利が確保されるようになったと見られるが、社会側の実態から見ればそうではない。入学

拒否の事件が近年の中国でもよく報道され、社会はこのやり方を強く批判しており、法律

でもそれを禁じているが、障害のある人びとが差別を受けたときに、どのように自らの権

利を主張できるのかについてあまり言及されてはいない。学校側は障害者福祉政策の意

味を十分に理解しておらず、それに加えて障害のある子どものための教員の配置や施設

環境の整備等も必要な条件となるが、それらの問題はまだ解決されていない。それは自立

支援の思想に背き、当事者やその家族にまで負担をもたらすのである。近年、多くの民間

の障害者団体も教育分野での人権侵害事件に注目し、様々な権利擁護活動を行なったこ

とがある。この内容については第四章で詳しく述べる。 

 

3.2  就労について 

3.2.1 統計データや施策から 

中国政府は 2016 年から 1 年ごとに「中国障害者事業発展統計公報」を発表し、障害に

関連する各データを示している。公報の資料によると、障害のある人びとの就労の現状に

ついては、2016 年に全国に障害者登録数は 3219.4 万人であり、そのうち就労した数は

896.1 万人であり、就労率は 48.3%である。これに対して全国人口の就労率は 77.4%であ
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り、障害のある人びとの就労率の低さが明らかである。2017 年には 46 万人が増加し、就

労率は 5.13%増えた。 

 

表 2.13  登録された障害のある人びとの就労状況 

年 全国障害者登録人数（万人） 就労人数（万人） 

2016 3219.4 896.1 

2017 3404.0 942.1 

出典：2016 年、2017 年の『中国障害者事業発展統計公報』に基づき筆者作成 

 

現在中国における障害のある人びとの就業は、「集中」と「分散」を相互に結びつける

方針をもとに実行され、その就労形式は主に集中就業、分散就業（割当雇用制度）、補助

型就業、公益性就業、個人営業などが挙げられる。障害者保障法によると、集中就業とは、

「政府または社会が設立した障害者福祉企業、盲人マッサージ機構およびその他の福祉

的企業に障害のある人びとを集めて就業させること」と規定され（第 32 条）、すなわち

福祉的企業に集中して就労する形式である。しかしながら、改革以降の経済改革にともな

って福祉企業の減少により、過去の長期にわたって主な就業ルートとして扱われていた

形式が徐々に主流から脱落している。 

これに対し、分散就業とは、障害者雇用率に基づいて国家機関、社会団体、企業事業な

どに就業したり（第 33 条）、障害のある人びとが起業して自営業を営んだり（第 34 条）、

手工業、養殖などに従事したりすることであると決められた（第 35 条）。このような分

散就業は、企業が一定の比率に基づいて障害のある人びとの就労を手配することを指し、

この具体的な比率は、省、自治区、直轄市の政府が当地の実際状況に応じて規定すること

になっている。したがって、全国統一的な基準は存在しない。 

そのほか、補助型就業に関しては、強い就労意欲を持っているが、労働市場から排除さ

れる知的障害、精神障害や重度障害のある人びとの就労を促進するために、集中的に生産

労働の場で組織され、自由な労働時間や労働強度で働く形式である。公益性就業は、非営

利組織などの社会サービスを提供するところで働くことである。例えば、公共施設の掃除、

駐車所管理などが挙げられる。さらに、友人や自らの力で自営業や、農業、手作業などの

仕事に従事している障害のある人びとも少なくない。 

表 2.14 から現在の中国における就労した障害のある人びとのうち、農業に従事してい

る人がほぼ半数を占めていることがわかる。農村部と都市部の社会政策や福祉サービス

は異なる環境のもとにあり、農村部における障害のある人びとの就労状況は相変わらず

農業に集中し、就労形式は多様ではない。 
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表 2.14  近年登録された障害のある人びとの就労形式の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：2016 年、2017 年、2018 年の『中国障害者事業発展統計公報』に基づき筆者作成 

 

現在、中国における障害のある人びとの就労に関連する政策や法律は、憲法（1982）、

労働法（1994）、就業促進法（2007）、障害者保障法（1990）、および障害者就業条例（2007）

が挙げられる。 

 憲法第 45 条第 3 項は「国家および社会は、盲聾唖その他身体障害の公民の仕事、生活

および教育について手配し、援助する」と定めている。これは、障害のある人びとを含め

て公民が労働の権利を有していることを保障するものであり、これに基づき、障害者保障

法、障害者就業条例などに特別な規定が定められている。 

2007 年に中国政府は障害のある人びとの就労を促進するために、「障害者就業条例」

を公布した。この条例は障害のある人びとの就労や雇用に対する中央と地方自治体政府、

関連部門の責任を明確化し、障害のある人びとの就職支援の内容を提示している。国家は

障害のある人びとの就労を促進する政策および具体的な支援措置を制定し、各地方自治

体の政府も障害のある人びとに対する責任を持ち福祉政策を実施する責任があると示し

た。また、障害者連合会は法律や法規、または政府委託を受け、障害のある人びとの就労

や雇用の具体的な実施状況を監督する責任が強調され、そのほかの関連する社会団体、例

えば、労働組合、婦女連合会なども障害のある人びとの就労促進業務を遂行することが規

定された。 

  年 

就労形式 

2016 2017 2018 

総就労人数17（万人） 896.1 942.1 948.4 

分散就業18（万人） 66.9 72.7 81.3 

集中就業（万人） 29.3 30.2 33.1 

自営業者（万人） 63.9 70.6 71.4 

補助型就業（万人） 13.9 14.4 14.8 

公益性就業（万人） 7.9 9.0 13.1 

農業（万人） 451.3 472.5 480.1 

パートタイム（万人） 262.919 145.8 254.620 

コミュニティ就業（万人） ---- 8.0 ---- 

居宅就業（万人） ---- 118.9 ---- 
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そして、就業条例により、雇用事業所は総勤労者の 1.5%以上の障害のある人を雇用す

る責任があり、それができない場合障害者就職報償金を納付しなければならないと規定

されている。ただし、具体的な雇用率は省級政府により決められる。障害のある人びとを

集中的に雇用するところは、総勤労者の 25％以上を全日制勤務の人とし、障害のある人

びとに適合した労働条件と保護を提供する義務や、昇進、社会保険などで差別しないこと

を規定している。 

 政府は障害のある人びとの就労を促進するために、以下のような措置を行っている。ま

ず、障害のある人びとを一定の比率に基づいて雇用する義務が規定されているが、この比

率が達成できない場合、報償金を支払わなければならず、その報償金は、障害のある人び

との職業訓練や、就職サービス、就職支援などに使用することが明記されている。また、

障害のある人びとを集中的に雇用する事業所に対し、税制上の優遇のほか、生産技術や、

経営、資金などの支援も図ることが示されている。そして、障害のある人びとの創業、自

営を支援するために、税金免除や、貸付金の給付などのサービスが制定されている。さら

に、農村部における障害のある人びとは主に農業栽培業、養殖業、手工業などに従事する

ので、技術指導、物資供給、貸付金などの支援を提供している。そのほか、職業訓練、就

職サービスの紹介や、法律援助などのサービスが強調された。 

 

3.2.2  実際の社会状況 

3.2.2.1  差別・排除されている状態 

働くということは、人びとが社会の中で人間らしく生きていく上で非常に重要な権利

であり、その影響は生活を維持するための収入を得ることだけでなく、社会参加、社会か

らの承認や自己実現等の様々な側面を持っている。この意味では、障害のある人びとの自

立生活を実現するために、就労の保障は、自己決定権を行使できる条件でもある。しかし

ながら、数多くの障害のある人びとは、「障害を持っているので働けない」という偏見や

誤解を受け、職場から差別され、健常者と同様な機会が得られず、社会から排除されてし

まっている。その結果として、家族や友人等の支援に頼って在宅し、または友人のネット

ワークで職業を紹介してもらうような事情がしばしば発生し、障害のある人びとの自立

生活の実現を妨げている。 

 

事例 3 対象者は 3 歳の時病気が原因で障害のある人になった。左手が使えないこと以

外に、他の面では問題なく自立した生活ができる。中学校卒業の教育程度だが、彼女の母

は小学校の教師として働いているので、わりとよい家庭教育を受けていた。今は無職の状

態にある。彼女によると、「かつてアルバイトをしたことがある。友達を通じてパチンコ
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屋で二年間働いていた。その後兄が新聞を配達する仕事を紹介してくれて、一時的に生活

費を稼ぐことができた。今は失業してからもう長い時間が経ている。ホテルの清掃員のよ

うな仕事に応募することも何回あったが、担当者に障害のことがわかったらすぐ断られ

る。あるホテルの担当者にこんなふうに言われた。「われわれの業界はいろいろなことを

考えなければなりません。お客さんがうちの清掃員が障害のある人だということを知っ

たら、多くの人が他のホテルを選んでしまうことが想像できるだろう。そうしたら、うち

のホテルはどのように生き残ることができるのか？私たちの立場に立って考えてみろよ

ー！」 

 

 また、現行の障害のある人びとの就労を支援するための政策は、「心身に不備があるの

で、特に配慮すべきだ」や、「労働能力不足」という考え方のもとに、障害のある人びと

を援助し、各種のサービスを提供するものである。このように、障害のある人びとを「別

のグループの人だ」、「特別な人たち」だとする偏見がいまだに根強く、インクルーシブ

社会への道はまだ遠いと考える。この強い偏見の影響で、企業が障害のある人びとを雇用

するのは「一種の社会責任」によるものだと認識することができる。 

 

事例 4 数百人の規模の企業で、労働法律に従って企業と従業員は全員労働契約書を交

わしたが、この会社の中に障害のある人は一人もいない。政策によってこの会社は障害の

ある人を 6 人雇用しなければならないが、毎年約 11 万元の障害者就業報酬金を支払い、

障害者を一人も雇用しようとしない。その原因について、担当者は「障害のある人を雇用

するより納金の方がもっと割りがいいのだ。社員の平均年収は 1.4 万元で、社会保険、住

宅積立金等を加えれば、障害のある人を雇う費用と障害者報酬金はだいたい一緒になる。

その他に企業は障害のある人のために仕事の分配とか、生活補助とか様々な考慮しなけ

ればならないことがあるので、うちの企業のようにお金を払ってでもそんな人を雇いた

くないところがたくさんある」と言った。 

 

事例 5 この工場は 2002 年から国家の政策である法規の障害者を雇用することの呼び

かけに積極的に応じている。しかし、障害のない人と同様に働いている人は一人しかおら

ず、障害のある人びとが働いているのはあまり見られない。この会社の従業員（聴覚障害

三級）によると、「この仕事への意欲はとても高く、私の障害の状態で問題なく対応でき

るが、分配された仕事は非常に簡単で、もっと給料が高くて技術的な仕事はどうしても任

せてもらえない。実は、他の障害のない人よりよくうまくできるという自信を持っている。
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しかし、会社は障害者を雇用するのは政策通り障害のある人びとの生活補助をするため

だけで、会社で働かなくてもいいというのなら、本当に耐えられない」。 

 

この二つの事例から、いずれにしても障害のある人びとを「能力が低い」とみなし、障

害のある人びとに対して障害の部分を見て、そのほかの優れたところを無視し、あるいは

「障害者は無能だ」という先入観を強く持っているということがわかる。障害のない人で

ある雇用主は、「保障金を払ってでも障害者を雇用したくない」、「障害者であることを

考慮して、仕事を分配しない」といった理由で、障害のある人びとを差別し排除するので

ある。また、友人の社会関係に頼って就職する障害のある人びとも少なくない。障害のあ

る人びとの就労支援を提供する公益組織はまだ滅多にない状態であり、特に農村部の人

びとはほぼ家族や友人の力に依存している。 

 

3.2.2.2  職場環境の不整備 

現在の中国における障害のある人びとの就労や雇用に関連する政策は、主として就労

の機会を拡大することや、就労率を上げることに努めており、障害のある人びとの職場環

境の整備についてはほとんど重要視されていない。多くの職場はバリアフリー環境の整

備や合理的配慮が行われていないので、障害のある人びとはこのような環境で就職して

も本当に職場に包摂されるかどうかに疑問を持っている。この職場環境の整備に関し、政

府はまだ明確な規定はしておらず、「バリアフリー環境建設条例」や「障害者就業条例」

においても職場のバリアフリー環境の整備や合理的配慮の提供に関する規定は特に存在

していない。 

廖慧卿・岳经纶（2015）が中国の「福祉企業」、「割当雇用制度に基づく一般企業」、

「社会的企業」の 3 種の職場環境を対象に実地調査を実施している。それによると、障害

のある人が就労意欲を持っていても、合理的配慮の提供が整備されていない環境で働け

ないため、「バリアフリー施設の提供は仕事を選ぶ時の一番の必須条件である」というこ

とが示された。また、職場ではバリアフリー環境の他に、仕事中の特別な配慮や支援はほ

ぼ存在せず、ほとんどの障害のある人が職場から感じた圧力を自らの力で解決するため、

障害当事者は積極的に労働権利を主張する意識も薄く、多くの人は仕事に適応するよう

に自分で生活を調整する。そして、福祉企業の中でも、国有福祉企業と私営福祉企業の間

で、合理的配慮の提供に差異が出ている。障害者連合会や民間の障害組織は主として私営

福祉企業に障害福祉サービスを提供するので、私営の福祉企業は政府部門が管理してい

る国有福祉企業よりわりと障害のある人びとにとって比較的良い環境を持っている。そ

のほか、私営福祉企業は障害のある人びとの仕事内容の合理的配慮にも注目し、フレック
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ス制などの制度も多く見られる。一方、一部の社会的企業は従業員のほぼ 100％の障害の

ある人を雇用し、仕事の裁量や合理的配慮の提供は他の就労形式より十分になされてい

るが、そこに働いている障害のある人びとは障害のない人と接触するチャンスがあまり

存在していないので、この形式も一種の普通の世界から排除されている状態ではないか

と考えられる。しかしながら、政府はこのような福祉企業や社会的企業が障害のある人び

とを雇用する際の規定や関連する支援などをまだ定めていない（廖•岳 2015: 79—92）。 

こうした現状のもとで、中国における障害のある人びとの就労支援は、障害者権利条約

にある職場環境において合理的配慮が提供されることという要求と一致していないと言

えるだろう。就労支援に関連する政策は、主に就労機会の提供に重点を置き、その結果、

統計データから見れば、中国における障害のある人びとは一部の高福祉国家よりも就業

率が高いと思われるが、実際の就労状況はまだ残酷な状態にあり、就労を通じて自立生活

を実現するという理念と逆の方向に走っていると考えられる。 

 

3.2.2.3  職業支援の限界 

集中就業と分散就業が主な就労形式であるが、市場経済の発展とともに、大量の福祉企

業は経営状況が悪化しており、障害のある人びとの集中就業を維持することはさらに難

しくなっている。また、ネットワークの発展につれて、近年、障害のある人びとの間に新

しい就労形式が生まれている。「電子商取引」の発展は、現在の中国における障害のある

人びとの就労に非常に重要な役割を果たしている。ただし、政府が今まで行ってきた障害

のある人びとの就労を支援するための福祉政策は、主に伝統的な業界で自営業をする人

びとを対象に援助するものであり、このような新しい就労形式に対する支援はごく一部

の地方政府しか行っていない。 

中国政府は 2016 年に、「障害者職業能力向上計画について（2016〜2020）」という公

告を発表し、障害のある人びとの労働能力と創業能力の向上に力を入れ、それにより障害

のある人びとの就労と所得を保障しようとしている。しかしながら、この職業能力向上を

発展するための組織である障害者連合会は、全国的にまだ少なく、多くの障害のある人び

とが参加したいと考えている一方で、容易に参加できない状態にある。 
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3.3  介助について 

 介助サービスの利用は、障害のある人びとの自立にとって欠かせないものだと考える

が、独身で家族と一緒に住んでいる障害当事者に対する調査結果によれば、支援者である

家族が将来病気になったら、誰から支援が得られるのかという不安を抱いていることや、

施設利用に関しては、「最後の選択だ」と思っていることが示されている。 

 

3.3.1 制度の現状 

3.3.1.1  介助制度の展開 

介助サービス制度は 2007 年から発足し、2008 年の保障法で正式に法定化された。中国

語では「托养服务」と呼ばれている。その内容は、条件を満たしている就業年齢に至った

知的、精神、そして重度障害のある人びとの日常生活の介助や生活能力の訓練、職業リハ

ビリテーション、身体リハビリテーションなどのサービスが含まれている。 

2007 年に中国障害者連合会が広州で第１回目の「全国障害者介助サービスに関する会

議」を行い、初めて知的、精神、重度障害のある人びとに対する特別なサービスを提供す

ることが「托养服务」と定義された。そして、2008 年に改正された保障法の中で、「自分

で生活ができない障害のある人びとに対し、各地方自治体はその生活状況に基づき生活

保護金を給付すべきである。また、各地方政府は、労働能力がなく、扶養者がいない、ま

たは扶養者に扶養能力がなく、生活収入源がない障害のある人に対し、政府は規定により

扶養する義務がある。政府は民間組織と連携して障害のある人びとに介助サービスを提

供する、または扶養する施設を設置する」と規定された。この時期には、介助サービスに

関連する制度や内容はまだ正式に規定されていない。 

2008 年以降、中国政府は、「障害者介助サービスの実施計画」において、「重度、知

的、精神、高齢などの障害のある人びとに対する介助サービスは地域（コミュニティー）

を規模とする。生活の介助サービス、リハビリテーション、技能訓練、文化娯楽、スポー

ツ訓練などの公益性を持っている総合的なサービスを推進し、一定水準になった地域は

このような障害のある人びとにホームヘルプの補助金を給付すべきである」と公布した。

その後、一部の大都市では地方政府の支持と社会団体の力のもとで、大型の施設が出現し

た。 

 2010 年に、政府は「障害者社会保障とサービス体系の建設に関する指導意見」の中で、

介助に関する規定を以下のように示している。地級市や大都市では介助サービス施設を

モデルにし、地域の街やコミュニティーのディサービスを主体とした居宅介助サービス

を基本とする介助制度が設立された。特に、省レベルの施設は全省の介助サービスの先駆

としてモデルを示し、具体的な業務指導や訓練を提供し、市レベルや県では障害のある人
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びとの基本的な介助サービスと緊急時の保障サービスを提供し、デイサービスやホーム

ヘルプ事業の指導を行うことが提示された。 

近年、「障害者介助サービスの発展を促進する意見」、「障害者介助サービス基本的規

範（試行）」、「障害者介助サービス基本知識に関する読書」などが相次いで公布され、

政府は障害のある人びとの介助サービスの規範を明確にする意向が示していると考えて

いる。また、中国における障害のある人びとに対する介助サービスの提供は、就業年齢に

なった人びとの自立生活能力、職業訓練などの社会に適応できる能力の向上を核心とし

て展開されている。 

 

3.3.1.2  現行の介助制度の内容 

中国における障害のある人びとの介助サービスは、この 10 年間で徐々に、施設での集

中的な介助サービス、デイサービス、およびホームヘルプサービスという 3 種の形式で発

展してきた。障害福祉サービスの制定・実施を担当している障害者連合会は、2013 年に

制定された「障害者介助サービス基本規範（試行）」の中で、介助サービスの形式を「施

設の介助」と「居宅の介助」に分け、デイサービスを施設の介助に含めることが規定され

た。 

2018 年の障害者事業発展統計公報によると、全国の介助サービスを提供する施設は

8,435 カ所あり、そのうち、寄宿型介助施設は 2,639 カ所、デイケア施設は 4,099 カ所、総

合的介助サービス施設は 1,697 カ所である。障害のある人びとの 22.3 万人が施設の介助

サービスを利用し、88.8 万人が居宅介助サービスを利用している。そして、2.2 万人の介

助サービスの提供者や施設の担当者が専門知識の教育訓練を経験したことが示されてい

る。 

障害のある人びとに対する介助サービス提供の手当てに関しては、4 種類の手当てが存

在している。介助サービスの手当ては施設を主要な対象として給付される。１つ目は、施

設の介助サービスに対する手当てである。中央政府は「陽光家園計画」21の規定の中で、

グループホーム形式の介助サービスに対する扶助は、1 人で 1 年間 1500 元以上と示され

ており、この扶助金は直接施設側に給付される。施設の範囲としては政府や障害者連合会

が運営する公益性のグループホーム形式の施設とデイサービス形式の施設と、社会団体

や個人の力で組織された非営利施設とを含んでいる。各地方の実施状況はそれぞれであ

るが、北京市などの大都市での給付金はすでにこの基準を超えているが、一部の中西部で

はまだこの基準に達してはいない（張・何 2015）。そのほか、中央政府は施設の建設や

運営の援助も行っている。 
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これに対し、障害当事者に対する扶助については、貧困状態における無職の知的、精神、

重度障害のある人びとの家庭に生活保護補助金を給付するものである。2009 年から 2012

年までの標準は１人 1 年間で 500 元以上と規定され、2012 年以降は 600 元に増加した。

現在では、各地方の実際の給付金はこの標準より高い傾向を示している（張・何 2015）。 

以下の表 2.15 は、2016 年度の各介助サービスの利用状況を示している。2016 年度の施

設でのサービスを利用する障害のある人の人数は 20.4 万人になり、そのうち、知的障害

は 6.76 万人で、総数の 33.14%、精神障害は 5.36 万人で、総数の 26.27％、重度障害は 4.01

万人で、総数の 19.66％、他の障害のある人は 4.27 万人で、総数の 20.93％となっている。

この表から見ると、知的障害のある人はデイサービスの利用率が一番高く、重度障害のあ

る人の施設介助に対するニーズが他の障害のある人より低いということがわかる。 

 

表 2.15 介助サービスの利用状況 

障害種別 施設介助 グループホーム介助 ディサービス 

人数（万

人） 

割合（％） 人数

（万

人） 

割合（％） 人数

（万

人） 

割合（％） 

知的障害 6.76 33.14 2.65 25.63 4.11 40.85 

精神障害 5.36 26.27 2.63 25.44 2.73 27.14 

重度障害 4.01 19.66 2.36 22.82 1.65 16.40 

その他 4.27 20.93 2.70 26.11 1.57 15.61 

出典：中国障害者連合会による『中国障害者事業統計年鑑（2017）』に基づき筆者作成 

 

3.3.2  介助施設の実情 

3.3.2.1  政府主導の「陽光家園」 

「陽光家園」は中国政府主導で設立された介助サービス施設の代表となるものである。

中国障害者連合会と財政部により設立され、2009 年に江蘇省、湖北省、陕西省、広州市、

武漢市、成都市と「中国障害者連合会障害者社会保障サービス体系建設試験区・試験都市

協議書」を結び、障害のある人びとに介助サービスを提供するモデル地方とされた。2009

年から 2011 年までに、中央財政部が全部で 6 億元の資金を出し、各地の介助サービスを

提供する施設の建設や運営に使用した。 

「陽光家園計画」が提供する介助サービスの形式は、大きく 2 つに分けられる。1 つは

貧困状態にある家庭において 1 人で生活できない知的、精神、重度障害のある人を対象

に、政府からの補助金でホームヘルプサービスを実施し、主に家で生活の日常的介助サー
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ビスを提供するものである。もう 1 つは一定程度の生活能力を持っており、職業訓練や各

種の活動に参加できる知的、精神、重度障害のある人びとを対象に、「托养」サービスを

提供するもので、具体的には「デイサービス」と「グループホームサービス」に分けられ

る。提供するサービスの内容は、リハビリテーション訓練、職業訓練、心理的指導、庇護

労働、文体活動などが挙げられる。その目的は、一連の訓練やサービスを通じて、障害の

ある人びとの独立生活能力と就業能力を向上させるものである。 

侯（2012）と範（2011）がそれぞれ武漢市と江西省の「陽光家園」の実施状況について

調査を行い、介助サービスの現状として、「資金不足」、「専門人材の不足」、「正式な

サービスの管理システムがない」などの問題が存在しているという結果が示されている。

まず、「資金不足」の問題に関しては、政府主導の「陽光家園」は、主に政府からの補助

金で運営されているが、これらの資金で環境の整備や、質が高いサービスを維持するのは

不可能である。特に、侯（2012）が調査を実施した武漢市のある施設は、まだ食堂も建設

されていないので、障害のある人びとに不便をもたらす状況も存在していた。 

次に、「専門人材の不足」の問題である。「陽光家園」で働いている多くの従業員は、

主にコミュニティーや街の居民であり、十分な専門知識を持っていない。また、彼らの多

くは学歴が低く、低賃金で働いており、障害のある人びとに良いサービスを提供すること

はできない。また、障害のある人びとの権利保障に関連する法律支援や社会保障問題に対

する支援がほとんどなく、その原因として従業員の低い専門性だけでなく、その分野に関

する資格も持っていないことが示された。 

また、「正式なサービスの管理システムがない」という問題もある。「托养服务」が始

まってから、「陽光家園」が障害のある人びとに提供する介助サービスの受け入れ度や、

サービスの形式の規範などはまだ明確になっていない。現段階では、多くの施設はいまだ

リハビリテーションの段階にとどまり、サービスの提供者の管理や、当事者からの声の重

視などがまだ発展していないと言えるだろう。 

以上の問題から見ると、政府は、知的、精神、重度障害のある人びとに介助サービスを

提供していることが確認できたが、現在の介助形式は相変わらず主に家族に頼り、当事者

の自立生活の実現をあまり促進するものではないと考える。また、政府主導の「陽光家園」

は、専門性を持っている障害者団体や非営利組織があまり参与しておらず、介助サービス

に対する指導なども不足しているので、実際にどのぐらい当事者に役に立てるサービス

を提供できるのかについては疑問である。 
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3.3.2.2 介助サービスを提供する民間施設 

つぎに、民間における介助サービスを提供する施設の状況を検討する。北京市、上海市

は中国の主要な経済的中心都市である上に、市民社会も発達している。以下では現在中国

における主要な民間介助サービスを提供する施設としての北京市の「温馨家园」、上海市

の「阳光之家」を取り上げる。 

北京市の「温馨家园」はコミュニティーを中心に設立され、主に障害のある人びとにリ

ハビリテーション、教育、就業、社会保障、権利保護、法律支援、介助サービスなどの総

合的なサービスを提供するところである。現在は、北京市に 1,400 以上の施設があり、介

助サービスはデイサービスの形式で提供している。その特徴としては、首都にあるため宣

伝活動や交流情報などを利用できる環境が他のところより整備されていることと、障害

のある人びとの生活の介助ニーズを満たすことだけでなく、社会保障や法律支援などの

当事者としての権利を保障できるサービスが存在していることである。この点は中国に

おける他の地域の民間施設と比較して最も大きな相違点だと考えられる。 

これに対し、上海市の「阳光之家」は公益性に基づく非営利組織で、2005 年に最初に設

立され、主に 16 歳から 35 歳までの知的障害のある人を対象としている。現在では、教

育、リハビリテーション訓練、単純作業などの活動を行い、参加した障害のある人びとの

生活能力や簡単な労働能力の向上を目的とするものである。「阳光之家」の主要な特徴は、

より多くの専門性を持つサービス提供者がいることである。 

この２つの民間施設の状況からみると、政府主導の「陽光家園」より、従業員の専門性

や提供できるサービスの内容という面で優れていることが確認できる。民間施設は障害

のある人びとの介助サービスの質の保障を重視し、ニーズの多様化、高度化に対応するよ

うに努めている。一方、公的な介助サービスは政府の社会福祉費用が不十分であることと、

専門性を持っている従業員がいないことなどから、障害のある人びとに適している介助

サービスを維持することが難しくなっている。 

 

3.4 バリアフリー環境について 

障害のある人びとや、高齢者、乳幼児などの外的環境に対する障壁を配慮することはイ

ンクルーシブ社会にとって非常に重要である。障害とバリアフリー環境の関係について

は、時代の社会的、経済的諸条件によって様々な分野と関連しているが、大きく分けて移

動、情報、そして動作巧緻障害を軽減する必要があると指摘されている（野村 1993: 129）。

以下の表 2.16 では障害とバリアフリー環境の関係について、バリアフリー建設の必要性

を示している。 
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表 2.16 障害とバリアフリー環境の関係 

Disability 

Impairment  

情報障害 移動障害 動作巧緻障害 

視覚障害 ● ○ ○ 

聴覚障害 ●  ○ 

触覚障害 ○  ○ 

言語障害 ○   

上肢障害   ● 

下肢障害  ●  

精神障害22 ○  ○ 

出典：野村（1993） 

 注：Impairment：臓器レベルの機能障害 

     Disability：Impairment によってもたらされる人間レベルの能力障害 

     Handicap: Impairment や Disability によってもたらされる社会的不利 

     ●：Handicap を軽減するバリアフリー建設の必要性が極めて大きい 

    ○：Handicap を軽減するバリアフリー建設の必要性がかなり大きい 

 

ヨーロッパの高福祉国家では、1960 年代からバリアフリー建設が始まり、東アジアに

おける日本でも 1973 年の身体障害者福祉モデル都市制度の発足とともに、公共的施設を

中心にバリアフリー環境の整備が進んでいる。バリアフリー環境の整備は、様々な分野と

関わっており、教育、医療などの専門的活動での外的環境だけでなく、現代社会の多様な

ニーズも及び、特に情報バリアフリー化を構築していくことが求められている。以下では、

近年の中国政府による障害のある人びとのバリアフリー環境の整備に関する取り組みに

ついて検討する。 

 

3.4.1 政府の取り組み 

中国は 1990 年の「中華人民共和国障害者保障法」の公表から、政府部門の住建部、民

政部、障害連合会をはじめとして、バリアフリー環境の推進を図っている。2010 年から

政府は一連のバリアフリー環境建設に関する一連の規定や計画を制定した。2010 年に、

障害者連合会、教育部、民政部を代表とする 16 の政府部門では、「障害者社会保障体系

とサービス体系建設の指導意見」が作成され、「意見」の中で地方政府が障害のある人の

居宅環境のバリアフリー改造に補助金を出すべきだと提出された。また、都市部の道路、
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公共施設、居住環境、公園などのバリアフリー化の推進を行うために、バリアフリー建設

の規範、標準、実施管理に関する規定を作成する必要があると示された。この「意見」を

促進するために、2012 年度に、国務院が「バリアフリー環境建設条例」を公表し、バリア

フリー環境の建設、情報交流、コミュニティーでのサービス供給、法律などについての規

定を提示した。そして、2013 年に国務院が「国民旅行休暇概要（2013〜2020）」の中で、

各地方の公共施設のバリアフリー化、観光地の情報交流のバリアフリー化を要請した。

2015 年に民政部、障害者連合会などの部門が連携して「農村部のバリアフリー環境建設

の指導意見」を提出し、それをきっかけに中国のバリアフリー環境の建設が都市部から農

村部に及び、2020 年までに明確に改善される目標が提出された。さらに、2016 年に公表

された「中華人民共和国国民経済と社会発展第 13 つの 5 年（2016〜2020）」（略称十三

五計画）において、障害のある人びとの権利を保障するために、バリアフリー建設の促進

が必要となり、同年の「バリアフリー環境建設の十三五実施法案」では、公共交通機関の

設備のバリアフリー化、居宅のバリアフリーデザインの促進、インターネット情報のバリ

アフリー化に重点を置くことが示された。 

このように、中国政府は徐々にバリアフリー環境を整備する動きを示しているが、バリ

アフリー建設に関する規則の内容は曖昧であり、実際の効果には疑問がある（沈ほか 

2018）。 

 

3.4.2 統計データから見る現状 

 「バリアフリー環境建設条例」の公表をうけて、各政府部門と社会は、環境施設、情

報交流、コミュニティーサービスという３つの分野のバリアフリー化を図っている23。

以下の内容は『中国障害者バリアフリー施設および環境建設報告（2018）』24 

2012 年から全国における 650 あまりの都市、1,600 以上の県において環境が改善されて

いる。また、農村部や古い町における障害のある人の居宅にまでバリアフリー改造が進め

られている25。公共交通機関については、交通部門が「バス停の級別と建築要請」、「タ

クシー運営規範」、「港の設計規範」、「障害者航空運送管理方法」などの規則を出し、

障害のある人びとの外出を保障する意向が明確になっている。そのほか、障害のある人び

との専用座席や、盲導犬の乗車許可、バスや列車のバリアフリー改造などの取組みを行な

っている26。情報交流に関しては、工信部の「盲人ネット情報サービスシステムの技術要

求」、「盲人用マルチメディア情報システム技術要求」などの基準や規則の推進により、

全国の 300 以上の政府部門や主流メディアの情報バリアフリー化の建設が完了している

27。そして、障害のある人びとの居宅環境のバリアフリー改造については、以下の表のよ

うに示されている。この表から見ると、現在、中国では一部の障害者世帯の居宅環境が改
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善されている一方で、「障害者事業発展統計公報」のデータによると、354 万の貧困状態

にある障害者世帯がまだ改善に至っていないことが示されている。 

 

表 2.17 住宅のバリアフリー改造状況 

年 バリアフリー改造を実施した障害者世帯数（万） 

2013 13.6 

2014 14.9 

2015 14.7 

2016 93.0 

2017 89.2 

出典：中国障害者連合会による『中国障害者事業発展統計公報』（2013〜2017）のデー

タに基づき筆者作成 

 

2017 年度に中国消費者協会、障害者連合会が連携して、31 の省、自治市、直轄市にお

ける 102 の主要都市を対象に調査を実施した28。調査方法は、障害者ボランティア、消費

権利擁護ボランティアおよび専門の調査員を組織し、各地の公共施設（商業センター、飲

食店、ホテル、銀行などの金融サービスを提供する場所、観光地、モバイルサービス店、

ガス電力店、政府部門の窓口、医療衛生の場所など）に実地体験度と感知度をめぐり、ア

ンケート調査を実施したものである。以下ではこの調査結果から、バリアフリー環境整備

に関する取組み状況を考察してみる。 

まず、バリアフリー施設の整備状況については、病院、公共交通機関、政府部門の窓口

のバリアフリー環境の普及率は、それぞれ、67.4%、49.8%、44.5%だった。飲食店、ホテ

ル、商業センターのバリアフリー環境整備の普及率は低く、33.3%、31.7%、31.2%を示し

ていた。また、地域によって普及率は違っているが、西北、東北地方の普及率は 40％以

下を示し、他のところよりバリアフリー化の整備が遅れている傾向が見られる。そして、

バリアフリー環境に対する満足度の結果から、使用者は現在のバリアフリー環境にあま

り満足していない状態が見られるが、平均点は 63.8 点であり、合格水準には達している

ことがわかる。エレベーターや出入り口のバリアフリー化に対する満足度は一番高く、80

点以上であるのに対し、トイレに対する満足度は低く、60 点ぐらいを示している。 

一方、実際に多くのバリアフリー施設が不正利用や、破壊されており、その原因は、バ

リアフリーデザインの不合理や、修理保全の遅れなどが挙げられる。また、バリアフリー

施設が整備されても、使用禁止になっている場合もある。例えば、昆明や青島の公園など
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のバリアフリー化された出入り口が閉鎖されている現象がある。その他、視覚障害のある

人の専用路の不正占有の現象も珍しくない。 

  こうしたバリアフリー環境の現状から、中国政府は近年、積極的にバリアフリー化を推

進する意向が見られるが、現段階ではまだ十分に整備されていないと考えている。 

1989 年にバリアフリー環境の建設に関連する規定「障害者のための都市部の道路と建

築物のデザイン規範」が施行され、1999 年に「都市部道路と建築物のバリアフリー規範」

に改定されたが、その内容は曖昧であり、具体的な指導意見や規則については言及されな

かった（呂 2013）。そして、2012 年に「バリアフリー環境建設条例」が公表されてから、

中国のバリアフリー環境建設が真の始まりを迎えた。それ以前にできた施設は、本当に障

害のある人びとに利便性を提供するという視点に立っておらず、「坂道の長さが足りな

い」、「電柱が視覚障害のある人の専用道路を占める」、「公共場所のバリアフリー化さ

れたエスカレーターの中に、視覚障害のある人のための文字が存在しない」などの事例が

度々発生した。また、一部の古い所は改造する際に、大量の資金や人力が必要なので、バ

リアフリー化が進んでいない状況もしばしば見られる（沈ほか 2018）。 

  現在の中国におけるバリアフリー環境に対する意識はまだ弱く、環境建設に関連する

教育項目の整備も十分になされてはいない。当事者たちも長い間社会から排除されたこ

とにより外出する意向が弱く、公共施設に行って不合理的なところや、不便なところに出

会っても我慢する人が多い。また、農村部ではバリアフリー環境はまだ始まったばかりで

あり、政府が提出した全社会の「平等、参与、享受」というスローガンを実現するには、

まだ程遠いと考える。 

 

3.5  生活保障について  

能率主義の経済体制においては、障害のある人びとはしばしば「労働能力不足」などの

理由で労働市場から排除されたり、または低収入の状態で働いているのを常に目にする。

特に重度障害のある人びとのほとんどが就労が困難で、働くことを通じて自らの生活を

保障することが不可能となってしまう。このような労働市場から排除されている障害の

ある人びとが自立生活を実現するためには、政府による生活を保障する制度の整備が非

常に重要だと考えられる。 

障害者権利条約は締約国にすべての人が同様な権利を享有することを要求しており、

障害のある人びとが基本的な権利を行使するために、生活を保障することが重要なニー

ズだと考えられる。これに対し、中国における障害のある人びとの生活保障に関連する制

度は、都市部と農村部の 2 つの生活保護、養老保険、医療保険、福祉サービスなどによる
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ものと、貧困状態にある障害のある人と重度障害のある人に対する特別手当て（中国では

「兩項補貼」と呼ばれる）に分けられる。 

 

3.5.1  法制度の現状 

中国の憲法において、障害のある人びとの生活保障について言及されている。「中華人

民共和国の公民が高齢、疾病、または労働能力を喪失した時、国家と社会に経済的支援を

求める権利を有する。国家はこれらの権利を保障するための社会保険、救済、医療衛生事

業を行う責任がある。国家と社会は盲、聾、唖、およびその他の障害を持っている人びと

の労働、生活、教育を支援する責任がある」と憲法の第 45 条に規定されている。現行の

中国の社会保障制度は、障害のある人びとに対する生活保障を含んでいる。      

まず、すべての障害のある人びとが享有できる保障制度について述べる。都市部におけ

る障害のある人びとは、最低限度の生活保障費（生活保護）、養老保険、医療保険、失業

保険、社会福祉サービスなどの制度により、基本的な生活を保障されている。これに対し、

農村部における障害のある人びとは、最低限度の生活保障費（生活保護）、新型協力医療

29、五保供養30、養老保険により生活が保障されている。また、政府は 1991 年から 5 年ご

とに「障害者事業発展の計画」を公表し、5 年以内の障害者事業の発展の目標と理念を提

示している。2006 年に「障害者就業と社会保障事業の十一五実施方案」において、「重度

障害や、一世帯に１人以上障害のある人がいる場合に対し、生活保障の水準を上げること」

という方針を提出した。2010 年に「障害者社会保障とサービスシステムの建設を促進す

るための指導意見」の中で、インクルーシブな社会を実現するために、障害のある人びと

に対する保障をすべての中国公民の社会保障体系に入れ、その上で特別な手当てや保障

金を給付することが規定された。それをきっかけに、障害のある人びとのニーズを満たす

ための社会保障政策の制定が成立した。そして、2015 年 9 月に、国務院が「貧困状態に

ある障害のある人びとへの生活保護金と重度障害のある人びとへの介護手当て制度に関

する意見」を発表し、「意見」はこの２つの手当てを「兩項補貼」と呼び、障害のある人

びとに対する特別な保障制度とした。以下、障害のある人びとの生活保障制度の中の「養

老保険」、「兩項補貼」、「生活保護」という 3 つの主要な保障政策について検討する。 

  まず、「養老保険」から見ると、2017 年末までに、都市部における 2614.7 万人の障害

のある人が社会養老保険に加入し、農村部における 547.2 万人の障害のある人が農村部社

会養老保険に加入した。60 歳未満の重度障害のある人びとのうち、529.5 万人が政府の補

助金を受け、養老保険料の 96.8％を政府が負担している。282.9 万人の非重度障害のある

人びとが、養老保険の全額または一部を支払い優遇措置を受けている。また、1 億 2423 万

人が年金を受給している。 
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障害のある人びとの多くは、労働市場に参入した経験もなく、社会保険に加入していな

い状態にある。それにより、障害のある人びとが高齢になったとき、社会からさらに排除

され、困窮した生活を送るという現象が出現した。2016 年から社会保険に加入する障害

のある人びとの比率が増加している。以下の表は 2014 年から 2017 年の都市部と農村部

を含めた社会保険に加入した障害のある人びとの状況を示している。 

 

表 2.18 社会保険の加入状況 

年 社会保険に加入した数（都市部と農村部の総計） 

人数（万人） 増加率（%） 

2014 2180.0 --- 

2015 2229.6 2.28 

2016 2370.6 6.32 

2017 2614.7 10.30 

出典：中国障害者連合会による『中国障害者事業発展統計公報』2014〜2017 のデータに

基づき筆者作成 

 

2008 年に改正された「中華人民共和国障害者保障法」において、「生活困窮の障害のあ

る人に、社会保険の手当てを給付すること」と規定された。また、2015 年に国務院が「障

害者の生活レベルの向上に関する意見」を公布し、特に各地方の政府は貧困状態にある障

害のある人びとや重度障害者を養老保険に加入させるために、保険料の免除や減免、すな

わち地方政府が代わりに払う責任があると強調した。そして、2017 年に 60 歳以下の養老

保険に加入した障害のある人びとの中で、全免または一部の料金を払う人は 812.4 万であ

り、全数の 31.07％を占めている。重度障害のある人で全免または一部の料金を払ってい

る人数は 529.5 万人で、保険に加入した全ての重度障害のある人の 96.77%になっている。 

 次に、「兩項補貼」について述べる。2015 年に国家が「貧困状態にある障害のある人び

とへの生活保護金と重度障害のある人びとへの介護手当制度に関する意見」の中で、「兩

項補貼」という、貧困か重度障害のある人に特別な生活保護手当を給付する制度が制定さ

れた。「意見」の内容により、住民の最低生活保障を少し上回る収入がある障害のある人

びとに対し、各地方政府は財政状況により適切に補助する義務もあると規定された。重度

障害のための手当は、障害等級が 1、2 レベルかつ長期間の介護が必要となる人を対象に

する。国家は、経済状況がよい地方では、その給付対象の範囲を非重度の知的、精神や他

の障害のある人から、すべての長時間介護のニーズがある障害のある人にまで拡大する

ことを奨励している。 
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2017 年までに「兩項補貼」を受給する範囲は県に広がり、2016 年度に受給した障害の

ある人の数は 1020 万で、2017 年は 2100 万になっている。全国の各地の実施状況から見

ると、北京、上海、天津、遼寧、江蘇、浙江、広東、福建省、安徽、陝西、青海など 11 の

省市が生活手当の受給対象の範囲を拡大した。拡大した対象は主に低所得家庭の障害の

ある人と最低生活保障以外の固定収入がない重度障害の人であり、特に北京市は、非低所

得家庭の無所得の成人、障害のある学生および未成年障害者にまで及ぶ。江蘇省、広東省、

青海省の 3 省は、すべての最低生活保障以外の固定収入のない重度障害のある人を含め

て手当を給付する。北京、上海、浙江省の 3 つの省市は、介護手当の受給対象の範囲を拡

大し、1、2 級に加え、3 級の知的障害、または精神障害のある人も受給対象となり、その

うち浙江省は長期的なケアが必要となる 3 級、4 級の知的障害、精神障害のある人にも及

んでいる（牟・易 2018: 147）。 

さらに、「生活保護」を取り上げ、養老保険と特別な手当のほかに、障害のある人びと

の最も基本的な生活を保障する制度についても少し検討してみる。2011 年から 2015 年ま

で、最低生活保障に加入した障害のある人が全体の都市部と農村部の最低生活保障人口

に占める割合は、それぞれ 13.60%、14.30%、14.67%、15.61%、16.48%であった。以下の

表 2.19 では、2011 年から 2015 年までの最低限の生活保障に加入した障害のある人びと

の人数と総数に占める割合を示している。 

 

表 2.19  最低生活保障の加入状況 

年 最低生活保障に加入する

障害のある人（万人） 

最低生活保障に加入する

総数（万人） 

障害のある人の割

合（％） 

2011 1031.4 7582.5 13.60 

2012 1070.5 7488.0 14.30 

2013 1093.0 7452.2 14.67 

2014 1105.5 7084.2 15.61 

2015 1088.5 6604.7 16.48 

出典：中国障害者連合会による『中国障害者事業年鑑』（2012〜2016）、中国国家統計

局による『中国統計年鑑』（2012〜2016）のデータに基づき筆者作成 
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3.5.2  実際の社会現状 

近年、政府が障害のある人びとの生活を保障するために一連の政策を行い、当事者たち

の生活が格段に改善されたと考えるが、生活保障水準は地域間、都市部と農村部の間に格

差が出ており、各種別、等級の障害のある人に対するそれぞれのニーズを満たす保障制度

は十分に確立されてはいない。ここでは２つの問題に整理することができる。 

 

3.5.2.1  地域間の差が大きい 

2016 年と 2017 年の中国障害者連合会が作成した「中国障害者事業統計年鑑」の統計デ

ータから、政府が障害のある人びとのために社会保険料を代納する状況から見ると、2016

年度に全国の保険加入者の保険料の全額または一部を代納する割合が 49.85%に達した。

各地域から見ると、東部、中部、西部、および东北地方における政府が、60 歳以下の障害

のある人の全部または一部の保険料を代納する割合は、それぞれ 58.98%、40.47%、51.92%、

57.81%になり、代納比率が一番高い東部地域は、代納比率が一番低い中部地域と比較して

18.15%の差がある。 

また、同地域であっても、省または市の間にも格差が存在している。東部地方を例にす

ると、社会保険料を代納する割合が、天津市と上海市がそれぞれ 100.00%、95.56%であっ

たのに対し、河北省と山東省は 47.19%、47.78%になっている。西部地方では、割合が最

も高い省は青海省 94. 59%、寧夏回族自治区 84. 91%であるのに対し、貴州省は 36.11%、

四川省は 42.62%だった。そして、政府が社会保険料を代納する増加率を見ると、2016 年

と 2015 年を比較すると、最も速く増加した省は青海省、海南省、江西省であり、それぞ

れ 20.68％、14.02％、11.41％増加した。増加率の下落幅が一番大きかった省は遼寧省

15.49％、チベット自治区 11.11％、重慶市 9.20％で、地域間の障害のある人びとに対する

保障水準の差を反映している（牟・易 2018: 150-151）。 

さらに、貧困の障害のある人への生活保障手当と重度障害のある人への介護手当の基

準は、各地方により異なる。各地方は、最低生活保障金と関係なく障害のある人に給付す

る生活保障手当については、最も高い省は一ヶ月で 400 元、最も低い省は一ヶ月で 50 元

と、8 倍の差になっている。重度障害のある人への介護手当については、最も高い省は一

ヶ月で 500 元、最も低い省は一ヶ月で 50 元であり、10 倍の差となっている。その他、あ

る省の都市部と農村部に対する手当の基準も違っている。このように、障害のある人びと

に対する特別な配慮を行う手当の基準はまだ全国的に統一されておらず、実施の基準と

各地方の財政状況などによって差があることがわかる。 
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3.5.2.2  低収入、中軽度障害のある人への保障の不足 

障害のある人びとへの生活保障政策は、ほぼ最低限生活保障の貧困状態にある人や、重

度障害のある人を対象としているため、わずかに収入がある障害のある人や、中軽度障害

のある人は、逆に何の保障サービスも受けられず、生活が困窮状態に陥ってしまったり、

家族に頼りきりになる可能性が高い。特に知的障害や精神障害のある人は、他の身体に障

害がある人より差別されやすく、労働市場から排除されている一方で、彼らの生活を保障

できる制度がないため、結果として家族に頼らざるを得ない状態になっている。さらに、

このような家庭は低収入になる可能性も高く、生活保障制度から排除されてしまうとい

う状態も発生している。 

4 障害のある人に出会わない社会 

 前節の内容から、中国における障害のある人びとは生活の様々な場面で自らの権利が

保障されず、自立して生活することが困難な状況にあることがわかる。一方、このような

不公平な扱いを受けても、数多くの障害のある人びとの声が社会に届くことはなく、また、

日常生活でよく利用する交通機関や、公共施設などの様々な生活場面においても、障害の

ある人と出会うことはあまりない。このような「障害のある人に出会わない社会」になる

要因は何であろうか。本節では、その要因を明らかにするために、現代社会の障害観と障

害者連合会の役割という二つの側面から検討する。 

 

4.1  現代中国社会の障害観 

筆者が実施した障害当事者と非当事者に対する聞き取り調査の結果から、障害当事者

は様々な形で差別を経験しており、このような不公平な出来事に対し、「もう慣れ

た」、「理解してもらえない」という「無力感」を感じていることが明らかとなった。

また、因習的な観念によって、障害当事者および家族ともども、「世間を避ける」、

「障害によって恥を感じる」という意識があることも見出された。他方で非当事者は、

障害のない人びとを「私たち」とみなし、障害のある人びとを「彼ら」として区別し、

差異化しているということもわかった（杜 2017）。 

  障害を、一種の「恥」だと思うのは、障害のない人びとに限ったことではなく、一部で

はあるが障害のある人びと自身も「自分が障害者だなんてずっと認められない」、「家族

に迷惑をかける」と思っている。 
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事例 6 対象者は労働災害で右手の指をなくしてしまった。その後ずっと手袋をはめて、

出かけるときはできるだけ左手を使う。いつも何だか周りの人が自分の右手を見るような

感じがして、知り合いに会いたくない。「だって、いつも私の手の状況を聞くから」。 

 

  このような障害の個人モデルに基づく障害のことを「恥」と考える意識は、現在の中国

社会の実態だと考える。また、多くの非当事者は、障害のある人びとを差別していないと

思っているが、多かれ少なかれ無意識的に差別しているようなことが多く存在している。 

 

  事例 7  身近に精神、知的、身体障害のある人がいる。かわいそうと思っている。障害

者の家族も非常に困っている状態だ。手伝って欲しい。身体障害の中で、聾唖はもっとも

幸運だと思っている。今は、手話通訳もあるし、補助器もあるから。重度精神障害のある

人は社会での差別を受けるに違いない。障害のない人びととの意識も異なり、交流さえも

できないぐらいで、さらに理由もわからずけんかや殺人事件を起こすので、やはり怖い、

接近できない感じがする。 

 

この事例から、多くの障害のない人びとが、障害のある人びとは「苦労が多そう」で「か

わいそう」な状況に置かれていると想像し、差別的な眼差しで傷つけてはならないと気を

使っていることを示している。そのほか、障害のある人びとの家族は、障害に対して、「障

害のない人として障害者への偏見を持っているが、家族としての愛情の気持ちもある」

（杜 2017）。さらに、対策の不備などによって、障害のある人も家族も非常に大きな負

担を抱えると同時に、家族として介護の責任を負わなければならないなどの原因により、家

族の無力感が生まれていることも示されている。 

また、障害のある人びとに関するマスコミの報道にも差別が見られる。例えば、報道の

中に「聾子」、「瞎子」、「傻子」31等のような差別的な意味を含めた語彙がよく見られ、

また「障害のある人は弱い」、「障害のある人でもやっていける」等の障害のある人を平

等に扱っていない意識が見られる。マスコミの態度が、社会一般の人びとに障害に対して

悪いイメージを与える可能性もあると考えられる。 

以上に述べたように、障害のある人びとは、差別や偏見によって、労働市場から排除さ

れることが多い。また、社会の様々な不備や家族の過保護などの原因で、外出が不便にな

ってしまい、それによって長期間の引きこもりが発生し、さらに社会から排除されてしま

う状態になる。それと同時に、社会全体が障害に対する否定的な態度を示しており、特に

このような「能率主義至上」の価値観の影響で、障害当事者も自分のことを認めておらず、

不公平な扱いを受けても社会に訴える意識が薄い。この一連の要因によって、日常生活の
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各場面において、障害のある人びとの姿が見られないということが生じる。さらに、機会

平等の理念から見ると、「障害を理由に偏見や憶測等に基づいて、平等な社会参加機会の

享受が妨げられることそのものを差別として禁止しようとすること」（定藤 1993: 10）を

法制化したアメリカの障害者差別禁止法（Americans with Disabilities Act＝ADA）が挙げら

れる。このように障害のある人びとの社会の各領域での参加を平等化し、促進することは、

まだ中国では形成されていない。障害を理由に特定の雇用機会等から排除されたり、教育

機会の不平等を経験したりする障害のある人びとが放置されたままで、差別行為を禁止

できない状態にある。 

こうした背景のもとに、障害者連合会は、中国における最も規模が大きい障害者団体と

して、障害のある人びとの立場に立ち、不公平な待遇に対して声をあげ、権利を保障する

役割を果たしているのだろうか。以下において、障害者連合会の役割を詳しく検討する。 

 

4.2  障害者連合会の役割 

障害者連合会は、中国政府が設立し、支援するものである。これは 1988 年 3 月以降、

多様な障害者のための唯一の組織であった。ここでは、まず中国の障害者組織の歴史展開

を述べ、また障害者連合会の現状と成果を検討し、連合会に対する批判や課題を提示する。 

 

4.2.1 障害者組織の展開 

4.2.1.1  初期（1949〜1966 年） 

 新中国政府が成立した当初、多くの障害のある人びとは、街で物乞いなどをすることに

よって暮らしていた。また、戦争によって障害者になった軍人、高齢者、孤児なども数多

くいた（中国障害者連合会公報 1996: 505 項）。新政府はこれらの人びとを救済するため

に、「収容施設」と「生産労働の場所」を提供した（真殿 2004）。具体的には、農村部

では障害のある人びとは土地と生産用具を分配され、都市部の人は生産労働の場所に参

加し、小型の手作業団体などで作業を行い、その後福祉工場に発展した事例もある。家族

がいない障害のある人や、子どもや高齢者などは、それぞれ社会福祉施設、児童福祉施設

および高齢者施設に配置された。この時期の障害者福祉は主に政府が主導し、障害者組織

はトップダウンの形で行われていた（葛 2015)。1953 年に「中国盲人福利会」が初めての

障害者組織として成立し、その後 1956 年に「中国聾唖人福利会」が設立されたが、それ

らは障害のある人の生産活動および福祉事業へ従事する人員を養成することを目的とし

ていた。 
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4.2.1.2  停滞時期（1966〜1976 年） 

1960 年代半ばからおおよそ 10 年間の文化大革命によって、中国の各社会福祉も批判の

対象となり、障害者組織はこの時期に停滞状態に陥った。 

 

4.2.1.3  成熟期（1978 年〜20 世紀末） 

1978 年に国務院の批准を受けた後、もとの障害者組織が復活し、1984 年に「障害者福

利会基金会」を設置した。この基金会は、全国のすべての障害のある人びとを対象とする

福祉団体であり、さらに 1988 年に障害者事業を推進するために中国障害者連合会（CDPF）

が設立された。この連合会は省（100％）、地・市（95％）、県（73％）に地方組織があ

る。連合会は半官半民の全国団体としてサービスの提供を行い、行政にも関与している。

専門家によるサービス提供団体ではあるが、障害のある人びとを代表する組織にもなっ

ており、盲人協会、聾唖協会、身体障害者協会、精神障害者協会が加入している（国別障

害関連情報中華人民共和国 2002）。 

連合会が設立された後、障害のある人の社会への平等な参加が強化され始めた。1990 年

に、全国人民代表大会常設委員会は、中華人民共和国の障害者の保護に関する第一の基本

法である「障害者保障法」を改正した。中華人民共和国国務院は、教育（1994 年、2017 年

改定）、雇用（2007 年）、予防・リハビリテーション（2017 年）などの様々な障害規則

を発表した。これらの法律や政策は、障害のある人のための政府による基盤である。 

計画経済の時代には、中国政府は市民社会の成長を制限するために、社会団体を厳しく

管理した。そのため、この時期のほとんどの社会団体は政府により設立された。例えば、

大規模な社会団体である中国共産主義青年団、婦女連合会、総工会などは、中国政府の拡

張された支部だと考えられる。中国障害者連合会もこの中の政府主導の社会団体の１つ

である。これらの社会団体は様々な種類の職場と提携させられ、本質的に独立した社会組

織ではなかった。 

 

4.2.1.4  分化期（20 世紀末から〜） 

改革開放以来、中国の経済体制や組織構成は大きく変化した。中国政府が「小政府、大

社会」というスローガンを提示した後に、元々は政府部門が主導していた多くの機能やサ

ービスの権限を市民組織に移行し、ある範囲で市民組織の活躍を促進するようにした。障

害者連合会の元代表である鄧朴方は、「国家の管理体制の改革に伴い、小政府、大社会の

トレンドに従って障害者事業を進める」ことと、「障害当事者の声を重視し、当事者団体

の役割を果たすべきだ」ということも指摘している（鄧 2008）。 
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2008 年に障害者権利条約が批准され、その後いくつかの民間の小さな障害者団体（以

下「DPO」と略す）が出現し始めた。その要因は 2 つある。１つは一部の国際非営利団

体が、障害者権利条約を推進し、最も早くから権利擁護を促進した障害のある人びとに

資金を供与したことである。もう１つは中国政府が DPO の管理の政策を緩和したことで

ある。DPO は、他の NGO のように中国政府からの資金支援を受けることができず、政

府に合法的に登録することも依然として困難であったが、多くの未登録の組織は権利条

約、法律、政策に関する訓練等の「隠されたアドボカシー」32を実行できるようになっ

た（Zhang 2017）。 

この一連の影響で、中国の障害者組織は、政府主導の障害者連合会と民間の障害者団体

という二つの種類で展開されている。 

 

4.2.2  障害者連合会の現状 

1987 年に設立された障害者連合会は、全国的に展開され、政府の方針に基づき、中国

の障害者事業を推進している。1995 年から各地に障害者連合会の組織建設を促進し、「省」、

「市」、「県」という３つのレベルの組織が形成されている。また、2000 年までに、全国

における 31 の省（自治区、直轄市を含める）、384 の市（地級市を含む）、2800 以上の

県（県級市、区が含まれる）、95％以上の郷鎮（街道）および一部の大規模・中規模の政

府部門、大部分の村委員会、福祉企業等に障害者連合会を設置することが達成し、従来の

民政部で管理された障害者事業を変革し、主導権を握るようになった33。各地方の級別に

おける連合会の発展状況は表 2.20 の通りである。 

 

表 2.20  各級連合会の発展状況 

出典：『中国障害者事業発展報告（2018）』に基づき筆者作成 

 

   年 

級別 

1996

（個） 

2000

（個） 

2005

（個） 

2010

（個） 

2015

（個） 

2016

（個） 

省 99 129 141 155 158 158 

地市 341 396 359 359 359 360 

県 2819 2788 3089 3073 3069 3071 

郷鎮（街道） 49951 45133 41706 40041 40063 40055 

村 -- -- 382944 529349 518569 516080 

コミュニティ -- -- 62052 74285 67718 68312 
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現在の障害者連合会は、機能からみると、研究部、権利保障部、組織連絡部、人事部、

政党委員および各地方政府の関連部署、各種協会などに分けられる。一方、障害種類から

みると、視覚障害協会、聴覚障害協会、身体障害協会、知的障害協会、精神障害協会およ

びその家族の協会に分類される。そして、障害者連合会の各機能を果たす人員配置の面で

は、政府の方針で各部署に障害当事者の割合が 15％以上になるように規定されている。

近年におけるこの割合を満たす各級連合会の状況は表 2.21 の通りである。 

 

表 2.21  規定された障害当事者が管理職につく割合を満たす各級の状況 

出典：中国障害者連合会による『中国障害者事業発展統計公報』2013〜2017 年のデータ

に基づき筆者作成 

 

障害者連合会の活動資金は、主に財政部、国家宝くじ基金、障害者福祉基金、および各

事業部門の賛助から得られるものである。中央政府の方針は、「政府からの補助より、地

方からの投入を主とする」としている。つまり、政府からの財政援助はあるが、政府に頼

りきりではなく、様々なルートから資金を集めている。近年、中国の経済的実力の向上に

伴い、政府は社会福祉に注目し、障害者事業に対する資金投入も増えている。 

 

表 2.22  全国障害者事業への投入資金の状況 

年 投入額（億元） 

2012 101.37 

2013 121.06 

2014 145.85 

2015 395.14 

2016 460.60 

出典：2012 年〜2016 年の中国財政部公共財政支出データに基づき筆者作成 

 

   年 

級別 

2013 2014 2015 2016 2017 

省（％） 93.8 97 97 96.8 93.5 

地市（％） -- -- 68 69.4 67.5 

県（％） -- -- 53 53.3 52.7 
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4.2.3  障害者連合会の成果 

 中国における障害のある人びとの権利はまだ十分に確保されていると言えないが、近

年、障害者連合会の一連の活動により、障害のある人びとの各権利の確立や、政策法制の

施行、および社会における障害に対する意識の向上に大きな役割を果たした。障害者連合

会が設立された後、障害のある人の社会への平等な参加が強化され始めた。2008 年に、

全国人民代表大会常設委員会は、中華人民共和国の障害者の保護に関する第一の基本法

である「障害者保障法」を改正し、中華人民共和国国務院は、教育（1994 年、2017 年改

定）、雇用（2007 年）、予防・リハビリテーション（2017 年）などの様々な障害規則を

発表した。これらの法律や政策は、障害のある人のための政府による基盤である。近年に

おいて障害者連合会が参与した法律体系や政策明文の実施状況を以下の表 2.23 に示す。 

 

表 2.23  近年障害者連合会が参与された政策制定の数量 

 2012 2013 2014 2015 2016 2017 

障害に関連する法律、政策の

参与 

30 31 18 13 19 21 

障害者権利保障に関する規定

の参与 

706 543 427 338 285 217 

出典：中国障害者連合会による『中国障害者事業発展統計公報』2012〜2017 年のデータ

に基づき筆者作成 

 

障害者連合会は障害政策や規定が実施された後、具体的にどのような効果や課題があ

るのか、障害のある人びとが一番関心を持っている問題は何かについて調査し、定期的に

政府に報告している。また、障害のある人びとのニーズを把握するために、障害のある人

のためのホットラインサービスとカウンセリング窓口を開設し、権利の保障という役割

を果たしている。その他、2017 年に連合会は 8 回の障害類別のニーズに関する調査研究

を行い、全国的人大代表34または政協委員に 7 件の提案を行った。 

このような障害者連合会に対し、多くの研究者はそれを「政府主導の非政府組織」と呼

んでいる（Zhang and Guo 2012: 221–232）。障害者連合会の主な取り組みは、障害のある

人のためのリハビリ・教育・雇用・社会保障・貧困緩和・福祉サービスなどである。また、

障害者連合会のリーダーの任命、資金調達および意思決定は、最終的に政府によって決定

 

法律 

・制定 

年 
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される。障害者連合会は公的組織として中央政府からの方針に従って展開されており、当

事者と利益相反する場合もありうるが、中国唯一の全国的な規模を有する障害者団体と

して、法律や政策の面での障害のある人びとの権利の確立に大きく貢献した。 

  近年、障害者連合会も民間の当事者団体とある程度連携して、障害のある人の権利保障

や、差別意識の解消、地域での自立生活の促進に関する一連の活動を行っている。第 4 章

で詳しく述べる。今後も「障害者本位」の思想が広がっていくと考えられる。 

 

4.2.4  障害者連合会の課題 

障害者連合会は中国における障害のある人びとの各種の権利保障や福祉サービス推進

の役割を果たしているが、これからの発展のためには様々な課題も存在している。 

連合会によって推進されている活動における多くの政府主導の活動は、まだ「慈善」に

基づいて行われ、一時的な経済支援やボランティア活動の形式が多く存在している。民間

の障害者団体の中には、障害のある人びとが自分の価値観を認めることや、社会モデルを

主張したりするものも見られるが、中国全体の社会環境と意識はまだ社会モデルを採用

しているとは言えない。毎年、連合会は「障害者の日」等の日に一連の活動を行なってい

るが、その際に用いられている「助残」（障害のある人びとの支援）という言葉や、健常

者の視点に立って障害のある人を助ける宣伝内容の強調が目立つ。また、連合会における

障害に対する用語は、まだ従来の「残疾」、「身残志坚」、「助残」などの障害のある人

への同情や、弱い立場を強調する意味の言葉を使っている。これによって、主流のメディ

アもこのような語彙を用いて障害関連の記事を報道する。このようなやり方では、社会の

障害に対する意識が社会モデルに進化するのは困難であるだろうと考えられる。 

上記に述べた内容から、障害者連合会が行っている多くの活動は、障害の個人モデルに

基づくものであり、障害のある人びとを助けることに重点を置いている。また、政府主導

の団体として、当事者からの声による権利主張をサポートするという役割より、政府部門

の行政機能を果たしている。そのため、障害者連合会は、障害に関する各制度の作成や実

施を担当し、政府側の決定や意識を反映するものであり、障害当事者の立場に立って権利

擁護活動を行う機能は十分に果たしていないと考える。 

また、障害者連合会に対する研究から、障害のある人びとの連合会に対する満足度は高

くないことがわかっている。周林刚（2008）は中国の 2 つの都市部で調査を実施し、その

結果、約 60％の当事者が障害者連合会に不満を示していることを明らかにしている。ま

た、農村部では障害連合会の機能が十分に果たされていないと考えられるので、その満足

度はさらに低いと想定されている（Shang et al. 2005; Fisher et al. 2011）。 
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このように、中国における障害のある人びとは、障害者連合会を通じて、自らの状況を

変え、権利確保を実現することは難しいと考えられる。そのため、障害当事者の立場に立

って社会に訴え、権利主張に向けて活動を行うのは、民間の DPO に期待するほかないと

考える。 

 

 

注 

 

1  「国際生活機能―国際障害分類改訂版―」日本語版 WHO（世界保健機関）厚生労

働省ホームページ掲載,発表年月 2002 年 5 月 

2  「優れた子を産み、優れた子に育てる」という意味である。 

3 内部障害はまだ中国において認定されていない。 

4 第二次全国障害者調査弁公室（2007）の報告より 

5  政府は救済と基本的な生活保障のみに支援を提供する。 

6 家族や収入を持たない人、働くことができない人、障害のある人など。 

7  改革開放の時に鄧小平が唱えたものである。「我々の政策は、先に豊かになれる者た

ちを富ませ、落伍した者たちを助けること、富裕層が貧困層を援助することを一つの

義務にすることである」。 

8 政府主導の社会団体のことを指している。例えば、中国婦女連合会、青年連合会な

ど。 

9 労働能力のない人が頼りになる親族も有していないという意味である。現代ではよく

高齢・障害・疾病などを有している人のことを指している。 

10 障害者事業とは、障害のある人びとに関するリハビリテーション、教育、就業、社会  

保障、法整備、権利擁護、アクセス改善などの各種事業、措置の総称である。 

11  「中国障害者五ヵ年計画（1988-1992）」。中国語では「中国残疾人事業五年工作綱

要（1988〜1992)」と呼ばれている。「中国障害者五ヵ年計画（1988-1992）」は、中国

国家計画委員会、教育委員会、民政部、財務部、労働部、保健部、中国障害者連合会が

共同で策定し、1988 年 9 月に国務院の承認を得て実施するのである。 

12  国別障害関連情報・中華人民共和国 平成 14 年 3 月 国際協力事業団 企画・評価

部 

13  2016 年 8 月に国務院から公表された。 障害のある人びとの生活保障を向上させる

ために、中国障害者保障法」及び「中華人民共和国国家経済社会発展第 13 次 5 カ年計

画」の大綱に基づき策定されたものである。 

 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%88%E3%82%A6%E5%B0%8F%E5%B9%B3
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14 以上の数は在校学生、卒業生等を含む。 

15  日本の「特別教育支援」と同じ意味であり、中国で通用している言葉。以下同様。 

16  中国国家国務院、教育部、国家発展改革委員会、民政部、財政部、社会保障部、保

健計画委員会、および中国障害者連合会が共同で 2017 年に「第二次特別教育支援強化計

画（2017-2020）」を発行し、実施した。 

17  障害者手帳を持っている人、障害登録した人の中に就労した人数 

18  割当雇用制度による一般企業等への分散雇用 

19  パートタイム以外に、コミュニティ就業と居宅就業の人を含む数 

20  同上 

21  知的、精神、重度障害のある人びとに対する介助サービスの提供を実施する計画で

ある。  

22  知的障害等を含む。 

23  障害者連合会副主席呂世明の「バリアフリー環境建設条例」実施 3 周年の発表内容

より http: //www. xinhuanet. com/live/20150803y/wzsl. htm  

24  原文は「中国残疾人无障碍设施及环境建设报告（2018）」である。 

25  住宅と都市・農村建設部の劉燦の「バリアフリー環境建設条例」実施 3 周年の発表

内容より http: //www. xinhuanet. com/live/20150803y/ wzsl. hitmo  

26  交通運送部の「バリアフリー環境建設条例」実施 3 周年の発表内容より http: 

//www. xinhuanet. com/live/20150803y/wzsl. htm 

27  工信部の「バリアフリー環境建設条例」実施 3 周年の発表内容より http://ww. 

xinhuanet. com/live/20150803y/wzsl. htm  

28  中国消費者協会、障害者連合会 「2017 年百城バリアフリー環境調査報告」2017 年

12 月 15 日 

29  農村部の人向けの医療共済制度である。個人、社会および政府からの資金で調達す

る。 

30  農村部の人に対し、「飲食」、「服」、「住宅」、「医療」、「葬」という五つの

ニーズを満たすために物質的に援助することをいう。 

31 「聾子」、「瞎子」、「傻子」は中国語で聴覚障害者、視覚障害者、知的障害者に

対する差別用語である。 

32  原文は「hidden advocacy」である。 

33  「中国障害者事業発展報告（2018）」より 

 



 83 

 

34  全国人民代表大会において立法や政策の決定がなされる。常務委員会の構成員は、

毎期の全人代第 1 回会議において、全人代代表のなかから 200 人ほど選出される。任

期は 5 年。なお、常務委員長は国会議長に相当する。 
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第 3章 福祉先進国における障害のある人びとの自立生活への道 

福祉先進諸国における障害のある人びとが、「社会のお荷物的存在」として差別的に取

り扱われ、社会から排除され、人間としての権利を持つことができない状況から、「社会

の一員として平等な自由と権利を享受する権利がある」という意識へと変化し、さらに障

害のある人びとの権利擁護、自立生活の実現へと改善されるようになるまでに、長期間に

わたって障害者運動が重要な役割を果たしてきた。こうした社会変革はどのように実現

したかについて検討する必要があると考えられる。したがって、福祉先進諸国における障

害のある人びとが自立生活へと至る道を考察する。具体的には、障害当事者が健常者主導

の世界でどのような社会運動を行ってきたのか、このような障害者運動の成功要因は何

であったかについて研究するものであり、そこから得られた経験や課題は発展途上国の

障害のある人の権利獲得と確立を達成することに示唆を与えると考える。 

本章では、まず先行研究から、社会運動理論に基づき得られた障害者運動の成功要因を

整理して分析の枠組みを明確にする。そして中国に大きな影響を与えたと思われるイギ

リス、アメリカ、そして日本の障害者運動を取り上げ、それぞれの国家の障害者運動が成

功した要因を考察する。さらに、これらの分析に基づき、各国の障害者運動の特性を検討

する。 

1 分析の枠組 

国際社会では障害者運動の展開についての研究が多くなされている。障害者運動史の

展開に関する論文から見ると、アメリカの Kleinfield（1979）、Shapiro(1993=1999) や Scotch

（1984）が、1973 年のリハビリテーション法 504 条をめぐる 1970 年代の障害のある人び

との生活状況や、インタビュー調査からの当事者の経験に基づき、障害者運動を通時的に

記述した。1990 年の「障害を持つアメリカ人法」が制定されて以降、特定の障害問題に

焦点を当てて考察する研究が多くなり、例えば、O’ Brien（2001）が障害者雇用差別禁止

をめぐって、障害者運動の政治的展開を検討した。また、イギリスの障害学の創設者であ

った Oliver（1990=2006）が、イギリス障害者運動史に関する研究を多く行ったことや、

Campbell & Oliver（1996）は、運動の形成を促進した関係者に対するインタビューを通じ

て、イギリスにおける障害のある人びとがどのように抑圧されていた社会から脱出した

のかという過程について論じた。そして、日本の障害者運動研究では、杉本（2008）や花

田（2008）等が障害のある人の全般的な行動を通時的に述べ、安積ら（1990=1995）が個

人の経験や、障害者団体へのインタビューから集団的経験を取り上げながら、日本の障害

のある人びとが、自立生活を実現するために行ったことを考察した。さらに定藤（1993）
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等によって、障害者運動から現れるアイデンティティの形成過程や自立生活運動の理念、

運営方法、そして介助者との関わり等についての研究が行われている。 

  これらの個人経験か団体経験に基づく研究は、従来の医療モデルに基づく社会の弱者

という障害意識と異なる障害のある人びとのイメージを、様々な事例を取りあげながら

描いた。そのほか、Barnartt & Scotch（2001）は、社会運動論の分析視角からの運動形成要

因と資源動員要因をもとに、障害者リーダーへのインタビューや定量的なデータを通じ

て、1970 年から 1997 年までのアメリカの障害者運動を分析し、障害者運動の発生要因や

運動を成功させた社会的要因を明確にした。その結果、障害者運動の展開に最も重要な運

動発生の社会環境要因は、①同種の人間の生態学的集中、②組織の形成、③集合行動のフ

レーム、④不満の原因と根拠の 4 つがあげられた。また集団的意識の形成や、共通の社会

空間、政治資源の獲得等の社会文化要因が、障害者運動の発生と拡大をもたらした要素と

いうことが明らかにされた（Barnartt and Scotch 2001: 26-168）。 

本論文の関心は、主として障害のある人びとの権利獲得と自立生活実現の形成にある。

それゆえに、障害者運動の歴史的展開の紹介より、障害者組織が目標に向けてどのような

行動をなしてきたのか、社会に何を要求したのか、そして社会にどのようなインパクトを

もたらしてきたのかについて検討することとしたい。先行研究の内容を踏まえて、Barnartt 

& Scotch（2001）の社会運動論の視点から得られた理論枠組みに基づき、アメリカ、イギ

リス、日本の障害者運動を論じようとするものである。 

千葉寿夫（2018）が途上国の障害者運動史の分析視角に関する研究の中で、田中（2005）

と Barnartt & Scotch（2001）の分析視角を用いてタイ障害者運動の考察に応用した。そし

て、Barnartt & Scotch の理論視角は他国にも応用可能なものだと検証した（千葉 2018: 233）。

また、障害者運動の比較分析に関する研究をあげると、田中（2005）が 1960 年代から 1990

年代までの日本とイギリスの障害当事者運動を価値形成の視角から捉え、「障害者たちは、

一見、時間的、空間的に異なった様々な条件の下に生きているように見えても、その多く

は「健常者社会」という同一の条件を生きているに過ぎない」（田中 2005: 2）というこ

とが提示され、異なる社会環境から生まれた障害者運動であっても、価値形成が類似し、

障害者運動は健常者社会からの解放を目指した運動だと指摘した。そのため、Barnartt & 

Scotch（2001）はアメリカ障害者運動を対象に運動の成功要因の理論枠組みを示したもの

であるが、この分析の枠組みを、イギリス、日本の障害者運動の考察にも応用できると考

える。さらに、彼らが提示した各要素がアメリカのほかに、イギリスと日本の障害者運動

の形成にも必要か、またはそれぞれの国でいつ、どのように生じたのかについて検討し、

それによってこの三ヶ国の障害者運動の特性を明確化することもできると考える。 
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そのため、本節では、下記の枠組表が示した内容のように、運動発生の社会環境要因、

集団的意識、運動発展の社会文化要因という分析視角に基づき、アメリカ、イギリス、そ

して日本の障害者運動について検討する。また、対象となる障害者運動については、おお

よそ 1960 年代から 1990 年代までで、アメリカ、イギリス、日本に大きな影響を与えた当

事者運動を挙げる。この時期に、精神障害や知的障害のある人のために、周りの人や家族、

そして専門家による運動も多くなされているが、ここでは当事者運動に焦点を当てるの

で、それらは対象外とする。 

 

表 3.1 分析の枠組表 

分析視角 運動発生の社会環境要因 集団的意識 運動発展の社会

文化要因 

生態学的集中、組織形成、集

合行動フレーム、不満の原因

と根拠 

全ての障害者が求

めるもの、共通意

識 

共通の社会空間 

個人・組織間のネ

ットワーク 

政治資源の獲得 

具体的な

分析項目 

①4 つの社会環境要因が、

アメリカのほかに、イギリス

と日本の障害者運動の形成に

も必要か   

②4 つの社会環境要因が、

それぞれの国にいつ、どのよ

うに生じたのか 

①全障害者要求

が、三ヶ国に何

を、どのように求

めたか 

②三ヶ国の障害

者の集団的意識は

形成されたのか 

三つの社会文化

要因がそれぞれの

国に、いつ、どの

ように生じている

のか 

出典：Barnartt & Scotch（2001）と千葉（2018）の分析視角に基づき筆者作成 

 

2 アメリカ、イギリス、日本の障害者運動の比較分析 

2.1 運動発生の社会環境要因 

ここでは、同種の人間の生態学的集中や組織形成、集合行動のフレームと不満の原因と

根拠という要因をめぐり、それぞれの国の障害者運動の形成過程について考察する。 

 



 87 

2.1.1 アメリカ 

2.1.1.1  生態学的集中と組織の形成 

  Barnartt & Scotch（2001）は人口統計学的条件や地理的条件に焦点を当てた研究を踏ま

えて、同質な人びとが生態学的に集中して存在することが社会運動を達成できる条件の

一つであるということから、障害者運動の形成にも障害のある人びとの生態学的集中が

初期の運動発生の要因の一つであると提示した。こうした理論背景のもとに、アメリカの

障害者運動発生時の状況を検討する。 

第二次世界大戦後のアメリカでは多くの障害のある退役軍人が出現し、特に脊髄損傷

者が多く出てきた。脊髄損傷を負った人は、第一次世界大戦後も多くいたが、当時の医療

技術では彼らを救うことが十分にできなかったために、ほとんど亡くなってしまった

（Driedger 1989＝2000）。また、戦争でポリオを原因として障害を発生する人も多くおり、

当時は、脊髄損傷やポリオを持っている障害のある人を種別ごとに病院やリハビリテー

ション施設に集めるようになり、施設で数か月または数年過ごした人びとの間にネット

ワークが形成され、さらに自助団体や障害者支援団体も設立するようになった。 

  この期間に、アメリカ国内および国際的な障害組織が増加し、1945 年の盲人退役軍人

協会（the Blinded Veterans Association）、1946 の全米精神保健財団（the National Mental 

Health Foundation）、1947 の退役軍人団体（the Paralyzed Veterans of America）、1949 年の

「私たちは孤独ではありません」（We Are Not Alone） 等の組織が現れた。そして、国際

社会では、1951 年に世界ろう者連盟（World Federation of the Deaf）と国際盲人連盟（the 

International Federation of the Blind）が創設された。さらに、社会保障プログラムの一環と

して障害のある人のために職業訓練プログラムが制定され、大学では障害学生支援プロ

グラムが生み出された（Barnartt and Scotch 2001:14）。 

そのほか、1970 年代半ばまでに DIA（Disabled in Action）のような団体が、組織され

て草の根の権利運動を行った。また、ベトナム戦争で障害のある人になった多くの人が

障害者運動に参加し、彼らも 1973 年のリハビリテーション法の障害関連の条約の実施を

促進する運動で活躍したと述べられた（Barnes et al. 1999=2004: 209）。このように第二

次世界大戦後からアメリカの障害のある人びとが生態学的に集中し、障害組織の形成も

見られるようになった。 

 

2.1.1.2  集合行動のフレームと不満の原因 

  Barnartt & Scotch（2001）によれば、集合行動のフレームは、運動参加者に問題認識や、

行動の戦略、そしてそれを解決するための改善策等の提供することを指しており、さらに、

この集合行動のフレームが適切であれば、運動参加者や支援者だけでなく、他の社会成員
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を動員する可能性もあり、社会運動の発展を促進させる役割がある（Barnartt and Scotch 

2001: 17）。このような集合フレームは、アメリカの障害者運動では、公民権運動の一環

に位置付けられ、当時様々な社会運動が流行っている環境において、他の社会メンバーか

らの共通認識を取得した。 

  1960 年代に入ってから、アメリカでは様々な社会運動が出現し、「社会運動社会（social 

movement society）」と呼ばれた（Meyer and Tarrow 1998）。1964 年に公民権法が制定さ

れ、人種差別を禁止することを規定した。そしてこの期間、公民権運動としての抵抗行動

が行われ、1966 年には女性運動も出現し始めた（Minkoff 1997）。その他、カリフォルニ

ア大学バークレー校の言論自由運動がきっかけで学生運動と反戦運動も発生した。権利

の向上と差別の禁止をめぐる様々な社会運動の流行がアメリカの障害のある人びとに大

きな影響を与えたことが想像できる。そして、多くの障害者リーダーは、障害者権利運動

を公民権運動の一環として、公民権運動のフレームを活用した。このように、公民権の一

部という意識は、障害のある人びとが社会からの差別・排除に抵抗する行動を促進すると

考えられる。 

1960 年代の公民権運動を中心に形成された集合行動のフレームは、すべての人を対象

にアクセシビリティを提供し、また不当な差別を禁止し、政治参加の機会を可能にするシ

ステムであり、障害者運動の運動成員や敵対者に、運動の理念や目的を伝えた（Snow and 

Benford 1988: 198）。さらに運動から利益を得られなくても運動を支持する「良心がある

者」を動員することに効果がある（Klandermans 1992: 80）。さらに、自立生活運動の父と

いわれるエド・ロバーツも、アメリカの障害者運動は、公民権運動や、初期の女性運動か

ら影響を受けていることを指摘した（Shapiro 1993＝1999: 78）。そして、1972 年に最初に

公民権として障害のある人の権利擁護を主張する運動がワシントンで行われた（Barnartt 

and Scotch 2001: 17—18）。 

次に不満の根拠と原因について述べる。まず、1950 年代ごろに、障害者家族の力によ

って全米脳性まひ者統一連合や、筋ジストロフィー協会等の組織が設立された。当時の障

害者家族は、施設の医者、ソーシャルサービス専門家等に不満を訴え、障害のある子ども

に教育を受けさせたいという願望を政府に提出した。その結果、障害政策の転換にも影響

を与え、1966 年に連邦児童局が創設された（Shapiro 1993 =1999: 101）。また、前述の通

り、アメリカでは 1960 年代に様々な社会運動が起こり、それによって社会環境が変化し

ていた。当時のアメリカは女性や人種問題を解決するために、彼らの公民権が認められて

いた。一方で障害のある人びとの権利は承認されていなかった。1920 年から 1950 年まで

に、障害のある人に関連する法制は、所得保障の支援と職業リハビリテーションに焦点を

当てており（Berkowitz 1979; Stone 1984）、そして 1960 年代に入ってから、障害のある人
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びとの権利の保障に直接影響を与えるのは 1968 年の建設バリアフリー法である。この法

律は、アメリカにおける障害のある人びとのアクセス権利に初めて言及したものである

が、その実効性は 1973 年のリハビリテーション法５０３条・５０４条の規則が制定され

から 1977 年に施行されるまでの間にはなかった。そして、この間に精神障害のある人に

対する人権侵害や、施設において障害のある人が不公平を経験する等の差別的な事件が

多く発生したが、医療技術の進化や、電動車椅子等の技術開発により、障害のある人がこ

れまでできない機能も体験できるようになった（Barnartt and Scotch 2001: 26）。こうした

障害のある人びとへの差別について、アメリカの学者である Young Iris Marion（1990）が

他の人種差別や性差別と同様な構造を持っている社会的抑圧によって発生し、それらは

様々な集団の人びとが経験する抑圧に共通するものがあると指摘し、さらにその抑圧を

「搾取 exploitation」、「周縁化 marginalization」、「無力性 powerlessness」、「文化的帝

国主義 cultural imperialism」、「暴力 violence」という 5 つの種類に分類した。そして、

障害のある人びとは最も深刻な抑圧の形態である「周縁化」を受けていると指摘した

（Young 1990）。このように、戦争で障害者になる人びとが増加していると同時に、社会

からの様々な差別や、政策の不備による排除によって、障害のある人びとの不満も蓄積し

た。 

  さらに、不満に耐えられない障害のある人びとは、抗議運動を行ったこともある。例え

ば 1977 年に「アメリカ障害をもつ市民連合」（the American Coalition of Citizens with 

Disabilities）が、ワシントンやサンフランシスコの大都市でデモを実施し、さらにサンフ

ランシスコでの座り込みデモは 25 日間続いたので、社会からの注目が集まるようになっ

た（Shapiro 1993=1999: 103-109）。このように障害者運動発生を促す社会環境要因は、1960

年代のアメリカで形成されるようになった。 

 

2.1.2 イギリス 

2.1.2.1  生態学的集中と組織の形成 

イギリスでは、最初の頃に伝統的な障害種別ごとの民間福祉法人が設立された。例えば、

1868 年の「王立視覚障害者協会（Royal National Institute for Blind）」、1890 年の「英国ろ

う者協会（British Deaf Association）」、1899 年の「視覚障害者連盟（National League of the 

Blind）」、第二次世界大戦後の 1948 年に結成された「障害を持つ運転手協会（Disabled 

Driver’s Association）」が挙げられる。これらの民間福祉法人は「慈善ではなく権利（Rights 

not Charity）」を提出し、国家責任を明確にすることを促進したと指摘された（Oliver 1996: 

82）。その後、労働団体からの運動が展開され、障害のある人びとも階級問題に対する抵

抗を開始した。 
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  また、イギリスの社会保障および福祉サービスの方向性を示す「ベヴァリッジ報告

（Beveridge Report）」が第二次世界大戦終了の直前に提出され、一連の障害政策もこれに

基づき制定された（小田 1997: 14）。例えば、最初に障害のある人びとのために制定され

た法律である「障害者雇用法（Disabled Persons Employment Act）」や同年の「教育法

（Education Act）」、および 1946 年に公表された「国民保健サービス法（National Health 

Service Act）」、1948 年の「国民扶助法（National Assistance Act）」が挙げられる。そし

て、1950 年代以降にコミュニティケアという言葉が初めて提出され、1963 年に成立した

「保健と福祉:コミュニティケアの発展（Health and Welfare: The Development of Community 

Care）」の中で社会福祉サービスの地方分権の提言があげられ、これらの法律や政策によ

り、障害のある人びとが雇用、教育、医療および経済的援助の分野で一定程度の権利が認

められるようになった。 

一方、一連の障害政策や法律、コミュニティケア施策が制定・実施されたが、障害のあ

る人びとは相変わらず厳しい生活の中で生きていた。20 世紀前半までは、障害のある人

に対する偏見と隔離の思想をもとに施設化が推し進められていた（Humphries and Gordon 

1992）。当時のイギリスの実態は、「わずかなサービスか、老人病棟或いは慢性病棟への

入院かのいずれを選択しなければならなかった1」（Campbell and Oliver 1996: 29）。また、

コミュニティケアに対する批判は、「施設で生活していた人びとは、餓死、凍死、あるい

は孤独死すること以外の、すべての権利が奪われてしまった2」（Oliver and Barnes 1990: 

8）と当事者は述べた。 

こうした背景のもとに、イギリスでは様々な障害者自助団体が設立されるようになっ

た。当時のイギリスの障害者運動は、単一の障害種に特定した障害者団体が、所得保障や

雇用保障等の単一の争点をめぐって運動を展開する特徴があると指摘されている（田中

2005: 59-60）。例えば、1965 年に所得保障を求めるために 2 人の女性が創設した「DIG

（Disablement Income Group）」が挙げられる。障害福祉の一環としての入所施設における

非当事者からのコントロールや、社会からの隔離・抑圧に対する抵抗をきっかけに、障害

のある人びとは単一の争点に拘らず、全国で様々な障害問題に取り組むよう組織され、よ

うやく 1972 年に入所施設に反対する当事者であったハントが、各地の施設に居住する障

害のある人に呼びかけ、さらに「DIG」団体のメンバーも加えて、イギリス障害者運動に

大きな影響を与える「UPIAS」（Union of the Physically Impaired Against Segregation 隔離に

反対する身体障害者連盟）が結成された。このように、第二次世界大戦の前から 1970 年

代にかけて、イギリスにおける障害のある人びとが施設入居によって生態学的に集まり、

施設に抵抗するために「組織」を形成して運動を展開した。 
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2.1.2.2  集合行動のフレームと不満の原因 

イギリスの障害者運動における集合行動のフレームは、社会への抵抗にあると考える。

1960 年代に入ってからイギリスは「豊かな社会」になりつつあったが、障害のある人び

とは依然として貧困状態にあった。また農業から工業への急激な変化によって、能率主義

を主張する労働市場では、障害のある人びとが排除され、このような不利な状況にある障

害のある人は、貧困者として施設に収容されるようになった（Barnes et al.1999＝2004）。

つまり、1960 年代のイギリスにおける障害のある人びとは、この豊かさから疎外され、

「合理的な生活水準を確保する」ことができなかった（Campbell and Oliver 1996: 60）。ま

た、コミュニティケア政策はこの社会問題を解決できず、加えて施設への監禁や専門家の

主導等の障害のある人の人権を破壊する事件により、障害のある人びとのそれに抵抗す

る意識が強まってきた。 

一方、20 世紀から流行し始めた女性運動や黒人解放運動等のような様々な運動が行わ

れており、社会から排除されている人びとが、平等な市民権を求め、社会の変革を促進し

ていた。また、アメリカの障害者運動や公民権運動、および他のヨーロッパ諸国の「新し

い社会運動」における理論的志向性の影響を受けたとも指摘されている（Priestley 1999: 

29）。 

こうした背景のもと、障害のある人びとも自らの境遇を認識し始めた。Ken Davis（1997）

によると、このような「不当」な状況に対する認識は、20 世紀からの女性運動や黒人運

動、反戦運動、そして他のヨーロッパ諸国の社会運動において認められ、さらに支えられ

てきた（Davis 1997: 289）。 

障害のある人びとは施設で専門家や介助者によってコントロールされ、それによって

不満が蓄積していった。1972 年にイギリス障害者運動の展開に大きな影響を与えること

になる組織、UPIAS が設立された。UPIAS は、障害者施設に反対する当事者たちによっ

て設立された団体である。設立の中心を担った当事者は、身体障害者終身収容施設や自ら

の生活の自己管理等の権利を求めるために運動を始めた。そして、この UPIAS の推進者

であったハントは、当時の施設収容の状況を「捨てられた人間たちの集積場（Human Scrap-

Heaps）」と例えた（Finkelstein 1991; 田中 2005: 65）。このように、イギリス障害者運動

の形成は、社会から捨てられた人びとが「統合」を志向してきたことにある。イギリスの

障害のある人は 1960 年代以降、社会的に排除されていることに抗議し、社会の一員とな

るための十分な資源やサービスを福祉国家と称するイギリス政府に要求するために、集

団的に組織化するようになったのである。 
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2.1.3 日本 

2.1.3.1  生態学的集中と組織の形成 

日本における障害のある人びとは、古代から別世界的存在として扱われていた。特に視

覚障害のある人びとの集団は、従来から「呪術性等に象徴される聖性」（加藤 1973: 79）

が付与されていると考えられてきたが、中世から近世にかかる社会構造の変化に伴い、こ

の別世界的観念は否定され、それと同時に視覚障害のある人への差別が固定化されたと

指摘されている（広瀬 1997: 182）。そして、1871 年に視覚障害者運動の先端となる「按

摩専業運動」が展開され、彼らは職業ギルドの解体による労働手段の喪失に対し、抵抗運

動を行い、別世界的存在としての意識に対する闘いの決心を示した。このような異形成の

社会的承認と自己承認を前提とする集団的アイデンティティを求める志向は、日本の障

害者運動の歴史に繋がっていると指摘されている（田中 2005: 26）。 

また、第二次世界大戦後、障害のある人に対する観点は依然として医療的モデルに依拠

しており、当時戦争で障害を持った人や、患者たちが国立病院や療養所に収容された。そ

して、彼らは過酷な生活に耐えられず、「病気を治すためにその障害となっている諸問題

や、必要な諸要求を個人個人ではなく、個人個人の努力を結合した組織の力によって解決

し、患者の生存権、医療権を守る運動である」（長 1976）と定義づけた患者運動を展開

した。これらの社会運動が、社会において弱い立場に立っている人びとの運動の必要性を

指し示し、組織化の確立の重要性が認識されるようになった（田中 2005: 27）。 

戦前の視覚障害者運動に続いて、戦後に最初の障害者運動を展開したのは「日本盲人会

連合」であり、「盲人福祉法」の制定に向けて一連のキャンペーンを行い、労働権に関す

る運動の提起のみならず、障害のある人の権利を社会に主張した（田中 2005: 29）。日本

盲人会連合は視覚障害の障害種にとどまっていたが、最初に組織された障害者運動とし

て、その後の権利擁護運動の基礎の構築や、障害のある人びとの権利の社会への周知は、

日本の障害者運動の展開に重要な役割を果たしたと言えるだろう。 

 そして、1952 年の「日本傷痍軍人」組織の成立をはじめとして、1957 年に「日本脳性

マヒ者協会・青い芝の会」が設立され、1958 年に「日盲連」、「全国聾唖連盟」、そして

各都道府県の身体障害者団体が連携して「日本身体障害者団体連合会」が創設され、1959

年に「全国脊髄損傷者連合会」が誕生した。このように、日本における障害のある人びと

は、1970 年代から世界の各地で様々な形式で展開されてきた障害者運動よりも早期から

組織化し、生態学的に集中することとなった。特にこの 1957 年に脳性マヒ者によって設

立された「青い芝の会」は、日本の障害者運動史で、社会の固定観念を最も強烈に否定し、

障害当事者の権利を主張した運動として大きな影響を及ぼした。さらに、1970 年代から、

障害種別を越えた全国的な連帯が始まっている。「障害者の生活保障を要求する連絡会議」
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が 1975 年に発足し、加盟団体は 24 団体総員 2 万人であった。翌年「障害者解放全国連絡

準備会」が成立され、障害に対する差別からの解放と自立をスローガンとして活動を開始

している。このように、日本の障害者運動発生の社会環境要因の形成が可能になった。 

 

2.1.3.2  集合行動のフレームと不満の原因 

 まず、集合行動のフレームについて述べる。日本の障害者運動の展開は、様々な社会運

動の発生と同様な時期に発生し、患者運動からの戦略の提示を活用し、さらに優生保護法

改定の反対運動を介して、女性運動と出会った。 

第二次世界大戦直後に展開された患者運動は、その後の障害者運動に対し、身体的機能

の制限と社会的障壁によって機能性を発揮できない状況における運動展開の戦略を提示

した。例えば、ハガキ陳情やマスコミの活動等が挙げられる。また、運動体の組織運営の

方法や、権利意識の提示、運動を行う当事者の主体意識の喚起にも大きな役割を果たした

（田中 2005: 29）。つまり、障害者運動は、患者運動の成功要因を受け入れながら展開し、

社会からの認可を得ることを促すと考えられる。また、「センター医療問題」をきっかけ

に、障害当事者団体の運動が活発化するようになった。 

 そして、1976 年「全障連」の「障害からの解放ではなく、差別からの解放を」というス

ローガンが提示され、障害のことにとどまらず、社会からの差別に対する抵抗を示すこと

が、障害を持っていない人びとの共感の獲得につながった。このように、障害者運動に参

加した成員や他の市民たちに、運動の目的を明確に伝え、運動の集合行動のフレームが形

成されるようになった。 

次に、運動形成の社会環境条件としての「不満」について検討する。 

日本では 1874 年に中央政府が設立されて以降、社会扶助規則が制定されたが、政府の

救済は非常に限定されており、障害のある人びとは親族の扶養者として位置付けられ、彼

らを支援する施策はなく、主に親族や周りの人に支援されていた3。その後、1949 年に制

定された身体障害者福祉法は、障害のある人のための最初の国家政策であった。当時は障

害のある退役軍人にリハビリテーションサービスを提供して職業能力を回復するための

施設がいくつかの都市部で創設されたが、退役軍人以外のほとんどの障害のある人は、依

然として親族に依存しかなかった（立岩 1990）。そして、障害者福祉年金もその一部と

して含まれる国民年金が普及するものの、相変わらず両親や親族の扶養者としてみなさ

れ、多くの障害のある人は年金を受け取ることができず、血縁者に依存し続けるか、施設

に入居する以外に方法はなかった（若林 1986; 立岩 1990）。このように日本における障

害のある人びとは、従来から親族や周りの人の扶養者として位置付けられ、他人に依存せ

ずに生活する方法はないと考えられてきた。それは早期視覚障害者運動において障害の
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ある人びとの異形性の社会的承認と自己承認を求め、「存在否定」への抵抗行動を行った

ことからも検証できる。 

 1950 年に入ってから、日本の経済成長が急速に進んで、経済の発展とともに様々な社

会問題も出現してきた。例えば、過剰な人口問題に対し、1962 年に「国民の遺伝資質の

向上」4が提出され、公然と障害のある人を欠陥のある人と見なされるようになった。そ

して、1970 年から、日本の各地で様々な社会運動が行われ、国家はそれに応じて福祉政

策を制定した。しかしながら、もともと社会からの承認を得ていない障害のある人に対し

て、福祉に関連する施策を制定せず、「障害の発生予防」という考案が提起された。この

ことは障害のある人びとの不満をさらにもたらし、社会的承認と自己承認の要望を強化

させたと考える。 

  さらに、この時期に、施設に入所していた障害のある人びとが、監視カメラの設置、外

出や外部との通信の制限、身体的プライバシーを侵害する設備環境や異性介助、入所時に

強要される「解剖承諾書」への署名や全裸写真撮影等の非人間的な施設処遇を受けた。そ

れをきっかけに健常者社会の抑圧に対する抵抗運動として「府中療育センター闘争」が発

生した。また、1976 年には川崎市の障害者に対するバス乗車拒否のような差別事例も多

く発生し、障害のある人は社会に認められていないことに一層の不満を蓄積させた。重度

障害のある人も自らの境遇を認識し始め、「なぜ自分達は駅や映画館、デパート等公共の

場から締め出され、収容施設や自宅等限られた生活空間にのみおしこめられているのか。

なぜ鉄道、電車、バス等の交通機関は、車いす使用者にとって移動手段にならないのか等、

障害者の置かれている状況に対し、不満、疑問の声をあげることから、 障害者運動はス

タートしたのである」と述べられた（樋口 1992: 32)。 

 

2.2  集団的意識 

 社会運動に関する理論では、集団的意識は問題が個人的な努力や能力の欠如からでは

なく、社会からの不公平な扱いに起因することを示しており、特定の問題に焦点を当てる

ことや戦略の提示、集団的行動の必要性を生み出す機能があると指摘されている（Klein 

1987: 23）。また、Barnartt and Scotch (2001)は、障害者運動が発生するには、社会環境要

因の他に、運動成員メンバーの統合の目標や集団的意識が必要とされることを指摘した。

この意識によって、社会の変革を求め、自らの要求を正当化させることができ、さらにこ

のような社会変革を求める人びとを動機づけることが促進することができる（Barnartt and 

Scotch 2001: 31）。しかしながら、障害分野では、障害種別によって異なるニーズが生じ

ているので、それぞれの障害種を持っている人びとの統一したニーズを求めるのは難し
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いと考えられる。この節では、それぞれの国における障害のある人びとが、何を、どのよ

うに求めたか、そしてどのように集団的意識が形成されたのかについて検討する。 

 

2.2.1 アメリカ  

 Barnartt and Scotch（2001）は、アメリカ障害者運動の集団的意識を考察するにあたって、

1970 年代以降のすべての障害のある人に共通する要求や運動に注目した。その結果、ア

メリカ障害者運動の集団的意識は、女性や黒人に認められた公民権を求めることと、自立

生活の要求であることが分かった（Barnartt and Scotch 2001: 31）。 

アメリカは奴隷解放宣言が公布された後も、黒人に対する差別が相変わらず根強く、白

人と同様の「アメリカ人」としての権利を獲得するために、1950 年代から公民権運動が

発展してきた。1964 年に公民権法が制定され、黒人に対する差別が禁じられた。その後、

黒人の他に、人種的マイノリティや女性等の市民の権利を向上させるための社会運動が

前進した。これをきっかけに、障害のある人びとも同様に権利運動を展開したため、1960

年から盛り上がった障害者運動はこの公民権運動の一環と言える。この時期、障害に対す

る固定観念を転換させ、従来の障害を医療的な側面から捉える観点や、個人の努力で解決

されるべき問題とする見方を否定し、現在では「アメリカの障害の社会モデル5」と呼ば

れる意識が提示された。 

また、既存の公民権の一部として認めることを求めるのは、障害問題が福祉や医療で解

決できるものではなく、社会からの差別を解消することにあると主張したからである

（Barnartt and Scotch 2001: 33）。このように、当時のアメリカ障害者運動の集団的意識は、

障害のある人びとの公民権を主張し、社会からの差別や偏見に対する抵抗を強調するこ

とにあった。 

次に、アメリカ障害者運動のもう一つの要求としての自立生活について述べる。アメリ

カにおける障害のある人びとの自立生活への意識は、第二次世界大戦後から存在してお

り、エド・ロバーツが 1960 年代初期にカリフォルニア大学バークレー校に入校すること

でさらに注目を集めることとなった（Barnartt and Scotch 2001: 42）。 

1960 年頃においては、障害のある学生は自由に学校で行動することができず、特に重

度の障害を持っている人は他人の介助が必要なので、大学病院で生活せざるをえなかっ

たというのが当時の実情である。こうした状況に対し、14 歳でポリオを患い重度の障害

があったエド・ロバーツは他の学生と同様に地域で生活するために必要なサービスを大

学に要求して、その結果、大学が彼の生活に必要な介助サービスの費用を負担するように

なった。その後、バークレー校に入学する障害のある人が増え、1967 年には 12 名の重度

障害のある学生が在籍した。彼らは自らの生活の不自由について考え、自立や自助の概念
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を検討するようになった。また、社会の固定観念に抵抗し、自分の生活を自分でコントロ

ールしようとする思想に影響され、やがてロバーツたちも、「なぜ障害者は医療的な側面

からしか捉えられないのか」という考え方を提出した。 

その後、彼らは「自分たちを病人、患者扱いするのはやめて、他の学生と同じキャンパ

ス・ライフを保障しろ。そのために病院ではなく、アパートや学生寮で生活できるように、

アクセスや介助システムや学習に必要なサービスを作れ」と要求した。そして、専門家に

支配されたくないことや、クライアントでなくサービスのコンシューマー、つまり消費者

や利用主体であるべきだという観点が示した（Shapiro 1993=1999: 80-81）。さらに、1970

年には PDSP（Physically Disables Students Program、身体障害学生プログラム）を開始し、

具体的には障害のある人が自立できるようになるために、アクセス可能なアパートを探

す手伝い、介助を提供する介助者リストの作成等を行った（Shapiro 1993＝1999: 69-85）。

また、学校以外に地域で生活する障害のある人びともこうしたサービスを求めたので、

1972 年に彼らはバークレー自立生活センターを設立することになった。 

 自立生活センターは「障害のある人のニーズは、当事者が最もよく理解している」とい

う理念に基づき、施設や家族に頼るのではなく、地域で生活する障害のある人自身が障害

のある人に必要なサービスを提供し、それと同時に権利擁護の運動を行う、という障害者

団体の新しい形式を創設した（Zukas 1975）。このように、障害のある人にサービスを提

供する事業体の側面を持っていると同時に、権利主張を行う運動体の側面も持っている。

また、当時は連邦政府の資金を受けて、パーソルアシスタンス、ピアカウンセリング、自

立生活の技能訓練等のサービス支援とともに、権利擁護を行う形式で成立した CIL は、

急速に全国に広がっていった（Crewe and Zola 1983）。 

  また、自立生活運動の中心的な要求は、障害のある人びとが自立して生活することがで

きるように社会が支援すべきだというものである。それは施設に入居させるのではなく、

自分でコミュニティーや住居、生活等を選択して決定することを要求するものであった

（Barnartt and Scotch 2001: 42）。この新しい自立観の提示が、多くの障害のある人の支持

を集め、自立生活運動も急速に普及した。このように、公民権の一部と自立生活に対する

要求は、アメリカ障害のある人びとの間で共通して認識され、障害者運動の集団的意識が

形成されるようになった。 

2.2.2 イギリス  

  1970 年代からのイギリス障害者運動の集団的意識を考察する。障害種別を超えて全て

の障害のある人びとが認められるのは、障害意識の転換をもたらす「障害の社会モデル」

と、「当事者の自己管理を強調するサービスの供給」にあると考える。 
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  1972 年に障害者施設に反対する当事者たちによって設立された UPIAS は、「障害者は

社会によって抑圧されている」という新しい障害の考え方を提出した。彼らの声明書であ

る「ディスアビリティの基本原理」では、以下のように記している。 

 

  「私たちの考えでは、身体的にインペアメントのある人びとを無力化するのは社会な

のである。社会から不必要に孤立させられ、社会への完全参加が阻まれることによって、

私たちはインペアメントに加えてディスアビリティを課せられている。したがって障害

者とは、社会の中で抑圧された集団なのである6」 (UPIAS 1976: 14) 

 

 彼らが「障害の社会モデル」を提出し、impairment（機能障害）と disability（社会的障

壁）が区別され、障害の問題は社会によって作り出されていると主張した（Oliver 1990）。

そして、disability の定義について、「身体的機能障害を持つ人を、全く或いはほとんど考

慮せずに、社会活動のメインストリームへの参加から排除している現代社会を原因とす

る、活動の制限や不利益である7」（UPIAS•DA 1976: 3-4）と意味付けられた。 

  また、障害問題の原因は当事者がもつ impairment から引き起こされた障害による不幸

を個人的に悲劇として捉える従来の障害に対する個人モデルを批判した（Oliver 1996）。

つまり、障害のある人びとが障害とされるのは、その人の何らかの機能損傷によってでは

なく、社会の側が障害のある人の社会への参加を阻み、排除しているという見方によるの

である。この社会モデルの創出は、障害当事者を自己に対する恥や否定的な感覚から解放

するとともに、社会の認識の変更を迫るものとなる。Klein（1984）は、この社会モデルに

よる社会変革の意義について「生き残り、相応しい生活をすることを阻む無力さは、個人

的な失策ではなく、社会制度の責任である」と認識し、政治的な運動の開始をもたらすと

考える（Klein 1984: 3）。さらに、社会モデルによって、障害のある人びとが自らのこと

を肯定するアイデンティティーを獲得するようになり、「もはやお願いするのではなく、

要求する」という意識形成ができた（Oliver and Barnes 1990: 12-13）。 

  これは障害問題の根源が個人の努力によって解決できる問題ではなく、障害のある人

を排除する社会側に問題があるという主張であり、それがさらに障害者運動の正当性を

もたらすことによって、異なる障害種の人びとの間で「集団的意識」の形成ができるよう

になった。当然ながら、社会を変えることは簡単にできることではないので、その後のイ

ギリス障害者運動を契機に、「統合社会」の実現に努めている。その他、社会からの排除

を受ける障害のある人びとは、大規模な施設に入所させ、前文にも述べたようにそれによ

って多くの人が生態的に集中することができ、運動発生の社会的要因を形成した。このよ
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うな入所施設の存在も、1960 年代以降のイギリス障害者運動の集団的意識の促進に役割

を果たしたと多くの学者が指摘した（Campbell and Oliver 1996; Barnes et al. 1999）。  

 また、もう一つの全ての障害のある人の要求としては、「当事者自身によるサービスの

供給や管理」であった。1974 年に脊髄損傷者協会（Spinal Injuries Association: SIA）が設立

され、「脊髄損傷者の経験は医者たちの経験と異なる」（田中 2005: 64）という意識に基

づき、障害者自身への情報提供、カウンセリング、介助サービスの提供を行っていた。SIA

はイギリス全土にわたって、脊髄損傷者だけでなく、全ての障害のある人びとのために、

介助サービスの供給を展開した（Oliver and Hasler 1987: 120）。そして、ケア付き住宅運

動等のような障害当事者自身の自己管理を強調する介助サービス提供の運動がこの時期

に発生した。特に 1979 年に提起されたプロジェクト 81「Consumer-Directed Housing and 

Care（消費者管理型住居と介助）」が挙げられる。それはスウェーデンのフォーカス計画

8を参考にして提起され、障害のある人による介助計画の提案やサービス供給等を目指し

たものである。その具体的な内容は、従来の自治体の入所施設に割り当てられた予算の一

部を、障害のある人に直接に給付し、障害のある人は介助者を雇用することによって介助

の内容を自らでコントロールできるようになるというものである。さらに、介助サービス

の自己決定だけでなく、障害のある人びとは地域で生活するための支援制度も要求し、制

度の変革を求めるようになった。 

  アメリカの自立生活運動に対し、イギリスでは個別のサービス提供の改革を求めた。自

立生活に関して、「すべてのことを自分でできるという意味ではなく、自らの生活をコン

トロールする方法を示すことに応用する」と述べられた（Brisenden 1986: 178）。そして、

1980 年代半ばにそれぞれの地域を基盤として活動していた障害当事者による二つの組織、

ハンプシャーとダービーの統合生活センターが成立した。この二つのセンターとも、サー

ビス提供を目標とせず、長期の目標は社会的排除を変革することであると提示した（Davis 

and Mullender 1993）。また、障害のある人の生活を自らコントロールすることと、個別介

助サービスの提供は、アメリカ自立生活運動の消費者主義の影響を受けていたと指摘さ

れた（Oliver and Barnes 1990）。このように、アメリカの新しいサービス形式の提供と異

なり、既存の福祉サービスをもとに介助保障を要求するイギリス自立生活運動において

も、自立の理念が強調され、障害のある人びとが求めるものとされた。 

 

2.2.3 日本    

 日本の障害者運動の中で、全ての障害のある人にあてはまるものとしては、従来の優生

思想との対峙からの障害意識の転換と施設改善や自立生活の社会資源の要求が挙げられ

る。 
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まず、障害に対する意識の変化から述べる。最初に日本の各種の障害者運動の連携を築

くものとしては、1970 年代に入ってからの、優生思想との対峙における「優生保護法改

定反対」という行動である。ここで取り上げるのは、「青い芝の会」の優生思想との対決

である。 

「青い芝の会」ははじめは同じ障害のある人びとが集まる自助団体にすぎなかったが、

1970 年の「障害児殺害事件」をきっかけとして運動を開始した。「福祉施策が不十分で

あるからといって障害児殺しが正当化されえぬことはもちろん、そこで言われる福祉そ

れ自体が、施設への隔離・管理というかたちで障害者を社会から排除・抹殺する棄民政策

に他ならない」と主張する運動が展開され、健常者社会を強烈に否定している（倉本 1999: 

222）。青い芝の会は、「われらは健全者文明が創り出してきた現代文明がわれら脳性マ

ヒ者をはじき出すことによってのみ成り立ってきたことを認識し、運動及び日常生活の

中からわれら独自の文明を創り出すことが現代文明を告発することに通じることを信じ、

且つ行動する」という綱領を提出し、これによってこれまで自分という存在を否定されて

きた障害のある人に大きな影響力を与え、その後、多数の障害のある人が「青い芝の会」

に参加した（倉本 1999: 223）。また、1972 年の優生保護法改正の抵抗運動や、交通アク

セスからの排除に対する様々な運動が展開されていた。その後、「親がかりの福祉」を批

判し、自己決定権の要求を提出し、さらに、能力主義によって障害のある人びとの機会平

等が保障できないことを主張し、最終的に 70 年代の障害者運動は「青い芝の会」をはじ

めとして、「完全な社会保障」を求めた。 

「青い芝の会」の主張は、当時のイギリスやアメリカの障害者運動と比較しても先進的

な事例であると多くの学者に捉えられている。杉野は、「『反施設』の主張は、英米の脱

施設化運動や自立生活運動ともほぼ同時期に提起されているし、バス乗車闘争等はアメ

リカの公民権型のアクセス権運動に匹敵するものである。また『反優生思想』や『能力主

義批判』の主張は、北欧のノーマライゼーション思想が日本に紹介される以前の『日本的

ノーマライゼーション思想』と呼ぶべきものだろう」と指摘している（杉野 2007: 221）。

一方、「青い芝の会」に対する批判も少なくない。倉本（1999）は、「独自の価値観が存

在せず、新たに構築されるべき文化のよりどころをどこにおくか、具体的な根拠を欠くま

まに進められたその運動は、長年の過酷な抑圧状況の下で醸成された対抗的なパトスや、

新左翼運動・カウンターカルチャー運動が盛り上りをみせていた、当時の社会情況ともあ

いまって、本来の目的である創造よりも対抗それ自体を優先させてしまうという陥穽に

おちいってしまったのである」と主張した。また、「青い芝の会」が求めた「完全保障」

に対する不満も多い。無制限の完全保障は行政側による実現が不可能であり、また仮に完
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全な保障を得られたとしても、自己決定ができない障害のある人にとっては逆に一種の

差別になるのではないかと考えられる。 

こうした「青い芝の会」に対する様々な批判が確かに存在しているにも関わらず、健常

者中心の社会の中で、「障害」のことを積極的に肯定することが、すべての障害のある人

に認められる。「青い芝の会」の運動は、障害のある人の障害に対する態度を「否定」か

ら「自己肯定」に変え、さらに「障害は社会からの抑圧」という意識が生み出した。これ

が日本の障害者運動の最初の集団的意識と言えるだろう。 

次に、施設改善や自立生活の社会資源の要求について論じる。障害のある人びとの自立

生活を支援する社会の構築は、施設抵抗運動、アクセス要求運動、そして介助料要求運動

により充実しつつあった。当時障害のある人は施設に抵抗し、自らの権利を擁護するため

の運動を行い、3 年に渡って処遇改善に向けハンガーストライキを行っていた。その後、

一部の障害のある人が、施設の処遇改善を求め続け、施設運営に対して発言権を有する自

治会を設立しようとし、他の一部の人びとは、環境改善のため介助料要求運動を展開し、

地域での生活を求めるようになった。また、「全障連」は 1970 年代半ばから、障害のあ

る人びとが社会環境の改善への活動を展開した。具体的には、介助、所得、雇用、住居等

に対する運動や、街の構造や交通機関に対するものが挙げられる。 

また、1979 年に、アメリカで自立生活センターを立ち上げたエド・ロバーツが日本に

おいて講演を行い（樋口 2001: 1）、1982 年に厚生労働省と障害者団体の活動家と協力し、

「脳性マヒ者等全身性障害者問題研究会」において全身性障害者の自立生活についての

方案を提示し（加辺 1987: 45）、これが「自立生活」を障害福祉の課題としたと言える。

この時期の障害のある人びとの自立生活の意味は、アメリカの Independent Living と近い

意味の自立として示されており（立岩 1999: 88）、自立の要求もこれ以前の抵抗運動や権

利要求運動においても提起されていたが、自立生活の実現に必要な知識や方法はまだ広

がっていなかった。そして、1983 年には日米障害者自立生活セミナーが全国の 6 都市で

開催され、1986 年にアメリカの IL 運動の「障害者が福祉サービスの受け手から担い手に

なる」という理念や CIL の技術方法をもとに、初めての本格的な自立生活センターであ

る「ヒューマンケア協会」が東京都八王子市に設立された。その後、「当事者自身による

ニード中心主義のサービス供給主体」を主張するヒューマンケア協会をはじめ、自立生活

支援サービスの供給主体を要求する運動が全国に広がっていった。このように、アメリカ

の自立生活運動の影響のもとで、日本の障害者運動は、社会の「否定」に抵抗して、自ら

の権利を要求する集団的意識から、施設状況改善や介助料要求運動を経て、最終的に自立

生活支援サービスの供給主体の要求という全国的な規模での活動を行うようになった。 
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このような自立生活の思想は、アメリカやイギリスにおいて、施設抵抗をもとに形成さ

れ、生活の自己管理を強調してきたが、日本においては、「脱施設」と同時に、「脱家族」

も提唱された（要田 1999: 174）。また、「青い芝の会」による障害者運動の発生時に、

日本では「脱施設化」が進んでおらず、施設の建設が増え続けている状態にあった（土屋 

2008）。「日常生活に介助が必要な重度の全身性身体障害者が、その生活を、基本的に、

施設においてではなく、また家族や家族による雇用者によらず営む生活」（立岩 1999: 520）

と提示されたように、日本における自立生活の理念は、施設だけでなく、家族からの脱出

も強調されていることがわかる。その他、「障害者が他の手助けをより多く必要とする事

実があっても、その障害者がより依存的であることには必ずしもならない。人の助けを借

りて15分かかって衣類を着、仕事に出かけられる人間は、自分で衣類を着るのに2時間か

かるため家にいるほかはない人間より自立している」（定藤 1993: 8）というアメリカの

自立生活思想の中で重視されている「自己決定」も、日本の自立生活理念に共通している。

このように、日本においては、障害当事者が主体的に必要なサービスと保障を要求し、「自

己肯定」の意識と施設か家族かのコントロールから脱出して地域で自立して暮らすとい

う意識が、日本の障害者運動から明らかになった。 

 

2.3 運動発展の社会文化要因 

では、障害者運動の発生要因と集団的意識の形成を明確にしたところで、運動の拡大や

発展をもたらした各国の社会文化要因に注目したい。1970 年代に、障害意識は、政治的

抗議の発展を促進する社会構造に結び付けられ、これらの構造とは、共通の社会的空間、

個人的および組織間のネットワーク、および政治資源へのアクセスが含まれていた

（Scotch 1998）。 

 

2.3.1 アメリカ  

2.3.1.1  共通の社会空間 

アメリカにおける障害のある人びとは、1960 年代以前に、主にリハビリテーション施

設、市民交流センター、慈善団体等に集まっていた。そして、1970 年代から障害者組織

の誕生とともに、障害のある人びとの集まる場所も多くなり、特にエド・ロバーツがカリ

フォルニア大学に入ってから、一時的にバークレー校には続々と障害のある人が入学し

てくるようになった。そして、1972 年に学校以外に地域で生活する障害のある人びとも

このサービスを求めるようになり、彼らはバークレー自立生活センターを設立すること

になった。新しい自立生活センターは当初、資金難に直面したが、その後助成金を獲得す
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ることができ、サービスは全国に展開していった。1978 年に連邦リハビリテーション局

が各州を通して自立生活センターの運営補助金を出すことが制度化されたことによって、

1999 年には全国で 400 ヶ所以上の自立生活センターが設立された（Shapiro 1993=1999: 87-

88）。障害のある人びとが自立生活センターのサービスを通じて施設や病院、あるいは家

族から離れて、普通の人のように生活するようになった。依存的な状態から飛び出して自

分の生活を自らコントロールすることに大きな意味があった。また、自立生活センターは、

障害のある人びとの権利を保護するためにアドボカシープログラムを行った。そのため、

多くの障害のある人びとが自立生活センターに集まり、このように自立生活センターの

創設に従って、全国的規模の組織が形成され、障害のある人が各地の自立生活センターで

共通の社会空間を共有するようになった。 

  1975 年に成立された自立生活意識を宣伝する組織「The Atlantis Community」が、1978

年に交通アクセスへの抵抗運動を行い、その後全国に広がり、全米の障害者組織 ADAPT

（American Disabled for Accessible Public Transit）として発展した。これらの全国的な規模

の障害者組織の誕生によって、アメリカ障害者運動の発展を促す要因の一つである「共通

の社会的空間」が形成されるようになった（Barnartt and Scotch 2001: 57）。 

 

2.3.1.2  個人・組織間のネットワーク 

 障害者運動のリーダーや、障害種別を問わない統合的な障害者団体が、各地方や中央政

府、および様々な社会団体とのネットワークを築き、障害者運動の発展に重要な役割を果

たしている。アメリカの障害者運動から見ると、例えば 1960 年代から 1970 年代の間に、

毎年障害者雇用委員会によって開催されていた会議で、全国の運動活躍者を集めた。これ

らの会議を通じて、障害のある人びとや団体間のネットワークの形成の機会を提供し、さ

らに、政府と非政府組織の連携を支援した（Barnartt and Scotch 2001: 62）。また、障害者

運動の展開に重要な役割を担っていたエド・ロバーツにより、自立生活センターを通じて

全国的なネットワークが展開された。 

 

2.3.1.3  政治資源の獲得 

  運動初期に多くの支持者を得ることが重要であり、社会運動を効果的に行うためにも、

人びとを動員することが必要となる。アメリカの障害者運動は、「弱者」と思われること

で、マスメディアの報道を利用し、社会からの注目を集めるようになった。そして、社会

運動を行うための資金を獲得することが重要であるため、自立生活センターを代表とし

て政府からの資金援助を受け、様々な運動を行うことに成功した。1978 年にアメリカ連

邦政府は各州を通じて自立生活センターに資金援助を提供し、これはさらに制度化され
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た。これによって、自立生活センターが長期的に維持できる基礎が確保されるようになっ

た（Shapiro 1993＝1999: 112-113） 

 また、ADA の法制に関連するトレーニング、技術支援、および政策普及のために、契

約の形式で政府からの資金を受けた。また、一部の政府機関が障害者リーダーを招募し、

障害関連の政策会議に参加させ、運動の正当性が認められ、行政側との交渉が進んだ

（Barnartt and Scotch 2001: 63）。 

 そして、1988 年全米障害者評議会によって議会に提出された法案が、1990 年に成立し

た「障害を持つアメリカ人法（American Disability Act: ADA）」である。当時アメリカ連

邦議員の中に、家族の中に障害を持っている人がおり、彼らも障害者運動を支援した。特

に有名なのは、ジョージ・ブッシュ元大統領が障害問題に対する関心を示し、「障害のあ

る人が社会のメインストリートに参加できるようになるためなら、私はどんなことでも

やる気です」と話したことである（Shapiro 1993=1999: 185）。このように、アメリカ障害

者運動の発展が成功した要因として、政治資源の獲得が示された。 

 

 

2.3.2 イギリス  

2.3.2.1  共通の社会空間 

イギリスでは、1970 年代まで障害のある人びとが福祉施設や、障害者自助団体等に集

まることが多かったが、1980 年代から全国的な障害者連合組織自立生活センターが結成

され、全国の各組織に集まるようになった。 

例えば、セルフヘルプグループの SIA には、脊髄損傷者たちが集まり、入所施設に抵抗

する人びとが UPIAS に集合する。そして、1981 年の国際障害者年（International Year of 

Disabled People）に、UPIAS の基本的な理論をもとに結成された組織（Campbell and Oliver 

1996: 74）として、イギリス障害者団体協議会 BCODP（British Council of Organization of 

Disabled People）という連合組織が設立された。同年にシンガポールで最初の障害者国際

会議 DPI が開催され、イギリスの障害者連合組織の促進に影響を与えた（Campbell and 

Oliver 1996: 74）。当時の BCODP の委員会のメンバーは、UPIAS のメンバーが含まれる

他に、その後の「ダービー州自立生活センター（Derbyshire Center for Integrated Living: 

DCIL）」のメンバーも及ばれていた（Campbell and Oliver 1996: 84）。この BCODP は、

障害当事者によって組織されることを条件とし、障害のある人のために創設された慈善

団体の加入は禁止されている。障害当事者団体のみの介入は、イギリス障害者運動のエン

パワーメントの開始だと指摘された（Drake 1996: 154-155）。また、BCODP は現行の福祉
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サービス、差別に対する批判、ステレオタイプな否定的な意識に対する抵抗等の活動を行

うほかに、CIL の活動を支援し、自立生活運動にも貢献してきた。 

 もう一つの共通の社会空間を形成したのは、イギリスの自立生活センターである。イギ

リスの自立生活運動（IL 運動）と自立生活センター（CIL）は当時のアメリカの IL 運動

の影響を受けている。具体的には消費者主義、セルフヘルプ、脱医学モデル、セルフケア

等の価値形成が挙げられるが、イギリス独自の社会、経済、文化の現状の背景にふさわし

く展開してきた。最初に創設された二つの自立生活センターには UPIAS のメンバーが関

与しており、UPIAS の運動の流れを引き継いでいるが、活動内容や方針には異なる点も

見られる。 

 ハンプシャーの自立生活センターの設立の契機は、前に述べた障害者施設の入所者た

ちが提起した「プロジェクト 81」という取り組みから始まっている。このプロジェクト

は、自立生活を希望している者や、すでに自立生活をしている障害のある人を対象として

自立生活支援を供給するために、HCIL(Hampshire Coalition Disabled People)を設立した。

HCIL の主な事業は、介助の供給と情報提供、アドボカシー、自立生活スキルの訓練等で

ある。また、これらのサービスの提供とともに、地域を基盤としたサービスへのアクセス、

個別介助計画の支援等も行う。HCIL の目的は障害のある人の地域での自立生活に関わる

直接的なサービスの供給である（Barnes et al. 1999: 148-149）。また、障害のある人が自分

の生活を自らコントロールすることと、HCIL が強調する個別介助サービスの提供は、ア

メリカ自立生活運動の消費者主義の影響を強く受けていたと指摘された（Oliver and 

Barnes 1990）。 

一方、ダービーの自立生活センター設置を推進したのは、70 年代の半ばに、地域で自

立生活を送るために適切な情報提供サービスが必要となったために成立した「障害者情

報相談サービス（Disability Information and Advice Line: DIAL）である。1980 年代に入る

と、DIAL は、単なる情報提供サービスではなく、当事者によって運営される組織が必要

であるとの認識に至り、まず「ダービー州障害者連合（Derbyshire Coalition Disabled People: 

DCDP）を設立する。DCDP は 7 つの原則をもつ。それは、民主的な組織であること、精

神・知的も含むすべての障害のある人を対象とすること等が決められており、6 番目は「自

立生活と地域に統合された生活を保障するサービスを提供すること」、7 番目は「自らの

問題をコントロールすることを支援すること」となっている。この 6、7 番の原則を実現

するために 24 名のスタッフと 124 名のボランティアから組織されるダービー自立生活セ

ンター（Derbyshire Center for Independent Living: DCIL）が 1985 年に設立された。センタ

ーの主な業務は障害のある人の 7 つのニーズ、具体的には情報交流、カウンセリング、住

居、福祉機器、個別介助、交通・移動手段、アクセスに応えることであった（田中 2005: 
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69-70）。ダービーとハンプシャーの自立生活センターの違いは、ダービーは障害のある

人が展開してきた DCDP という組織から派生しており、障害のある人の 7 つのニーズに

基づく包括的なサービスの供給を施行しているのに対し、ハンプシャーは入所施設の利

用者が提起したプロジェクトをもとに、アメリカの IL 運動の影響を受けてできた個人介

助と自立生活技術の訓練に焦点を当てていることであった（田中 2005: 71）。そして、現

在の CIL は、イギリスの全国障害者団体協議会 BCODP（the British Council of Disabled 

People）に所属しており、1996 年に全国自立生活センターNCIL(National Centre for 

Independent Living)を設立した。 

このように、イギリス全国の障害当事者は 1980 年代になると、障害者団体の結成と自

立生活センターの創設を通じて、共通の社会空間を生み出した。 

 

2.3.2.2  個人・組織間のネットワーク 

イギリス障害者運動史では、重要な役割を担っている少数の活動家や団体は、主とし

て施設入所者たちであり、特に UPIAS の創設者や、SIA 組織が挙げられる。 

1960 年代の身体障害者収容施設の入所者のハントは、各地域の施設に居住する障害の

ある人びとに自らの生活を自分で管理するという主張についての手紙を送った。その内

容は、「施設に孤立化させられてきた重度の身体障害者たちは、社会的に無視され、単に

専門家の関心ごととされてきた。私は、施設入所者による消費者組織の結成を望んでいる

9」（Campbell 1997: 82）というものであった。彼の呼びかけの上に、DIG の何人かのメン

バーが加わり、UPIAS を創設した（田中 2005: 62）。また、スウェーデンのフォーカス計

画を参考にして提起されたプロジェクト 81 を推進し、介助計画の提案や、自己管理の主

張をめぐって制度の変革を求めることに大きな役割を果たしていた。 

また、イギリス障害学の創設者であった Oliver が関わっている SIA 組織も挙げられる。

SIA は UPIAS のように行政や専門家と対立する運動を行うものと異なり、セルフグルー

プとして障害のある人のニーズに基づき、サービスを提供することに努めていた。そして、

イギリスの消費者主導的サービス（user-led service）の拡大にも確かな役割を果たした（田

中 2005: 109）。 

 

2.3.2.3  政治資源の獲得 

イギリスの障害者運動は、アメリカ障害者運動と同様に、「政治資源の獲得」に成功し

ている。「統合社会」を求めるイギリスの自立生活センターDCIL では、アメリカの CIL

のように専門家に対して強く抵抗する意識を持っているのではなく、行政や従来の慈善
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組織との交渉によって、より障害当事者のニーズが満たされるサービスを提供すること

を図る。これによって、政府からの支援金を受けることを可能とする。 

また、1985 年に「反差別法規のためのボランティア団体連合(Voluntary Organization for 

Anti-Discrimination Legislation Committee: VOADL)」が創設され、障害者差別禁止法制定へ

の動きが始まった。VOADL は「イギリスの障害者と差別（Disabled People in Britain and 

Discrimination）」や「障害者と社会（Disability & Society）」等の理論研究を使用し、マス

コミを活用しながら、障害のある人への差別の存在を指摘した。彼らは、80 年代後半か

ら 90 年代にかけて、障害のある人びとの市民権の主張や交通アクセシビリティ等の要求

を提出し、「慈善ではなく権利を（Rights not Charity）」をスローガンとし、デモやキャ

ンペーンを実施した。また、この活動も、イギリスの障害者運動史の先端となる当事者組

織と障害のある人のために成立された非当事者組織が、連携して権利擁護運動を展開し

た（Barnes 1991: 7）。そして、ようやく 1995 年にイギリスの障害差別禁止法が成立した。

この差別禁止法の制定には、1981 年に成立された CORAD （Committee on Restrictions 

Against Disabled People、障害者に対する不当な制約に関する委員会）が大きな役割を果た

したと指摘された（Barnes et al. 1999=2004: 212）。 

このように、政策制定の場面にも障害者運動の成果が見られる。その後のイギリス政府

の障害者委員会等も成立され、障害当事者を招募して障害に関連する政策の参与が実現

される。 

 

2.3.3 日本   

2.3.3.1  共通の社会空間  

 日本における障害のある人びとは、従来から家族に頼って在宅で生活する者が多かっ

たが、施設入居が流行してから、一部の障害のある人が施設や慈善団体に集まった。そし

て、1970 年からの障害者運動に従って、特定の障害種の団体に所属する人が多くいるも

のの、全国的な規模の障害者組織としての「全障連」の成立によって、全日の各地方の障

害のある人の間にネットワークが形成されるようになった。 

 また、1980 年代に本格的に始まった自立生活運動の展開とともに、八王子市に設立さ

れた「ヒューマンケア協会」が創設され、毎年 5～10 ヶ所のペースで全国に広がってい

た。このように、日本の障害者運動の中にも、共通の社会空間が形成された。 

 

2.3.3.2  個人・組織間のネットワーク 

 日本の障害者運動の中で、特に活躍している障害者リーダーとしては、日本の自立生活

センターの設立中心メンバーである中西が挙げられる。彼は、アメリカの IL 運動のもの
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を参考とし、日本でも活用できる手法や考え方を取り入れながら、参考にならない部分は

切り捨て、日本独自の方法を加えて自立生活センターを創設した。例えば、介助者と利用

者のコーディネートには、アメリカではなく神戸の方法を取り入れ、自立生活項目もアメ

リカの方法はマニュアル化されていなかったので、日本の実情にあったプログラムを設

立メンバーで作成している（中西 2014）。 

 また、日本の障害者団体は、国の枠を超えて国際的な活動とのネットワークを築い

た。1981 年の国際障害者年の前年、日本においての約 120 の障害者関係団体が「国際障

害者年日本推進協議会」を設立した。また、1981 年 11 月に、シンガポールに障害種別

を超えた全体の人権擁護を基礎として設立された DPI（障害者インターナショナル）が

発足し、日本もこの国際組織に参加した。 

 そして、1983 年からアメリカの自立生活運動の影響で、日本国内の数カ所で「自立生

活セミナー」が開催された。また、障害者リーダー育成のために、1981 年から多くの財

団が、毎年 10 名の障害のある人をアメリカに派遣し、自立生活センターのサービス体験

と勉学が、10 年間実施された（樋口 1992: 38）。さらに、1986 年に「DPI 日本会議」が

開かれ、国際組織との連帯が成立した。このような国際ネットワーク形成の創出は、日

本の障害者運動の展開の特徴の１つとして挙げられる。 

  DPI は「当事者性」を主張し、専門家主導の「国際リハビリテーション協会」に抵抗

する意向が明確である。また、1990 年にアメリカの ADA が成立し、これも日本の障害

者運動に大きな影響を与えた。ADA の制定により、日本の障害者組織も差別禁止法の必

要性を認識するようになり、障害のある人びとの権利保障や差別禁止条項の要求運動も

展開された。田中（2005）がこの国際ネットワークの形成が日本の障害者運動に与えた

影響を提示した。まず、障害者運動の担い手たちに障害者問題の普遍性を認識させた。

また、国家の枠を超える連帯の広がりにより、障害のある人びとの集団的アイデンティ

ティを強化させた。さらに、1980 年代から本格化する IL 運動や CIL の展開に資する情

報の獲得や、海外研修によるリーダー養成の機会をもたらしたこと等をあげることがで

きると指摘した。 

 

2.3.3.3  政治資源の獲得 

日本の障害者団体は 80 年代に入ってから、障害当事者の発言権や決定権を求める要求

活動として政策への参加を強めている。1995 年には、「障害者政策研究全国集会」が開

始され、全国規模の障害者団体が参加し、自分たちに必要な政策について研究発表を行っ

ている。この集会は毎年実施され、2011 年 10 月で第 17 回目を迎えている。また自立生

活センターも市町村の委託事業主として、地域生活支援の政策提言を担うようになった。
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自立生活センターの活動を開始した当初は、資金も乏しくボランティアに頼ることも多

かったが、その後政府からの制度的な承認を得たことで財政支援を受けるようになった。 

80 年代の障害者運動の政策の主な対象は、労働問題（特に労働権の保障と雇用機会の

獲得）、アクセスをめぐる争点（交通アクセスや建物のバリアフリー法）問題等であった。

また、差別禁止法の制定について長期間障害者を交えて検討しており、ようやく 2016 年

の 4 月から「障害者差別解消法」を施行されるに至った。 

 

3 福祉先進国における障害者運動の特性 

3.1  社会運動論の視点による三ヶ国の障害者運動に関する考察 

 アメリカ、イギリス、日本の障害者運動について、社会運動論の視点から、その運動形

成の要因や、集団的意識の共通点と相違点、そして運動の戦略と発展を促進するための社

会的要因を検討する。 

 

3.1.1  アメリカ 

まず、運動形成の社会環境要因からアメリカの障害者運動を検討する。第二次世界大戦

後に多くの障害のある人が出現したため、当時は障害の種別ごとに病院やリハビリテー

ション施設に集中していた。これによって多くの障害のある人びとが生態的に集中し、彼

らの間にネットワークが形成され、徐々に障害者団体も設立するようになった。そして、

1960 年代からアメリカでは、様々な社会運動が数多く行われており、社会運動の形態は

労働者階級の対立から、個人の価値観の実現、権利の獲得などへと移行し始め、平等な公

民権を取得するための社会運動が全社会に広がっていた。こうした背景のもとに、障害の

ある人びとも公民権の一環としての障害者運動を展開する。当時の障害者運動の集合行

動フレームは、障害のある人だけでなく、社会からの偏見や差別などの不公平な扱いを受

ける人も対象となり、さらに運動から利益を得られなくても支持することに効果がある

（Klandermans 1992: 80）と指摘した通り、他の社会メンバーからの共通認識を取得したこ

とによって、すべての人を巻き込むことができた。また、当時障害のある人びとの権利は

認められず、保障法制が不足しており、人権侵害を受ける等の差別的事件も多く発生し、

これらの差別経験によって障害のある人びとは社会的に抑圧されていた。これらの社会

環境の変化と障害のある人びとの不満の蓄積によって、アメリカ障害者運動の形成は促

進された。 
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次に、アメリカ障害者運動の集団的意識を取り上げる。アメリカ障害者運動は、公民権

を求めることを中心として展開した。それによって、障害のある人の権利も保障されるべ

きであることを主張し、社会的偏見や差別を解消することに努める。このような意識を基

に、アメリカ障害者運動は公民権運動に連動した「マイノリティー・モデル」の特徴を示

し、すなわち障害のある人びとを「社会に抑圧されたマイノリティー」として位置付け、

障害のある人びとへの差別を法的解決を要求した。また、自立生活運動の中で、障害のあ

る人が自立して生活する上での様々な福祉サービスを提供する担い手は、市場であるべ

きだと主張し、障害のある人の「自己選択権」と「自己決定権」を重んじる「自立生活モ

デル」を示した（杉野 2007: 69）。そして、サービスを提供する専門家を批判するように

なり、その結果、自立生活運動から生まれる自立生活センターの普及が急速に展開された。

このような自立生活運動は、障害の種類や程度などの個人的経験の相違によって様々な

ニーズを持っている障害のある人びとの間に、共通認識が形成し、最も不利な立場に立っ

ている重度障害のある人でも「自立生活モデル」を通じて、自分の人生を決定するを可能

にする。このように、マイノリティーとして社会からの差別を解消するべきであるという

意識と、自分の生活に他人が干渉する権利はないという自立思想が、アメリカ障害者運動

の集団的意識である。 

最後に、アメリカ障害者運動発展の社会文化的要因をまとめる。1978 年に連邦リハビ

リテーション局が各州を通して自立生活センターの運営補助金を出すことが制度化され

たことによって、自立生活センターがアメリカ全国に設立された。自立生活センターでは、

障害のある人びとにサービスを提供するだけでなく、権利保護のためのアドボカシープ

ログラムも行っている。それによって、アメリカにおける障害のある人びとが自立生活セ

ンターで共通の社会空間を共有し、全国的なネットワークも展開されるようになった。ま

た、障害者雇用委員会によって開催された会議において、障害のある人びとや団体間のネ

ットワークの形成の機会を提供し、政府と非政府組織の連携も促進した（Barnartt and 

Scotch 2001: 62）。さらに、自立生活センターを代表として政府からの資金援助を受け、

それが制度化されるようになった。そのほか、障害者団体は障害に関連する法制の技術支

援や政策普及のためのサービス提供を通じて、政府からの資金を受けることが可能とな

った。加えて障害者リーダーを政策決議の会議に参加させることによって、運動の正当性

が認められ、行政側との交渉が促進された（Barnartt and Scotch 2001: 63）。このように、

アメリカ障害者運動では、自立生活センターを中心に形成された共通の社会空間、個人や

組織間のネットワーク、および政治資源の獲得という要因が、運動の発展と持続を確保し

た。 
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3.1.2  イギリス 

イギリスでは、最初の頃に伝統的な障害種別ごとの民間福祉法人が設立され、その後、

労働団体からの運動が展開され、障害のある人びとも階級問題に対する抵抗が開始され

た。そして、「ベヴァリッジ報告」の提出が、イギリスの社会福祉の方向を示し、その後

「障害者雇用法」、「教育法」、「国民保健サービス法」、「国民扶助法」などの法律の

制定により、障害のある人の権利が一定程度認められるようになった。また、1950 年代

に「コミュニティケアの発展」という提言が挙げられ、障害のある人の福祉が施設入所を

中心に進められた。それによって多くの障害のある人びとが施設に集まるようになった。

一方、このような「福祉国家」を自称するイギリスでは、障害のある人びとが社会に統合

することできず、偏見や差別を受け、施設で障害のない人びとからのコントロールに支配

され、それによって社会への不満が蓄積したことが想像できる。そして、施設に抵抗する

ために、障害者組織を結成することになった。このように、第二次世界大戦の前から 1970

年代にかけて、イギリスにおける障害のある人びとが施設に入居することによって生態

学的に集まり、社会的に排除されていることに不満がたまり、施設への抵抗や、社会の一

員となるための十分な資源やサービスを福祉国家と称するイギリス政府に要求するため

に、集団的に組織化するようになった。 

また、20 世紀からイギリス社会でも様々な社会運動が行われており、多くの人びとの

間で自らの「不当」な状況に対する認識が生まれている。それと同時に、アメリカ障害者

運動などの一連のヨーロッパ諸国の「新しい社会運動」における理論的志向性の影響を受

け（Priestley 1999: 29）、イギリス障害者運動が展開されるようになった。当時の障害者

施設に反対する当事者たちによって設立された団体である UPIAS は、施設収容の状況を

「捨てられた人間たちの集積場」とたとえ（Finkelstein 1991; 田中 2005: 65）、イギリス

障害者運動の展開方向も社会から捨てられた人びとが「統合」を志向してきたことにある

と考えられる。 

そして、イギリス障害者運動の中で、障害問題の根源が個人の努力によって解決できる

問題ではなく、障害のある人を排除する社会側に問題があるという「社会モデル」を主張

し、それが障害者運動の正当性をもたらし、異なる障害種の人びとの間で「集団的意識」

の形成を可能にした。アメリカ障害者運動が強調した「差別問題」と異なり、イギリスで

は障害を制度的障壁として捉え、障害を「ありのままで受け入れる」ことの社会的責任を

明示した（杉野 2007: 116-117）。障害の問題を徹底的に「社会側の責任」に起因するこ

とを主張するのは、当然ながら個人的経験を無視しているという問題があるが、運動の展

開という実践的側面から見れば、「障害の社会的責任を曖昧にすると、障害者自身の自殺

や、家族による障害児殺しなどのような『障害を否定する』意識は食い止められず」（杉
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野 2007: 118）という政治的重要性を示している。このような認識は、福祉国家を自称す

るイギリス社会に対し、福祉政策の不備を証明し、障害者運動の発展と参加者の集団的意

識を促進する上で戦略的に有効であると考えられる。また、アメリカの消費者主義の文脈

の中で自己選択を重視する自立生活思想と異なり、イギリスの自立生活運動においては、

既存の福祉サービスをもとに介助保障を要求し、公的福祉サービスの改革を求めること

が、強調されている。これもイギリスの「社会への統合」という中心的な戦略に合致して

おり、様々なニーズを持つ障害のある人の参加を可能にしている。 

 さらに、1980 年代から障害者団体の結成と自立生活センターの創設を通じて、イギリ

スにおける障害のある人びとの共通の社会空間が生まれた。障害者団体や自立生活セン

ターは、行政や従来の慈善組織との交渉を通じて、より障害当事者のニーズを満たすサー

ビスを提供することを示し、政府からの支援金を受け、それが制度化されることによって

政治資源を獲得した。また、組織間のネットワークを広げ、非当事者組織と連携して権利

擁護運動を展開し、マスコミを活用しながら、障害のある人への差別の存在を指摘し、差

別禁止法の制定を促進した。そのほか、イギリス政府の障害者委員会の成立により、障害

当事者の政策の制定・参与が実現された。このように、イギリス障害者運動は、アメリカ

障害者運動の戦略と異なるが、社会の排除から統合への方向に発展している。 

 

3.1.3  日本 

日本では、1871 年代から視覚障害のある人による「按摩専業運動」が出現しており、

1952 年の「日本傷痍軍人」組織の成立をはじめとして、「青い芝の会」や「日盲連」、

「全国聾唖連盟」、「日本身体障害者団体連合会」などが創設され、早期から障害のある

人びとが組織化した。また、従来から「呪術性等に象徴される聖性」（加藤 1973: 79）が

付与され、別世界的存在としての考え方が強いため、障害のある人びとの異形成の社会的

承認と自己承認を求める意識が、障害者運動の展開に繋がった（田中 2005: 26）。そして、

第二次世界大戦後、医療モデルに基づく観点から、多くの障害のある人びとや、患者たち

が病院や療養所に収容され、当時の他国の障害のある人びとと同様に、施設に集中するこ

とによって生態学的集中が実現し、さらに過酷な生活を送った。また、当時の日本政府に

より社会扶助規則が制定されたが、障害のある人びとは相変わらず親族の扶養者として

位置付けられ、彼らを支援する施策はなかった10。その上、「障害の発生予防」という考

案が提起され、障害を否定することが障害のある人びとの不満を増加させた。さらに、

1970 年代から、障害種別を越えた全国的な連帯が始まり、障害に対する差別からの解放

と自立をスローガンとして活動を開始している。そのほか、この時期に様々な社会運動が

発生し、患者運動からの戦略の提示を活用し、さらに優生保護法改定の反対運動を介して、
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女性運動と出会った。このように、日本の障害者運動発生の社会環境要因の形成が正式に

可能になった。 

 次に、日本障害者運動の集団的意識について述べる。1970 年代に入ってから、優生保

護法改定反対」という行動が行われ、優生思想と対峙する意識が障害のある人びとの間に

広がっていた。また、施設の管理への批判と交通アクセスからの排除に対する様々な運動

が展開され、それに加えて、障害者運動史の中に重要な位置を占めている「青い芝の会」

が、「親がかりの福祉」を批判し、自己決定権の要求も提出した。障害を肯定する態度は、

長い間に抑圧されたすべての障害のある人に認められ、「障害は社会からの抑圧」という

意識が形成されるようになった。また、施設への抵抗運動が続き、施設の処遇改善や、施

設運営に対する発言権の要求、環境改善のため介助料要求運動から、地域での生活を求め

る運動が行われた。さらに、同時期にアメリカ自立生活運動も広がり、アメリカで自立生

活センターを立ち上げたエド・ロバーツが日本での講演を通じて、自立生活についての方

案を提示するようになった（加辺 1987: 45）。この一連の影響のもとに、日本においても

自立生活の要求が全障害者に求められるようになった。 

 そして、運動発展の社会文化要因を取り上げる。「全障連」の成立と自立生活センター

の設立をはじめ、各地方の障害のある人の間にネットワークが形成され、共通の社会空間

が形成されるようになった。また、国際組織に参加することによって、国際社会の障害者

団体とのネットワークを築き、他国の障害に関連する政策の制定や、障害者運動の動向も

日本に影響を与えた。さらに、1980 年代から本格化する IL 運動や CIL の展開に資する情

報の獲得や、海外研修によるリーダー養成の機会が運動の発展を促進したと言える。そし

て、障害当事者の発言権や決定権を求める要求活動を通じて、政策への参加を強め、自立

生活センターも政府の資金獲得と地域生活支援の政策提言が実現し、政治資源の獲得が

可能になった。 

 

3.2  三ヶ国の障害者運動の特性 

上記の障害者運動の社会運動としての成功要因に基づき、アメリカ、イギリス、日本の

障害者運動に対する比較分析から、各国の障害者運動の主な出来事と特性をここでまと

める。 

まず、アメリカ障害者運動を取り上げる。アメリカの運動の特徴として、「社会問題」

を人権問題としてとらえる伝統があると示され（Barnes et al. 1999=2004: 213-214）、障害

者運動の特徴も、公民権の一部として障害のある人びとへの差別の撤廃を訴えたことに

ある。アメリカの障害者運動においても、自立生活運動がその主要なものと言える。ポリ
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オによる四肢麻痺や呼吸器障害等重度障害者として初めてカリフォルニア大学バークレ

ー校に入学したエド・ロバーツは、その後 1972 年に最初の自立生活センターを設立し、

その後 1999 年までにアメリカで 400 ヶ所以上の自立生活センターが設立された（Shapiro 

1993=1999: 87-88）。1973 年に、障害のある人の完全な社会参加の確立を目的としたリハ

ビリテーション法が成立したが、3 年が経っても法律の施行規則はなかなか公布されなか

った。障害のある人びとがこれに対して一連の激しい抗議活動を行った後、ようやくリハ

ビリテーション法の施行規則が公布された。だが、その実質的な効果は期待されたよりも

限定的であった。そこで、さらに運動が展開され、多くの障害者団体の支援や関連組織の

協力で、ようやく 1990 年に「障害を持つアメリカ人法」が成立した。 

他方で、イギリスでの障害者の運動は平等な市民権を求める運動として始まり、その後

入所施設の福祉サービスの管理や隔離・抑圧に対する抵抗を契機として、全国に数多くの

組織が誕生した。イギリス障害者運動の展開に大きな影響を与えた組織であるUPIAS（「隔

離に反対する身体障害者連盟」）は、「障害者は社会によって抑圧されている」という新

しい障害の考え方を提示した。これは、「障害の社会モデル」と呼ばれる。障害の社会モ

デルは、障害のある人びとが障害者とされるのは、その人の何らかの機能損傷によってで

はなく、社会の側が障害のある人びとを障害者とし、社会への参加を阻み、排除している

という見方である。この社会モデルの創出は、障害当事者を自己に対する恥や否定的な感

覚から解放するとともに、社会の認識の変革を迫るものとなった。UPIAS はその後、全国

連合組織へと発展し、そこから二つの自立生活センターが設立された。1985 年には障害

者団体が障害者に対する差別の存在を指摘し、理論研究を援用して「慈善ではなく権利を

（Rights not Charity）」をスローガンとしたデモやキャンペーンを実施した。この一連の

運動の推進をもとに、1995 年にイギリスの障害差別禁止法が成立している。また、田中

（2005）によると、イギリスの IL 運動はアメリカで主張されている自立生活というより、

統合社会を追求することがその特徴の一つである。アメリカの CIL サービスが公的サー

ビスや専門家主導のリハビリテーションに抵抗したのに対し、イギリスの DCIL では行政

や従来の慈善組織と協調し、供給されるサービスの統合を目指した。さらに、1990 年に

アメリカで「障害を持つアメリカ人法（Americans with Disabilities Act: ADA）」が成立し、

それがイギリスの差別禁止法制定の動きを後押しすることになった（田中 2005: 71-73）。 

こうした施設入所者から組織された抵抗運動をはじめとするイギリス障害者運動と、

公民権の一部として差別禁止を求めるアメリカ障害者運動と異なり、日本の障害者運動

は、社会からの否定に対する抵抗から展開されていた。日本の障害者運動も 60 年代後半

から 70 年代前半に始まり、障害を社会の側の問題とする認識が広がっていった。よく知

られる「青い芝の会」の運動がとりわけ重要である。「青い芝の会」は、1970 年の「障害
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児殺害事件」11をきっかけに運動が始まり、「福祉施策が不十分であるからといって障害

児殺しが正当化されえぬことはもちろん、そこで言われる福祉それ自体が、施設への隔

離・管理というかたちで障害者を社会から排除・抹殺する棄民政策に他ならない」（倉本 

1999: 222）と彼らは主張した。これ以後、1972 年に優生保護法改正への反対や、交通ア

クセスからの排除に対するさまざまな運動の展開等が起こった。さらにその後、府中療育

センター闘争で地域での生活を求める運動と環境改善のための介助料要求運動が行われ、

アクセスの要求行動や自立生活の運動も全国に広がっていった。80 年代に入ってからは、

障害当事者の発言権や決定権を求める要求活動として政策への参加も強めていった。 

こうした障害者運動から、アメリカやイギリスにおいて障害学が生み出された。障害学

とは、「障害を分析の切り口として確立する学問、思想、知の運動」である。それは従来

の医療、社会福祉の視点から障害、障害者を捉えるものではない。個人のインペアメント

（損傷）の治療を至上命題とする医療、「障害者すなわち障害者福祉の対象」という枠組

みからの脱却を目指す試みである（長瀬 1999: 11）。現在、世界の多くの国で批准された

障害者権利条約の内容も、この「障害の社会モデル」という障害学が生み出したアイデア

を中心に制定された。このような障害当事者の活動が社会に変革をもたらしたと考えら

れる（杜・田邊 2018）。 

このように、 アメリカ、イギリス、日本の障害者運動は、ほぼ同時期の 1960 年代に発

生し、障害のある人びとが異なる社会環境の中で、いずれの国においても、生態的集中、

組織と集合行動のフレームの形成、不満といった４つの運動発生の社会要因、すべての障

害のある人が求めるものである集団的意識、そして共通の社会空間、個人・組織間のネッ

トワーク、政治資源の獲得といった３つの運動発展の社会文化要因が形成され、社会の改

革として運動を展開していた。特に日本とイギリスは、弱者として扱われる障害観への批

判や、既存福祉制度への抵抗が顕著である。これに対し、アメリカでは公民権の視点から

他の人種差別や女性差別と同様に社会からの差別を改善し、平等な権利を主張すること

を強調している。その他、自立生活思想は、いずれの国でも集団的意識として形成されて

きたが、日本ではアメリカやイギリスが強く主張する「大型施設からの脱出」や「専門家

への批判」の以外に、家族のコントロールからの脱出という意識も同じく強調している。

一方で、いずれの国においても、重度障害の人の介助サービス保障を要求して、サービス

の「受け手」から「提供者」になることと、「自己決定権」の強調、および障害のある人

の「当事者性」という自立生活理念の核心的な思想には共通している。 

 

注
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1 田中（2005: 59）の訳文を参考にした。 

2 同上 

3 文部科学省，2010年 7 月，「資料 3‐3 障害者制度改革の推進のための基本的な方向 

第 4 日本の障害者施策の経緯」

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/siryo/attach/1295934.htm 

アクセス日 2020 年 7 月 30 日 

4 厚生省人口問題審議会による「人口資質向上に関する決議」（1962 年）において、

「人口構成において、欠陥者の比率を減らし、優秀者の比率を増すように配慮するこ

とは、 国民の総合的能力向上のための基本的要請である」と提出した。そのための方

策の１つは「国民の遺伝資質の向上」である。  

5 アメリカの障害の社会モデルについての理念は、第１章に詳しく述べたので、ここで

は再び検討しない。 

6 日本語訳は杉野（2007）に依拠した。 

7 日本語訳は田中（2005）に依拠した。 

8 1964 年に入所施設に替わる生活の場を提供するために「The Fokus Society」が設立さ

れ、重度障害のある人に対して住居、介助サービス等を提供した。また、普通の住宅

街にあるアパートや、パーソナルアシスタンスの 24 時間サービス対応システムが確保

された。大規模施設の縮小版を避けるために、障害のない人も入居できると規定した

（清原 2018：226）。 

9 田中（2005: 108）の訳文を参考にした。 

10 同 3。 

11 横浜で、母親が２歳の障害児を殺す事件が起きた。近隣の住民や同じように障害児を

もつ親らを中心に、減刑を嘆願する運動が起こった。 

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/siryo/attach/1295934.htm
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第 4章 当事者団体による障害者運動 ———「一加一」と「瓷娃娃自立生活項

目」を例として——— 

2006 年に障害者権利条約が国連総会において採択されて以降、障害のある人に対する

差別を解消し、権利を守ることは、世界の多くの国で大きな課題となっている。条約に賛

同した国は国内法を整備して、条約の批准を進めた。そして、2008 年に中国はいち早く

この条約を批准し、それによってますます多くの障害当事者団体が障害の社会モデルに

基づく障害観や自立生活を理念として、様々な取り組みを行っている。近年、障害のある

人びとに対する差別の解消と権利擁護は、着実に前進した。そして、そこに至るまでには、

民間の障害者運動が大きな役割を果たしてきた。 

本章では、中国における障害当事者団体から行われた運動の展開過程を分析し、障害の

ある人びとの権利を守るために、どのような成果を上げ、今後どのようなことが課題とな

るかについて検討する。特に、中国において最も活躍している障害者団体である「一加一」、

および最初に自立生活項目を創設した「瓷娃娃（China-Dolls Center for Rare Disorders）自

立生活項目」という民間団体に注目して調査を実施した。調査の結果から、中国における

障害当事者運動の展開状況、戦略、理念について考察し、さらに中国の障害者運動がもた

らした成果と今後の課題について検討する。 

1 民間 DPO の出現 

先に述べたように、中国では二種の障害者団体が展開されている。政府主導の CDPF は、

障害福祉制度の制定、実行などに大きな役割を果たしているが、真の市民組織であるとは

言えず、障害のある人びとの需要を十分に満たすことができていないことが示された。 

実際に、政府主導の CDPF が組織される以前に、中国は早くも国際障害者年に 6 名の

障害のある人が、「障害者組織の創設を求める」という手紙を中央政府に提出し、その内

容が 1981 年 7 月 9 日の『中国青年報』で発行された。組織リーダーであった呂争鳴が中

国のオンライン雑誌『中国障害者』の中で当時の状況を述べた1。呂争鳴は 1980 年代初頭

に身体障害を持っている狙撃者として多くの人に知られ、その後各地の障害のある人が

彼に「障害者の代表として、国に対して私たちの声を出すことが可能でしょうか」という

願望を示した。そして翌年に、呂争鳴を含める 6 人の障害のある人が 39.7 元の自己資金

を拠出して「北京疾病障害青年倶楽部」という初の民間の障害者自助団体 DPO を設立し、

最盛期には中国全土 27 の省、市、自治区から 600 人の障害当事者が会員となり、『朋友

之間2』という独自の刊行物を発行していた。以下の内容は呂争鳴が『中国障害者』の中

で発表したものである。 
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 「全国各地の障害のある人と接触することが多かったので、私を含めて 6 人でみんなの

願望をまとめて、「障害者組織の創設の要求」をテーマとする手紙を書いた。その内容の

中には、私たちの要望を示し、障害者が自らで組織を成立し、サービスを提供することで

家族や政府の負担を分担する願いもある。また、国際障害者年の背景で、この手紙の内容

は『中国青年報』で発行された。その日の新聞は北京市の女性障害者林逹の提案記事「障

害のある若者のために様々な活動を行うべき」というものも一緒に発表され、その後社会

からの反応は非常に強いものがあり、全国の障害者が次々と賛同して同様な感情が現れ

た」3。 

 

「北京疾病障害青年倶楽部」の事業内容は、障害のある人の雇用、結婚、リハビリテー

ション、スポーツや文化生活などの分野において、障害関連のサービスを提供しており、

自ら組織化し、自発的に学ぶという形態、自立と互助の精神を提唱したことで、中国国内

で急激に広がり、13 の省と市で障害のある青年が相次いで同様の組織を設立するように

なった。1988 年に中国障害者連合会が設立されると、北京疾病障害青年倶楽部は次第に

中国の民間障害者組織の雛形とされるようになり、そして現在の北京匯天羽障害者コミ

ュニティ文化体育サービスセンター（2012 年に非営利性の民間の事業体としての登記を

完了）へと組織変更された。熊跃根・何欣（2005）によれば、「北京疾病障害青年倶楽部」

は中国における初めての自助団体という形式で展開された組織である（熊・何 2005: 62）。 

 

また、2003 年にイギリスの機関である Save the Children UK から資金と支援を受けて安

徽省合肥市で「春芽障害者互助協会」が設立され、現在は主に自閉症のある人に対するリ

ハビリテーションサービスの提供に努めている。具体的には、0 歳から 14 歳までの知的

障害を持つ子どもを対象として教育やリハビリテーションのサービスを提供している。

また、「陽光家園」という障害者介助施設において精神や知的障害のある成人にサービス

を提供しており、主としてデイケア、雇用支援、地域生活支援などが含まれる。そのほか、

障害のある人びとの職業能力の開発や、起業家支援、事業紹介サービスなども提供してい

る。サービス提供の他に、この組織の中心メンバーは国外の機関から資金援助を受け、海

外研修に参加すると共に、国連の会議にも何度も出席している（解 2013）。 

そして、2008 年の障害者権利条約（CRPD）の批准とともに、一部の国際非営利組織が、

中国の障害当事者に資金を提供し、障害のある人びとの権利擁護活動を促進した。さらに、

当時の中国政府は、市民社会に対する管理を緩和させており、それによっていくつかの民

間障害者団体が現れ、各地方のコミュニティで障害者福祉サービスを提供している。 
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これらの民間団体の中に、真の意味で福祉先進諸国の障害者団体と同様に障害のある

人びとの権利擁護に取り組んでいる自助グループが出現してきた。CDPF が設立されてか

ら 20 年後の 2006 年 3 月に民間の障害当事者によって組織され、政策立案者たちに「草

の根 DPO」と呼ばれる団体が創設された。この最初の DPO と呼ばれる団体は、一加一

（One Plus One）であり、主に障害のある人によって構成されている自助グループが運営

する非営利の DPO である。一加一が出現する前に、一定の理念や規模を備え、更には自

ら DPO であると主張する障害者組織は殆どみられない。 

一方、これらの権利擁護志向の DPO に対し、政府が提供するサービスも開かれつつあ

るが、それらから得られるサポートと援助も、伝統的なリハビリテーション・サービス機

構と比べると、非常に限られている（一加一 2012=2012）。このような必ずしも恵まれな

い状況下で、中国における多くの地域障害者団体の存続と発展は、特に権利擁護志向の団

体にとって、非常に困難を極める（Guo and Zhang 2013: 325–346）。 

Zhang Chao は 2015 年に全国の 110 の障害者団体に対する調査を行った。その調査結果

から見ると、対象組織の中で 58％の団体が政府に合法的に登録されている。また、団体

の 52％はアドボカシーの組織であるが、うち 45％しか法的に登録されていない。この結

果は、中国における障害者団体の現在の発展状況を反映している。DPO の登録は政策レ

ベルでは簡単に見えるが、実際にはアドボカシーの DPO にとっては依然として困難な問

題である。そのため、登録されていない多くの権利擁護の DPO は、政府の資金と支援を

得られず「隠されたアドボカシー」を実施している（Zhang 2017）。 

中国ではこのような障害当事者による自助組織の出現に伴って、障害者運動が展開さ

れており、特に一部の団体は特別な戦略を通じて政策と社会の変化を促進している。以下

では、中国の代表となる DPO である一加一と瓷娃娃自立生活項目が展開している活動に

対する考察と組織の担当者へのインタビューに基づき、その展開戦略と主な出来事につ

いて検討し、この新たな障害者運動における成功した権利擁護の事例を考察する。 

2 障害当事者団体による権利擁護運動———「一加一」に対する調査から 

中国における障害のある人びとの権利を保障するために、当事者団体が具体的にどの

ようなことを行なっているのか。そのことを知るために、中国において最も発展している

DPO の一つである一加一（One Plus One Disability for Group、以下一加一と表記）に対し

て聞き取り調査を行った。本節では、まず、調査の概要を記述した上で、展開されている

活動の内容と結果について論述する。 
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2.1  調査の概要 

  一加一は 2006 年に設立され、主に障害のある人によって構成されている自助グループ

が運営する非営利の DPO である。一加一は障害者専門の独立系メディアとして、中国に

おける障害のある人びとの自助グループ運営団体の発展と人権保障の改善に尽力してい

る。 

インタビュー調査の具体的な調査内容は、中国の障害者運動の発展をめぐり、権利条約

批准後の影響、今まで展開された活動の内容と課題、展開方法および将来の計画について

である。また、団体のメンバーの意識を考察するために、この団体のメンバーである障害

当事者に対して、現在の生活の現状、自立に対する意識、福祉的な支援や自立生活を達成

するための条件、および現在の障害者福祉の水準についての考え方などに関して調査を

行うものである。 

調査時期は 2017 年 8 月 15 日 9 時から 12 時および 13 時から 17 時まで、北京の一加一

の事務所において行った。2 人の組織管理者と 3 人の団体のメンバーを対象にインタビュ

ーを行った。また、一加一の最新の活動をフォローし、ブログや、ソーシャルメディアか

らの言説などの資料も参考とする。聞き取り調査に参加した者の状況を表 4.1 に示した。 

 

表 4.1  対象者のプロフィール 

 年代 性別 障害種別 学歴 職位 

A 30 男 視覚障害 大学 組織管理者 

B 30 女 身体障害 大学 組織管理者 

C 20 男 身体障害 大学 メンバー（IT 部門） 

D 30 女 身体障害 専門学校 メンバー（経理） 

E 20 男 身体障害 専門学校 メンバー 

 

また、面接に際して、研究参加者にはインタビューを拒否できる権利があることとプラ

イバシーの保護についての説明を行い、調査内容は本研究以外に使用しないことを説明

し、同意を得たうえで、研究同意書にサインしてもらった。そして、記録にあたっては、

対象者が話しやすいようにインタビュー中はメモを取らず、許可を得て録音し、インタビ

ュー終了後に録音した情報から内容を整理した。質問項目は以下の表 4.2 に示したが、対

象者の理解や関心の度合いによって十分に聞き取れないものもあった。 
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表 4.2 「一加一」に対する調査項目 

① 基本属性に関する質問 

性別/年齢/障害種類/学歴/一加一に担当された仕事内容 

② 障害者運動の展開方法 

国際機関との連携状況/資金援助を提供してくれる所/政府に認められた過程/組織

を立ち上げた経緯 

③ 今まで展開された活動の内容と難点 

活動の内容/これからの方向性/地方 DPO に対する支援状況/政府の支持状況 

④ 障害者権利条約の影響 

権利条約批准以前の運動/条約批准に影響されたこと/批准後の影響 

⑤ 知的障害、精神障害、重度障害の権利や自立についての考え方 

彼らの自立生活についての考え方 

⑥ 障害者連合会との関わり 

共通の内容/関わっている状況 

⑦ 政策制定の参加について 

政策制定の場面での位置づけ/政策制定についての考え方 

⑧ 自立生活意識について 

生活状況/自立の意識 

 

2.2 「一加一」からの障害者運動の展開 

以下、一加一への聞き取り調査に加えて、一加一による発行物、報告資料、ソーシャル

アカウント等からの資料を閲覧し、それを元に一加一の活動の展開と戦略について記述

する。 

 

2.2.1 「一加一」の創設    

2.2.1.1  組織名「１＋１」の意味 

  一加一は中国において数少ない一定の規模を有する DPO であり、一加一（1＋1）の名称

自体がこの団体が望んでいるものを表している。 

  

 「一加一（1＋1）は２より大きいか、小さいか、それとも等しいかは、私たち障害者が

望んでいる世界を意味している。「一加一（1＋1）は 2 より小さい」とは、障害者と健常

者を隔てる距離を縮めたいことを意味し、「一加一（1＋1）は 2 である」とは、一人一人
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は偽りがなく、ありのままの存在であることを望むものだ。そして、「一加一（1＋1）は

2 より大きい」とは、団結の力を意味する。最も強調したい点は、「一加一（1＋1）は 1

である」ということで、それは様々な組み合わせを使って、共に変革に取り組んで、より

大きな 1 を実現しようとしていることを表している。つまり、一加一（1＋1）は、無限の

可能性があることを意味している」。 

 

 

図 4.1 一加一の創設時のロゴ 

 

2.2.1.2  組織背景 

一加一の構成員の大部分が障害当事者で、障害のある人自らが管理運営しており、中国

の障害者事業における独立したメディアとして位置付けられている。2011 年 7 月に民間

の事業体として北京市豊台区一加一障害者文化サービスセンターを登記した。 

2013 年のスタッフは 20 名であり、そのうち視覚障害のある人が 13 名、身体障害のあ

る人が 3 名、聴覚障害のある人が 2 名が在籍し、90%のスタッフが障害者であり、平均年

齢は 26 歳である。「自己の成長」、「謙虚・尊敬」、「継続的研鑽」、「積極的・自主

的」を組織文化とし、「研究部」、「事業部」、「IT 部」、「市場部」、「ボランティア

部」、「総務部」などの部門を持っている（解 2013）。 

一加一は発足当時、1 人の身体障害のある人と 1 人の視覚障害のある人によって創設さ

れた。そして現在、一加一の管理者は 5 人おり、そのうち 2 人は身体障害のある人であ

り、3 人は視覚障害のある人となっている。組織担当者の間でパートナーと呼ばれている。 
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「私たちはパートナーと呼ばれます。なぜなら、私たちは障害当事者として、自分たち

だけでなく、より多くの障害者にもっと多くの社会に融合できるチャンスをもたらした

いからです」（対象者 A）。 

 

この 5 人の情報については、以下の話から説明することができる。 

 

「当時、私たちはある公益団体のボランティアで知り合いました。1 人の身体障害者は

もともと IT に関連する仕事をやっていましたが、病気にかかったため、自由に歩けなく

なってしまいました。その後、彼は公益領域に入って、何か従来と違うことをやりたいと

いう気持ちが強くなりました。そこで、彼ともう 1 人の視覚障害の人と一緒にワンプラス

ワンが創設されました。それから、ますます多くの仲間が参加して、例えば、私はラジオ

放送が上手で、もう 1 人の視覚障害者はライティングと英語が非常に優れており、国際業

務に強みがあります。また、もう 1 人の女性の身体障害者は上海から来て、それ以前には

ビジネスの背景を有していて、伝統的な公益団体と違うことをやりたいということで、こ

こに来ました」（対象者 A）。 

 

このように、知識や専門分野がそれぞれ異なっている障害当事者たちが、従来の慈善や

公益を理念に展開された活動と違うことをやりたいという気持ちで一加一を創設した。 

  

「私たちの共通の特徴は、現状に満ち足りていない障害者であることだと思っていま

す。特に社会の私たちに対する見方と、私たち自身の生活状況を変えたいと考えています。

これに対する同様な考え方を持っているので、ワンプラスワンができました」（対象者 A）。 

 

2.2.1.3  資金援助 

一加一は創設の最初の頃に、イギリスの BBC World Service Trust からの資金を獲得し

た。その後、2008 年から他の海外の基金会から一部の援助を受けたこともある。現在は

国内の基金会からの資金援助、一部の政府側からの援助もある。 

過去に国内からの資金援助がなかった理由については、組織担当者 A はつぎのように

言った。 

 

「一つの理由は、社会の意識だと思います。他の人からの助けを必要とする人びとであ

るため、なぜこれらの人びとが集まって民間組織を作るのか分かってもらえません。そし

て、この団体の社会的価値は何かについても理解されません」。 
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「また、中国の市民社会はこの１０年間で発展していますが、私たちが始まった頃にこ

のようなことをしたのは少ないです。自助団体をサポートする基盤はほとんどありませ

んでした」。 

「さらに、政府はずっと体制内のことを管理していますが、民間組織のような外部と協

力するためのメカニズムがありません。もちろん、ある時民間団体が社会を混乱させると

思うこともあります」。 

 

  一方、近年市民社会の活躍に伴い、国内の基金会だけでなく、行政側からの資金援助も

得られるが、それらはやはり少ない。 

 

 「近年、国内の基金会や行政側が私たちに資金を提供し始めたので、いくつかのプロジ

ェクトを連続的に取得したが、ただそうしたプロジェクトをするための費用だけが給付

され、賃金とかはほとんど与えられません。政府もサービスを購買し始めましたが、それ

も人件費とかのコストは含まれていないので、私たちにとっては依然として大きなプレ

ッシャーとなっています」（対象者 B）。 

 

また、国内の基金会や行政側との協力に問題が出てきた。一加一に資金援助を提供して

も、障害のある人びとのためにより良いサービスや訓練を実現することを重視していな

い。 

 

 「基金会や政府側は、サービス提供の質よりより、多くの人に提供できることを追求し

ます。例えば、10,000 元の資金を受ければ 10 人にサービスを提供できますが、相手はた

ぶんそれを 20 人に増やしてサービスの質を低くしても良いと言いました。つまり、数字

からの実績が強調されています」（対象者 A）。 

 

2.2.1.4  事業内容 

一加一は、障害福祉サービスの提供、障害のある人のためのメディア関連事業やインタ

ーネット事業、そして非営利事業などの分野に携わっている。また、中国内陸の障害のあ

る人とその自助団体の設立と発展を支援し、障害者権利擁護活動を促進することを目指

している。そして、障害のある人の就業促進のために、「其实」コンサルティング会社と

いう社会的企業を創設し、障害のある人の就職紹介、職業訓練、企業側が障害者雇用に関

連する合理的配慮の整備などに関する監督や指導を行っている。そのほか、社会や障害の

ない人びとの障害意識の転換を目指し、一般市民に対する障害意識の向上に関する提言
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などの活動を行っている。具体的には、「社会企業発展センター」、「視聴覚障害者サー

ビスセンター」、「DPO 発展支援センター」、「メディア制作センター」、「大衆教育セ

ンター」の事業部を挙げることができる。サービス事業としては、「中国障害者観察

（www.canzhangren.org）」、『中央人民放送テレビ、中国の声「障害者の友」の専門放送

番組』、「視覚障害者ホットライン（www.shengbo.org）」、『発行物・雑誌「有人」

（www.youren.org.cn）』、「障害者速記作業（sulu.yijiayi.org）」、「視覚障害者の

非視覚的撮影（www.feishijue.org）」が挙げられる。 

 

2.2.1.5  ワンプラスワンの目標 

① 視覚障害のある人へのサービス提供から 

  最初の段階では一加一は視覚障害のある人のためのラジオ番組やホットラインの作成

を中心に展開された。ラジオやホットラインを通じて、多くの視覚障害のある人のニーズ

を把握することができるので、ニーズに応じた製品も作成する。 

  また、オペレーターやラジオ放送を担当する人は自立して生活していた経験がある当

事者であり、自分の経験を生かして障害のある人の問題を解決するサービスを提供して

いる。そこから発見されたのは、多くの人びとは心理的な問題を持っており、常に孤独感

や抑圧感を感じていることである。そのため、心理コンサルティングの資格を持っている

障害当事者を公募し、彼らは自宅で電話に応答する仕事に従事している。 

  そして、毎週反映される質問などの内容を、ソーシャルワークやラジオを介して多くの

障害のある人びとの間で共有している。こうしたことを通じて、一加一は中国初の視覚障

害のある人によるラジオ番組の制作チーム、および視覚障害のある人の速記者を育成し

た。 

 

②  最初の目標 

  最初の目標は、調査対象者 A の話によると、「障害のある人の能力を発揮できる空間

を作りたい」ということであった。イギリスにおいて視覚障害のある人のために 40 年以

上続いている番組があるが、このような形式が中国でも展開されることを希望している

ので、ラジオ番組 BBC World Service Trust からの資金援助を受け、「中国の視覚障害者の

ための放送チームを作る」という形式で展開された。 

 

 

 

 

http://www.canzhangren.org/
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③  2008 年障害者オリンピックの転換点 

  2008 年に中国は障害者オリンピックを機に、バリアフリー環境の建設が進んでいる。

その時、一加一は中国唯一の非政府主導の民間組織として、現場に入ってインタビューで

きたメディア機構である。 

 

 「当時の中国のような環境では、私たちが行ったこのようなことができるのは、非常に

珍しい。他のマイノリティーより、障害者という立場だからこそ、この機会が得られると

考えています。例えば、HIV に感染した人びとなどや、少数民族などの団体はたぶん難し

い。だから、中国で障害を持っていることは、確かに色々な偏見を受けてはいるが、ある

程度政府側からの制限を突破することができると思っています」（対象者 A）。 

 

上記の話から、中国政府は市民社会の展開に様々な制限を設けているが、「障害」を持

っている人びとを「社会の弱い存在だ」と認識しているので、障害者団体に対して厳しく

制限していないことがわかった。このような「偏見」に満ちている意識こそ、逆説的に他

の市民団体より障害者団体の発展に有益な環境を作る。 

 

④ 目標の変化 

  2008 年のオリンピックを機に、当時一加一は中国社会のバリアフリー施設の不備や、

合理的配慮の不足に注目し、さらに社会からの「能力不足」というステレオタイプを変え

たいという意識が強くなった。 

 

 「私たちはもっと多くの課題に直面していることに気づきました。例えば、障害者同士

の間で視覚障害のある人は「「お金を稼がない」人だと思われているが、視覚障害のある

人びと自身は「マッサージをすればとにかく自分でお金を稼げる」という強い考えを持っ

ている。しかし、就職する際に、あれこれの資格証などが必要ですが、障害者はこのよう

な資格を取るのは難しいのです。さらに、当時の中国では、バリアフリーはほぼ進んでお

らず、自分の能力を社会に証明するためには、最初に社会を変える必要があると意識しま

した」 

 「私たちは自分のやりたいことがあっても、環境は必ずしもそれを許しているわけでは

ないのです。だから、自分の努力は重要ですが、社会環境を変えなければ何もできないと

考えるようになりました」（対象者 A）。 
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  この話から、一加一の障害観が変化していることがわかった。最初の「障害を持ってい

てもだめな人ではない」という自分の能力を証明したいという意識から、社会環境に障害

のある人びとに対する影響に気づき、障害のある人びとのニーズを社会に求める段階に

入ったのである。また、障害に対する消極的な態度から、自分のアイデンティティを受け

入れることの重要性も認識した。 

 

 「最初の頃、私たちは自分の能力を証明するために、視覚障害者であるということを隠

し、インターネット上でブログなどを行っていた。しかし、その後、オンラインで障害が

あるということを隠すことはできても、実際の社会生活の中で、このようなことを隠すこ

とはできないということに気づいた。毎日家から出て、多くの人と接触していると、障害

のことを避けても他の人は気づいてしまう。また、障害を隠すということは、自分の障害

の特性を認めないという否定的な態度の現れでもある。逆に、障害は自分の生活と切り離

すことができないのに、障害を避けるためにどうすれば私のハンディキャップを人に見

せずにできるかということに注目するあまり、自分のエネルギーがそこにばかり費やさ

れる。そこから私たちが気づいたのは、自分の障害を認めることは、障害のある人のアイ

デンティティーの形成に非常に重要なことであるということだ。その後、障害意識に関す

る講義も行われ、団体のメンバーたちに広がっている」（対象者 A）。 

 

  さらに、その後の障害者権利条約の批准は、社会に障害のある人びとのニーズを求める

根拠を提供する。このように、一加一それ以降、自分たちの能力を発揮するのではなく、

社会環境を変えたい、さらに社会の側の障害に対する意識を変えたいということを目標

とするようになった。 

 

④  現在の要求 

  現在では、一加一は障害当事者の立場に立って、専門的な技術や管理等の分野で支援活

動を提供すると共に、障害のある人の就業形式の変革に取り組んでおり、中国の障害者自

助団体や他の機関から支援を受けた社会事業団体の発展を促し、社会から排除されてい

る障害のある人を支援し、総合的な能力を向上させ、社会の受け入れを推進している。そ

の目標は、平等な社会参加と、障害者本位による社会的変革を通じて障害のある人びとの

成長に合わせた多元的社会を実現することであり、特に「求同存異」ということを強調し

ている。 
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2.2.1.6  「一加一」の位置付け 

 一加一は自らの団体を真珠とチェーンに例え、真珠は障害のある人びとの声、障害関連

法制の監督と推進、マスコミの報道、一般市民への啓発活動、政策提言などの権利擁護活

動を表しており、これに対して、チェーンはこれらの活動を貫いて繋げる自助団体のこと

を指し、「真珠」を繋ぐことによってその価値がより大きくなることを意味する。 

 

2.2.2  主な出来事 

一加一の発足当初、国際基金からの資金援助を受け、激しい権利運動を行うのではなく、

サービスを提供する戦略で展開し、障害のある人びとの情報サービスを提供することで

政府から正当性が認められた。2008 年の北京オリンピックおよび 2010 年の広州アジアパ

ラリンピックにおいて、障害のある人によって構成された中国初のラジオ番組制作チー

ムを結成し、番組を中国の大部分の地域で放送した。また、障害者権利条約が批准された

後、一加一は障害者権利条約に関する教育トレーニングに参加し、その後、権利擁護活動

はますます活発になっている。 

2008 年以来、障害者権利擁護の観点から多くの地方自治体の DPO を支援しており、国

際社会との整合性を強調し、中国における障害のある人びとのための社会環境の変化を

推進してきた。 

2009 年 10 月に、百盛集団の障害者差別事件4に対して、中国で初となる障害者の差別

反対を訴えたパフォーマンス・アートを実施した。2012 年、一加一は、障害者権利条約

の履行状況に関して国連障害者権利条約特別委員会が審査を行った時に、シャドーレポ

ートを提出した。 

2013 年 3 月に、国務院法制委員会に「障害者教育条例（改正草案）（審査稿）」の改正

意見を提出した。同年 6 月に、中国の複数の地域で障害者差別反対運動を繰り広げ、裁判

所に訴訟を起こした。同年の 8 月に、中国の DPO として初の民間宣言である「障害者の

融合教育と平等な就業に関する武漢宣言」を発表した。2014 年以降、新聞やテレビなど

の伝統的メディアの中で権利不適合性に関する障害発達観察レポートを発行した。また、

毎年、障害政策の実施および障害者権利の事件を整理している。 

一加一は積極的に情報通信技術を利用し、社会的支持を獲得するためのメディア活動

を行っている。2014 年から毎年 11 月に、国内の 5 つの障害者団体および障害者家族の団

体と連携して障害のある人びとの声を集め、全国的なオンライン・アドボカシー活動を行

っている。一ヶ月の間に全国各地で様々な障害者権利意識に関する教育研修を行い、障害

当事者が声を立ち上げることを支援する。これも中国の障害者運動において初めてのこ

とであり、最も早くに行われた大規模かつ全国的な障害者運動である。 
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2014年にDisability Voice Monthに積極的に従事していたDPOはわずか 57であったが、

2015 年には 147 に増加した。2016 年までに 150 以上の組織が自らアドボカシー活動を実

施した。一加一のような障害者団体は、毎年各種の提言活動や教育研修などを通して、障

害当事者の権利意識を向上させるだけではなく、障害を持っていない人びとも障害の問

題や差別に関心を持つように働き掛け、ネットとメディアを活用して、社会全体の権利意

識の向上を促進させている。さらに、近年の障害のある人の権利擁護事件や公益性に基づ

く訴訟なども、これらの団体の支援により、障害の社会モデルの意識を広めることに貢献

している。 

 

表 4.3 「一加一」の主な出来事の展開リスト 

年 主な出来事 

2006 創設 

2007 視覚障害者により構成された中国初のラジオ番組制作チームを結成し、番

組を中国の大部分の地域で放送。 

2008 2008 年の北京オリンピック及び 2010 年の広州アジアパラリンピックにお

いて、障害者による史上初の公式メディアとして、中国で初めて障害者向

けのインターネット番組を放送した。 

2009 5 月に視覚障害者を対象とした撮影の専門研修を初めて中国に導入した 

10 月に百盛集団の障害者差別事件に対し、初回の障害者への差別を訴える

パフォーマンス・アートを実施した。 

2010 ラジオ「中国障害者観察」が中央人民放送テレビ「中国の声」で放送し

た。 

2011 7 月に北京市豊台区一加一障害者文化サービスセンターという名称で民間

の事業体として登録された。 

10 月に初めての「中国障害者青年リーダートレーニングキャンプ」という

障害者リーダーの育成活動を行った。 

2012 政府機関以外の独立した民間団体として初めて、国連に対し、障害者権利

条約に関するシャドーレポートを提出した。 

2013 3 月に国務院法制委員会に「障害者教育条例（改正草案）（審査稿）」の

改正意見を提出した。 

6 月に中国の複数の地域で障害者差別反対運動を繰り広げ、裁判所に訴訟

を提起した。 
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8 月に中国の DPO として初の民間宣言である『障害者の融合教育と平等就

業に関する武漢宣言』を発表した。  

2014 5 月に上海ワンプラスワン、8 月に障害分野の研究・コンサルティング・就

職支援と技能訓練を主要な業務としての「其实咨询」という社会的企業を

創設した。 

11 月に内陸の 5 つの DPO と障害者家族組織と連携して、初回の「2014・

中国障害者発声月」という障害意識の宣伝活動を全国に展開した。 

12 月に一加一創設者の蔡聪（視覚障害）が国連開発計画（UNDP）から唯

一の中国障害者代表として招待され、カンボジアの首都プノンペンで

ASEAN 諸国の「障害者権利条約の促進とデータ収集」セミナーに参加し、

中国の実施状況を発表した。 

2015 複数の北京市と上海市政府からの障害福祉サービス購買プログラムを担当

し、さらにフィンランド大使館とカナダ基金会からの資金援助を受け、１

年間の「女性障害者能力向上」プログラムと「障害者融合教育の促進」プ

ログラムを実施する。 

2 月に障害者連合会の理事長が一加一を訪問した。 

6 月に創設者の解岩と傅高山がアメリカ公益法研究所（PILnet）が主催する

「Actor Training」に参加した。 

11 月に一加一の支援のもとに、中国初の女性障害者組織「DAWS」が北京

に創設された。 

2016 中国赤峰と白银の地方 DPO と連携して「障害者サービスセンター」を創設

した。 

1 月に創設者の解岩が第二回の中国障害者事業発展研究会5の常務理事に就

任した。 

6 月に一加一の初めての発行物『中国障害者観測報告 2014ー2015』が出版

された。 

10 月に解岩と「DAWS」女性障害者組織の担当者がソウルで開催された

「アジアにおける障害を持つ女性の権利推進に関するフォーラム・CRPD

の 10 周年記念」という国際セミナーに参加した。中国の女性障害者自助団

体の中で国際会議に参加したのはこれが初である。 

12 月に蔡聪が『中国の障害者事業推進における障害視点6の促進に関する提

案』の中で、初めて中国内陸に「障害者視角」の理念を提示した。 



 130 

2017 「其实咨询」が全国にわたって障害のある人に対する AI 技術の教育訓練を

実施し、12 月までに 300 名以上の人が訓練を受け、約 130 名の人が就業し

た。 

多数の公益組織とメディアと連携して、社会募金活動を行った。 

1 月に蔡聪が中国の人気ネット番組「奇葩説」に参加し、「世の中に障害

者がいるべきではない7」というテーマでレクチャーを行い、主流的な障害

観を打ち破り、一時的にネットの話題となった。 

11 月に蔡聪が公益広告の撮影に参加し、障害のある人が平等な就業機会を

求めることを強調した。同月に全国の複数の大学に障害意識に関するレク

チャーを行った。 

2018 6 月にニューヨークの国連本部で第 11 回障害者権利条約締約国会議が開催

され、马志莹博士（身体障害）が一加一の代表者として講演を行った。中

国 DPO の初めての発言である。 

12 月に「企業用・障害者融合雇用のマニュアル」、「DPO のリーダーシッ

プマニュアル」、「障害分野の交渉とアドボカシーのマニュアル」を発行

した。 

2019 オンラインで障害のある人のコミュニティーの建設と宣伝のために、「残

库」という WeChat パブリックアカウントが成立した。 

「DAWS」女性障害者組織が「障害とジェンダーに関するセミナー」を北

京で開催し、70 名以上の当事者と親族が参加した。また、女性障害者のた

めのホットラインと WeChat パブリックアカウントを創設した。そして、7

月に女性障害者のストーリーの共有をめぐって全国各地でキャンペーンを

実施した。 

出典：一加一による発行物『中国障害者観察報告（2014—2015）』、『中国障害観察報告

（2016）』、とパブリックアカウントの内容に基づき筆者作成 
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図 4.2 初回の障害者への差別を訴えるパフォーマンス・アート8 

 

 

図 4.3 中国で初めて名称の中に「障害者（残障人）」の言語使用 

 

 

図 4.4 一加一による北京市地下鉄の公益広告 

 

 

図 4.5 北京、鄭州、青島など複数の地域で初めての全国的な障害者差別反対運動、そ 

の後、訴訟を提起した9 
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2.3  行政側から評価を得る戦略 

2.3.1 シャドーレポートの提出 

2012 年、一加一は、障害者権利条約の履行状況に関して国連障害者権利条約特別委員

会が審査を行った際にシャドーレポートを提出した。このレポートは、イネーブル障害学

研究所と連携し、政府の報告書において触れられていない問題や当時中国の様々な権利

条約を満たしていない現状を説明し、さらに、国連に提出すると同時に、中国政府にも同

じ内容のものを送った。これは国際条約を利用して政策的提言を行う一つの手法だと考

えられる。 

このレポートを作成するにあたって、当事者団体として障害関連の国際的事業に対す

る参加の意欲が示され、中国国内の状況改善の促進と権利保障の視点から、当事者からの

声を世界に出すことができた。そして、メディアを活用して影響力を拡大し、政府から団

体への圧力を軽減させるものとなった。 

さらに重要な戦略としては、シャドーレポートに引用されたデータは客観的であり、中

国政府に対する批判的な表現や子供の喧嘩のような表現を避けるものであった。組織担

当者からの話によると、他の苦情申し立て者との最大の違いは、彼らが提出したものは、

問題指摘だけでなく、障害のある人びとが望んでいるニーズと解決策も提案したことで

ある。また、「普通に政府部門にこのような報告書を提出しても無視される可能性が高い

ので、国際機構の圧力で中国政府もこれらの問題に注目するようになると考える」と語っ

てくれた。 

その後、中国政府は一加一に対して積極的に受け入れる態度を示し、組織関連者が障害

者会議に招待された。このことをきっかけに、一加一は政府側と特別な交流ルートを築い

た。政府による民間団体に対する制限は相変わらず存在しているが、一加一は他の非政府

主導組織より発言権を持つことができるようになった。 

 

 「中国の社会環境でこのようなことをするなど、相当難しいと思うけど、その後、政府

からの処分など何もなく、逆に全国の障害者会議に招待してくれました。最も興味深いこ

とは、非政府組織からこのようなレポートを提出できたことを褒められたことです」（対

象者 A）。 

 

2.3.2  障害者連合会との協力 

現在の中国社会において、障害者連合会に代表される政府部門は、民間の障害者自助団

体との関わりが非常に重要である。障害者連合会の態度や支持状況は、自助団体の発展や
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資源などをある程度決めている。しかしながら、現在の状況において、政府部門と自助団

体の双方に確かな信頼感が築かれていないことによる問題が現れている。 

例えば、一加一にインタビューした際に、対象者 A は以下のように述べていた。 

 

 「市民組織として連合会の資源を奪うなどということはないのだが、もちろん連合会は

自助団体を認めようとはしません。実のところ、もし連合会がリハビリやいろいろな活動

や資源を私たちのような組織に任せたら、多分もっとよい効果が得られるでしょう。しか

も彼ら（連合会）はもっと仕事が楽になると思います。しかし、これには意識の転換が必

要で、今の段階では少し難しいでしょう。とはいえ、いまの状況は数年前よりは良くなり

ました。また、連合会や国内のある基金会からの資金を援助してもらったら、自由に活動

を行うことが難しくなります。彼らの指示に従わなければならないからです」。 

 

このインタビューからも、障害者連合会はいまだ自助団体の機能や性質を十分に認識

せず、多くの場合は政府側の立場に立って、自助団体を一種の圧力だと考えていること、

そしてまた、障害者自助団体は連合会からの基金を受給して活動を行うと、自主性を失っ

てしまう可能性もあるという、政府部門と自助団体の間に存在する難しい関係が明らか

になった。 

一方、一加一はこのような状況を変え、「自分の理念に一致していることだけを受け取

る」という戦略で連合会と協力していこうとしている。また、この過程において、連合会

の人にも影響を与え、両方の理解が高まった。さらに、連合会との協力を行政側との一種

の接続点だと考え、それを通じて行政と関わることができる。 

 

 「過去に政府からのサービス購買がなかった時、私たちがやりたかったことは彼らと話

し合って、彼らの尊敬を勝ち取ることでしたが、サービス購買するようになった後は、生

き残るために彼らに依存しなければならなくなりました。また、連合会も私たちの組織に

対する認可の程度が減少したと思います。ですから、私たちは自分たちの道に戻らなけれ

ばならず、自分でやらなければならないと思っています。政府が私たちのやりたいことと

一致したら、協力してやります。また、この過程の中で、彼らに影響を与えることができ

ることも発見しました。個々の政府職員に影響力を持っていることは、非常にありがたい

と思います」（対象者 A）。 
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2.3.3  政府が管理する範囲内での行動 

2.3.3.1  障害分野に専念 

一加一が中国の権利擁護活動が非常に制限されている環境の中で、近年、障害のある人

びとに大きな影響を与えているのは、「障害分野に専念する」という戦略によるものと指

摘することができる。前述のように、「障害」のある人は「社会の弱いグループに位置付

けられる」という偏見が強いが、この偏見をうまく利用して、中国の社会環境で権利擁護

主張の活動を行っても、「慈善的なもの」と見なされるので、特に抑圧されているわけで

はない。また、最初の段階では、他の人権運動とあまり関わっておらず、障害に関連する

分野の範囲で活動を行っている。 

 

 「まず障害についての活動は、政府から見ればそんなに敏感になるようなものではない。

だから、この意識のもとで当事者としても私たちは何をしてもただ慈善的な行為だと見

なされ、社会を変えるなんて政府はそう考えていないのです。また、他の団体は、障害の

ことを借りて人権運動とかを行う意欲がありますが、私たちは彼らと接触することをけ

っこう気をつけています。彼らの考え方に反対するわけではないのですが、もし人権運動

を一緒に行えば、政府側は一緒に抑圧する可能性が高いですから」（対象者 A）。 

 

2.3.3.2  海外からの基金に対するやり方 

一加一は創設期からイギリスからの資金援助を受けていたが、2016 年から中国政府は

海外からの資金を受けることを厳しく制限している。そのため、海外の資金を受けて活動

を行う非営利組織は、政府から正当性を認められることが困難である。この点について、

一加一は、接触した海外の組織や人、そして資金の用途などの情報を政府に公開し、隠さ

ない方法で行政と交渉している。 

  

「海外の資金援助や組織などと接触することは、もちろん政府は望まないのです。私た

ちは、これに対して、向こうの情報を政府に公開することで、誰と接触するのかなどを政

府が把握することができるようにしています。また、この資金を受けて何をするのかにつ

いての情報も公開されており、それによって政府はコントロール可能だと考えるでしょ

う。この前のシャドーレポートの提出もこのようなやり方で、特に政府を批判するわけで

はなく、ただ事実をいうだけで、さらに政府にも同様な内容を送っており、政府が予測可

能な範囲で活動を行うなら、特に問題はないのです」（対象者 A）。 
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2.3.3.3  情報サービス提供 

一加一は、2008 年に障害者権利条約が批准された後に、国際機関における条約の普及

に関連するトレーニングに参加した。そして、「私たち抜きに私たちのことを決めるな

（Nothing about us without us）」という権利条約の策定過程においてすべての障害のある

人びとに共通する考え方を理解し、それをきっかけに権利擁護活動を行う必要性をさら

に意識するようになった。それ以降、一加一は障害のある人びとへの情報サービスの提供

を通じて、権利擁護、障害意識に関連する啓発教育などの運動を実現することができた。

一加一が実現させたことを、以下の節で詳しく述べる。 

 

2.4  社会への影響 

一加一は権利条約の内容を根拠とし、積極的に中国国内の障害関連法制の推進と改正

を行い、それに基づき人権侵害を受けた障害当事者を支援し、社会に訴える。特に影響力

のある人権侵害事件を通じて、マスコミやインターネットの活用によって社会の話題と

なるように導き、さらに権利条約に基づいて政府や社会に訴えるということが一加一の

戦略であることが指摘できる。 

 

2.4.1 障害当事者の権利擁護活動の促進 

一加一は障害のある人びとが自らの権利が侵害される時に、積極的に権利擁護活動を

行うことを応援し、既に権利促進の成果を獲得した。一加一は積極的にサービス提供や障

害意識に関連する活動を行い、これらの行動を通じて、障害のある人びとの間に強いネッ

トワークを形成することができた。さらに、そのことによって、自らの権利を保障する意

識が強くなった。そして、障害当事者が自らの生活の中で差別や不公平な扱いを受けたら、

一加一のようなDPOは当事者の権利主張を支援する。例えば、一加一をはじめとしたDPO

が近年中国社会に大きな影響を与えた一つの重要な事件は、2012 年から 2015 年までの 3

年間で法律支援機構などと連携して、障害のある人びとが障害のない人と同様に大学入

試試験を受けるために、試験の際に合理的配慮を要求する運動が挙げられる。一加一は障

害のある人の教育資源を獲得するために、大学入試試験に参加することを励まし、権利主

張や合理的配慮の要求に関する知識とトレーニングを提供する。従来では合理的配慮の

不足などの理由で普通大学入学試験を受験する障害のある人はいなかったが、一加一は

試験の申請から、適切な宿泊施設とサービスの提供、提供されるサービスの評価などの一

連のサポートを行っている。 
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2013 年に視覚障害を持っている李さんは、大学入試試験に申し込んだ後に、「点字試

験用紙がない」という理由で地元の教育部門に拒否された。それをきっかけに、一加一を

はじめ多くの障害者団体が権利擁護活動を行い、マスコミやメディアでこのような差別

的な行為を報道し、社会からの注目を集めるようになった。その後、当地の教育部門が李

さんの入試資格を承認し、試験の登録期間の最終日に李さんは受験許可を与えられ、点字

で大学入試試験に参加した最初の学生となった。また、2014 年 3 月に教育部が「2014 年

普通大学の入学に関連する通知」の第６条において、各地方や関連機関が障害のある人び

とが平等に試験に参加できるよう、合理的配慮の提供を義務づけることが規定されてい

る。そのために、視覚障害のある李さんが普通大学の入試試験を受ける時に、視覚障害の

ための点字用紙の提供や、特別支援者の配置が可能となった。一方、社会に注目されてい

る李さんは、二科目の試験で白紙答案を提出した。その理由については、「点字用紙だと

答えるスピードが遅くなる。問題を理解したばかりだが、もう時間になってしまった」と

報道された10。この事件は当時、一時的に社会の大きな話題となり、「資源の無駄だ」な

どの声も出てきたが、障害のある人びとにとって 2014 年は視覚障害のある人の「入学試

験元年11」と呼ばれる。 

そのほか、一加一は研究者や公益法律支援機構などと連携して、障害のある人びとが平

等に大学入試試験に参加するための施策提案書を作成した。2008 年の『障害者保障法』

と 2012 年の「バリアフリー環境建設条例」の中に既に障害のある人のための合理的配慮

の提供が要求されているが、障害のある人の入試受験資格の正当性がなかなか認められ

ず、ようやく 2015 年 5 月に『障害者の普通大学への参加に関する全国統一試験の管理に

関する規則（暫定）』が公布され、それによって障害のある人の普通学校の入試受験資格

が認可され、試験中の合理的配慮の提供が規定されるようになった。 

 

 「障害当事者が何か重要な権利が侵害されたら、例えば、普通の人と同じように大学入

学試験を受験できなかったり、就職や職場の中で差別的に扱われたり、ローンの申請を拒

否されるならば、私たちはネットやメディアを通じてこれらの事件を報道し、社会の話題

になるよう努める。社会の世論の影響で関連する部門はこの問題に気づくことができ、問

題に対応するための行動が期待できる。また、他の専門家などと連携して、このような既

に発生した人権侵害事件を利用して、今後の関連する法律や政策の制定に影響を与える」

（対象者 A、B）。 
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2.4.2 就業形式の多様化の促進 

一加一は「障害を持っていても無能ではない。誰でも特有の価値がある」という価値観

に基づき、従来の集合就業や割当就業の形式を変え、障害のある人の就業形式の多様化を

促進することに強い願望を示した。 

 

 「大事なのは、障害のある人が自らの一番適しているところで働くことだ。ある企業は

障害のある人を雇用しても、役に立たないと思って実際の仕事を配分しない場合も多い。

または企業が多くの障害のある人を採用したが、適切な合理的配慮を提供せず、障害のあ

る人が大変な環境で働くことも多い。私たちはこのような現状を変えたい。だから、障害

のある人に職業訓練を実施するとともに、企業側に対しても適切な職場環境を提供する

ことを支援する」（対象者 A）。 

 

このような理念に基づき、一加一は 2014 年 8 月に元の研究部門と技術部門によって「其

实咨询」という社会的企業を創設した。その主な事業内容は、障害のある人の新しいキャ

リアの開発と障害者雇用の促進、および企業側の障害者雇用の支援が含まれ、さらに中国

の障害分野におけるデータ情報サービスにも焦点を当てている。2016 年末までに上海と

北京の二ヶ所に事業運営センターを設立した。DPO として障害当事者の情報やニーズを

十分に把握することができるので、IT 技術を活用しながら、現在中国の障害分野におけ

る情報とビッグデータの統合者として大きな影響があると思われる。 

 

2.4.3 地方 DPO 発展の促進とネットワークの形成 

一加一は最も早く創設された DPO として、積極的に地方の障害者組織にこれまでの経

験を共有し、資金援助を提供することで、全国各地のネットワークを築くことができた。

これらの組織の中に、政府に正式に登録されている組織もあるが、正式に登録されておら

ず、「隠されたアドボカシー」を行う組織も存在している。また、関連担当者が、「各々

の DPO が一加一の資金を利用して実現したことを観察して、それを通じて能力のある活

動家を発見することができる。それによって全国の障害者リーダーとのネットワークも

形成されるようになる」と語ってくれた。このように、一加一は地方 DPO 発展を促進し、

資金援助と連携活動を通じて地方組織や当地の障害者リーダーとのネットワークを築く

ことができる。 
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2.4.4 政策制度への影響 

第 2 章の中国における障害政策の内容から、中国の障害政策は障害のある人びとの権

利を保障することに対する効果は小さく、むしろ慈善に基づく福祉救済の一種と捉えた

れてきたことが分かる。また、中国の政府が清政府から中華人民共和国に至る過程にお

いて、政府の役割が徐々に大きくなり、最終的に、政府が強大な力を持つ「全能主義国

家（total state）」になったと指摘した（邹 1986）。中国は改革開放以降、多くの研究者

が政府の役割を弱める「小政府、大社会」という考えを提示したが、今になっても政府

が方針の提示や政策の推進の主導権を持っている（葛 2015）。こうした社会環境での障

害者自助団体による政策提唱は、権利擁護運動よりさらに困難であると考えられる。 

これに対して、一加一は政策制定の提案についてこれらの戦略を用意している。具体的

には、①メディアを通しての社会話題の普及、②市民への調査活動、③連盟の提案書、④

法律訴訟などが含まれる。 

 

「メディアやネットの影響力を活用することにより、障害のある人の差別事件に対す

る注目度が高まると思われる。人権侵害の程度が高いなら、社会の話題になり、関連部門

はその問題に対応しなければならない。また、法律訴訟も権利擁護の方法の一つだ。例え

ば、外出する時にバリアフリー施設の不備や差別を受けたことをきっかけに、地下鉄、鉄

道部などの交通部門に訴え、公益性に基づく訴訟も提起された。これらの訴訟の多くは、

常に成功するとは限らないが、関連部門の注目を引くことができると考える。そして、私

たちはよく研究者と連携し、障害のある人とのネットワークを使って調査活動を行って

おり、客観的なデータや事例を使用しながら連盟の提案書を提出する。そのほか、一加一

の組織担当者の 1 人が障害者事業発展研究会のメンバーで、政策研究の会議で私たちの

意見を発表することも可能だ。障害者連合会との協力の過程で、不適切なことや提言を相

手に伝えることも時々ある」（対象者 A）。 

 

このように、一加一は積極的に政策に関する提案書や発言を発表し、中国の政策条例の

執行を促進する。2013 年 8 月に、一加一は武漢大学公益と発展法律研究センターなどと

連携して「障害のある人の融合教育と平等就業に関する宣言」を発表した。これは初めて

の障害に関する中国国内の市民組織からの発言である。また、障害のある人とのネットワ

ークを活用し、調査活動を通じて障害のある人びとの意見を効果的に統合し、適切な問題

の提示と提案を作成しており、関係者の注意をひくことに効果があった。2016年 12月に、

「障害当事者の参加を促進する文書・中国障害者団体の提案」という提案書を出し、初め

て中国社会に対して「障害当事者の視角」という概念を提出し、これからの政策作成の方
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向性を指摘している。また、近年障害当事者の権利擁護の事件から見ると、法律を通じて

多数の訴訟が行われており、多くの当事者が立ち上がって、自分からの声を出し、自分の

権利保護に取り組むように促している。 

 

2.5  自立生活への関心 

  一加一の創設者は早期から自立生活のニーズに気づいており、その中でも特に自立の

技能訓練に注目し、自立を通じて社会によりよく参加できるという考え方を持っている。

また、従業員を雇用する際に、自立できることを条件として設定し、「自立できる人は、

自己信頼に問題ない」と語った。一加一の創設者とメンバーはほぼ障害を持っているが、

要介助者程度の人はまだみられていない。そして、現段階では一加一は自立生活に関連す

る介助保障などの権利擁護運動は展開していない。 

3 自立生活項目の展開——「瓷娃娃」を例として 

 2008 年中国は障害者権利条約を批准した降、条約の内容に基づき障害のある人びとの

権利擁護が進んでいる。条約の第 19 条は「自立した生活および地域社会へのインクルー

ジョン」に関するものであり、障害のある人びとの自立生活や自己管理の理念が提出され

た。その後、一部の障害者組織が IL 運動の自立思想から自立生活の基本的な内容を理解

し、中国における障害のある人びとの自立観を変化させていきたいと考え、中国の実情に

相応しい自立生活項目を行っている。 

最初に自立生活の理念を提示するのは、北京市における「利智リハビリテーションセン

ター」である。この知的障害のある人に福祉サービスを提供し、就労支援を行っている組

織が 2012 年から自立生活理念を実践し始めた。その「利智」は 15 歳以上の中・重度知的

障害を有する人の自立生活を実現するために、知的障害のある人を介助者の支持でコミ

ュニティに融合し、社会に参加するように取り組んでいる。また、「愛心互助残健互助协

会」という障害当事者の公益組織はサービスを提供する際に、自己決定権や自立した生活

の必要性に気付き、同じ障害を持っている人をカウンセラーとし、ピアカウンセリングの

形式で自立生活を応援している。そして、「瓷娃娃」（China-Dolls Center for Rare Disorders）

という民間組織が 2014 年に障害のある人の自立生活を実現することを目標として、初め

て自立生活項目の設置を試みた。 

本節では、「瓷娃娃自立生活項目」に対する聞き取り調査の結果を中心とし、現在の中

国における自立生活の理念、展開状況とこれからの課題について検討する。それにより、
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今後の自立生活を成り立たせるために、どのようなことが必要であるのかを明らかにす

る。 

 

3.1  調査の概要 

筆者は 2018 年 7 月に北京市「瓷娃娃」事務室で 3 人の組織参加者を対象に、インタビ

ュー調査を実施した。本節では、個人インタビューの事例のほかに、組織から取得した内

部資料や、Web サイトの説明、組織および創設者のソーシャルメディア、ブログの内容か

ら収集されたデータも使用している。調査対象者には、自立生活項目の創設者、ピアカウ

ンセリングの担当者、業務運営のスタッフが含まれている。対象者の具体的な状況を表 4.4

に示した。 

 

表 4.4  対象者のプロフィール 

 年代 性別 障害種別 最高学歴 職位 

F 20 女 不明 大学 組織管理者 

G 20 女 身体障害 不明 ピアカウンセリング 

H 20 男 身体障害 大学 業務運営 

 

調査の具体的内容は、二つの面に分けられる。一つは、自立生活項目の展開をめぐり、

その創設経緯、国際機関とのネットワーク、運営体系、政府との関わり、社会の影響力、

知的・精神・重度障害を持っている人の自立に関する考え方、今まで展開された項目の内

容と課題、展開方法、政策制定の参加および将来の計画についてである。もう一つは、こ

の自立生活項目に参加した当事者に対するものであり、自立生活をめぐって、生活のスト

ーリー、自立への意識の変化、「共生社会」についての理解、および自立生活を達成する

ための条件についての考え方などに関するものである。 
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表 4.5 調査項目 

① 基本属性に関する質問 

性別/年齢/障害種類/学歴/担当する仕事の内容 

② IL 項目の展開方法 

創設経緯/国際機関との連携状況/資金援助の状況 

③  今まで展開された活動の内容と課題 

活動の内容/これからの方向性/地方 DPO に対する支援状況/政府の支持状況 

④  社会の影響力 

項目の規模/地方との連携/社会に対する影響 

⑤  将来の方向性 

これまでの課題/将来の計画 

⑥  自立生活についての考え方 

 

3.2 「瓷娃娃」自立生活項目の概要 

 「瓷娃娃」は 2008 年に骨形成不全などの原因による希少疾患の当事者によって設立さ

れた中国北京市に位置する DPO である。最初は脆性骨疾患などの希少疾患に起因する障

害のある人を対象に、主にケアサービスの提供、希少疾患に関する啓蒙活動や権利保障の

普及に努めていた。その後、障害のある人びとの自立生活と平等な権利の実現、共生社会

の啓発活動を進めており、就労支援や IL 項目などの様々な活動も行っている。 

 

3.2.1 創設経緯  

中国における多くの障害のある人びとは、従来から家庭から過度な保護を受け続けて

おり、家族や周りの人に依存的になっていた。そのため、いかに自分の考え方を適切に家

族や社会の他者に伝え、当事者の自らの時間を自分のペースで使って自己管理ができる

か、といった自立生活の技能と意識が不足していた。こうした状況から脱出するのを期待

することをもとに、アメリカに留学して帰国した調査参加者 F が、同じくアメリカの自立

生活理念に影響された「瓷娃娃」の創設者である王奕鷗との協力で、「瓷娃娃自立生活項

目」を始めた。 

 

 「私はアメリカでリハビリテーションカウンセリングを学び、アメリカの自立生活セン

ターの影響を受けて、中国でもこのようなことを実施しようと思っていた。2013 年帰国

した時に、「瓷娃娃」の王奕鷗と出会って、彼女もアメリカの自立生活思想を知り、そし



 142 

て一緒に中国の自立生活を推進しようと思い、この項目を共同設立した。項目を開始する

前に、私たちは多くの障害活動家と相談した。そして、中国の状況はアメリカや日本と異

なることを理解して、最初に何ヶ月間の講義を行うことを計画した。障害のある人におけ

る自立生活上の問題の解決や、障害意識に関連するものだ。多くの障害者リーダーを招い

て参加者に自分の経験を共有したり、どのように家族から離れて自立生活をするのかに

ついてのストーリーを教えた」（対象者 F）。 

 

このように、アメリカ自立生活運動の影響を受けており、自立生活センターで展開され

ている自立生活技能項目を、中国の実情に合った形式で展開し、自立生活の意識を中国に

広げることを目的に事業を始めた。障害のある人びとの技能中心とする自立生活訓練で

はなく、従来の意識を変化させ、自らの障害をありのままに受け入れ、アイデンティティ

ーの確立や自信を身につけることや、自らの生活に対する意欲向上と自己決定などの意

識の転換に重点を置く項目を作成した。この考え方に基づき、自立生活の思想と技能に関

する知識のレッスン、ロールプレイング、コミュニティへの参加、外出行動、ピアカウン

セリングなどの活動を行い、さらに障害のある人だけでなく、障害を持っていない人びと

に対しても自立生活への意識の変化に取り組んでいる。現段階において主な参加者は、16

〜35 歳までの一定程度の自立意識を持っている障害のある人である。また、参加者の中

に何人も、家族から離れて実際に自立生活を始めた人が現れており、またかつての参加者

であったが、現在はピアカウンセリングを務める人もいる（調査参加者 G）。 

 

3.2.2 連携機関と資金援助 

自立生活項目の発足当初は社会からの寄付や、基金会からの援助を受けたことがある。

対象者 F の話によると、「項目の運営資金源は毎回異なり、政府によるサービス購入から

の資金もあるが、ほとんどの支援は基金会や、公益組織、社会からの寄付だ」ということ

がわかった。また、2016 年から中国政府による海外からの資金に対する審査が厳しくな

り、その影響で現在では海外からの支援を受けていない。 

項目の運営以外に、多くの公益組織と連携して障害のある人の自立生活を推進してい

る。そして、メディアの支援を通じて社会に宣伝することによって、多くの機関が自立生

活体験の場所を提供している。連携機関と資金の詳細は以下の表 4.6 の通りである。 
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表 4.6 「瓷娃娃」の支援機関 

支持内容 援助機関 

資金援助 北京市宝くじチャリティー、Tencent Le Donation、ME 公益財団法人

イノベーションファンドプログラム、「镐娃娃李敏镐」公益団体 

項目連携 北京「瓷娃娃」ケアセンター、北京疾病挑戦公益基金会、済南「瓷

娃娃」ケアセンター、北京利智リハビリテーションセンター 北京融

愛融楽知的障害者家族支援センター、ワンプラスワン障害者団体、

北京大学医学部障害予防管理協会、女性障害者支援団体 等 

場所提供 障害者活動センター、王府井新東安、希少疾病開発センター、「居

然之家」赤木ホール、北京和睦家リハビリテーション病院、東城区

コミュニティサービスセンター、Home、北京朝陽区挚爱職業技能訓

練学校、中関村学院調理学校、東城区天壇青少年活動センター 等 

メディア支持 Tencent ニュース、Youku 公益、愛ライブ、公益巷、NGOCN、中国

発展報告 

個人支持 獅子会—韓润峰 等の 11 人 

出典：「瓷娃娃」自立生活項目の情報資料に基づき筆者作成 

 

3.2.3 理念と目標 

 「瓷娃娃」自立生活項目は、障害のある人びとの生活問題の解決方法の指導、社会参加

の促進、自立生活意識の向上、そして自らの価値を認めるための支援に取り組んでいる。

その主な理念や目標については、以下のインタビュー内容から考察することができる。 

まず、障害のある人びとの職業支援と社会参加の促進については、「地域の社会生活に

平等に参加できるよう、障害のある人びとの自己決定権の向上に努めている」という考え

方を示した。 

 

 「確かに就職支援のためのコースや活動が含まれているが、技能訓練に重点を置くもの

ではなく、障害のある人びとの精神面での就職意欲も支援する。例えば、私たちはいかに

して自らのことを受け入れるか、どのように家族や周りの人、社会に自分の意思を伝える

のかに関する意識の構築を支援する。これらの理解も障害のある人びとの職業発展とつ

ながっていると考えている。私たちの自立生活の理念の１つとしては、個人の自主的な意

識と能力を向上させることが、障害のある人びとの可能性を伸ばすことにつながり、それ

によってさらに積極的に社会に参加できるようになると考えている」（対象者 F）。 
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また、自立の意味については、すべてのことを自分で処理するというわけではないとい

うことが強調された。「世の中の人は誰でも何らかの支援によって生活している。障害は

一種の特徴であると考えており、治療すべきものではない」という観点から、従来の障害

観を打ち破ろうとしていることがわかった。そして、家族に過保護にされてきた障害のあ

る人が、より自立した生活を過ごせる力を習得できるように努める目標が示された。 

 

 「実は、世の中にいる人は誰でも障害を持っている。例えば、上に行く時に、階段が必

要となる、遠いところに行く時にバスや電車がなければ行けないし、普段の生活はたくさ

んの人の支えで成り立っているし、他のメンバーがいないと生きられない、というものだ。

私たちは社会の一員として、いつでも誰でも何かのツールか、他人の助けを借りて「障害」

を克服して生活している。障害は欠陥ではなく、一種の特徴だと考える。重要なのは、そ

れを治療するのではなく、それと共に世の中で生きるのだ。自立生活は、すべてのことを

自分で負担するのではなく、家族と一緒に従来の障害意識を克服し、自分の望む人生を実

現し、そしてそれも自己の責任でできることを意味していると考える」（対象者 H）。 

 

そして、「自分の人生をコントロールし、自分の生活に関わることに声をあげる権利が

ある。簡単に言えば、自己選択、自己決定、自己の責任でできる」という話から、誰でも

自由に選択し、自分の生活をコントロールする能力と権利を持っていることを強調して

いることが分かる。さらに、参加者の中で最も多いのは身体障害のある人であるが、知的

障害のある人もいる。担当者はこれについて「特定の障害種に拘らず、多元化の理念」を

強調した。 

こうした理念のもとに、自立生活項目は、社会モデルの視角に立ち、障害のある人びと

へのエンパワーメントを重視し、講義とピアカウンセリングを主要な方法として行われ

ている。 

 

3.2.4  自立生活項目の展開 

3.2.4.1 主な展開活動 

この項目は 2014 年に創設されてから、調査実施当時までに 5 回開催された。各回約 8

ヵ月間続き、毎週末に集中講座を実施する。2017 年は 2 回行われ、１回が 3 ヶ月続いた。

参加者は肢体障害が大多数であるが、視覚障害や知的障害もいた。主な内容は、教育、自

立生活体験、およびカウンセリングという三つの部分に分けられる。期間中は合宿形式で

実施されるので、参加者同士の互いの刺激や助けになると同時に、実際にグループでの外
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出体験といった人間関係や周りの人との付き合い方等についての内容や、権利擁護の主

張方法等の実践的なものもある。 

そのほか、2015 年に最初の自立生活研究セミナーを行い、マレーシア、台湾、香港など

からの学者や公益機構が自立生活の理念と項目の経験について検討した。2015 年 5 月に

中国初の「IL 項目マニュアル」を作成した。同年から一年に一回「自立生活合宿」という

活動を開始した。これは障害のある人だけではなく、障害のない人も参加でき、自立生活

意識の向上に努めている。2016 年に一部の職員がマレーシアの自立生活センターで研修

した。さらに、複数の地域の障害者組織と連携して自立生活活動を行っている。 

 

表 4.7  自立生活項目の展開リスト 

・2014 年に初回の IL 項目が展開され、3 月の座談会から 11 月の卒業式まで、８ヶ月

間で 20 回以上の活動が行われた。参加者とボランティアは約 20 人であり、そのう

ち、希少疾患者および知的、肢体、視覚障害のある人が含まれていた。 

・2015 年 3 月 28 日に第二期の項目を開始し、12 月 5 日までの間で前回と同様 20 回

以上の活動が行われた。参加者の中に、骨形成不全症、重症筋無力症、視神経脊髄

炎、ムコ多糖、多発性硬化症、脊柱側弯症、ダウン症のある人８人がおり、そのうち

2 人は車椅子を使う障害のある人であった。また、6 人のボランティアが参加した。 

・第三期は 2016 年 5 月 14 日から 11 月までの 6 ヶ月で、参加者は骨形成不全症、脊

髄損傷、自閉症などの 14 人の肢体または知的障害のある人であり、そのうち 9 人は

車椅子の使用者であった。 

・第四期は 2017 年 5 月からの３ヶ月間で、9 人の参加者と 1 人のピア・カウンセラー

で構成され、骨形成不全症、脊髄損傷、精神障害、脳性麻痺等の障害のある人が含ま

れていた。 

・2017 年 8 月から第五期を迎えており、３ヶ月間で 20 回以上の活動を行った。参加

者は全部で 8 人であり、カウンセラーも一人参加している。 

出典：「瓷娃娃」自立生活項目の展開状況に関する内部資料に基づき筆者作成 

 

3.2.4.2  講義の内容と調整 

講義は主に自立生活訓練、障害意識の向上を中心に行われている。具体的には、自己認

識の確立、家族の障害意識の転換、社会参加、これからの行動、という 4 つのセクション

で構成されている。それぞれの内容と目標は以下の通りである。 
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表 4.8 講義の分類 

講義名 内容と目標 

①  自己認識の確立 

 

自立生活の目標と自己受容心理学のコースを通じて、参加

者が心から障害のことを受け入れ、自立の意識と自己決定

の能力を身につける。 

②  家族の障害意識 

 

非暴力的コミュニケーションなどのレッスンを通じて、参

加者の家族は正しい障害認識と家庭環境による障害当事者

に対する影響の重要性を理解し、当事者と家族がより効果

的にコミュニケーションを行えるようにする。 

③  社会参加 

 

職業の探索、障害と社会の関係などに関するレッスンを通

じて、参加者の視野を広げ、平等な権利の確立の意識を高

め、社会に参加する能力を向上させる。 

④  これからの行動 

 

時間管理、自己管理および将来の計画に関するセミナーを

通じて、参加者のニーズを把握し、将来の成長の計画につ

いて検討し、自らの力でこれらの方向性を確認する。 

出典：「瓷娃娃」自立生活項目の展開状況に関する内部資料に基づき筆者作成 

 

また、4 つのセクションの講義内容に基づき、グループワーク、レッスン後の体験談の

共有、また外出体験等の実践的な内容が設計されている。具体的なレッスンのカリキュラ

ムの内容と配置は、付録 4 のように示している。 
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表 4.9 実践的な活動の内容 

実践的な活動 内容と意義 

① グループワーク 

 

レッスンはテーマに応じて毎週土曜日ま

たは日曜日の１日間開かれる。専門知識

を有する講師を招待して、グループワー

クの形式で行われている。具体的な事例

をあげることと放課後の課題を通じて、

レッスンの内容に対する理解を深める。 

② レッスン後の活動 毎週のレッスンの後に、それに関連する

テーマをめぐり、当事者の生活の体験談

や、ストーリの共有、集団的活動などを

通じて、レッスンの内容を強化させる。

この活動は主に合宿の参加者向けであ

る。 

③ 実際の生活体験 グループワークの他に、グループで外出

したり、項目終了後の卒業式の演出や活

動を計画して実施したりする等が挙げら

れる。 

出典：「瓷娃娃」自立生活項目の展開状況に関する内部資料に基づき筆者作成 

 

そして、IL 項目の展開に従って一部の内容を調整しており、初期と後期の内容には若

干異なるところがある。 

 

3.2.4.3  項目の期間 

第一、二期の IL 項目は８ヶ月続いていたが、第 3 期から６ヶ月に短縮した。最初の参

加者はほぼ北京市に在住していたので、週末に定期的に参加することが可能であったが、

第 3 期から多くの参加者は地方から来ており、冬の交通の不便という問題や、生活費の節

約のために、実施時間を縮小した。そして、前 3 期の参加者からのフィードバックを踏ま

え、最も障害意識に影響を及ぼした内容はグループワークであることがわかったので、第

4 期からグループワークなどの実践活動を増やし、全体の量を減らすのではなく、より短

い時間で集中的に進行するようになった。 
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3.2.4.4  内容の調整 

第 1 期から第 3 期までは、主に参加者の障害意識の啓発やアイデンティティーの確立

に集中しており、その家族の参加度は低かった。第 4 期から障害者家族の意識向上に注目

し、障害者家族がよりよく自立の理念を理解するために、一部の講義を実施する際に家族

の参加も勧誘している。また、場所は教室に拘らずに、コミュニティーや公園などで、活

動を進行しながら内容を説明する。 

実践的な活動については、前３期では自分の興味を探索する活動の割合が多かったが、

第 4 期から個人の成長状況に注目するようになった。また、自立生活体験については、第

3 期から実施しており、第１期と第 2 期の参加者はほぼ北京市内に住んでいる人なので、

合宿のような生活体験を提供していなかった。第 3 期からは全国各地からの人びとが集

まるようになったので、毎月 600 元の宿泊資金を徴収してバリアフリー化した寮を用意

し、実際の生活体験を開始した。参加者を 4 つのグループに分け、1 グループに 1 人の協

力者を配置し、参加者の成長状況を記録する。ピア・カウンセリングのサービスも第 4 期

から導入され、現在まで継続している。 

 

3.3  展開の戦略 

3.3.1  エンパワーメント支援 

ほとんどの「瓷娃娃」自立生活項目に参加した人は、長い間、家族に依存して暮らして

きた。自分 1 人で何ができるかわからない人が多く、自立生活に対する意識も独立して生

活することにとどまっていた。そこで、「瓷娃娃」は精神的なエンパワーメントを支援す

るためにピアカウンセリングを開始した。また、参加者が家から一時的に離れて、自立生

活を実際に体験する支援も必要がある。現段階では 1 人きりでの生活を体験することは

難しいので、シェアハウスの形で 3、4 人が一つのマンションで生活するという体験を提

供している。 

 

3.3.1.1  精神的なエンパワーメント 

過去の障害観念から解き放たれることが自立への第一歩と言える。「瓷娃娃」はまず、

障害のある人びとの自主性を引き出すことを最初に取り上げる。具体的には、参加者の興

味に相応しいトピックを選ぶことや、個人の成長計画を助けて作成すること、コースと卒

業式の設計に全ての人の参加を要求するなどの一連の活動を行っている。それを通じて、

障害のある人がこの過程の中で自分の存在感と認められていることを感じて、自分のこ
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とをコントロールできるという信念が高まり、「障害のある人が自立意欲と可能性を持っ

ていることを信じて、メンバーの自主性を強調する」と対象者 H が語ってくれた。 

また、参加者が自分の強みを発揮するよう、互いに経験を共有して協同的に学ぶチャン

スを提供し、常に障害のある人を励ますことが、重要な方法の一つとしてあげられた。そ

して、障害者家族の意識については、「多くの障害のある人は、いつも弱い立場に位置付

けられて、家族や周りの意識の影響を受けて、自分の独立した個性や考え方を認識できな

い」と対象者 F が語った。このような実情に対し、「瓷娃娃」は家族の障害認識を向上さ

せるために、障害者家族を対象とした講義を行い、項目終了時の卒業式に参加させ、障害

のある人と共に認識の変化が生まれることを期待している。 

そして、担当職員やピア・カウンセラーは、自立生活項目実施の際に、必ずサポーター

として支援することと参加者の潜在的能力を信じることを心がけていると話していた。

以下は担当者とピア・カウンセラーの参加者の精神的なエンパワーメントの支援につい

ての話である。 

 

 「私たちは、指導者・先生・または援助者ではなく、生活の中での悩みや喜びを共有で

きて、共に成長する仲間としてメンバーたちと付き合っている。この過程の中で、ピア・

カウンセラーは、サポーターとしてメンバーの行動を観察し、生活の悩みを記録し、自分

の経験を生かして支援を提供する」（対象者 F）。 

 

「以前私も自分のことを認められなくて、障害は悪いことだと思っていた。自立生活項

目に参加して、多くの自立した仲間と知り合って、徐々に私の認識が変わった。いま私は

障害を自分の一部だと考えて、普通の人と同じく自由に生きることも可能なことだと思

って、自信を持つようになった。現在は、項目のピア・カウンセラーとして働いている。

私と同様な経歴の障害者を支援し、自己信頼できない障害者に私の認識と経験を伝える。

自分のことを信頼することが一番重要だと思う。障害を持っていることは一つの「個性」

であり、それ自体何も悪いことではないと伝える」（対象者 G）。 

 

3.3.1.2  体験的なエンパワメント 

障害のある人は、地域での自立生活を体験することにより、自分のニーズについて理解

でき、生活の各場面においての問題の解決方法や技能を身につけることもできると考え

る。このような体験的エンパワメントの支援方法については、「瓷娃娃」は直接手伝う方

法を採用しておらず、参加者の自らの試行を励まし、観察と助言の提供という形式で行っ

ている。 



 150 

「参加者の自立生活の可能性と意欲を信じることは、IL 項目の実施プロセスの中で、

サポーターの私たちにとって非常に重要な信念だと考えている。支持者は彼らに代わっ

て問題を解決するのか、それとも彼ら自身で挑戦してみることを励ますか、ということに

ついて、私たちのやり方は、彼らの行動を観察して、それぞれの状況に合わせてアドバイ

スを提供し、彼らの自己信頼の程度を高めることに努めている。また、成長はいつも間違

いや困難を乗り越えて手にするものだと思うから、メンバーたちが IL 項目に参加する際

でも、普段の日常生活の中でも、各方面で挑戦して、互いに支え合い、従来ではできない

ことをやってみることを奨励している。何事でも試みる意識があれば、それなりの価値が

あると信じている」（対象者 F）。 

 

3.3.1.3  バリアフリー生活体験 

バリアフリー生活体験の場所と状況について述べる。これは、IL 項目の実施期間中に、

北京市以外からの参加者と、独立した生活を体験したい当地の参加者のために用意され

ている。 

場所については、交通の利便性や、周辺の安全性と生活施設の整備状況を考慮し、バリ

アフリー化が済んだ住宅を先決条件とするが、場合によって組織のスタッフが自らの力

で軽い程度のバリアフリー施設の改造も行う。最初の段階では、参加者に一定程度の合理

的配慮を提供するが、徐々に外出の頻度を増やすことなどの訓練を通じて、今後の生活の

自立性を促進する。空間の構成については、平均的に 1 人 15〜20m2であり、ドアの幅は

約 60cm 以上である。安全的かつ自由に車椅子での移動が行えるように、室内には階段が

ない。また、車椅子の使用者のためのコミュニティと基礎的なバリアフリー設備を提供す

る。その他、障害のある人のためのトイレやキッチンが付いている。 

また、バリアフリー生活体験の支援については、事前インタビュー、個人の成長計画、

グループワークなどの活動が挙げられる。それを通じて、参加者の生活状態や自立生活に

対する期待、個人の成長目標などを把握することができ、そして定期的に参加者の状況を

共有し、個別に支援計画を作って進めている。このような親から離れて生活してみる参加

者たちは、宿泊体験的なものを通じて、自立生活の能力を向上させるだけでなく、自分の

ニーズの把握と、多くの仲間と互いに支え合うことも実現できると考える。 

 

3.3.2  ピア・カウンセラーと当事者リーダーの育成 

ピア・カウンセラーは、同じ障害のある人で担当し、障害当事者と協力して自立生活を

実現するための必要条件である。「瓷娃娃」のピア・カウンセラーの選抜については、自

立生活意識が高い障害当事者の中で、障害のある人の成長の援助を提供し、自立を促進す
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ることを助けたいという意欲を持っていることを条件とする。また、年齢は 16 歳以上で、

自立生活の経験があり、他人の話がよく聞けて共感できることを重視しており、早期項目

に参加した経験がある当事者に対して内部募集を行う。 

アメリカや日本の自立生活センターのピア・カウンセリングと同様に、障害当事者が自

立して生きていく力のあることを、ピア・カウンセラーの経験を通して伝えていくことが

できる。「瓷娃娃」のピアカウンセラーは障害のある人と同様な過ちを犯した経験がある

ので、感情問題、他人とのトラブルなどが解決できない時に、ピア・カウンセリングの方

法が障害のある人の問題を解決するのに役に立つと考えられる。 

また、参加者の中で特に自立に対する理解度が高く、権利擁護の主張意識も強い人に対

し、「瓷娃娃」の従業員として勧誘し、障害者リーダーの育成の基礎を築く。例えば、調

査対象者 H は、自立生活項目に参加する際に、どんなに苦労しても、自分の可能性を探

索し、家から離れて社会の中で自立する力をいかして暮らしていくという意欲が強かっ

た。また、当事者性を発揮し、生活上で不公平な扱いを受け時に積極的に自分の権利を擁

護し、周りの人にも影響を与える魅力を持っている。そして、項目が終了した後に、担当

者に「瓷娃娃」の従業員となることを誘われ、現在は「瓷娃娃」の自立生活項目の事務局

員として働いている。社会発展の途上国としての中国では、障害関連制度や権利意識の確

立はまだ十分に進んでいないが、これらの問題に気づいた当事者が増えれば、社会も徐々

に変わると考える。 

 

3.3.3  マニュアルの作成 

「瓷娃娃」は 2015 年 5 月に「瓷娃娃」で主催された初回の自立生活研究討論会の中で、

中国で初めての「自立生活項目・マニュアル」を発表した。マニュアルの中に、福祉先進

諸国における自立生活センターの状況と「瓷娃娃」自立生活項目が創設されてからの経験

を踏まえながら、中国の障害のある人の自立生活の達成に関する意見を示した。また、項

目は一回ごとに創設者と業務担当者で成果と問題点を検討し、前述のカリキュラムの見

直しと増加を行い、徐々に「瓷娃娃」独自のものを作り上げた。さらに、参加者とその家

族が、外出・教育・就業・家庭生活・周りとの関係・権利擁護等の面についての事例を取

り上げ、自立生活項目を通じてどのように自己決定、自己責任に至るかのプロセスを説明

した。今後の自立生活項目は、このマニュアルを参考にして行うことが可能となる。 
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3.3.4 アクセス行動の展開  

 「瓷娃娃」自立生活項目の中で、よく参加者とスタッフ、ピア・カウンセラーが集まっ

て、教室や住宅から出て、公園や地下鉄などの公共の場所に行き、これまで少なかった外

出するチャンスを提供する。 

 

 「1 人で公園に行ったり、地下鉄に乗ったりすることは、多くの人が不安を感じると思

います。だから、私たちはよくみんなを呼び集めて、訓練とも言えるが、障害のない人び

とにも障害者の姿を見せて、私たちの存在感を高めたいのです。例えば、地下鉄に乗る際

に、スタッフがまずモデルを見せて、他の人が集まって行います。よく手伝ってくれる人

もいます。項目の中でよくこのような集合行動をすることで、障害のない人びとが私たち

と接触し、手伝う経験を増やすと思っています」（対象者 H）。 

 

 このようなグループで地下鉄など交通機関に乗ることや公共の場所に行くことを通じ

て、参加者の自立スキルを向上させるだけでなく、この過程の中で、普段障害のある人と

接触したことがない市民の障害意識にも影響を与えると考える。 

 

3.3.5  地方・国際との交流活動 

IL 項目が創設されてから、当事者に対する一連の自立生活体験の提供にとどまらず、

積極的に他の障害者団体と連携して活動を行ったり、自立生活に関する研究の学術交流

会なども開いたりした。 

2015 年 5 月に「瓷娃娃」は、前に述べた初回の障害者自立生活に関する研究討論会を

主催し、マレーシア、台湾、香港からの障害者団体の組織者、および学者、そして公益機

構の代表者や障害者活動家が参加し、自立生活の内容をめぐって検討した。 

2016 年にマレーシア障害者自立生活センターが行っているピア・カウンセリングの訓

練を受け、マレーシアの自立生活の実況を考察した。同年に 3 日間のピア・カウンセリン

グ実習の活動を行い、「瓷娃娃」および全国から 40 以上の障害者団体が参加した。内容

は自立生活とピア・カウンセリングの意義、ピア・カウンセリングの専門性の確保につい

てである。 

そして、同年 10 月に、初めての「障健同行营」という活動が行われ、40 人あまりの障

害のある人と障害のない人が 3 日間の合宿を実施した。これは、地方の障害者団体と連携

して、障害のない人に新しい障害観と自立観を広げ、社会融合を促進する目的として取り

組んだ。翌年の 10 月に第 2 期も開催された。 
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3.4 「瓷娃娃」自立生活項目の発展成果と課題 

3.4.1 現状のまとめ 

  上記の「瓷娃娃」自立生活項目の実施内容から、その発展現状を整理する。現段階では、

日本の自立生活項目の開始段階と似ているところがある。それは、講義、ピア・カウンセ

リング、集団活動、自立生活体験などの形式を通じて、障害のある人びとへのエンパワー

メント支援を行っていることである。この過程の中で積極的に障害者リーダーとピア・カ

ウンセラーを育成する。また、項目の一環としての社会へのアクセス行動や、障害のない

人びとへの交流活動を通じて、徐々に中国社会の障害観に影響を与える。特に障害者家族

に対する自立観をめぐっての活動が多くなされている。 

 実施の場所は北京に限定されているが、北京市以外のところからわざわざ参加しにく

る人が参加者の多数を占めている。北京市以外のところで自立生活項目を実施すること

についてはまだ計画していない。対象者 F が、「各地方の DPO が自らの地域の特徴と合

わせながら、「瓷娃娃」自立生活項目の形式で展開することを希望している」と語った。

また、他の障害者団体、研究者そして海外の自立生活センターとの交流活動が多く行われ

ている。 

 そして、行政側との交渉については、「瓷娃娃」団体は障害者連合会と連携してサービ

ス提供を行ったことがあるが、接触は多くない。自立生活項目の資金援助や連携機関も完

全に民間に頼っている。 

 

3.4.2  自立観の広がり 

 障害のある人は、長期間にわたって社会と家族が用意してきた環境で生活している。特

に、「家族連帯感」が従来から強い中国では、障害のある人に対する扶養責任感と感情に

より、家族が「普通に」ケアサポートなどを提供してきた。政府や障害者団体が行うボラ

ンティア活動は存在しているが、それはただ一時的な協力をするものであり、全体の社会

環境は家族に依存したままである。その結果、家族に大きな負担をかけると同時に、当事

者も自立意識を失ってしまった。 

 近年、中国の一連の障害者運動の発展に伴い、福祉先進諸国の自立生活思想も徐々に国

内に広がっている。これまでアメリカや日本の自立生活センターが行っている活動を、中

国の実状に合わせて適用するものを作るという認識が、多くの障害当事者と協働者の間

で共有されるようになった。そして、現在、自立生活項目が中国の首都である北京市で最

初に実現され、項目の展開に従っていま全国各地からの障害のある人が参加するように

なっている。こうしたことから、現段階は中国の障害認識の転換期であるのではないかと

考える。 
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「瓷娃娃」自立生活項目は、この一連のエンパワーメント支援を行い、参加者の障害観と

自立意識に影響を与える。ある参加者は次のような感想を「瓷娃娃」に寄せている。以下

は瓷娃娃の内部資料から整理したものである。 

 

 「参加する前はちょっと心配していた。参加する前、自立生活は一人で生活することや、

一人で仕事を探すことなどと思っていたから、自分の能力に自信を持っていなかった。で

も、自立生活項目を通じて自立についての理解ができて、仲間や先生たちからの支援と経

験のおかげで、いまの自分を受け入れることができる」。 

 

 「私は他の人と違うから、就職や恋愛の難しさ、社会からの不公平な扱いを受けても普

通だとずっと思っていた。項目に参加した後、この不平等な社会に妥協すべきではないこ

とに気づいた。現在は生活の中で不平等なことに遭遇したらすぐ反対の声をあげて、自分

の権利を主張する。そうしたら問題も解決できて、障害者福祉の改善にとってもいいこと

をしたと思う」。 

 

 また、自立生活項目を通じて、もともと家族に頼っていたが、現在は自立して暮らして

いるケースがある。この過程の中で、健常者の立場から作られた社会の制度やサービスに

気づき、「当事者」として問題の解決を求めるという当事者性が現れる。以下は今回の調

査に参加してくれた 2 人の話である。 

 

 「家族はずっと心配して、自立生活なんて考えたこともなかったですが、この項目を通

じて自立生活の信念をかため、いまはここでカウンセラーとして働いています。もっと多

くの障害のある人の自立生活を支援したいです」（対象者 G）。 

 

 「皆さんが一緒に外出したり、公園に行ったりすると、最初はまわりの人からよく異常

に見られたが、徐々に慣れて多くの人も障害のことを受け入れてくれている感じがしま

す。地下鉄や公共の場所の不備なところを発見したら、関連の担当者に意見を提出して、

そして早速改善されることが起きています。私は障害者の一員として、私たちのニーズに

合わないことに気づいたら、社会に声をあげる責任があると思う」（対象者 H）。 

   

 そして、障害種別間の融合と権利確立の視点に立ち、参加者の中には知的障害のある人

も含まれる。 
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 「様々な障害種類の人を受け入れて、多元化を促進することに注目している。少数派の

問題は、障害のある人と障害のない人の間に存在することではなく、障害種別の中にも議

論されるべきだ。視野を広げて、多元的な環境で、さまざまなタイプの障壁や障害に対す

る意識が改善されると考える」（対象者 F）。 

 

 さらに、参加者の家族に対し、身体の欠損を医療的手段によって回復する以外に、社会

復帰の手段はないと考える医療モデルに基づく観点を変え、障害のある人の可能性を示

すことが、自立生活の促進に一定程度の影響を与えると考える。 

 

3.4.3  課題 

3.4.3.1  重度障害のある人 

今回の調査結果から、現在の自立生活項目の参加者は、比較的補助的な器具やバリアフ

リー施設を借りて独立して生活することが可能で、軽度障害のある人が大多数である。つ

まり、介助者が必要となる重度障害のある人は、現段階では自立生活を実現できていない。

中国の障害福祉制度では、介助サービスの保障はまだ十分に整っていない。介助者に対す

る理解も不足しており、多くの人が介助者を家政婦と思っている。 

 

「多くの人は家政婦、ハウスメイド、介助者の違いを理解していない。また、障害者の

介助者をやっている人自身も分かっていない。ほとんどの重度障害の人は、親族、または

施設で過ごして、家で介助者を雇って生活する人は結構少ない。 

さらに、家政婦や家族の介助が必要となる障害者は、普段生活の中に、頭の洗い方やシ

ャワーを浴びる時間などの細かいことにも、自分で決定する権利を持っておらず、ケアす

る側のコントロールに支配されている現象が多い」（対象者 F）。 

 

上記の話から、現在の重度障害のある人の実情がわかる。アメリカや日本の自立生活運

動の初期段階では、重度障害のある人からの求めによって徐々に形成されてきた自立思

想と異なり、中国の自立観は国際社会からの影響を受けて広がり、介助者がなくても何ら

かのスキルや器具を借りて、その上自己信頼が築かれたら自立生活できる、比較的に軽度

障害のある人びとが多数を占めている。また、現在の障害活動家や、当事者組織の担当者

は、皆要介護者ではなく、重度障害を持っていない人である。日本を例に挙げると、自立

生活センターを創設する前に、介助要求運動が多く行われ、自立生活をする基盤はわりと

整っていたことがわかる。そのため、今後中国の自立生活を実現していく過程で、エンパ
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ワーメントを提供する以外に、介助サービス保障の要求と提供は、障害者運動の方向の一

つではないかと考える。 

 

3.4.3.2  地域の限定 

自立生活項目は北京市を中心に行うので、地方から参加した人も何人かはいるが、遠い

ところから参加することはまだ難しい状況にある。地理的要因も理由の一つであるが、多

くの家族が自立生活のことを理解できず、障害のある人が自分の意識で自立生活をする

ことなどが非常に困難である。 

これに関して項目の担当者 F は「北京市の環境は障害のある人にとって一番良いと思

います。バリアフリーが整備されていることだけでなく、社会が色々なことを理解できる

のです。自立生活や権利の意識はまだ中国の人にとって新しいもので、特に農村部などの

人はまだ古い観念を持っています」と語った。 

福祉先進諸国が非常に早い時期に自立生活センターを設立したが、これに対して中国

初の IL 項目を創設した協働者の考え方を探求する際に、今回の調査の中で担当者 F はこ

う語った。「全国的な自立生活センターを設立することが今の中国の実情に合わず、それ

より各地方の組織を支援して私たちのような IL 項目などを行い、将来はアメリカの NCIL

のような形で発展させたいです」。 

こうした語りから、IL 運動の都市部限定性という現実的課題が浮かび上がってきた。

自立生活は、決してどこかの地域に絞って実現するものではない。これからの大きな課題

は、IL 項目や IL 運動を通じて、全国の誰でも実現できるもの、つまり、障害のある人び

との権利として扱われるものである。そのためには、全国的なノーマライゼーションに向

かう自立生活運動の展開と、地方と連携する形で、障害のある人の自立生活を支援するシ

ステムを作る必要がある。そうでなければ、すでに自立生活項目から一定程度の自立した

生活を体験し、自立の意識が形成された当事者たちは、例えば、項目を終了した後に、元

の生活に戻ってから、かりに多くの当事者や周りの人が自立生活を受け入れることがで

きないならば、本当に一時的ではなく、これからの自立生活を長期的に実現できるかどう

かには疑いを持たざるを得ない。さらに言えば、大都市部における障害のある人と、地方

もしくは農村部における障害のある人の間に格差を作る恐れもある。 

 

3.4.3.3  政府が自立生活の環境を支持すること 

2008 年の障害者権利条約の批准の影響で、多くの民間の障害者団体が、障害のある人

びとの権利主張活動を行い、それによって政府も従来に比べてより当事者の声を重視す
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るようになった。それにもかかわらず、現在全国の障害者自立生活の展開はまだこれから

のものであると考える。 

政府が障害のある人びとの自立生活の実現に注目し、援助を提供して、自立生活サービ

スシステムを作る社会環境を作っていくことは、これからの自立生活運動の方向ではな

いかと考える。現状では、障害のある人が自立の意識を持っていても、1 人で暮らしてみ

ようと動き始めたら、社会の様々な差別により、大きな圧力が生じている。それによって

落ち込んだり、自立生活を諦めたり、といったことも珍しくない。こうした差別観念が強

く、自立生活の意識が低い社会を変えていく運動が必要であり、さらに、政府が自立生活

を実現できる社会環境を作っていく運動も必要である。例えば、日本でも展開された介助

保障の要求運動が挙げられる。 

対象者 F の話によると、「項目が終了した後に、多くの参加者がもとの生活に戻って、

自立生活の理念はどのように延長できるか、どのように周りの人に影響するのかについ

ては難点の一つです」と述べたが、項目終了後に当事者の生活に大きな変化をもたらすに

は、社会からの努力も重要であると考える。 

 

 

注 

 

1 オンライン雑誌『中国障害者』2018 年第 5 期「走在激情与执着之间——记北京市病残青  

年俱乐部」の報道より 作者：呂争鳴（北京市障害者連合会の副理事長を担任した経歴

がある）http://www.chinadp.net.cn/datasearch_/journal/zc/2018-05/16-18160.html アクセス日

2020 年 3 月 1 日 

2 日本語で「友達の間」と訳す。 

3 同 1 

4 障害のある人が、百盛集団の経営するデパートに入店することを拒否されるという事

件があった。そのデパートのドアに障害のある人とペット、喫煙者のマークが貼ってあ

り、それは入ることを禁じるという意味を示していた。（「南昌百盛商场“婉拒”残疾

人入内 坐轮椅者与宠物一道被商场列入禁入标志 消费者告至工商部门省残联直批商场歧

视」2009 年 10 月 13 日『大江网-新法制报』

http://jiangxi.jxnews.com.cn/system/2009/10/13/011221876.shtml）アクセス日 2019 年 5 月 19

日 

 

http://www.chinadp.net.cn/datasearch_/journal/zc/2018-05/16-18160.html
http://jiangxi.jxnews.com.cn/system/2009/10/13/011221876.shtml
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5 中国障害者連合会、各地方の連合会の理事長、障害者事業発展の研究者、社会科学の

専門家などによって構成され、総数で 80 名の常務理事がいる。 

6 日本語の「当事者視点」と同じ意味である。 

7 原文は「世界上就不应该有残疾人」である。 

8 解岩, 2013, 「中国における障害者組織(DPO)の発展とその方向」公開講座「障害者の

権利条約の実施と中国の市民社会」報告資料より。 

9 同 8。 

10 ニュース「盲人が大学入試試験で白紙答案を提出することは、「砕氷」が資源の無駄

か？」の内容より https://edu.qq.com/a/20140612/017540.htm アクセス日 2020 年 3 月 11 日 

11 「一加一」の電子発行物『有人雑誌』の「【有人榜】2014 中国残障十大权利事件」

より http://www.youren.org.cn/page/4274 アクセス日 2020 年 3 月 11 日 

https://edu.qq.com/a/20140612/017540.htm
http://www.youren.org.cn/page/4274
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第 5章 非当事者団体による権利擁護運動 

1 非当事者による権利擁護志向の民間団体の発足 

  中国における障害のある人びとのための民間組織は、長い間、慈善活動を中心とする支

援活動に取り組み、権利保障や政策関与等の活動はあまり存在していなかった（Jiang 

2013）。2008 年に障害者権利条約を批准した後に、国内では権利擁護を主張する当事者

団体 DPO が出現し、第 4 章で明らかにしたように、これらの団体は熱心に活動を行い、障

害意識の転換や権利保障の確立に影響を与え、障害のある人びとへの差別状況を改善す

ることに貢献した。権利意識の向上に努める DPO の行動により、以前は社会支援活動の

みに注目していた団体も権利擁護活動を始め、中国の障害者運動の活性化を促進した。 

 現在、中国において、非当事者による権利擁護志向の民間団体は、大きく分けて障害者

家族による連盟と、法律専門家による障害のある人の権利保障を中心とする法律支援団

体とをあげることができる。特に、知的・精神障害のある人の権利擁護運動が多くなされ

ている。そのため、中国の障害者権利擁護運動を研究する際に、非当事者団体による活動

の実態を探り、その役割や特徴を明らかにすることは、中国障害者運動の全体像を把握す

るうえで有益だと考える。 

中国では現在、障害者福祉の関連部門や、全体社会の福祉制度を管理する民政部が、障

害に関連する民間組織の状況に関する統計データを公表していないため、統計資料から

現在の民間組織の状況を把握することは不可能である。このような状況に鑑みて、筆者は、

既知の当事者団体から、障害者権利運動を推進するために DPO と積極的に連携して、活動

している非当事者団体の情報を得た。また、障害者の権利擁護に向けた取り組みの進捗状

況についても、ウェブ検索や障害研究に関する学会への参加などを通じて情報を得るこ

とができた。そのなかで、団体の理念が権利条約の要件や障害の社会モデルの捉え方と合

致しているかどうかが、本論文の研究対象となるかどうかの主な基準となる。 

これらの理由に基づき、本章では、まず障害者家族による権利擁護運動について検討す

るが、特に、支持型就業を促進する全国家族連盟の形成に役割を果たした「融愛融楽」を

事例として取り上げる。次に、地方の家族組織「扬愛特殊孩子家长倶楽部」がどのように

インクルーシブ教育を促進したかについて検討する。そしてさらに、法律専門家、研究者

による知的障害のある人の権利保障に注目し、権利擁護の法律根拠を提供する法律支援

組織の成果を論じることとする。 
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2  障害者家族による権利擁護運動 

2.1  「融愛融楽」知的障害者家族組織の形成 

 中国において知的障害のある人の権利擁護運動は、家族による運動が多数を占めてい

る。政府は知的障害や、発達障害のある人へのリハビリテーション施設やサービス提供団

体をあまり重視していないので、早期からこれらの人の親たちは自らの社会資源を通じ

て、多くのサービス提供団体を立ち上げた。しかしながら、権利保障に関連する活動は行

われてこなかった。 

 「融愛融楽知的障害者親の会」（以下は「融愛融楽」と略す）は、知的障害者の親が共

同で資金を供出し、2012 年に政府に正式に登記した団体である。「融愛融楽」という家

族組織は、知的障害の人の権利主張に努める初めての団体である。筆者は 2017 年 8 月に

団体の管理者にインタビュー調査を行った。一方、創設者の王晓更は 2017 年にガンで死

亡した。その前に、彼女に対するインタビュー報道が多く行われ、一部のストーリーが「融

愛融楽」の公式サイトやソーシャル・メディアで公開された。本稿では、これらの報道に

よる事例データや内部資料に基づき、「融愛融楽」の創設経緯や重要な展開事情を述べる。 

創設者である王晓更は、知的障害のある子どもの母親であり、家族連合を設立する前に

アメリカに 5 年間住んでいた。彼女は子どもを連れて帰国した後に、中国とアメリカの知

的障害のある人の異なる生活状態と権利保障状況をしみじみと痛感しており、「中国に帰

ってから、周りの人は彼の世話をするだけでいいと思い、成長や開発なんか誰も重視しな

い1」という彼女の嘆きから当時の状況がよくわかる。以下は中国主流メディア「凤凰网」

に所属する「大風号」によるインタビュー報道2に基づき記述された内容である。 

 

 「アメリカに行った最初の頃に、王晓更は「恥」のために、障害のある子どもの親であ

ることをあえて認めなかったが、その後、中国より障害のある人に対する差別が少ないこ

とに感動した。彼女の息子が当地の専門家からの評価を受け、どの学校に行くか、どのよ

うな支援が必要であるのかを含む一連の個人教育計画を作成した。そして、1,800 人の生

徒がいる学校の、「Learning to Live Independently」と呼ばれる特別支援クラスに配属され、

彼の個々のニーズに合わせてレッスンを調整し、さらに就職への接続のための訓練がな

されていた。これは中国の状況と大きく異なっている」。 

 「レッスン以外の時間で、彼は普通の子どもと同様に扱われ、Best Buddies という部活の

おかげで、友達もできた。一緒に映画を見たり、ゲームをしたり、この年齢の子どもの生

活とほぼ違いはない感じがある。このような環境の中で、彼も独立した判断意識を持ち始

めた」。 
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  上記の話から、この一連の社会環境の変化の影響で、息子の生活状態が改善され、平等

に扱われることによって、王晓更が障害に対する態度を変えたことがわかる。以前は、障

害のある子どもの親であることを「恥」と考え、中国の多くの親と同じ障害観を持ってい

た。このような障害観は、筆者による「現代中国における障害者観 一障害当事者と非当

事者の聞き取り調査から」の中でも言及した。そして、アメリカでの生活経験を通じて、

彼女は社会が障害のある人にどのような影響を与えるのか、障害を持っていても人間と

しての権利を保障すべきであることを認識するようになった。 

 2010 年に中国に戻った後、王晓更は中国の知的障害・発達障害のある人の権利保障状

況を改善することを決意した。その後、障害者連合会第 5 回の副会長と、「亦能亦行」知

的障害研究所の常務理事の張巍の支援のもとに、15 人の親と北京「亦能亦行」知的障害

研究所に集まり、アメリカの「Best Buddies3」と「keen4」の活動をモデルとし、カルチャ

ーとスポーツを融合したレジャー活動を実施した。このような活動の実施のほか、障害者

家族の観点を変えることに努めていた。 

  また、このプロジェクトを通じて、多くの障害のある人びとと親が集まることができた。

その中に、現在「融愛融楽」の理事長の李俊峰がいる。彼はもともと上場 IT 企業の共同

設立者なので、豊かな企業管理の経験を持っている。彼は知的障害のある人の権利擁護を

主張することに惹かれ、「融愛融楽」に参加した。彼が加入した後、専門的なガバナンス

が組織に注入され、2014 年に民間の非営利組織として政府に登録し、障害者家族メンバ

ーを意識決定の業務に配置し、具体的な実行は専門家たちによって行うという形式で展

開された。2015 年に李俊峰の紹介を通じて、国際障害者支援プログラムの元役員である

李紅が融愛融楽に加入した。そして 2016 年に国際公益学院と協力し、5 年間で 30 人の障

害者家族に専門的な訓練を受けさせた。また、李紅も自らのネットワークを活用して多く

の専門人材を募集した。このように草の根の組織として始まり、今や一定の規模にまで成

長した。 

 そして、王晓更は 2014 年に広州「扬爱特殊孩子家长俱乐部」という地方の家族組織を

はじめ、全国における 17 の知的障害者家族組織と連携して、全国の知的障害者家族連盟

を立ち上げた。このように、知的障害のある人の権利擁護を主張し、彼らの社会生活の支

援を促進することを目的とする連盟が形成され、2018 年までに 120 つ以上の家族組織が

加入した。 

 

「私達は、人がもつ障害そのものより、差別や偏見が本当の障害であると信じています。

我々は差別や偏見をなくすため、社会的インクルージョンを促進し、人びとの意識とモラ

ル向上を図り、国の施策の充実化や障害者権利の保障を求めます。そして、障害があるこ
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とをありのままに受け入れられる社会、そうした共生社会に力を発揮できるよう、応援し

ていきたいです5」。 

  

  差別意識を変えるために、「融愛融楽」は 2016 年から家族にエンパワーメント支援を

行い、さらに、この過程の中で権利意識の理解が高い人とネットワークを作り、今後の障

害者家族リーダーを成長させるように努める。また、知的障害のある人への偏見を変える

ため、宣伝活動により、積極的にボランティア活動を行って、彼らに接触することを通じ

て偏見を改善することに力を入れている。 

 

2.2  就労支援の促進 

  2011 年に、王晓更は再びアメリカに行き、9 つ以上の障害者支援組織を訪問した。そし

て 2013 年に、知的障害のある人も一般の職場で働くことを実現するために、アメリカで

「Supported Employment」として制度化されたジョブコーチの支援サービスを中国に導入

することを決めた。ジョブコーチの支援サービスは日本でも 1980 年代末の頃から始まり、

現在では既にジョブコーチの支援制度が体系的に形成されている。一方、このような支援

方法は中国では初めて出現したものである。 

 

 「この支援サービスを通じて、知的障害のある人でも仕事ができ、社会の負担ではない

ことを示したいのです。私たちが求めるものは、この支援サービスを通じて障害のある人

と社会のつながりを作って、障害のない人と同様な権利を持つことです6」 

 

 上記の理念に基づき、「融愛融楽」はジョブコーチに対する養成研修を行い、障害のあ

る人の全体状況を評価し、就職のためのトレーニングを行い、各々の人の特性に基づき適

切な仕事を開発する。そして、合意が達成されたら、「融愛融楽」からのジョブコーチが

状況に応じて職場に配置される。2017 年末までに 8 人の常勤者がおり、合計 41 人の障害

のある人の就職を支援し、そのうち 34 人が正式な労働契約を結ぶことができ、23 人が 1

年以上雇用されている。 

  このような就職支援のサービスを普及させるために、「融愛融楽」は研究家と連携して

政府に支援型就業を制度化することを提言した。また、この時期に国際労働機関の人が

「知的障害者協力会7」にこの就職支援の理念を紹介し、2014 年から 2016 年の間に 7 つ

の地域でモデルとして推進され、480 名のジョブコーチを育成したが、その後、ジョブコ

ーチの仕事を継続する人は 100 人不足になってしまった8。そして、「融愛融楽」は 2013
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年から知的障害者協力会、国際労働機関と協力し、ようやく政府主導の障害者連合会から

公布された「第十三回五年計画における障害者事業開発」という条例の中に、支持型就業

が今後の開発計画に含まれ、2020 年までに 2500 人のジョブコーチを育成することを目標

とすることとなった。また、広東省政府により 2019 年の「広東省障害者就業方法」の第

19 条の中で、「各地区は知的・精神障害者のための支持型就業の展開を促進すべき」と

いう政策が公布された。これは中国の民間組織の絶え間ない権利主張活動、政策提言によ

って、従来の就業形式を打ち破り、政府の条例に影響を与えた貴重な事例と考えることが

できる。 

 

2.3  地方の家族組織による融合教育の促進 

 上に述べた「融愛融楽」と連携して全国知的障害者家族の連盟を築く広州市「扬愛特殊

孩子家长倶楽部（Guangzhou Yangai Association for Parents of Children with Special Needs）」

という地方の家族組織は、広州市の障害者家族に対する権利意識の発揚と一連のサポー

トを提供し、それによって広州市の障害者教育方針を変え、インクルーシブ教育の促進に

成功した。 

  この組織は最初、1997 年にイギリスの臨床心理学博士 Reginald Brian Stratford と彼の妻

（特別教育支援の専門家）によって創設されたものである。1996 年に彼は広東省母子保

健病院の知的障害のリハビリテーションの部門に招待され、数多くの知的障害のある子

どもと家族に接触した後、当時働いていた保健病院に家族支援組織を中国で導入するこ

とを提唱し、そしてこの「家族倶楽部」が成立した。当時の設立費用と運営費用はほとん

ど香港と海外の国々の支援によって成り立った9。そして 2003 年に政府に正式に登録さ

れ、現在の理事会は 9 人で、そのうち 2 人は専門家であり、7 人は知的障害者家族である。 

  「扬愛」は個別のニーズを持っている子どもの教育支援を提供する「融愛行・特殊子ど

もの随班就読支援計画」というインクルーシブ教育を提唱する権利擁護プロジェクトを

行う。政策提言を行うため、「扬愛」組織は特別な戦略を使用する。Zhang Chao（2017） 

がこの組織がどのように広州市のインクルーシブ教育を促進していたのかについての過

程を述べた。まず、障害のある子どもの親に対する権利意識を育成し、特に「一加一」が

整理した権利条約の核心理念や具体的な内容を通じて、家族が権利保障意識の重要性と

必要性に気づいた。また、ソーシャルワーカーは障害のある人の教育問題に関する法律と

政策を家族に伝えており、それが家族の集団と権利擁護の主張の形成に役割を果たした。

そして、組織のリーダーは一部の地元教育専門家と連携して、障害者家族に対する調査を

通じて、改善意見に関するデータを収集して政府に提示し、法律政策に基づく合理的な権
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利擁護運動を行う。さらに、「政府に要請するだけでなく、自らサービス提供を行う」と

いう案を提出した。そのほか、この一連の「権利意識の指導」を受けた障害者家族は、自

ら組織化され、一部の行政部門の人と定期的に非公式なコミュニケーションを行い、イン

クルーシブ教育の実施の促進に大きな役割を果たした。5 年間の政策提言の権利擁護運動

により、ようやく 2012 年に広州市教育部は、障害のある子どもが普通学校で教育を受け

ることを支援するための資金と教育専門家を提供するようになった（Zhang 2017: 1099-

100）。 

  その後、政府と「扬愛」は長期的に協力し合い、2014 年に理事会のメンバーと政府との

正式な交流は 12 回行われ、「随班就読」というインクルーシブ教育の形式を普及してい

る（中国知的障害者協力会10 2015）。このような権利擁護運動の成功事例は、中国の他の

地方組織にモデルを示すと考えられる。 

3  法律支援組織による障害のある人びとの権利保障 

 2008 年の障害者権利条約の批准は、中国における障害のある人びとの権利擁護に正当

な根拠を与えたと言える。第 4 章の当事者団体による権利擁護運動の内容からも分かる

ように、訴訟を通じて権利主張を行うことは、中国の障害者運動の戦略の一つであり、さ

らにこのような形式で成果が得られた。そのため、この一連の行動の中で、法律支援団体

が重要な役割を果たしている。 

 

3.1  障害者権利擁護の法律支援 

 近年様々な DPO や家族組織の権利主張活動によって、障害のある人びとの権利保障が

注目されるようになりつつあるが、従来では障害のある人びとの権利保障に対する社会

の関心は低く、障害のある人びとが権利を侵害された時に、平等な権利を求める意識も不

足しており、かつどのように訴訟すれば良いかが分からないという実情がある。 

 また、多くの場合、障害のある人びとの権利主張に対する意識はそもそも高くないため、

自分の権利が侵害されたことに気づいていないのである。その上、司法機関は障害のある

人びとの合理的配慮を提供する責任があると規定されていないので、彼らの権利主張に

困難を引き起こしたと学者によって指摘された（劉 2010）。 

 こうした背景のもとで、近年、障害のある人の権利主張を支援する公益法律援助組織が

出現した。各障害者団体と法律支援のもとに、中国における障害のある人びとの各権利は、

一定程度認められるようになった。 
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 例えば、障害者団体によってバリアフリーの権利が主張された。2008 年の「障害者保

障法」の第 53 条によると、「新築または改築する建築物はバリアフリー基準に適合して

いなければならない」と規定されているが、多くの建築物はバリアフリー化されていない。

この時期に、障害のある人びとがバリアフリー環境の不備を理由に不動産開発業者11、鉄

道部12や地下鉄等の部門を相手どり、公益性に基づく訴訟を提出する事件が全国で発生し

た。これらの権利擁護事件は個人が提訴したものであるが、DPO と連携して法律や対策

支援といった各種バックアップを提供しており、これらの訴訟を通じて取り組みを後押

している。その結果、一部の訴訟では障害者側が敗訴になったにも関わらず、バリアフリ

ー設備の設置と改善を積極的に推進する役割を果たした（Jiang 2013）。 

  このように、当事者団体や障害者家族組織は積極的に法律支援団体と連携して、法律専

門家が様々な権利擁護事件に応じる法律根拠を提供し、それによって正当性が認められ

るようになった。また、鉄道部等の行政部門に法律訴訟を起こすことは、当事者団体や障

害者支援組織だけの力では実現しにくいことであると考えられる。法律支援組織は、明確

な法的根拠を提供することによって、中国の障害者権利擁護運動の促進に役割を果たし

た。 

 

3.2  法律や政策の執行の促進 

  民間組織の政策提案書や調査報告書による介入も、中国の法律や政策の執行をある程

度促進したといえる。ここでは中国の精神衛生法の執行を促進した事例を取り上げる。 

  精神障害のある人の強制入院による人権侵害は、長年にわたって中国社会において深

刻な社会問題であったが、これを解決するための政府からの政策や法律はなかなか公布

されなかった。この問題に対して、深圳衡平機構13は、社会調査と分析結果の検討を実施

した上で、「中国における精神疾患者収容治療制度と法律に関する分析報告書」を作成し

た。 

  この報告書は、精神障害のある人びとが収容治療の間に被る人権侵害の問題を示し、ま

た医師が精神障害と診断し、「親権者・後見人」が収容治療に同意すれば、いかなる者も

精神病院に無期限で押し込めておける問題について指摘している。その後、この報告書は

政府、メディアおよび精神病院に送付された。精神衛生法に関する公開草案の策定に際し

て、各草案に対する具体的な修正意見を提出するとともに、ネット上で公開した。同時に、

メディアと連携し、精神衛生法に関する公開討論会を実施した。その結果、社会から多く

の注目が集まり、準備に 20 年以上を費やした中国の精神衛生法がようやく公布されるこ

ととなった。 
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4  非障害者団体による権利擁護運動の特徴 

 以上のように、中国における非当事者団体による権利擁護運動をみてきたが、その特徴

を整理してこの章を終えたい。第一に、知的障害・精神障害のある人のために行われるも

のが多いことが挙げられよう。その原因については、知的障害や精神障害のある人は、他

の DPO の当事者と同様に自ら組織し、声をあげることが難しいという現実がある。その

代わりに彼らの家族が、海外の理念や状況を把握した後に、自らの社会資源を利用して、

積極的に中国の状況を変え、権利条約の内容に基づき権利主張を行っている。この一連の

権利擁護活動を通じて、障害者家族の連盟が形成されるようになった。さらに言えば、知

的障害のある人が虐待され、権利侵害の事件が非常に多く存在している。「一加一」と連

携してシャドーレポートを提出したイネーブル心身障害研究所（北京亦能亦行身心障害

研究所）は、知的障害のある人への侵害事件に対し、彼らの権利保障を支援する活動を行

っている。 

  第二の特徴として、非当事者団体は DPO とよく協力しながら、権利擁護を行う。中国

では、大規模な激しい運動を行うことが難しく、さらにアメリカや日本のような障害者運

動の重要な一環としての抵抗運動が実施しにくく、政府に反対する形式は抑圧されてい

る。このような社会環境の中で、権利擁護を行う場合、DPO だけ、それとも障害者家族

組織の一つの力では足りず、研究者や専門家と連携して、調査の実施や法律支援組織によ

る法律や政策条文に基づく正当な理由を提供することが必要となる。 

 そして第三に、非当事者団体も DPO と同様に、権利条約の内容に基づき運動を展開し

ている。政府からの抑圧が大きいが、権利条約の批准は障害者の権利擁護運動に根拠を提

供する。「一加一」をはじめとする DPO の権利条約に対する解説と中国の実情の分析が、

非当事者団体にも影響を与え、特に家族組織がそれを通じて権利意識の向上を促進した

ものである。 

 

 

注

 

1 「融爱融乐李红：如何打通社群扩大品牌影响力」2018 年 9 月 11 日「赋能社」報道 

 http://www.ayfoundation.org/cn/article/117/1918 アクセス日 2020 年 3 月 3 日。 

2 「改变社会才能改变自己 社会进步才能克服障碍—— 融爱融乐的创新公益之旅」2019 年

2 月 18 日「大風号」報道 https://feng.ifeng.com/c/7kNLuO3dWoO アクセス日 2020 年 3

月 3 日。 

 

http://www.ayfoundation.org/cn/article/117/1918
https://feng.ifeng.com/c/7kNLuO3dWoO%20アクセス日2020
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3 「Best Buddies」は親友として翻訳される。知的障害および発達障害のある人びとが社

会で自立して生活することを可能にするために設立された非営利組織である。一対一

のボランティア、就職の支援、リーダーシップの開発および社会融合のサービスを提

供する。王晓更の息子がアメリカでこの組織の援助を受けた。 

4 「keen」の正式名称は「kids enjoy exercises now」である。障害のある若者のためのス

ポーツ、フィットネス、エンターテインメントプログラムを提供し、それを通じて自

信を取り戻すのを支援するプロジェクトである。 

5  2013 年「北京融愛融楽知的障害者親の会」公開講座「障害者の権利条約の実施と中

国の市民社会」報告原稿の内容を参考に作成した。 

6  同注 2 

7  障害者連合会と同様に政府主導の組織である。 

8  Soho 報道、2017 年 7 月 25 日「心智障碍者找工作很难？他们用成功案例回答并不

是」の中の知的障害者協会の主席である張宝林に対するインタビュー内容をもとに整

理した。https://m.sohu.com/a/159751112_648590 アクセス日 2020 年 3 月 1 日 

9 「广州市第十一批荣誉市民简要事迹」2003 年 11 月 25 日「広州日報大洋网」報道 

http://news.sina.com.cn/o/2003-11-25/10181184587s.shtml アクセス日 2020 年 3 月 1 日 

10 「广州市扬爱特殊孩子家长俱乐部分享报告」2015 年 10 月 27 日中国智協（中国知的

障害者協力会）報道 http://www.capidr.org.cn/news1262.html アクセス日 2020 年 3 月 3

日 

11 上海の車椅子利用者である王さんは、購入した家屋の建物にバリアフリー設備が設け

られていなかったため、不動産開発業者を訴えた。（「无障碍通道有障碍 法院协调一

月建起」2006 年 6 月 29 日 中国法院网    

http://www.chinacourt.org/article/detail/2006/06/id/210720.shtml アクセス日 2019 年 12 月

１日。 

12 身体障害のある人が、列車にバリアフリーに対応する座席が設置されていなかったた

め、鉄道部を訴えた（「列车未设残疾人专座被起诉」2009 年 11 月 2 日 中国残疾人网 

http://www.chinadp.net.cn/news_/picnews/2009-11/02-4845.html アクセス日 2019 年 12 月

１日。 

13 Equity and Justice Initiative は 2010 年 4 月に深圳に設立された全国向けの公益法律組織

である。 

https://m.sohu.com/a/159751112_648590
http://news.sina.com.cn/o/2003-11-25/10181184587s.shtml
http://www.capidr.org.cn/news1262.html%20アクセス日2020
http://www.chinacourt.org/article/detail/2006/06/id/210720.shtml）　　　　　　　　　　　アクセス日
http://www.chinacourt.org/article/detail/2006/06/id/210720.shtml）　　　　　　　　　　　アクセス日
http://www.chinadp.net.cn/news_/picnews/2009-11/02-4845.htmlアクセス日2019


 168 

第 6章 中国における障害者運動の考察 

 第 3 章では、アメリカ、イギリス、そして日本における障害者運動の展開過程を Barnartt 

& Scotch（2001）が提示した社会運動論からの枠組みを利用して考察した。Barnartt & Scotch

（2001）の分析枠組みは、千葉寿夫による途上国の障害者運動に関する研究で適用されて

いる（千葉 2018）。本章では、中国における障害のある人びとが置かれている現状と、

障害者団体に対する調査結果および関連資料を踏まえながら、Barnartt & Scotch や千葉の

研究を参考にして、社会運動論的な分析視角に基づき、中国の障害者運動を検討し、現在

の展開状況を明確にする。また、障害者運動の特徴と課題を示して、福祉先進国の障害者

運動史からの経験と照らし合わせながら、今後の中国における障害者運動の望ましい方

向性について考察する。 

1 障害者運動に対する分析 

1.1 分析の枠組み 

 第 3 章では、アメリカ、イギリス、そして日本において、障害当事者が健常者主導の世

界でどのように社会運動を行ってきたのか、権利擁護や自立生活を実現するための要因

は何であったのかについて検討した。その結果明らかになったことは、それぞれの国の障

害のある人びとが自らの社会環境に合わせて運動を展開してきたが、この三ヶ国はいず

れの国においても Barnartt & Scotch（2001）が提示した生態的集中、組織と集合行動のフ

レームの形成、不満といった４つの運動発生の社会要因、すべての障害のある人が求める

ものとして集団的意識、そして共通の社会空間、個人・組織間のネットワーク、政治資源

の獲得といった３つの運動発展の社会文化要因が形成され、社会の改革として運動を展

開していたことであった。 

 また、千葉（2018）が Barnartt & Scotch（2001）の障害者運動の成功要因の理論枠組に、

田中（2005）における日本とイギリスの障害者運動の価値形成に注目した比較研究の視角

を加え、タイを事例として途上国の障害者運動の分析視角を提示した。その結果、以下の

表 6.1 のような「途上国の障害者運動をより適切に分析しうる視角」を示した。 

  中国の障害者運動は比較的近年から展開され、1960 年代頃に自助組織が成立した途上

国のタイの障害者運動よりかなり遅い時期から始まっているものではあるが、多くの障

害者運動が国際機関によって推進されている部分は似ているため、中国の運動発展の考

察にもこの分析枠組を応用できると考える。そのため、本節では、上記の表 6.1 が示した

内容に基づき、「運動発生の社会環境要因」、「運動形成と障害をめぐる価値」、「運動
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発展の社会文化的要因」、そして「国際社会・国際協力の影響」という枠組に基づき、中

国における障害のある人びとの実態と、当事者団体に対するインタビュー調査および関

連資料を踏まえながら、中国の障害者運動について考察する。これらの分析を通じて、中

国障害者運動の現状を明確にし、さらにその課題を提出する。 

 

表 6.1  途上国の障害者運動の分析視角 

大項目 小項目 

運動発生の社会環境要因 生態学的集中、組織、集合行動フレーム/

他の社会運動の影響、不満の原因と根拠 

運動形成と障害を

めぐる価値 

集団的意識 全障害者要求（法律の制定、権利要求） 

障害 障害概念の転換、内発的発展の有無とその

影響、伝統的価値観の再構成 

当事者性 自己決定・自立生活、権利と政策参加 

運動発展の社会文化的要因 共通の社会空間、国内外のネットワーク、

政治資源の獲得 

国際社会・国際協力の影響  

出典: 千葉（2018: 242）の表 3 途上国の障害者運動 

 

1.2 運動発生の社会環境要因 

1.2.1 生態学的集中と組織の誕生 

 第 2 章でも言及したが、中国では古代から儒教の影響を受けており、人びとの相互扶助

が提唱された。それをきっかけに、国は「鳏寡孤独废疾者」1への保障施設を設立した。こ

れは、障害のある人びとだけを対象とする収容施設ではなく、社会からの救助が必要とな

るあらゆる人びとのための総合的な収容所であった。そのほか、清朝の時代に民間の慈善

団体もいくつかの施設を設立したが、救済活動を中心とするものであり、施設の入所者は

親族がいない障害のある人、高齢者等が含まれていた（楊 2009: 67-69）。 

 1949 年に新中国政府が成立した後、中央政府は従来の総合的な施設を改造し、それぞ

れの機能を果たす施設に変更したが、具体的には子どもを「児童教養院」に配置し、多く

の障害のある人は相変わらず高齢者と「残老院」に配置した。また、精神障害のある人を

専門の精神病院に収容した。そして、その当時には約 50 万人のハンセン病患者がいたが、

予防のために隔離して家で養護することを推進したので、障害のある人びとの集中がで

きていないことがわかった。そのほか、政府はその当時において「労働能力がある」と認
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められた都市部における障害のある人びとを、集中就業という形式で福祉企業等の生産

活動に従事させた。当時の中国は全体的に貧困状態にあり、その上に 1966 年から 1976 年

までの約 10 年間は文化大革命の時代であったため、福祉を含めたほとんどの社会発展が

止まってしまった。この時期の施設や労働場所に障害のある人びとが集まって活動を行

った形跡は関連資料からも見られていない。 

 その後、1981 年の国際障害者年に、数名の身体障害を持っている人びとが、政府に「障

害者組織の創設を求める」という要望を出した。1980 年代の国際社会を見ると、既に各

国においての障害者運動が 10 年以上展開されており、障害のある人びとの権利保障も一

定程度確立されたと言える状況であった。一方、当時の中国は、すべてのことがゼロから

始まる状態にあり、障害のある人びとが長時間放置されたままで生きており、第 4 章「民

間 DPO の出現」のところで述べた 1980 年代初頭に身体障害を持っていた狙撃者として

多くの人に知られる呂争鳴が、全国各地の障害のある人から「有名になったから、障害者

を助けて私たちの声を政府に届けてくれるのかな？2」という手紙を受け取り、障害のあ

る仲間を集めて中国初の障害者自助団体を創設した。最盛期には中国全土 27 の省、市、

自治区に広がったが、1988 年に中国政府が全国障害者連合会を設立したので、現在は障

害者コミュニティ文化体育サービスセンターに変更された。 

 このように、1980 年代に障害のある人びとの自助組織が北京を中心に誕生し、障害の

ある人びとが集合する場所が形成された。しかし、この団体は障害のある人びとの相互交

流と扶助を中心に活動を行い、平等な権利保障等を求める運動には発展することはなか

った。1988 年に政府主導の障害者連合会が設立されてから 2008 年の権利条約の批准ま

で、おおよそ 20 年間において民間の当事者自助組織からの権利擁護運動は先行研究から

も発見することはできない。 

 

1.2.2 集合行動フレーム 

 2008 年に障害者権利条約の批准をする前に、中国社会ではフェミニズム運動、HIV や

環境保護等の活動が既に行われている。これらの活動は、権利主張に焦点を当てているも

のであった。 

  例えば、中国女性連合会は設立以来、トップダウンの形で女性の権利と利益の保護に一

定の成果を上げてきたが、障害者連合会と同様に政府主導の団体のため、当事者の立場に

立っていない状況がみられる。女性運動は、障害者運動よりも何年も前から展開され、多

くの学者の間で広く注目されており、欧米諸国のフェミニズム研究に関する多くの書籍

が中国語に翻訳され、中国に紹介された。最初はフェミニズム運動からの思想の影響を受

け、マスコミやインターネットの力を利用して影響力を広げた。また、不当な扱いを受け
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た際に訴訟を起こす等、権利擁護の事例も多い（Shen 2017）。復旦大学のジェンダー学の

女性学者である沈奕斐は、女性の権利運動に関する公開講座において、「私たちが求めて

いるのは特権ではなく、異なる点を理解できる多元社会の実現である3」と語った。 

  一方、中国の DPO は 2008 年以来、障害者権利条約に基づき、平等な権利を求める運動

を展開した。DPO が権利侵害を受けた個人に対する支援を提供し、訴訟を起こす形式は、

女性運動の中にも出現した。また、「障害のある人の成長に合わせた多元的社会」は、「一

加一」をはじめとする DPO の目標である。この点は、他の社会運動が求めている「多元

的社会」の実現にも共通している。さらに、障害のある人の権利侵害事件によって、一部

の人権保障を提唱する法律専門家、研究者も障害のある人の権利保障に努めるようにな

った。 

 以上のことから、中国における障害者運動の集合行動フレームは存在していると考え

ることができる。それは、80 年代以降から社会全体が追求する平等な権利の保障と、差

異を理解できる多元的社会の実現というものである。しかしながら、障害者運動の戦略や

展開方法は、他の社会運動、例えばフェミニズム運動等の影響を受けているかどうかはま

だ確認できない。ただし、メディアやネットを活用して影響力を拡大することや、公益訴

訟を通じて権利擁護を主張する行動は共通しているということがわかる。 

 

1.2.3 不満の原因と根拠 

  長期間にわたって、中国では障害のある人のための正式な規制は整備されておらず、

1990 年に障害者保障法が制定されて以降、徐々に生活保障制度等が成立していった。2008

年に中国政府は条約を批准し、障害のある人の権利を保護する態度を表明したが、国内の

障害関連政策は相変わらず医療モデルにとどまり、障害のある人が平等に社会参加する

ことはできない状態であった。 

  第 2 章の内容からも分かるように、中国は改革開放以降に経済体制の変化に伴い、生活

水準の格差や不平等な社会問題が目立つようになった。これらの問題を解決するために、

中央政府は「適度普恵型」福祉政策を提唱した。「適度」と表現されているように、中国

政府は中程度の限られた福祉を提供するものである。政府の支援は、主に当事者とその家

族への経済的援助、および当事者の就労促進を主要な手段としている。家族や頼りになる

友人がいない人、もしくは貧困状態にある重度障害のある人には介護サービスを提供し

ている。つまり、障害のある人が生きるための最低限の生活保障を提供し、障害のある人

の権利を保障することを目的とはしていない。 

 2008 年の障害者権利条約を批准した後、中国政府は障害のある人の就労促進、重度障

害や知的・精神障害のある人に対する介助サービスの提供、バリアフリー環境の普及、生
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活保障の整備という点を改善した。まず就労促進から見ると、現行の障害のある人びとの

就労に関する各制度や法律は、就労の機会を拡大することや、就労率を上げることに重点

を置いている。障害のある人の職場環境における合理的配慮の提供等に関する規定や、差

別的処遇を受けた際の権利保障に関連する政策はまだ存在していない。そのために、中国

における障害のある人びとの実際の就労状況はまだ無惨な状態にあり、差別されたり、不

公平な扱いを経験したりする人が多い。 

 次に介助制度を取り上げる。政府は、重度障害、知的・精神障害のある人びとに公的な

介助サービスを提供しているが、専門性のある指導が不足していることや、障害のある人

のニーズを満たすことができる環境がまだ整備されていないため、実際には現在の介助

形式は相変わらず家族に頼っている。特に中・軽度の障害のある人は公的な介助サービス

を受ける権利が認められていない。現行の介助制度は、障害のある人びとの介助ニーズを

満たすことを目的としているとは言えず、介助サービスの施行とともに、介助施設におけ

る就労促進のサービスが多く存在している。政府は障害のある人びとの介助支援を行う

ことというより、適齢期になった障害のある人を自らの能力で生活させようとする意向

がうかがえる。 

  さらに、バリアフリー環境の普及の状況を検討する。中国政府は積極的にバリアフリー

環境の整備を推進する意向を見せているが、現段階ではまだ十分に整備されていないと

考えられる。2012 年に「バリアフリー環境建設条例」が公表される前に、中国のバリア

フリー建設に関する規定は不明確な状態になっていたので、2012 年以前にできたバリア

フリー施設の実用性は非常に低く、障害のある人びとのために利便性を提供するという

視点に立って建設されたわけでないと言える。「坂道の長さが足りない」、「電柱が視覚

障害のある人の専用道路をふさいでいる」、「公共場所のバリアフリー化されたエスカレ

ーターの中に、視覚障害のある人のための文字が存在しない」等の事例は度々発生してい

る。また、農村部ではバリアフリー化の展開はまだ始まったばかりの段階にある。 

 最後に、障害のある人びとの基本的な生活を保障するための制度を考察する。中国にお

ける障害のある人びとに対する生活保障制度は、都市部と農村部に分けられ、それぞれの

保障を提供している。障害のある人びとの生活状況は、従来よりも確実に改善されてはい

るが、生活保障水準は地域間、すなわち都市部と農村部の間に格差が現れており、各種別、

等級の障害のある人に対するそれぞれのニーズを満たす保障制度は十分に構築されては

いない。また、現行の中国における障害のある人びとへの生活保障政策は、ほぼ最低限生

活保障の貧困状態にある人や、重度障害のある人を対象としており、わずかな収入がある

障害のある人や、中軽度障害のある人は、逆に何の保障サービスも受けられず、生活困窮

に陥ってしまったり、過度に家族に頼ってしまう可能性が高いことが見出された。 
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 つけ加えると、障害者連合会は「慈善」に基づく活動を展開し、障害のある人びとが自

分の価値観を認めたり、社会モデルを主張したりするようなものは発見できない。障害の

ある人からの声を社会に届け、権利主張を擁護するという役割を十分に果たすものでは

ない。 

 このように、中国における障害のある人びとは長い間、こうした福祉制度と「社会的弱

者」という意識の社会環境の中で、「自らの力で心強く生きる」という政府からのスロー

ガンのもとで生きており（杜 2017: 29）、多くの不満を抱えている。 

 

1.3 運動形成と障害をめぐる価値 

1.3.1 集団的意識 

  2008 年以来、「一加一」をはじめ、多くの地方自治体の DPO も権利擁護の視点に立ち、

障害のある人への差別に反対する権利擁護運動を展開した。例えば、ネットやラジオの情

報通信技術を利用し、障害のある人びとの声を集め、全国的なオンライン・アドボカシー

活動を行っていることや、障害者権利条約の履行状況に関してシャドーレポートを作成

すること、一年ごとに障害政策の実施および障害者権利の事象を評価するレポートを発

行すること等が挙げられる。「一加一」のような DPO が、障害のある人の声を発信し、

障害者権利条約の規定を核心とし、公益性に基づく訴訟、メディアによる宣伝、社会調査

活動、連盟の提案書、パフォーミング・アート等の運動を展開し、権利保障に基づく障害

政策や、社会全体の障害観の転換に取り組むように促している。 

 このように、権利条約を通して中国の障害のある人の集団的意識が形成されたと考え

る。一方、多くの権利擁護運動から見ると、DPO が権利侵害を受けた人を支援する過程

で、同じ権利侵害を受けた人たちが集まるのではなく、個別に対応される形式が多いため、

より多くの障害のある人にこうした意識を啓発することにはあまり寄与していない。多

くの障害のある人は、ネットやメディアを通じて権利擁護のことを知るかもしれないが、

実際の権利保障活動には参加してない。 

 また、自立生活項目に対する調査から、自助活動のために集められた障害のある人びと

は、自立生活項目の技能訓練とエンパワーメント支援を通じて、相互扶助、経験の交流が

できており、さらに一緒に外出したり、活動を行ったりする過程の中で、社会参加の意欲

が強まり、障害に対する認識が変化し、彼らの集団意識の形成が見られる。しかしながら、

自立生活は、現在すべての障害のある人が求めているわけではない。今回の自立生活項目

調査によると、アメリカの自立生活の概念は、留学した経験のある人や国際社会の状況に

熱心な障害者リーダーによって導入されたものの、現在の主な参加者は身体障害のある
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人と少数の知的障害のある人であり、参加者全員が技能訓練やエンパワーメントによっ

てある程度独立して生活することが可能である。それに対して、要介助者程度の障害のあ

る人の自立生活についての活動はまだ見られていない。そのため、現時点では、権利条約

に基づいて障害のある人の権利保障を求めるという集団意識しか生まれてはいない。 

 

1.3.2 障害概念の転換 

 中国における一部の障害者リーダーは、アメリカやイギリスに留学したことがあり、当

地の障害者状況と障害意識を把握して、中国における「自らの力で心強く生きること」と

いう状況を改善しようと思ったことが障害意識の転換の一つのきっかけであると考えら

れる。解岩（2013）が中国の伝統的な障害意識に対し、「自強上息（たゆまず努力するべ

き）や障害者は志が強固だとする伝統的な考え方」、「エリート文化や環境に適応したも

ののみが生き残るとする考え方」、「歴史的・文化的要因から生まれた、社会の伝統的な

考え方における偏見と差別」という三つの点で批判した。 

 また、「一加一」への調査結果から、権利条約の批准と民間組織のシャドーレポートの

提出は、「合理的配慮を求めるものは私たちの権利」、「不公平なことに我慢せず、社会

に訴えることができる」という考えをもたらした。そして、近年の国際障害者会議に、DPO

のリーダーが積極的に参加し、中国の状況を発言し、障害のある人の権利意識を学び、ま

たそれを中国に持ち帰って多くの人に共有している。この一連の出来事によって、中国障

害のある人の間に「障害観念の転換」が生じたと考えられる。 

 

1.3.3 当事者性 

 自立生活項目に対する調査から、障害のある人びとの自己決定、自立生活の意識が出現

したことが確認できる。DPO により創設された自立生活項目は、グループワーク型の活

動や、公共施設に行く際の外出能力の訓練、自立生活の体験、障害のある人とその家族に

対する自立思想の普及等の取組みを通じて、障害のある人びとの自立生活の実現に対す

る支援を提供し、自らの価値に対する認識を高めようとする。これまで家庭や施設で過保

護にされてきた障害のある人が、より自立した生活を過ごすことのできる力が習得でき

るようにすることを自立生活項目の目標としている。そして、誰でも自由に選択し、自分

の生活をコントロールする能力と権利を持っていることを理念とし、ピア・カウンセリン

グの方法で活動を行っている。こうした過程において、一部の障害のある人びとに「当事

者性」が現れ、自分の生活を決定できる権利と、社会の様々な場面に参加できること、個

人的価値を実現することを求めるようになった。一方、このような意識はまだ多くの人に
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共有されておらず、さらにアメリカのように自立生活運動を行い、強く当事者性を主張す

る動きもまだ展開されていないと考える。 

 また、政策への参加において「当事者性」の主張が見られる。「一加一」をはじめとす

る DPO が積極的に政策に関する提案書や発言を発表し、初めて中国社会に対して「障害

当事者の視角」という概念を提出し、政策作成の場に当事者の参加が必要だと主張してい

る。 

 このように、現在では、「当事者性」が中国において一部障害のある人の間に既に形成

されたと考えられる。また、政策形成における障害のある人の参加を主張することで、「当

事者性」の意識が現れるものである。 

 

1.4 運動発展の社会文化的要因 

 上記の内容から中国の障害者運動を展開するための社会環境要因と集団意識がすでに

形成されたと考えられるが、ここでは運動を継続して発展させるための社会文化的要因

が整備されているかどうかについて検討する。 

 

1.4.1 共通の社会空間と国内外のネットワーク 

 DPO としての「一加一」は、障害のある人の共通の社会空間を築いたと考える。「一加

一」は自らの役割を「ネックレスのようなもの」に例え、様々な関連機関や障害のある人

のネットワークを繋げ、障害のある人びとが直面している問題を解決することとしてい

る。具体的には、「メディア制作」、「障害福祉サービス提供」、「社会的企業開発」、

「意識の普及」、「DPO の発展の支援」という側面に分けられる。 

 「メディア制作」の内容から見ると、「一加一」は 2010 年 1 月から中央人民放送局の

番組「障害者の友」の制作ユニットとして、週 2 回の放送を正式に開始し、今日まで続い

ている。2013 年 4 月からは中国初の障害のある人のセルフメディア誌「有人」という季

刊誌を発行した。こうしたボトムアップの形式で障害のある人びとの声を届け、中国の障

害者コミュニティを活性化させている。また、2015 年に政府の資金を受けて障害福祉サ

ービスを提供し、同年に福祉サービスを提供する専門機構「知了」を設立した。そして、

障害のある人の就業を促進するために、障害のある人のニーズに基づいた訓練カリキュ

ラムやプログラム、ワーキングモデルを開発し、ソーシャルワーカーの支援を行う社会的

企業を創設し、障害のある人の就業機会を拡大した。 

  そのほか、「Nothing About Us Without Us」という 1960 年代にアメリカ自立生活運動か

ら出てきたスローガンに沿って、さまざまな形で障害意識のための普及運動を行ってい
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る。障害意識の普及運動を行う過程で、他の DPO や家族組織と連携し、ネットワークを

広げることができたと考えられる。また、地方 DPO の展開を支持し、経験の共有と資金

援助を行い、全国各地の障害者リーダーとのネットワークを形成した。「政策提言は最終

的なターゲットである。すべての活動は権利主張と政策提言をめぐって展開される」と

「一加一」はそう強調する。 

 このように、「一加一」は国内でこの一連の活動を通じて、障害のある人びとの共通の

社会空間とネットワークを築いた。また、「一加一」の障害者リーダーは、積極的に国際

的ネットワークを築いている。創設当初にイギリスの BBC World Service Trust の資金提供

を受けてから現在に至るまで、国際労働機関（ILO）やアメリカ公益法研究所（PILnet）、

ハーバード大学法学部障害開発プロジェクト、カナダ基金会等の支援を受けたことがあ

る。また、2008 年の権利条約批准によって提出されたシャドーレポートを皮切りに、「一

加一」の代表者は、国際会議で中国の障害のある人の声を中国の実情を交えて発表してい

る。例えば、蔡聪（視覚障害）が 2014 年 12 月に国連開発計画（UNDP）から唯一の中国

障害者代表として招待され、ASEAN 諸国の「障害者権利条約の促進とデータ収集」セミ

ナーに参加し、中国の実施状況を発表した。2018 年 6 月にニューヨークの国連本部で第

11 回障害者権利条約締約国会議が開催され、馬志莹（身体障害）が一加一の代表者とし

て講演を行った。これは中国 DPO の初めての発言である。 

  また活発な障害者リーダーは中国の障害者運動も促進している。「一加一」の創設者で

ある解岩は、2001 年に骨がんによって身体障害のある人となり、彼は中国で初めて自助

組織の DPO の理念とモデルを導入し、中国障害者発展研究会の常務理事として選出され

た。さらに、彼は当事者の視点から、毎年中国における障害のある人びとの事件や、関連

施策を整理し、「障害者観測報告」として発行している。蔡聪は 2010 年に「一加一」に

加入し、現在は国連障害者権利条約認定トレーナー、国連持続可能な開発目標と戦略トレ

ーナー、ハーバード・ロースクール障害者開発プログラムトレーナーとして、積極的に国

際社会の障害意識を中国に導入して、障害のある人びとと DPO、家族組織等に権利意識

を啓発している。また、中国のネット番組に参加したことがあるので、多くの人が知って

いる。 

  これらの障害者リーダーは比較的高い学歴を持っており、海外からの多くの理念を理

解して中国に導入した。それによって、国際的な経験とネットワークを活用して、中国社

会に適した戦略で権利擁護と政策提言をめぐる運動を発展させていると考えられる。 
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1.4.2 政治資源の獲得 

  第 4 章の「一加一」に対する調査の結果から、「一加一」は他の DPO より、多くの政

府から多くの資金援助と認可を獲得したことがわかる。「一加一」は早期から政府部門と

の交渉を進め、その過程で、シャドーレポートの提出、障害連合会との協力、および政府

の管理下の範囲で活動を行い、政府に抵抗しない等の一連の戦略を通じて、行政からの認

可と信頼を獲得した。これに対し、他の DPO は政府からの支援が少ない。例えば自立生

活項目調査を行う「瓷娃娃」は政府からの支援が少なく、ほぼ社会からの募金や基金会の

支援に頼っている。また、隠されたアドボカシーを行う DPO も多く存在しており、これ

らの組織は政府部門に正式に登録されていない。 

  一方、DPO は障害のある人の権利を保障する政策の実施を促進することに一定の成果

をあげている。例えば、2015 年に政府は『障害者の普通大学への参加に関する全国統一

試験の管理に関する規則（暫定）』を発表し、大学入試試験を受験する際に障害のある人

びとに合理的配慮の提供を規定した。これは身体障害、視覚障害、聴覚障害等の障害のあ

る人は、大学出願において障害のない人と同様な機会を持つことを意味し、彼らは障害の

ない人と同様な高等教育を受けることができる。この規定を実現するために、「一加一」

のような DPO は自らの経験を活かして、受験資格から排除された当事者が直面している

問題に対する理解を示し、適切な宿泊施設とサービスの提供を行い、マスコミやネットを

活用して人びとの注目を集め、さらに研究者や公益法律支援機構等と連携して、障害のあ

る人びとが平等に大学入試試験に参加するための施策提案書を作成した。 

 このように、中国の DPO はこの一連の戦略で権利擁護運動を行い、調査と自らの経験

に基づき問題の解決方法としての提案書を政府に提示し、それによって政策の実施に影

響を与えた。しかしながら、現時点では、政策の決定には DPO の参加が見られていない。

また、Zhao & Zhang（2018）はサービス提供に努める障害者団体に対する中国政府の認可

は確認できるが、権利擁護志向の DPO はいまだ政府に認められることが難しいと指摘し

ている（Zhao and Zhang 2018: 135）。そのため、現在中国の DPO は、まだ十分な政治的

資源を獲得していないと考えられる。 

 

1.5 国際社会・国際協力の影響 

  中国の障害者運動は 2008 年の権利条約の批准をきっかけに発展しているものであり、

国際社会の影響が大きいと言える。また、前文に述べたように、最も活躍している DPO

である「一加一」が設立された当初もイギリスからの資金援助を受けている。近年団体の

リーダーも積極的に国際会議に参加して発言し、留学経験がある当事者たちもいる。さら
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に、障害者権利条約の規定は、中国の障害者運動の展開のあらゆる方面で基礎的な支えと

なっている。 

2 社会運動論的視点からの中国障害者運動の考察 

 以下では、社会運動論的視点から、中国障害者運動について、運動形成の要因や、集

団的意識などの障害をめぐる価値観の転換、そして運動の発展を促す諸要因といった側

面から検討する。 

  まず、運動発生の社会環境要因から論じる。中国では古代から障害のある人のための専

用施設は存在しておらず、社会の貧困者や、孤児、高齢者などの弱い立場にいる人びとを

含めた総合的な収容所が設立された。その後、1949 年に新政府の成立に伴い、一連の社

会福祉制度が制定されたが、障害のある人びとは依然として高齢者と共に「残老院」に配

置された。当時のハンセン病患者に対しては、病院や施設に集中させることなく、家で隔

離して養護することを推進した。さらに、国内の文化大革命などの原因によって、社会全

体の発展はおおよそ 1980 年代から本格的に始まるので、中国における障害のある人びと

は長い時間にわたって生態学的集中が形成されていない。その後、1981 年の国際障害者

年をきっかけに、第 4 章で言及した呂争鳴が、初めて障害のある人を集めて組織を創設し

た。そして、1988 年の障害者連合会の誕生をはじめとして、政府主導の性質を持っては

いるが、全国の障害のある人びとの組織が形成されるようになった。 

一方、多くの障害のある人びとは、同時期の欧米や日本のように、施設に集中すること

はなかった。都市部における一部の障害のある人びとを、集中就業という形式で福祉企業

等の生産活動に従事させたが、改革開放の後に労働力の市場化が進み、このような形式も

徐々に崩れていった。また、政府の民間組織に対する厳しい管理規則も、権利主張などの

活動を行う可能性を抑制してきた。このように、2008 年の障害者権利条約の批准までの

おおよそ 20 年間、中国では権利擁護のための活動が発生することはなかった。 

2000 年頃から、政府が「福祉の社会化」を提案し、民間組織に対する抑制が一定程度緩

和され、政府によって設立された連合会の他に、民間の障害者組織が出現した。また、2008

年に政府が障害者権利条約を批准したことで、国際社会の障害理念が中国で認められた

と理解することができる。これが民間の DPO に権利擁護を主張することの正当性を与え、

運動の発生を大きく促進したと言える。そして、障害のある人びとは、長い間、不十分な

福祉制度と「社会的弱者」という意識の社会環境で生きており、障害者連合会も「個人モ

デル」に基づく活動を展開したことで多くの不満を抱えていた。 

また、中国では、障害者権利条約の批准をする前に、フェミニズム運動、HIV や環境保

護等の活動が、大規模なものではないが、既に行われている。これらの活動は、平等な権
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利の保障と、差異を理解できる多元的社会の実現ということに焦点をあてて、マスコミや

インターネットの力を利用して影響力を広げることや、不当な扱いを受けた際に訴訟を

起こす等の事例が、数多く存在している。これに対し、「一加一」をはじめとする DPO

の目標は「障害のある人の成長に合わせた多元的社会」であり、本研究の調査からも、そ

の展開戦略や方法も他の運動の形式と似ていることがわかる。このようにして、中国にお

ける障害者運動の集合行動フレームが形成されたと考える。 

 次に、運動形成をめぐっての意識や価値観を検討する。本論の調査結果から、2008 年

以来、多くの DPO が権利条約の規定を中心として、一連の差別に反対する権利擁護運動

を展開したことがわかる。また、権利主張のための運動で活躍している障害者リーダーは、

海外への留学経験があり、当地の障害者の状況を理解して、中国における障害のある人び

とが置かれている状況を改善しようと試みている。従来の「自らの力で心強く生きること」

という個人モデルに基づく意識から、国際社会に認められた「社会モデル」の認識に転換

させようとする行動を確認できる。さらに、国際障害者会議に、DPO のリーダーが積極

的に参加し、障害のある人の権利意識を学び、またそれを中国に持ち帰って多くの人に共

有する基盤が形成された。そして、自立生活項目に対する調査から、障害のある人びとの

自立生活の意識が出現したことを確認できる。その他、障害に関連する政策の提案書や発

言を積極的に発表し、政策作成の場に「障害当事者の視点」を提示し、当事者性の主張も

見られる。 

 最後に、運動発展の社会文化的要因から、中国障害者運動の展開と持続性を考察する。

上記の内容から、DPO を中心に、障害のある人の共通の社会空間とネットワークができ

たと考えるが、欧米や日本の運動発展の持続性を確保してきた自立生活センターは中国

ではまだ確立されていない。つまり、障害意識の普及運動を行う過程で、他の DPO や家

族組織と連携し、ネットワークを広げることができる。また、地方 DPO の展開を支持し、

経験の共有と資金援助を行うことで、全国各地の障害者リーダーとのネットワークは形

成されたが、サービス提供を通じてすべての障害のある人びとのニーズを把握しながら、

権利擁護の持続を保証するような空間がまだ形成されていない。発展途上国として、多く

の福祉先進国の影響を受けることは当然であるが、中国の障害者運動では、自国の障害の

ある人びとのニーズから形成される「独自の社会モデル理念」は強くないと考える。また、

民間の DPO は、独自の戦略で行政との交渉で一定の政治資源を獲得したが、その資源は

主にサービス提供の方面であり、障害福祉の制定などに関して、まだ欧米や日本のような

十分な影響力を持っていない。 

 以上を踏まえると、現在の中国障害者運動は、民間 DPO の誕生と権利条約の批准、他

の社会運動の戦略の提示、そして長期間蓄積した不満という社会要因によって、その運動
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が発生し、展開されている。また、国際社会の影響を受けて、障害の社会モデルの理念を

中国に広げ、国内の障害意識を転換させようとする行動が、現在の障害者運動の中心的な

部分である。しかしながら、全国の福祉制度の不均等や、政府の厳しい管理を原因として、

障害者運動の一層の展開と今後の運動持続性の確保に対して疑問が生じることも事実で

あろう。 

3  自立生活の展望 

3.1 福祉先進国における障害者運動の経験からの示唆 

3.1.1 社会モデルの実践 

  第 3 章の福祉先進国における障害者運動の展開に関する考察から、1970 年代からの各

国の障害者運動が、障害に対する捉え方を転換し、「障害の社会モデル」という認識を提

示したことがわかった。一方、この社会モデルに対し、アメリカとイギリスは、当時の自

国の状況に適した観点を示し、それぞれの視角から社会モデルを捉えている。 

 イギリス社会モデルは、障害の問題を社会の不備や制度的障壁として捉え、「不平等の

問題」に還元する。この理念に対し、主に障害のある人の個人的経験の無視や、障害をめ

ぐる二元対立という点についての批判が行われた。しかしながら、このイギリス社会モデ

ルは、学術上の理論だけでなく、運動の実践から生じたものである。「変わるべきは（障

害者）個人ではなく、社会である」（Oliver 1996: 37; 杉野 2007: 114）という主張は、イ

ギリス障害者運動の発展に正当性を与えるものであったと言える。障害の impairment と

いう個人的次元と、disability という社会的次元を明確に区別することによって、「障害者

をありのままで受け入れる」ことの社会的責任を明らかにした（杉野 2007: 116）。オリ

バーを代表とするイギリス社会モデルが、当時の「福祉国家」を自称するイギリス社会に

対し、「捨てられた人間たちの集積場（Human Scrap-Heaps）」（Finkelstein 1991; 田中 2005: 

65）とたとえられた障害のある人への施設収容の状況が社会によって作られたものであ

ることを主張し、福祉政策の不備を証明することができた。そのため、イギリス社会モデ

ルは、徹底的に障害の問題を「社会によって作られたもの」として捉え、それによって社

会に捨てられた人びとが「社会の統合」を志向することの正当性が示され、政府の社会的

責任を強調した。こうした社会モデルの主張は、イギリス障害者運動の発展と参加者の集

団的意識を促進する上で戦略的に有効であったと考えられる。 

 これに対し、アメリカの社会モデルについては、公民権運動に連動した「マイノリティ

ーモデル」を主張すると同時に、Zola が提示した「障害の普遍化」モデルも挙げられる。

アメリカ障害者運動は、他のマイノリティーと同様に平等な市民権を得られず、障害のあ
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る人びとへの排除を、人種差別などと同様な偏見態度として捉え、社会からの様々な偏見

や差別を受けていることを主張し、それによって差別の解消に努めており、さらにアメリ

カの ADA の制定を促進した。一方、このようなマイノリティーモデルに対し、Zola はそ

の「政治的カミングアウト」が必要であることを首肯したが（Zola 1993: 171）、それとと

もに多くの障害のある人は「本当の声（authentic voice）」をあげることが困難であること

も指摘した（Zola 1988, 1993）。また、医療化モデルによって、健康管理を社会的規範と

し、さらに個人の道徳的問題であることを示した。一部の「障害を克服した者」や「健常

者」は、高齢化社会の中でモデルとなっており、これに対し労働市場で排除された障害の

ある人や、慢性疾患のある者、高齢者等は、社会に無視され、否定されるようになった。

このような医療化のプロセスに従い、障壁によって引き起こされる社会問題が個々の道

徳的問題に還元され、「脱政治化の傾向」があることも指摘された（Zola 1988: 370-373）。 

このようなマイノリティーモデルとしてのアイデンティティーの形成が難しいので、

Zola は「付加的補完的戦略（additional complementary strategy）」を提示し、世の中では誰

もがいつかは障害を持つという「普遍化」モデルの戦略を示した（Zola 1989: 420）。つま

り、病気や障害の不便さを経験する人びとと広範的に連帯していくようなアイデンティ

ティー戦略が、Zola の「障害の普遍化モデル」の主張である（杉野 2007: 90）。例えば、

妊婦や乳幼児を連れた人、一時的に怪我をした人、高齢者などが含まれる。また、「健康

至上主義社会（healthist society）」の中で、人びとは「老いと障害」を否定する態度を持

っているが、誰でも一生のうちに病気や障害になるリスクが存在する。すなわち、すべて

の人が潜在的に障害のある人になる可能性があるため、障害のある人と同様なニーズを

持つことを意味する。このように、Zola は「ニーズの普遍性」を主張した（Zola 1988: 380-

381)。 

アメリカの社会モデルは、イギリス社会モデルの二元対立の主張と異なり、障害の定義

を広げ、より多くの人と連帯することによって、障害問題の解決に向けてニーズの普遍性

を形成した。この二つの社会モデルに対する捉え方は、中国の障害者運動の展開で「社会

モデル」の主張に示唆を与えることができると考える。 

 

3.1.2 介助保障サービスの担い手の転換 

 福祉先進国の障害者運動の歴史的展開から、障害者運動を長期的に継続することがで

きたのは、障害のある人びと自身がサービスの提供者になるのが重要な要因の一つだと

考えられる。アメリカの自立生活運動から自立生活の思想が提示され、障害のある人びと

の日常生活に必要なサービスやスキルの訓練を提供するのは、障害のある人びと自身で

あることが示されている。また、自立生活センターの成立によって、障害のある人びとが
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地域で生活するニーズに応える支援が提供された。組織の運営・管理は自立した障害当事

者が行なっている。第 3 章の各国の障害者運動展開の分析から、このような自立生活をめ

ぐるサービス提供と運動展開が障害のある人びとの集団的意識の形成を促進すると同時

に、重度障害のある人も参加可能なため、次第に全ての障害のある人びとが求めるものに

なることは明らかである。 

  また、アメリカの自立生活運動の影響を受けた日本の自立生活センターも、障害のある

人びとのニーズに相応しいサービスを提供し、それと同時に運動体でも事業体でもある

ような新しい団体の設立によって、障害者運動の展開を促進した。この形式の強みについ

て、日本自立生活センターの創設者である中西（2014）は、「サービスを提供するのは当

事者であり、サービスを選択するのも当事者であること」が当事者主権の基本的な考え方

であり、こうした形式の運動体の強みは「当事者ニーズに一番近いところだ」と指摘した

（中西 2014: 16-17）。 

 一方、このような自立生活の要求を行う前に、介助サービスの保障が必須の条件だとも

考えられる。アメリカ、イギリス、そして日本の自立生活の要求運動が展開する前に、サ

ービス保障や介助料要求をめぐる運動が多く行われていた。例えば、イギリスでは、「当

事者自身によるサービスの供給や管理」を要求し、脊髄損傷者協会（SIA）からの障害者

自身への介助サービスの提供や、ケア付き住宅運動等のような障害当事者自身の自己管

理を強調する介助サービス提供の運動が行われている。その具体的な要求内容は、従来の

自治体の入所施設に割り当てられた予算の一部を、障害のある人に直接給付することと、

地域で生活するための支援制度の整備である。これらの保障サービスの要求運動が、障害

のある人がサービスの受動的な受け手から、能動的な提供者になることを促進し、障害の

ある人びとの自己決定の実現にも大きな役割を果たしたと考えられる。また、日本におい

ても、1980 年代のアメリカ自立生活思想や自立生活センターの急速な普及を可能にした

のは、重度障害のある人のための公的福祉制度の存在である（立岩 1995）。このように、

介助保障サービスの充実は、障害のある人びとの自立生活を実現する前の必須条件であ

ると考えられる。 

  さらに、日本の障害者運動は、アメリカとイギリスのような施設への抵抗運動だけでな

く、家族の束縛から解放を求める運動でもあった。代表的であるのは、「青い芝の会」が

親子間の殺人事件を通じて、社会が障害のある人を抹殺しようとするという主張を行い、

さらに、親が子どもの自立を妨げるという考え方も提起したことである。日本の社会福祉

政策は戦前から「家族扶養主義」をもとに制定され、国家は頼りになる家族がいない者の

みを支援対象としてきた。戦後の生活保護法も、「補完性の原理」を引き継いでおり、生

活保護以外の手段で生活上の不足する分を補うという軸を核心として制定された。障害
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のある人のための福祉制度もこうした福祉制度の理念のもとに派生したものである（杉

野 2007: 229-230）。 

 1990 年代から、「介護の社会化」が提示され、これまでの障害者運動も「脱家族」を主

張した。日本の障害者運動において、親や施設による「被保護」の関係から、障害のある

人の主体性を取り戻し、障害への否定的態度から肯定的な意識への転換を図った。現在、

日本における障害のある人びとに対し、当事者の意志に基づく介助の提供が具現化して

いる。 

こうした福祉先進国の自立生活運動の歴史からの経験は、中国の障害者運動の発展に

示唆を提供するものである。特に戦前から続いている家族依存を中心とした日本の福祉

政策が、まさに現在の中国の福祉政策の実態である。今後の中国障害者運動が、「脱家族」

や「介護の社会化」を主題として取り上げ、運動を展開する必要があると考える。 

 

3.2 今後の中国障害者運動の方向 

3.2.1 社会モデルの捉え方 

第１節の中国障害者運動への考察から、現在の中国障害者運動は、国連の権利条約や国

際社会の見解に影響を受けており、1970 年代のアメリカ、イギリス、そして日本の障害

者運動において、障害による様々な社会的排除の原因を、障害のある人自身ではなく、社

会に求めるという主張と同様であることがわかった。しかしながら、福祉先進国の障害者

運動における社会モデルへの捉え方によって集団的意識を形成することは、中国ではま

だ進んでおらず、社会モデルに対する自発的で独自のイデオロギーが存在していない。今

後の障害者運動の展開には、中国の社会環境に適する「社会モデル」の主張が必要ではな

いかと考える。 

1980 年代以降、中国の経済発展が進んでおり、社会環境も急速に変化しているが、人

びとのイデオロギーは大きく変わってはいない。1960 年代から意識の社会変革を始めた

福祉先進国と異なり、現在の中国では、全体的な福祉の水準や権利意識が注目されるよう

になったのも、ここ数年のことである。当然ながら、障害のある人びとが求めている権利

や障害観の転換も、全体の社会環境を踏まえて考察しなければならない。また、社会福祉

の発展において、高齢者問題や女性の権利保護等が広く注目され、障害問題の解決は、能

率主義を核心とする社会においてあまり「重要」なこととはされていないようである。さ

らに、政府の厳しい管理により、激しくデモや抵抗運動を行うことも現実的ではない。 

こうした社会背景のもと、社会的責任を強く主張するイギリス社会モデルの捉え方は、

中国の現状には適用できないと考える。「福祉国家」のイギリスと異なり、今の中国の福
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祉水準は全体的に「補完的なもの」という特徴があり、障害者福祉も「適度」と示されて

いるように、限られた福祉を提供するものである。中国での障害のある人びとは、当時の

イギリスの「捨てられた人びと」の状況と違い、障害のことを徹底的に「社会が悪い」と

いう二元対立の主張をしても、社会の広範な支持を得られるとは考えられない。さらに、

中国の障害当事者および家族ともども、障害に対する態度は「世間を避ける」、「障害によっ

て恥を感じる」という意識がある（杜 2017）。つまり、障害のある人は自分自身に対して「常

識化された差別意識」が深く刻印されており、このような差別に抵抗することは困難であ

る。それゆえ、「障害は社会によって作られる」というモデルのアイデンティティーを形

成することは、多くの障害のある人にとってハードルが高いと考える。 

第 4 章の障害者権利擁護運動の課題の中で、中国政府の厳しい管理体制によって、障害

者運動の発展と継続が困難になるということを述べた。このような環境において、より広

範な支持を得るのは、障害者運動の発展にとって最も重要なことだと考える。現在の中国

での社会モデルの広がりは、主に社会に対して合理的配慮の提供を求めることを中心に

進んでいる。その中心となる戦略は、訴訟を通じて障害のある人の各権利を確立していく

ことである。この点は、アメリカの 1980 年代以降の障害者権利擁護運動の戦術と一致し

ている。また、上述した通り、アメリカにおける障害の社会モデル理論の代表的な人物で

ある Zola が「普遍化モデル」を示し、「障害」は「健康」と連続的なものとして扱われ、

一部の人の属性ではなく、人間の普遍的な状態であることが提示された。さらに、高齢者

との政治的共闘を主張し、「障害」のための平等な機会や社会資源の要求は、「障害のあ

る人」というマイノリティーのために闘うのではなく、世の中のすべての人のためのもの

であると主張した（Bickenbach et al. 1999: 1182; 杉野 2007:65-66）。このような「普遍化

モデル」は、より広範な人と連携して、支持を得ることに効果があると考える。 

中国における障害のある人びとは、長い間、身体的・心理的なリハビリテーション、職

業リハビリテーションのサービスを受け、また、時には様々な慈善に基づく活動やボラン

ティアからの「善意」のケアを受けている。このような状況において、多くの障害のある

人は自己欺瞞に囚われ、本当の自分や本当の声を発見することが難しいと感じている（楊 

2015: 109）。障害のある人は、「自らの力で心強く生きる」という社会スローガンのもと

に生きており、障害による障壁を自分の力で克服することを認め、さらに社会的な評価を

得るために、健常者よりも努力をしなければならないという認識を持っている。そして、

努力しても現実の挫折を味わうことによって、このような支援の限界に気づくようにな

った。このような現状は、Zola の経験と似ているところがある。 

中国の DPO は、障害のある人びとの各権利を主張して政策提言を行う際に、権利侵害

問題を指摘して専門家と協力して改善策としての提案書を提示する、という戦略を行っ
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ている。政府と交渉する際に、「普遍性モデル」の理念に基づき、より多くの人をカバー

することができるということを強調することは、政府が障害者権利擁護の展開を受け入

れやすくなるのではないかと考えられる。 

このように、集団的意識の形成と政治的資源の獲得がまだできているとはいえない中

国障害者運動にとって、Oliver を代表とするイギリス社会モデルに従って徹底的に社会的

責任を主張する理念よりも、Zola が提示した「普遍化モデル」の捉え方のほうが、中国の

障害者運動の発展に適合するのではないかと考える。 

 

3.2.2 国際視点から国内の障害のある人のニーズに注目 

 中国障害者運動の課題に関する議論から、DPO は政府の厳しい制限により障害のある

人びとのニーズを主張できないという課題に直面していることがわかる。確かに制限さ

れている社会環境は障害者権利主張の発展の妨げになると想像できる。 

  アメリカ、イギリス、日本の障害者運動史から、長期的な権利擁護活動を持続させるた

めに必要であるのは、政府からの資金援助を得てサービスの提供をすることである。中国

社会の底辺における障害のある人びとのニーズに近いサービスの提供を通じて、相互交

流の場が形成され、それによって障害のある人びとの権利意識の確立や、ネットワークの

形成、そして DPO に対する支持と理解を促進することができる。事業体と運動体を統合

している日本の自立生活センターや、イギリスの UPIAS のように行政や専門家と対立す

る運動を行うものとは異なる障害者団体 SIA が、セルフグループとして障害のある人の

ニーズに基づき、サービスを提供することに努めていたという事例は、この成功モデルを

示している。 

中国における障害のある人びとは、格差が非常に大きい社会で暮らしている。こうした

社会環境においては、障害者間の格差も大きくなる。例えば、都市部と農村部のそれぞれ

の社会保障政策による格差、農村部や地方の合理的配慮の提供に対する認識の低さ、若年

障害者と高齢障害者の教育水準の格差等によって、同じく障害を持っていても、置かれて

いる環境は全く異なる。そのため、中国における障害のある人びとのニーズは、人によっ

て非常に異なっており、共通点を見つけることは難しいと考える。この点は国際社会の状

況と異なると言える。 

政府主導の連合会に対し、今後どのように協力しながら、障害のある人の権利を保障で

きるのかを探ることも必要である。DPO はこれまで国際社会の影響を受けて、様々な形

式で権利擁護運動を行ったが、今後は国内の特有な状況に焦点を当てて、障害のある人び

とのニーズの把握、特に発達していない地方や農村部における障害のある人びとのニー
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ズに触れることを期待している。また、障害者連合会が提供している保障サービスでは満

たされていない障害のある人のニーズに注目すべきである。 

以上を踏まえると、今後の障害者運動は、国際社会の影響下に留まるよりも、国内の障

害のある人びとの多様なニーズを満たすことのできるサービスの提供を通じて、障害の

ある人びとの共通のニーズを把握し、中国の社会環境に適する権利擁護運動を行うこと

が重要であると考えられる。 

 

3.2.3 介助保障制度の充実を求める 

  第 4 章の調査結果によると、自立生活項目の実施状況は、講義、ピアないしカウンセリ

ング、集団活動、自立生活体験等の形式を通じて、障害のある人びとへのエンパワーメン

ト支援に焦点を当てて行われている。また、社会へのアクセス行動や、障害のない人びと

への交流活動を通じて、障害意識の転換を確認することができる。一方、要介助者程度の

障害のある人びとの参加が見られず、現在の自立生活項目は技能訓練やエンパワーメン

ト支援を通じて自立して生活することが可能な人が大多数である。また、「一加一」の担

当者へのインタビューから、自立生活の重要性を認識したことが確認できるが、それに関

連するニーズに満たすためのサービス提供と要求運動の展開はいまだ見られない。 

  第 2 章の中国の実態から、中国の介助制度がまだ十分に整備されていないことがわか

る。介助サービスの対象者は知的、精神、重度障害のある人を対象とするものであり、中

軽度の障害を持っている人びとは、公的介助サービスを利用することができない状態に

ある。さらに、最低限生活保障の基準を少しでも上回る収入がある障害のある人びとは、

介助が必要となったとしても、政府からの援助を受給することができない。現在の介助形

式は相変わらず主に親族によって提供されている。政府主導の介助施設である「陽光家園」

は、専門性を持っている障害者団体の参与が少なく、障害のある人のニーズに相応しいサ

ービスを提供するという点で疑問を持たざるを得ない。要するに、現在の介助サービスを

利用できる対象者は、非常に狭い範囲に限定され、障害のある人びとのニーズを満たして

いないと考えられる。 

 そのため、現在はほとんどの障害のある人は、介助サービスを利用できず、家族に頼っ

て暮らしている。「自立」に対する観念は、まだ身辺的自立や経済的自立に注目するもの

であり、障害のある人びとの自立生活に対するイメージは「他人に頼らず、自らの力で生

活できる」というものである。国際社会の影響を受けた DPO は、中国社会に自立生活の

理念を提示して、「自己決定権」の意識が生まれたたが、一部の要介助者ではない障害の

ある人の間で実践されているに過ぎず、自立生活理念の最も重要な部分の一つである重

度障害を持っている人でも自立できるということは無視されてしまった。 
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 アメリカ等における自立生活運動では、重度障害のある人でも自立して生活すること

ができるという思想が強調されている。それによって、障害種別や程度によってそれぞれ

のニーズが存在しているにも関わらず、すべての障害のある人びとが自立生活を求め、障

害者間の集団的意識が形成されるようになった。これに対し、中国の障害者運動では、こ

の点についてまだ触れていない状態にあり、障害のある人びとの集団的意識は、権利条約

の内容を通して形成されているのみである。 

  福祉先進国の障害者運動の経験から考えると、このような自立思想が形成される前に、

障害のある人びとへの生活保障制度があり、生活扶助や手当て等が得られ、地域で自立生

活を開始する基盤がすでに整っていることがわかる。日本を例に挙げると、障害のある人

のための住宅扶助、生活扶助等の保障があり、その際に不足しているのは介助サービスの

提供とサービスを維持できる組織である。また、府中療育センター闘争の後に、生活保護

の中に他人介護料特別基準が設定されたので、介助料の保障が可能になった。一方、介護

料は保障されても介助者探しは困難であり、自分で介助者を探さなければならない。さら

に、重度障害のある人が地域で暮らすためには、精神的な支援をするピア・カウンセリン

グと、自立生活経験者が生活技術を伝達する自立生活項目も必要となるので、介助サービ

スだけでは足りないという現実がある（中西 2014: 44-45）。こうした背景のもとで、自

立生活センターが設立され、障害のある人びとは誰かの介助に頼ることはあっても自ら

の生活をコントロールすることができる、という自立生活が実現した。 

  上記を踏まえて、中国の障害のある人びとが自立生活を達成するには、まず介助保障制

度の充実を求める必要があると考えられる。中国政府は、障害者施設の建設を推進してい

るが、大型施設の傾向が見られる。従来の権利擁護運動で行政と良好な交流ができた DPO

は、戦略を用いて、福祉先進国で大規模施設に起因する抵抗運動や差別事件が生じたこと

を政府に対して示し、調査を実施して今まで政府が提供してきたサービスに無駄が多い

ことと、障害のある人びとが望んでいるサービスを実証し、提案書を提出すべきではない

かと考える。また、福祉先進国の経験からすると、介助サービスの提供者を DPO に変え

て、自ら管理して運営することが、自立生活達成の先決条件だということは明らかである。

そのため、今後の障害者運動の方向は、介助保障制度の充実を要求することであると考え

る。 

 また、日本の障害者運動で提唱されている「脱家族」の観点は、同じく家族扶養を中

心とする中国では、適用することができると考える。近年、高齢化の進行とともに、中

国でも「介護の社会化」が訴えられているが、障害のある人びとへの介助サービスの提

供に関しても、親という枠から脱却して「社会化」するという視点が重要である。家族

扶養を重視する福祉政策は、障害のある人びとの自立を制限し、自己選択と自己決定を
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妨げることが予想される。そのため、障害のある人びとへの介助保障制度の充実を求め

ると同時に、介助の担い手を家族から社会に移していく視点も重要視すべきである。 

 

 

注 

 

1 労働能力のない人が頼りになる親族も有していないという意味である。現代ではよく

高齢・障害・疾病等を有している人のことを指している。 

2 オンライン雑誌『中国障害者』2018 年第 5 期「走在激情与执着之间——记北京市病残青

年俱乐部」の報道より 作者：呂争鳴（北京市障害者連合会の副理事長を担任した経歴

がある）http://www.chinadp.net.cn/datasearch_/journal/zc/2018-05/16-18160.html アクセス

日 2020 年 3 月 1 日 

3 沈奕斐 復旦大学公開講義「在爱情里的独特自我、为什么关系越亲密越不能容忍差异？」

2019 年 11 月 27 日 https://b23.tv/BV1qJ411X7Na アクセス日 2020 年 3 月 1 日 

沈はこの講座の中で、恋愛ドラマや若者の恋愛観をめぐって、現代中国女性のアイデン

ティティー認識を語り、また、女性運動の中に求めているものについて話した。 

 

http://www.chinadp.net.cn/datasearch_/journal/zc/2018-05/16-18160.html
https://b23.tv/BV1qJ411X7Na%20アクセス日2020年3月1
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終 章 

  障害分野では、障害者運動や権利の確立に関する課題が注目されてきた。近年、中国で

も、社会の発展と国際社会の影響で、障害のある人びとが権利擁護活動を展開してきたが、

それに関する研究はまだほとんど行われていない。本研究では、障害者運動の展開をめぐ

り、中国において聞き取り調査を実施し、障害のある人びとがどのような活動を行ってお

り、どのように社会と政策を変えてきたのか、そして変えつつあるのかを明らかにしよう

とした。そして、中国の障害制度と障害のある人びとが置かれている実態を検討し、アメ

リカ、イギリス、日本における障害者運動の歴史的展開も踏まえて、中国の障害者団体が

直面している課題を提示し、今後の障害者運動の発展を促進するためにどのようなこと

が必要であるのかを検討した。 

  本研究によって得られた主な知見として、以下の 4 点が挙げられる。第一に、中国の障

害福祉制度と障害当事者の経験や社会実情に対する考察から、政府が障害のある人びと

のために行っている支援が、障害のある人の権利を保障するという視点に欠けているこ

とが明らかになった。障害のある人びとへの支援は、障害当事者とその家族に対する経済

的援助と就労促進を主要な手段としており、家族や頼りになる親友がいない人、もしくは

貧困状態にある重度障害のある人に限って、介助保障サービスを提供するものである。つ

まり、障害のある人が生きるための最低限のものを保障するのみであり、政府による公的

な福祉はきわめて限定的である。また、障害に対する誤解や偏見によって障害のある人が

さまざまな形で差別・排除されているが、中国における最も規模が大きい障害者団体であ

る障害者連合会は、こうした不公平な境遇を変え、障害のある人びとの権利に基づく行動

を支える点で不十分であることを明らかにした。 

  第二に、2008 年の障害者権利条約の批准をきっかけに展開されてきた民間の障害者団

体の活動は、福祉先進国における障害者運動の戦略と異なる中国独自の戦略を使い、障害

意識の転換とインクルーシブな政策の実施に一定の成果を獲得したことを明らかにした。

運動の展開は、「政府を批判する抗議運動をしない」、「ソーシャルオピニオンを通じて

影響力を拡大」、「個別支援と行政への解決策の提供」という特徴がある。また、非当事

者団体による権利擁護運動も多くなされており、その特徴は第一に、知的障害・精神障害

のある人のために行われるものが多いこと、第二に、非当事者団体は DPO とよく協力し

ながら権利擁護を行うこと、そして第三に、非当事者団体も DPO と同様に、権利条約の

内容に基づき運動を展開していることであった。中国の DPO は、自立生活への関心を示

し、講義、ピア・カウンセリング、集団活動、自立生活体験等の形式を通じて、障害のあ

る人びとへのエンパワーメント支援と技能訓練に焦点を当てる自立生活項目が行われて
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おり、社会へのアクセス行動や、障害のない人びとへの交流活動を通じて、障害意識の転

換を確認することができた。 

  第三に、中国の障害者運動の展開状況を、運動発生の要因や障害をめぐる価値観、そし

て運動発展の社会文化要因といった側面から考察した。その結果、現在の中国障害者運動

が、民間 DPO の誕生と権利条約の批准、他の社会運動の戦略の提示、そして長い時間を

かけて蓄積した不満という社会要因によって発生し、展開しているということが分かっ

た。また、国際社会の影響を受けて、障害の社会モデルの理念を中国に広げ、国内の障害

意識を転換させようとする行動が、現在の障害者運動の中心的な部分である。一方、障害

のある人びとの集団的意識は、権利条約の内容を通して形成されているのみであること

が明らかとなった。全ての障害のある人びとの自立生活への要求はいまだ形成されてい

ないことと、DPO は戦略を用いて政策の実施に影響を与えたが、政策の決定には参加し

ておらず、十分な政治的資源を獲得していないことが明らかになった。また、政府の制限

によって障害者権利擁護運動の発展が難しくなり、DPO の展開活動と社会の底辺にいる

障害のある人との格差という課題が示された。そして、国際社会の影響を受けた DPO は、

中国社会に自立生活の理念を導入してきたが、現在は一部の要介護者程度ではない障害

のある人の間で実践されているに過ぎず、「重度障害を持っている人でも自立できる」と

いうアメリカ等の自立生活運動において最も重要な部分が無視されてしまったという問

題が残されている。 

 第四に、この一連の問題に対し、今後の障害者運動の展開方向について、福祉先進国の

経験から中国に適用できるものを提案した。アメリカ、イギリス、そして日本の障害者運

動の展開に対する考察から、1970 年代からの各国の障害者運動が、障害に対する捉え方

を転換し、「障害の社会モデル」という理念を提示したことがわかった。イギリス社会モ

デルは、徹底的に障害の問題を「社会によって作られたもの」として捉え、政府の社会的

責任を強調した。これに対し、アメリカの社会モデルについては、公民権運動に連動した

「マイノリティーモデル」を主張すると同時に、「障害の普遍化」モデルが挙げられる。

イギリス社会モデルの二元対立の主張と異なり、障害の定義を広げ、より多くの人と連帯

することによって、障害問題の解決に対するニーズの普遍性を形成した。このような運動

から生じた社会モデルへの解釈は、中国の障害者運動の展開に示唆を与えることができ

ると考える。また、障害者運動が長期的に継続することができたのは、障害のある人びと

が自らサービスの提供者になることが重要な要因であることと、自立生活の要求に至る

前に、整備された介助保障サービスが必要であることがわかった。さらに、日本の障害者

運動において、障害のある人の主体性を取り戻し、障害への否定的態度から肯定的な意識
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への転換を図った。親や施設による「被保護」の関係からの解放が重要であることがわか

った。 

これらの示唆に基づき、今後中国の障害者運動の方向についてより合理的な提言を試

みた。まず、社会モデルの捉え方についてである。障害者運動の展開状況と中国の社会環

境を踏まえて、現在の障害者運動の発展にとって最も重要なことは、より広範な支持を得

ることだと考える。これをもとに、今後の社会モデルへの捉え方について検討した。その

結果、集団的意識の形成と政治的資源の獲得がまだできない中国障害者運動にとって、

Oliver を代表とするイギリス社会モデルに従って徹底的に社会的責任を主張する理念よ

り、Zola が提示した「普遍化モデル」の捉え方の方が、中国の障害者運動の発展に適合す

るのではないかと考える。中国における障害のある人びとは、当時のイギリスの「捨てら

れた人びと」の状況と異なり、障害のことを徹底的に「社会が悪い」という二元対立の主

張をしても、社会の広範な支持を得られるとは考えられない。また、障害のある人は自分

自身に「常識化された差別意識」が深く刻印されており、このような差別に抵抗すること

は困難である。それゆえ、「障害は社会によって作られる」というモデルのアイデンティ

ティーを形成することは、多くの障害のある人にとってハードルが高いと考える。一方、

アメリカの「普遍化モデル」は、「障害」は一部の人の属性ではなく、人間の普遍的な状

態であることが提示された。現在の中国での社会モデルの広がりは、主に社会に対して合

理的配慮の提供を求めることを中心に進んでいる。「普遍化モデル」は、高齢者との政治

的共闘を主張し、「障害」のための平等な機会や社会資源の要求は、「障害のある人」と

いうマイノリティーのために闘うのではなく、世の中のすべての人のためのものである

と主張した（Bickenbach et al. 1999: 1182; 杉野 2007: 65-66）。そのため、このような「普

遍化モデル」は、より広範な人と連携して、支持を得ることに効果があると考える。さら

に、障害者権利擁護運動の発展が制限されている中国では、DPO が政府と交渉する際に、

「普遍性モデル」の理念に基づき、障害のある人びとのための合理的配慮の要求は、すべ

ての人をカバーすることにつながるということを強調することは、政府が障害者権利擁

護の展開を受け入れやすくなるのではないかと考えられる。 

また、国際社会の影響を大きく受けた DPO は、国連の障害者権利条約の内容に基づく

権利主張の意識を重視しているが、最も不利な状況に置かれている障害のある人びとの

ニーズに応える活動があまり見られない。今後の障害者運動は、国際社会の影響下に留ま

るよりも、国内の障害のある人びとの多様なニーズを満たすことのできるサービスの提

供を通じて、障害のある人びとの共通のニーズを把握し、中国の社会環境に適する権利擁

護運動を行うことが重要であると考えられる。また、権利擁護よりも、政府の支持を得ら

れやすい方法であるサービス提供を通じて、障害のある人びとのニーズを把握し、DPO に
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対する支持と理解を促進することに努める必要があると考える。そして、これまでの成功

戦略を活用して、政府に介助保障制度の充実を求める行動が今後の方向の一つであると

考える。さらに、障害のある人の自己選択権と自己決定権を主張し、介助の担い手を家族

から社会に移していく視点も重要視すべきである。 

 中国の社会発展はまだ途上段階にあり、障害のある人びとのための介助サービスの保

障、生活保護、教育、就業等も十分に整備されていないが、それに気づく障害当事者が出

現しているということは、社会の徐々な変化の兆候であると考える。本研究では、中国の

障害者運動がどのように展開されているのかを探るために、障害当事者団体に対する聞

き取り調査を試みたが、非当事者団体に対する調査を十分に行うことはできなかった。ま

た、障害当事者の視点と異なる政府主導の障害者連合会は、DPO による権利擁護運動に

対し、どのような態度や理解を持っているのかについても、今回の研究では言及されてい

ない。 

今後の研究課題として、中国政府、障害者連合会、そして民間の DPO や家族組織が、

どのように協力しながら、障害者間の格差が大きい社会環境の中において、最も不利な状

況にある障害のある人びとでも人権が保障され、真の意味で障害はあるが「障害者」では

ない状態を生み出すことができるのか、そのことを明らかにすることだと考えられる。ま

た、ネットの影響力が大きい現代社会では、今後の障害者運動の展開形式がどのように変

化していくのかについても明確にする必要がある。そのための鍵は、中国の障害者運動の

動向と活躍している DPO の活動にあり、引き続き注目する必要があるだろう。中国にお

ける障害のある人びとの自立生活を実現するためにも、この研究は引き続き行われなけ

ればならない。今後の課題としたい。 
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付  録 

1  事例対象者のプロフィール 

 

調査対象者は障害のある人 

番号 年代 性別 障害種別 障害認定 先後天 障害原因 最高 

学歴 

職業 

事例 1 40 男 身体障害 肢体障害 2 級 後天性 

 

病気 小学校

以下 

なし 

事例 2 10 児童 身体障害 肢体障害 4 級 先天性 

 

事故（出

産時） 

小学

校在学 

なし 

事例 3 40 女 身体障害 肢体障害 3 級 後天性 

 

病気 中学校 なし 

事例 6 40 女 身体障害 ない（手不自

由） 

後天性 

 

労働災害 高校 工場の

社員 

 

調査対象者は障害のない人 

番号 年代 障害のある人との関係 

事例 4 50 代 雇用企業の担当者 

事例 5 40 代 知る 

事例 7 40 代 親族 
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2  障害者運動の展開に関する調査の同意書と質問項目表 

 

研究参加に関する同意書 

 

調査対象者の方へ 

                           年  月  日  

 

 研究の目的 この研究は、中国における障害のある人びとの自立生活の研究を行う

ことで障害者自立生活運動の展開と自立生活に対する意識を解明することを目的とし

ています。 調査開始前にこの説明書をお読みいただき、ご協力いただける場合には、

参加同意書に署名をお願いいたします。 

  

 調査方法 調査質問票に表示されているいくつかの質問に口頭で答えていただきま

す。あるいは調査実験者が口頭で質問を提出して答えていただきます。所要時間は、

前後の説明時間も含めて 1 時間程度です。  

 

 個人情報の取扱い 調査参加者の個人情報は厳密に管理し、プライバシー保護には

十分配慮致します。取得した個人情報は、研究目的以外には使用しません。論文には

番号付けを行うとともに匿名化しますので、研究発表する際も個人情報は守秘されま

す。 

 

署名欄 

 

 上記の説明について了承し、研究に協力致します。 

 

 

  研究参加者氏名：             年   月   日  

   

  担当者署名：                       年   月   日  

 

 

（調査する際に中国語版の研究同意書を使用） 

 



 209 

質問票 

自立生活運動の展開に関する調査 

まず、ご自身のことについてお聞きします。 

 ①あなたの性別はどちらですか。 

 ②あなたの年齢は何歳ですか。 

 ③あなたが何の障害を持っていますか。 

 ④あなたが最後に卒業した学校はどれですか。 

 ⑤あなたが現在 One Plus One にどのような仕事を担当していますか。 

障害者運動の展開方法についてお聞きします。 

 ①どのように国際機関と連携していますか。 

 ②最初の資金援助のところはどこですか。 

 ③どのように政府から承認されることができますか。 

 ④立ち上がっている経緯についてお教えていただいてもよろしいですか。 

今まで展開された活動の内容と難点についてお聞きします。 

 ①展開された活動とこれからの運動の方向についてお教えていただいてもよろしい

ですか。 

 ②地方 DPO に対する支援の方法は何ですか。 

 ③政府の支持がありますか。 

障害者権利条約の影響についてお聞きします。 

 ①2006 年から 2008 年の権利条約批准するまでに行っていた運動は何ですか。 

 ②その時の障害者運動は権利条約の批准に影響されることがありますか。 

 ③権利条約批准後の影響について説明させていただいてもよろしいですか。 

知的障害、精神障害、重度障害の権利や自立についての考え方をお聞きします。 

 ①今 One Plus One の中に、知的障害や精神障害のある人があまりいませんが、彼ら

の自立生活についての考え方は何ですか。 

 ②これからの自立生活運動は彼らのことを配慮する考えがありますか。 

障害者連合会との関わりについてお聞きします。 

 ①障害者連合会は政府主導の団体ですが、共通の考え方がありますか。 

 ②どのように関わっていますか。 

政策制定の参加についてお聞きします。 

 ①One Plus One は現在の政策制定の場面でどのように位置づけますか。 

 ②日本の障害者政策委員会のような第三者の政策制定の組織が存在しますか。 

 ③上記のものについてはどう考えていますか。 
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自立生活意識に関する調査 

 

まず、ご自身のことについてお聞きします。 

 ①あなたの性別はどちらですか。 

 ②あなたの年齢は何歳ですか。 

 ③あなたが何の障害を持っていますか。 

 ④あなたが最後に卒業した学校はどれですか。 

 ⑤あなたが現在 One Plus One にどのような仕事を担当していますか。 

現在の生活状況についてお聞きします。 

 ①あなたが現在の住居環境はどう思いますか。 

 ②何人家族ですか。同居されている家族との関係は何ですか。 

 ③今は結婚していらっしゃいますか。 

 ④外出する際に何か障害者支援サービスを利用したことがありますか。 

 ⑤あなたが外出するうえで、なにか困っていることがありますか。 

 ⑥旅行や地域活動等参加しますか。 

 ⑦自立生活できますか。 

自立の意識についてお聞きします。 

 ①あなたは自立生活のことについてどう思われますか。 

 ②生活の中に困っていることがありますか。それはどんな形で、どんな分野のこと

ですか。 

 ③あなたの現在の暮し向きについてどう思われますか。 

共生社会の意識についてお聞きします。 

 ①あなたは障害者権利についてどう考えていますか。 

 ②障害のない人と同様に社会に参加できますか。 

 ③障害の社会モデルについてどう考えていますか。 

自立生活を実現するための条件についての考え方をお聞きします。 

 ①現在は何の福祉的な支援を受けていますか。 

 ②自立生活を達成するために、どんなことが必要ですか。 

 ③現在の障害に関する政策、法律等に不満や改善すべきなことがありましたら教え

てください。 
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3  自立生活項目に関する調査の同意書と質問項目表 

 

同意書 

 

調査対象者の方へ 

                           年  月  日  

  

 研究課題：中国における障害のある人びとの自立生活に関する研究 

 研究責任者：杜 林  

 所属：人間社会環境研究科（博士後期課程）・3 年 

 指導教員名：田邊 浩 

 

 研究の目的 この研究は、中国における障害のある人びとの自立生活の研究を行う

ことで自立生活項目の展開と自立生活に対する意識を解明することを目的としていま

す。 調査開始前にこの説明書をお読みいただき、ご協力いただける場合には、参加同

意書に署名をお願いいたします。 

  

 調査方法 調査質問票に表示されているいくつかの質問に口頭で答えていただきま

す。あるいは調査実験者が口頭で質問を提出して答えていただきます。所要時間は、

前後の説明時間も含めて 1 時間程度です。  

 

 個人情報の取扱い 調査参加者の個人情報は厳密に管理し、プライバシー保護には

十分配慮致します。取得した個人情報は、研究目的以外には使用しません。論文には

番号付けを行うとともに匿名化しますので、研究発表する際も個人情報は守秘されま

す。 

 

署名欄 

 

 上記の説明について了承し、研究に協力致します。 

 

  研究参加者氏名：             年   月   日  

   

  担当者署名：                       年   月   日  
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質問票 

 

自立生活項目の展開に関する調査 

 

まず、ご自身のことについてお聞きします。 

 ①あなたの性別はどちらですか。 

 ②あなたの年齢は何歳ですか。 

 ③あなたが最後に卒業した学校はどれですか。 

 ④あなたが現在どのような仕事を担当していますか。 

自立生活項目の展開方法についてお聞きします。 

 ①どのように国際機関と連携していますか。 

 ②最初の資金援助のところはどこですか。 

 ③どのような運営体系を行っていますか。 

 ④設立経緯についてお教えていただいてもよろしいですか。 

今まで展開された活動の内容と難点についてお聞きします。 

 ①展開された活動とこれからの方向についてお教えていただいてもよろしいです

か。 

 ②政府の支持がありますか。 

 ③社会にどのような影響力が生じられていますか。 

知的障害、精神障害、重度障害の権利や自立についての考え方をお聞きします。 

 ①知的障害や精神障害のある人びとの自立生活についての考え方は何ですか。 

 ②これからの自立生活項目は彼らのことを配慮する考えがありますか。 

障害者連合会との関わりについてお聞きします。 

 ①障害者連合会は政府主導の団体ですが、この自立生活項目についての考え方は何

ですか。 

 ②どのように関わっていますか。 

政策制定の参加についてお聞きします。 

 ①現在の政策制定の場面でどのように位置づけますか。 

 ②政策制定や提案の参加についてはどう考えていますか。 
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自立生活意識に関する調査 

 

まず、ご自身のことについてお聞きします。 

 ①あなたの性別はどちらですか。 

 ②あなたの年齢は何歳ですか。 

 ③あなたが何の障害を持っていますか。 

 ④あなたが最後に卒業した学校はどれですか。 

現在の生活状況についてお聞きします。 

 ①あなたが現在の住居環境はどう思いますか。 

 ②何人家族ですか。同居されている家族との関係は何ですか。 

 ③今は結婚していらっしゃいますか。 

 ④外出する際に何か障害者支援サービスを利用したことがありますか。 

 ⑤あなたが外出するうえで、なにか困っていることがありますか。 

 ⑥旅行や地域活動等参加しますか。 

 ⑦自立生活できますか。 

自立の意識についてお聞きします。 

 ①あなたは自立生活のことについてどう思われますか。 

 ②生活の中に困っていることがありますか。それはどんな形で、どんな分野のこと

ですか。 

 ③あなたの現在の暮し向きについてどう思われますか。 

 ④自立生活項目を通じて何のことが実現してきましたか。 

共生社会の意識についてお聞きします。 

 ①あなたは障害者権利についてどう考えていますか。 

 ②障害のない人と同様に社会に参加できますか。 

 ③障害の社会モデルについてどう考えていますか。 

自立生活を実現するための条件についての考え方をお聞きします。 

 ①現在は何の福祉的な支援を受けていますか。 

 ②自立生活を達成するために、どんなことが必要ですか。 

 ③現在の障害に関する政策、法律等に不満や改善すべきなことがありましたら教え

てください。 
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4  自立生活項目のタイムスケジュールと内容 

 

2017 年第 5 期自立生活項目のタイムスケジュール 

 時間 テーマ レッスンの内容 実践活動 

1 第 1 週 開会式 開会式、理念と項目内容の紹介 安全常識、緊

急事故の対応 

2 第 2 週 自己認識 1 自立目標、個人の成長計画 周りの環境を

知る 

3 第 3 週 自己認識 2 自らの価値の認める ストーリーを

分かちあう 

4 第 4 週 社会参加 1 職業世界の探索 練習、自らの

職業生涯の思

考 

5 第 5 週 自己発展 1 自己管理、時間管理 クッキングの

体験活動 

6 第 6 週 家庭の成長 1 Satir 家族療法 個人の成長計

画のフォロー 

7 第 7 週 家庭の成長 2 非暴力コミュニケーション 非暴力コミュ

ニケーション

の練習 

8 第 8 週 家庭の成長 3 ドラマ体験 非暴力コミュ

ニケーション

の練習 

9 第 9 週 社会参加 2 障害とセックス 卒業旅行の検

討 

10 第 10 週 社会参加 3 障害と社会 討論会 

11 第 11 週 自己発展 2 総括 卒業旅行 

12 第 12 週 内部の卒業式 内部の卒業式 卒業式の準備 

13 第 13 週 外部の卒業式 卒業式  

出典：「瓷娃娃」からの資料に基づき筆者作成
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2017 年第 5 期自立生活項目の詳細内容 

テーマ 目標 主要な内容 

開会式 1.参加者と家族が自立生活項

目の理念に対する理解を向上

させること 

2.参加者の間の良好な関係を

築き、規則を策定すること  

3.参加者の自信を高めること 

1.参加者の相互理解を築く 

2.自立生活理念の紹介 

3.プロジェクトの起源（エ

ド・ロバーツのストーリー

の紹介） 

4.もとの参加者からの経験

を共有する 

5.学習ルールを制定する 

安全知識とバリアフリー

環境の改造 

生活上の安全知識を強化し、

自立生活に適応すること 

1.水、電気、ガスの使用に

関する安全知識の勉強 

2.車椅子の使用に関する安

全知識の勉強 

3.屋内バリアフリー施設の

改善のヒントの紹介 

自己認識 1 自らの生活の特性を知り、今

後の成長目標を確立すること 

1.最近の生活の状況を明確

にする 

2.自己能力の評価 

3.自立生活の成長目標を明

らかにする 

事件の対応 参加者のトラブルを解決する

こと 

1.矛盾を明確にする（理

由） 

2.多様な価値観を受け入れ

る環境を作る 

3.参加者からの意見やフィ

ードバックを収集する 

4.参加者の問題解決能力を

向上させる 

バリアフリー外出 1.外出の能力を向上させる 

2.バリアフリー社会環境の宣

伝 

1.公共交通機関の利用を指

導する。例えば、地下鉄や

バス等 
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 2.社会の人びととの交流 

職業探索 1 自らの職業性格と職業趣味 1.職業試験 1 職業性格テ

スト 

2.職業試験 2 職業興味テ

スト 

3.個人の価値観の選別 

4.仕事に対する理解 

ストーリーの分かちあい 参加者の人間関係を深化させ

る 

1.参加者の個人写真展 

2.自分の人生のストーリー

を共有する 

職業探索 2 具体的な個人成長計画を制定

する 

1. SWOT を通じて自己分析

を行う 

2.個人の成長目標とその具

体的な実施計画を作る 

3.相互支援と相互監督のメ

カニズムを制定する 

自己管理 参加者の自己管理の意識と能

力を向上させる 

1.参加者の自己管理の問題

をまとめる 

2.豊富な経験を持っている

当事者からの経験の共有、

日常生活管理上の問題を解

決する方法等の紹介と交流 

クーキングと家事 独立生活する能力の向上 1.調理の実演 

2.参加者のクーキング体験 

3.家事を行う方法の紹介と

実践 

Satir 家庭療法 他人との人間関係を改善する

こと 

1.Satir 理論の紹介 

2.感謝の表現と練習 

3.自己理解 

非暴力コミュニケーショ

ン 

参加者のコミュニケーション

能力の向上 

1.非暴力コミュニケーショ

ンの背景を紹介する 

2、ロールプレイング体験 
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3.非暴力コミュニケーショ

ンの 4 つの要素の紹介 

4、事例、経験の共有 

個人の成長計画のフォロ

ー 

参加者の個人成長計画を促す

こと 

1.個人の成長計画を共有す

る 

2.履歴書の書き方の勉強 

3.難しいことを識別する 

4.相互サポートを強化し、

補完する 

非暴力コミュニケーショ

ンの実践 

非暴力コミュニケーションの

要素を運用する能力の向上 

グループで練習する 

ドラマ体験 生活上の困難に対する思考 1.身体の活動 

2.グループでストーリーを

共有する 

3.台本を選択する 

4.ロールプレー演習 

障害とセックス 1.性に関する知識の理解 

2.自己保護の意識の向上 

3.親密な関係を築くことに関

する権利意識の促進 

1.性と性別に関する生理学

的知識 

2.他人との体の距離の意識 

3.ジェンダー意識と事例分

析 

障害と社会 障害の社会モデルに関するレ

ッスンを通じて、参加者の権

利意識を向上させること 

1.障害の医学モデル、社会

的モデルの展開 

2.グループディスカッショ

ンとケースの共有 

3.障害者権利条約の障害定

義に対する理解 

4.座談会：経験のある当事

者が実際の生活の中で、ど

のように障害の社会モデル

の理念に基づいて困難を処
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理するのかをめぐり、検討

する。 

総括 1.自らの価値を認め、将来の

生活に直面すること 

2.卒業式の準備 

1.3 か月の成長プロセスを

演出する 

2.大規模のグループで経験

を共有する 

3.項目の主要な内容の総括

と自己評価 

4.個人の成長目標と計画を

踏まえ、成果を確認する 

卒業旅行 1.参加者の自己意思決定の能

力を向上させる 

2.バリアフリー社会の建設を

提唱する 

1.旅行計画の準備（場所、

予算、分業、観光ルート、

宿泊、交通等） 

2.観光地を訪問し、途中で

一般の人びとと交流する。 

卒業式の準備と練習 自主性（自己選択、自己決

定、自己責任）を行使するた

めの認識と能力を身につける 

1.卒業式の流れを紹介し、

会場の手配を行う 

2.プログラムの分配 

3.パフォーマンスについて

の討論会 

4.パフォーマンスの練習 

内部卒業式 参加者の成長意欲を高めるた

めに、3 か月の項目から卒業

する賞を与える 

1.儀式 

2.互いに贈り物をする 

卒業式 1.参加者の成長の結果を示

し、賞賛する 

2.希少疾患や障害者グループ

に対する一般的理解を改善

し、インクルーシブの社会環

境の発展を促進する 

1.社会に対する権利意識の

宣伝活動（障害の模倣体験

物、障害のない人との交流

やゲーム等） 

2.卒業パフォーマンス（参

加者の自主計画で行う） 

3.閉会式 （卒業証明書の

発行） 

出典：「瓷娃娃」からの資料に基づき筆者作成



 219 

謝 辞 

 

 本研究は金沢大学大学院人間社会環境研究科の田邊浩教授からご指導と、温かい励ま

しをいただけましたことにより完遂することができました。田邊先生には感謝の気持ち

を表す言葉もみつかりません。 

 博士課程への進学および研究全般にわたる多大なご助言とご支援をいただきました同

研究科の森山治教授と高橋涼子教授に心より感謝申し上げます。同研究科の真鍋知子教

授と村上慎司先生から多くの教えを賜りました。深く感謝申し上げます。また、社労ゼミ

を通して各先生と学生から有益なご指導、助言を賜りました。感謝の気持ちでいっぱいで

す。 

 本研究のために惜しみなく支援をしてくださった各方面の関係者の方々と友人に、そ

して、 研究の道を励まし合いながら共に歩んだ学友たちに、お礼を申し上げます。そし

て、「一加一」と「瓷娃娃」障害者団体の多くの人びとが筆者の研究のために、多大な協

力と支援をしてくれましたことを特筆させていただきます。「一加一」と「瓷娃娃」障害

者団体のご理解とご支援をいただけたことで、組織の担当者や障害当事者を対象とした

様々なインタビュー調査を実施することができました。心より感謝申し上げます。日本語

の論文のため、支援をして下さった団体の方々に本論を読んでいただくことができない

ことを申し訳なく思います。 

 最後に、本論文を遂行するに当たり、温かく見守りそして辛抱強く支援してくださった

母親に対しては深い感謝の意を表して謝辞といたします。 


	序　章
	1　本研究の問題意識
	2　問題の提起
	3　研究の方法
	4　論文の構成

	第1章　本研究の理論枠組み
	1　用語の説明
	1.1　「障害」の表記の変遷―「残廃」から「残障」へ
	1.2　日本における「障害」の呼び方に関する議論

	2　略語の説明
	3  本論文の理論的背景
	3.1　障害の社会モデル
	3.1.1　障害の社会モデルの提示
	3.1.2障害の社会モデル理論の分類
	3.1.3　社会モデルをめぐる論争

	3.2　自立生活の理念
	3.3  社会運動論
	3.3.1  社会運動の定義
	3.3.2  本論文の基盤となる社会運動理論
	3.3.3  障害者運動の研究と社会運動論との関連



	第2章　中国における障害のある人びとの実態
	1　障害に関する概要
	1.1　障害の定義
	1.1.1　国際社会の障害に対する理解と活用
	1.1.1.1  国際障害分類（ICIDH）から国際生活機能分類（ICF）へ
	1.1.1.2  ICFの特徴と議論
	1.1.1.3  イギリスとアメリカでの障害の定義

	1.1.2　 中国での障害の定義
	1.1.2.1  法律・政策上の定義
	1.1.2.2　障害種類の基準
	1.1.2.3 中国でのICFの活用と矛盾


	1.2　統計データから見る障害者人口の基本状況

	2　中国の社会福祉と障害福祉の現状
	2.1  中国の社会福祉について
	2.1.1  計画経済時代の社会福祉
	2.1.2 経済改革後の社会問題の爆発と社会福祉の普及
	2.1.3 現行の社会福祉制度の特徴

	2.2　障害福祉体制の概要
	2.2.1  障害福祉の歴史的変遷
	2.2.1.1  障害のある人が「残废人」と呼ばれる時期
	2.2.1.2  新中国成立後の救済の段階
	2.2.1.3  平等と参加を目標とする段階

	2.2.2  現行の障害関連施策について
	2.2.2.1  障害に関連する法制度
	2.2.2.2  障害に関連する行政の体系
	2.2.2.3  最近の政府部門の目標

	2.2.3  障害福祉体制の特徴


	3　障害のある人びとが置かれている現状
	3.1  教育について
	3.2  就労について
	3.2.1 統計データや施策から
	3.2.2  実際の社会状況
	3.2.2.1  差別・排除されている状態
	3.2.2.2  職場環境の不整備
	3.2.2.3  職業支援の限界


	3.3  介助について
	3.3.1 制度の現状
	3.3.1.1  介助制度の展開
	3.3.1.2  現行の介助制度の内容

	3.3.2  介助施設の実情
	3.3.2.1  政府主導の「陽光家園」
	3.3.2.2 介助サービスを提供する民間施設


	3.4　バリアフリー環境について
	3.4.1 政府の取り組み
	3.4.2 統計データから見る現状


	3.5  生活保障について
	3.5.1  法制度の現状
	3.5.2  実際の社会現状
	3.5.2.1  地域間の差が大きい
	3.5.2.2  低収入、中軽度障害のある人への保障の不足



	4　障害のある人に出会わない社会
	4.1  現代中国社会の障害観
	4.2  障害者連合会の役割
	4.2.1 障害者組織の展開
	4.2.1.1  初期（1949〜1966年）
	4.2.1.2  停滞時期（1966〜1976年）
	4.2.1.3  成熟期（1978年〜20世紀末）
	4.2.1.4  分化期（20世紀末から〜）

	4.2.2  障害者連合会の現状
	4.2.3  障害者連合会の成果
	4.2.4  障害者連合会の課題



	第3章　福祉先進国における障害のある人びとの自立生活への道
	1　分析の枠組
	2　アメリカ、イギリス、日本の障害者運動の比較分析
	2.1　運動発生の社会環境要因
	2.1.1　アメリカ
	2.1.1.1  生態学的集中と組織の形成
	2.1.1.2  集合行動のフレームと不満の原因

	2.1.2　イギリス
	2.1.2.1  生態学的集中と組織の形成
	2.1.2.2  集合行動のフレームと不満の原因

	2.1.3　日本
	2.1.3.1  生態学的集中と組織の形成
	2.1.3.2  集合行動のフレームと不満の原因


	2.2  集団的意識
	2.2.1 アメリカ
	2.2.2　イギリス
	2.2.3　日本

	2.3　運動発展の社会文化要因
	2.3.1　アメリカ
	2.3.1.1  共通の社会空間
	2.3.1.2  個人・組織間のネットワーク
	2.3.1.3  政治資源の獲得

	2.3.2　イギリス
	2.3.2.1  共通の社会空間
	2.3.2.2  個人・組織間のネットワーク
	2.3.2.3  政治資源の獲得

	2.3.3　日本
	2.3.3.1  共通の社会空間
	2.3.3.2  個人・組織間のネットワーク
	2.3.3.3  政治資源の獲得



	3　福祉先進国における障害者運動の特性
	3.1  社会運動論の視点による三ヶ国の障害者運動に関する考察
	3.1.1  アメリカ
	3.1.2  イギリス
	3.1.3  日本

	3.2  三ヶ国の障害者運動の特性


	第4章　当事者団体による障害者運動 ———「一加一」と「瓷娃娃自立生活項目」を例として———
	1　民間DPOの出現
	2　障害当事者団体による権利擁護運動———「一加一」に対する調査から
	2.1  調査の概要
	2.2 「一加一」からの障害者運動の展開
	2.2.1 「一加一」の創設
	2.2.1.1  組織名「１＋１」の意味
	2.2.1.2  組織背景
	2.2.1.3  資金援助
	2.2.1.4  事業内容
	2.2.1.5  ワンプラスワンの目標
	2.2.1.6  「一加一」の位置付け

	2.2.2  主な出来事

	2.3  行政側から評価を得る戦略
	2.3.1 シャドーレポートの提出
	2.3.2  障害者連合会との協力
	2.3.3  政府が管理する範囲内での行動
	2.3.3.1  障害分野に専念
	2.3.3.2  海外からの基金に対するやり方
	2.3.3.3  情報サービス提供


	2.4  社会への影響
	2.4.1 障害当事者の権利擁護活動の促進
	2.4.2 就業形式の多様化の促進
	2.4.3 地方DPO発展の促進とネットワークの形成
	2.4.4 政策制度への影響

	2.5  自立生活への関心

	3　自立生活項目の展開——「瓷娃娃」を例として
	3.1  調査の概要
	3.2 「瓷娃娃」自立生活項目の概要
	3.2.1 創設経緯
	3.2.2 連携機関と資金援助
	3.2.3　理念と目標
	3.2.4  自立生活項目の展開
	3.2.4.1 主な展開活動
	3.2.4.2  講義の内容と調整
	3.2.4.3  項目の期間
	3.2.4.4  内容の調整


	3.3  展開の戦略
	3.3.1  エンパワーメント支援
	3.3.1.1  精神的なエンパワーメント
	3.3.1.2  体験的なエンパワメント
	3.3.1.3  バリアフリー生活体験

	3.3.2  ピア・カウンセラーと当事者リーダーの育成
	3.3.3  マニュアルの作成
	3.3.4 アクセス行動の展開
	3.3.5  地方・国際との交流活動

	3.4　「瓷娃娃」自立生活項目の発展成果と課題
	3.4.1 現状のまとめ
	3.4.2  自立観の広がり
	3.4.3  課題
	3.4.3.1  重度障害のある人
	3.4.3.2  地域の限定
	3.4.3.3  政府が自立生活の環境を支持すること




	第5章　非当事者団体による権利擁護運動
	1　非当事者による権利擁護志向の民間団体の発足
	2  障害者家族による権利擁護運動
	2.1  「融愛融楽」知的障害者家族組織の形成
	2.2  就労支援の促進
	2.3  地方の家族組織による融合教育の促進

	3  法律支援組織による障害のある人びとの権利保障
	3.1  障害者権利擁護の法律支援
	3.2  法律や政策の執行の促進

	4  非障害者団体による権利擁護運動の特徴

	第6章　中国における障害者運動の考察
	1　障害者運動に対する分析
	1.1　分析の枠組み
	1.2　運動発生の社会環境要因
	1.2.1　生態学的集中と組織の誕生
	1.2.2　集合行動フレーム
	1.2.3　不満の原因と根拠

	1.3　運動形成と障害をめぐる価値
	1.3.1　集団的意識
	1.3.2　障害概念の転換
	1.3.3　当事者性

	1.4　運動発展の社会文化的要因
	1.4.1　共通の社会空間と国内外のネットワーク
	1.4.2　政治資源の獲得

	1.5　国際社会・国際協力の影響

	2　社会運動論的視点からの中国障害者運動の考察
	3  自立生活の展望
	3.1　福祉先進国における障害者運動の経験からの示唆
	3.1.1　社会モデルの実践
	3.1.2　介助保障サービスの担い手の転換

	3.2　今後の中国障害者運動の方向
	3.2.1　社会モデルの捉え方
	3.2.2　国際視点から国内の障害のある人のニーズに注目
	3.2.3　介助保障制度の充実を求める



	終　章
	参考文献
	付　　録
	1  事例対象者のプロフィール
	2  障害者運動の展開に関する調査の同意書と質問項目表
	3  自立生活項目に関する調査の同意書と質問項目表
	4  自立生活項目のタイムスケジュールと内容

	謝　辞

